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礪轍処理需要の竃状 と展望

(情報狸運およぴ情藷拠璽産業の動物とその影響調査報告)

職 人 昧 鳴報酬 臓 ⇔ タ_









序 に 代 え て

へ

電子 計算 機 に よる情 報 処理 は,社 会 経 済 の発 展 に と もな う各 種情報 の蓄 積

・加 工 ・供 給 を最 も有 機 的 ・効 果 的 に 進 め る担 ない手 と して,最 近 とみ にそ

の重要 性 が認 識 され て きて お ります 。

また,情 報 処 理 そ の もの も第3世 代 電 子 計算 機 の登 場以 来,そ の 利用 分野

の拡 大 と と もに経 営 の意 思決 定 シス テ ム,コ ン ピュー タの不 特 定 多数 に よる

共 同 利用 とい った 高度 化 の 方 向 が検 討 され つ つ あ り,従 来 の事 後 処 理 的 な利

用 か ら見る と現 在 の情 報 処 理 は 大 きな発展 期 を迎 え て いる と もい えま す 。

この よ うな情 勢 にお い て,情 報処 理 お よび情 報処 理 産 業 の 前 途 には 幾 多 の

解決 を要 す る課題 が あ りま す。

す な わ ち,情 報 処理 産 業 発 展 の要 件 お よびそれ が他 産業 に与 え る影 響 とい

った 日本 経 済 の 動 向に 関連 す る 諸 問題 を始 め,同 産 業 が提 供 す べ き情 報 お よ

び情 報処 理 の種 類,情 報 お よび情 報処 理 の サー ビス の体 制,情 報処 理 の た め

のハー ドウ エ アお よび ソフ トウエ アの 技術,各 種 の標 準化,情 報 処 理 技 術 者

の養 成 な どで あ ります。

当 財 団は,昭 和42年12月20日 に 関係政 府 機 関 産業 界 の ご支 援 を得 て

設立 さ れ ま し て以来,こ れ ら情報 処 理 に関す る問 題 の解 決 の ため,各 種 の事

業を 実施 して お ります が,「 情 報処 理 と情 報 処 理 産 業 の動 向 と影響 調査 」は,

日大 自転 車振 興会 の機械 工 業 振興 資金 に よる補 助 を 受 け て 実 施 し た 「昭和

42年 度 情 報処 理 調 査研 究 補 助事 業 」の一 環 で あ り,調 査 内容 と しては,情

報 処 理需 要 の動 向,国 際情 報の動向,情 報処 理 技術 の動 向,ナ シ ョナル 情報 シ

ス テ ムの 動 向 の4分 野 を取 り あげ 各 々各 界 の有 識者 に よる小 委 員会 を 組 織 し,



主 と して定 性 的 な 動 向 を把 握 す る こ とを 目的 と して お ります 。

本 報 告 書 は,こ の うち情 報 処 理 需 要 の 現 状 と将 来 の 展望 に 関す る 調査 結果

を と りま とめ た もの で あ ります 。

最後 に,本 調査 に ご尽 力下 さ った 需要 予 測 小 委 員会 お よび同 ワー キ ング グ

ノレー ブの 各位 な らび に有 益 な ご意 見 を寄 せ られ た 関係 各位 に,心 より感 謝 の意

を表 します と と もに,幸 い に して太 報 告 書が 各 方 面 に利 用 され,わ が国 の 情

報処 理 産 業 発展 に 寄 与 で きます よ う念 願 レ、た す 次 第 で あ ります 。

財団法人 日本 情報処 理開発 センター

会 長 難 波 捷 吾
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1 総 論

1.1わ が国vafoけ る情 報 処 理 の 現 状

1.1.1背 景

わが国 におけ る情報処理は,い ま コンピュータの高度利用 によって大 きく飛躍す る方 向を

見せ始めてい る。

これは,コ ン ピュータ設置台数の急激な増加の面からのみ考えられ ることではな く,コ ン

ピュータ応用技術 の急速 な発展およびそれに基づく利用分野の拡大,そ して さらに遠隔情報

処理技術の開発 にょつて情報処理網の形成へ と,わ が国が大き く進み初 めた ことな どから考

えられ るものであ る。 こうした コンピュータたよる情報処理技術の画期 的な変革は,一 般産

業界は もとよ り行政機関にまで,わ が国 のあ らゆる面に広が りつつある。 しか も,そ の情報

処理の高度化への意欲は大 き く,そ して力強い。

わが国は,諸 外国に くらべて高い経済成長を続け るとともに,人 口や産業の特定地域集中

によ る高密度な社会を形成 し,産 業の専門化,細 分化傾向は一段 と進展す る動 きをみせてい

る。加 えて,わ が国 は国際化時代 に突入 し,政 治 ・経済お よび産業界はめ まぐる しく変動す

る様相 をみせ始めてい る。

産業界にあ って も行政機 関 にあ っても,こ うした社会経済情勢の変化に対応 し,有 機的な

管理運用体制を確立 し時宜 を得た意思 の決定 がな し得 るよう,強 く迫られてい る。なお,行

政機関 においてはそのほか,民 間に対す るサービス機能の拡充を図 ることが国民 生活の向上

のために一 つの大 きな要件 ともなっている。

このよ うな要請 に応 えて情報処理の果たす役割は大きく,そ のためには正確 かつ迅速な情報

の収集 とその処理,さ らには情報 流通 の円滑化 を促進す ることの必要性は言 うまで もな く,

そ れらの情報 をより有効 に より高度に活用す るためには,あ らゆ る分野で情報処理体制の有

機性 を高めることが不可欠 の問題である。この ように,高 度情報処理の意義は かってみ られ

なか ったほど大き くな っている。

この よ
.うにして・意 思決定 に必要な情報 処理機能を高度化す るこ とは・産業界 にとっては・

将来,企 業 を発展 させ る原動力の一つ であ り,行 政機 関にとって も国民生活の安定 と向上を

もたらす ものであって,そ れはわが国をさらに大 き く発展させ るための基盤 になるものであ

る との認識が深 まってい る。
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1.1.2コ ン ピュータ導入の動機

わが国 におけるコンビ=・一夕利用は昭和30年 代初 め数台の小型 コンピュータの稼動か ら

始 まり,今 や世界有数の コンピュータ利用国 にまで成長 してきてい る。 しか し,そ の ように

伸びてきたコ ンピュー タの利用 もその コン ピュータ導入の動機か らみ ると,ほ とん どは合理

化のため の機 械化計画の一環 として,個 別業務の うち,自 己完結的 な業務(た とえば,単 純

事務集計等の事後処理や大量なデータを使用す る科学技術計算等)に 使用す るために導入 さ

れたに過 ぎなか った。 これは,コ ンピュータの導入部署が,民 間企業 では経理部門または技

術計算関係部門であ り,行 政機関では多くは統計の集計部 門であったこ とから判断 して も理

解できよう。

しかも,ほ とん どの場合 コンビ=一 夕利用についてのニーイ(needs必 要 性意識)

を把握 しておらず,〃 まず,コ ン ピュータを導入 し,コ ンピュータに業務を合わせ る〃 とい

う 「機械指向型」(Machine-Qriented)の 利 用形態 とい うことにつきていた。 この よう

な状態 の下では,近 頃 関心の持たれ てい る経営(行 政)情 報 システムの確立 とい うことは主

眼 とされず,社 内組織や行政 組織 もそのまま踏襲 され てい た。

したが って,経 営管理 ・行政管理 にあた っては,シ ステムを機能別あ るいは問題別 にとら

えるとい う「問題指向型」(Problem-Oriented)の 利 用は行なわれず,情 報の有機 的処

理体制の確立 に対する理解は各企業 ・行政機関ともに浅かった ところが多い。

1、1.3コ ン ピュータ適用の現状 とその評価

コンピュータ適用 の現 状 は ,産 業別,企 業別 あ るいは行政機関別 にみて,い ず れの分野

においても,適 用分野.情 報処理技術のレベル等 において,極 めて大 きな 「格 差」が生 じて

いる。

こ うした格差,特 に民間企業 におけ る格差を生 んだ原因は,ほ ぼ次の3点 に要約で きよう。

① コンピュータを活 用 した情報処理 に対する上層部の理解 の程度に差 があったこ と。

② 企業 体の性格 または業態,業 務内容の違いか ら導 かれ るニーヅに対す る理解に差異があ

り,そ れぞれに応 じたシステム分析が完全に行なわれなか った こと。

また,コ ンピュー タ部門において問題 に対す る 「技 術的な こな し」の深 さに格差があ っ

たこと。

③ 企業規模の開 きがその まま コンピュー タ利用 に対する格差 につながってい るこ と。

この うち,① は,コ ンピュ ータ導 入 に関す る決定的な時間的格差を もたら し,ま た,ひ

一2一



とたびコンピュータを導入 して も,適 用業務 の拡大,ア プリケーションの開発な どを遅

らせ る要因 とな っている。

②は,コ ンピュータ利用水 準で大 きな格差 を もたら した主 な原因 となってい る。

半 面,た とえば,消 費財産 業(自 動車,家 庭電化製品,繊 維製品,医 薬 品,化 粧品な

ど)で は,生 産管理 情報一つに限って も,他 産業 におけ るよ りも,よ り綿密でシステマ

テ ィックになされてお り,経 営情報の トータル ・システム化へのサブ ・システムとして,

外注,購 買管理,原 価管理な どの情報 とも有機 的な関連を持たせてい ると ころが多い。

このよ うな産業 では,大 量 生産,大 量販売を強力に進めることが重要で ,こ のため,

市 場調査 一 生産管 理 一 販売管理 と,一 連 の システム化 が必要 であ り,か か るニーヅ

が コンピュータ利用水準を高 めた とい える。

③ に関 しては,大 企業 と中小企業 との コンピュータ利用のギャップを生み,一 般 に企業

規 模の大 きい程 コ ンピュー タ利用水準が高 くなっている。 これは,資 金量の相違 に もよ

るところが大きい。,

一方 ,各 行政機関の間 においては,上 層部 のコンピュータによる情報処理に対す る評

価 の相異 もさ ることながら,次 の ような点 に注 目す る必要がある。

① 社会経済状態 の変化 により,各 省庁 と も対 象業務の処理量 が増加 し,従 来の シス テ

ムでは対応 し切れな くなって きた。

この よ うな情勢 に対処 し,先 行的 にシステムを開発 し,情 報処理の高度化を 図った

と ころ とそ うでない ところとの間 に,格 差 を生 じた。

② 先行的システムの開発 情報処理の高度化を図ろ うとの意欲があ って も,情 報そ の

ものの性格の差異 当該業 務 に対す る分析手法の適用のむずか しさお よび予算 面の制

約から実現で きず,利 用技術上の格差 が生 まれた。

「情報そのものの性格の差異」 につい ては,単 に産業間,企 業間,省 庁間 における利

用水準 の格差 をもた らしただけでな く,ア プ リケーションウェアの開発を含 む応 用技術

の分野で も著 しい格差を もたら した。

た とえば,社 会情報として の科学技術情報な どは,民 間企業,行 政機関を問わず,わ

が国のあらゆ る方面におい てその必要性 が感 じられ てい るにも拘わ らず ,情 報の入 手段

階および事前処理 の段階で極 めて 巨額な投 資が必要 であるため利用が遅 れてお り,か か

る事情 が応用技術の開発の 面で も大 きな遅れを もた らしてい る。

上記の ような,格 差 を前提 にしつつ,コ ン ピュータの適用分野について,共 通業務 ,
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国有業務,経 営(行 政)情 報システムへの指向の3つ に分けて述べ ることにす る。

(1)共 通 業務

共通業務 とは,民 間企業 におい てはその経営管理 に必要な業務であ り,行 政機 関にあっ

ては統計作 成業務お よび内部の一般管理関係業務な どを さす 。

この段階の業務 は,販 売,購 買,外 注,財 務 などで大 企業では コンピュータに ょる処理

化を終えた段階 にある。ただ し,こ れらのアプ リケーシ ・ンの相互関連は密接でな く,そ

れ ぞれ 自己完結的にな されている。一方,行 政機 関においては,統 計の集計 業務 のうち,

セ ンサスはほ とん どコンピュータにょる処理がなされてい るが,そ の他 の調査統 計は コン

ピュータによる処 理がな されてい ない ところが多 く,ま た内部管理業務 に対す るコンピュ'

一 夕利用 も遅れてい る。

しか し,次 第 にこれ らの分野へ のコンピュータ適用 も実施 されつつ ある。

(2)固 有業 務

固有業務 とは,民 間企業,行 政機関 とも,特 定化 された 目的のためになされる業務で,

他 との共通性 が少ない特色のある業務を指す。現在,こ の分野におけ るコンピュータ利用

は急速 に進みつつあ り,世 界的 にみて も類例の余 りない特色 あるシステムが作 られつつあ

る。た とえば,NHKの 番組編成 システム,銀 行のオンライン ・バ ンキ ングシステム,行

政機関 においては,警 察庁の盗難資料,犯 人手配資料 の作成,労 働省労働市場セ ンターの

職 業紹介情報網 の整備など,そ の規模 におい て も技術的に見て も,極 めてユ ニー クな もの

がある。

しか しながら,全 般 にこの分野の水 準は,上 述 のユニ ークなシステムを除けば・米国に

比べて低い水準 にある。

この傾向 が今後 も続 くならば,国 際的にみて同種産業 間の経営の格差はい っそ う拡大 さ

れ,ひ いてはわが国企業全体の競争力が相対的に低下す ることが予想 され,早 急 に応用 シ

ステ ムの開 発にの りだす必要がある。

(3)経 営情報 システムへ の指向

共通業務 固有 業務は,本 来,自 己完結 的なものではな く,こ れらはいずれはサブシス

テ ムとして意思決定を行な うための全体的システムに組み込まれ,統 合されるものと思わ

れ る。

このよ うな方 向と して,民 間企業,行 政機 関 ともそれぞれの立場から,経 営情報 シスデ

ムへのアプローチが試み られてい るが,現 状 では満足 な成果を見 出す ことは困難である。
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実情は トップマネジメン トの啓蒙の域を出て おらず,意 思決定過程の解 明,シ ステ ム分

析,.シ ス テム設計,技 術 面の論議 が不十分であ り,今 後の着実な努力の積み 重ね が必要で

あ る。

以上,わ が国の コンピュー タ適用の現状 につ いて,そ の評価 を加 味しな がら述べて きた

が,要 す るにわが国 におけ る情報処理 の現段階では,大 企業は内部 的な単純 ・大量 の集計

業務 に対す るコンピュータ適用を一応終 え,ま た行政機関で も集計業務 に対す るコンピュ

ータの適用を一応行 ない ,さ らにこの分野 における適用分野を拡大 しつつ ある。 コンピュ

ータ利用 がもっ とも遅 れている中小企業 でも
,共 同計算 センターの設立等 にょって徐 々に

進みつ つあるな ど,わ が国 全般にわたってコンピュータ利用の普及が進行 しつつあ る。

かか るわが国全般 におけ るコンピュータ利用水準の向上 とともに,シ ステ ムのオ ンライ

ン化 に対す る要請 が一 段 と高 まってい る。

また,一 部の広 告代理業 にみ られるように市場情報の提供およびその情報の評価 サー ビ

スの機能を発展 させ,来 たるべ き時代 に備えて情報産業 への脱皮を図 る新 しい動きがみら

れ る。 今後,内 部デ ータに加えて,情 報処理網の形成にょる外部データを 自由に駆使す る

ことによ り,経 営情報 システムの開発が試行錯誤的ではあ るが,進 め られてい くであろ う。
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以上,わ が国 における情報処理の高度化についてふれてきたが,こ うした情報 処理の高度

化 にあたづて,解 決 しなけれ ばな らない問題 が現実 に数多 く存在 し,情 報処理の発展を進め

る うえで大きな障害 とな ってい る。

ここでは,情 報処理 に対す る現状での問題 点にふれ,問 題解決の方 向を探 る一 助としたい。

問題 の解 明に当 たって,次 の3点,

① システ ム分析の不在

② 利用技術士の問題点

③ コンピュータ要員の不足

に分けて詳述す るこ とにす る。

1.2情 報 処 理 の 現 在 に お け る 問 題 点

1.2.1シ ステ ム分析の不在

わが国におけ るコンピュー タの導入は,す でにふれたように,明 確な対 象業務の設定およ

び情報処理 システムの形成等 に対す る認識 の欠如 のままに行なわれてきた。

しか し,単 純大量業務処理中心 の段階 を終了 した大企業 においては,シ ステムの相互関連

を軽視 した 自己完結的な従来の設計方式を反省す る段階 に至 っている といえよ う。

経営情報 システム(MIS)の 完 成にあたっては,た とえば,販 売情報,経 済情報等,単

独のアプ リケーション ・システムが相互 に密接な有機的関連 を持ち,し か も結合 しなければ

な らない。そのたあ.には,綿 密な業務分析を行ない,コ ンピュー タ機能その ものに対す る必

要性を明 らかにす ることが,企 業におけ るコンピュータ利用の効果をあげ るこ とにな る。

ここにシステ ム分析の重要性があ り,そ れ によって社 内組 織 の 変 更 を伴 う情報処理 シス

デムの確立 が推進 されなければ ならない。

しか しながら,わ が国においては,シ ステ ム分析以前の問題と して,一 般 に論理的な考え

方および事象を数量 的 に把握す る態度 に欠け てい る場合が少な くない。

情報処理において もこの傾向は著 しい。これ らの諸点を じゅうぶ ん究明 した うえで,シ ス

テム分析を組織的に行ない,情 報処理 を系統的に進め る必要があ る。

わが国 におい ては,い ま冷静な批判を欠 くまま に,MISに 対 す る論 議が行なわれてい る。

実際,多 くの企業においてMIS化 が指向されてい るが,し か しMISと は な にか とい うこ

とに明確な理解を持 ってい る人は トップマネジメン トにおいても多いとはいえず,ま たMI

S化 のための技術的諸問題 に対す る論議 もつ くされている とはい えない。
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MISと は,一 般 に 「経営におけ る意 思決定を正確かつ敏速 に行な うための各種情報の

総合的かつ有機的な処理 システ ム」 とされてい るが,明 確な定義はない。

こ うした ところから,MISは コ ンピュータを導入 しさえすれぽ,容 易 に実現可能な如

き印象を与える向 きもあ る。

しか し,有 機 的なつなが りを持つ,… 箇楚的なデ ータの蓄積や情報 に対す る加工などの機

能 の確立のための システム分析か ら出発す ることがMISを 完 成する根本 とな ることをは

っき り認識す る必要 があろ う。

囲 ここでMISの 概 念をのべてみよ う。

MISの 確 立のためには,こ の図 に示す ような① 「オペレーショナル ・シス テムお よび

コマ ン ド機能」,② 「経営の意思決定に必要 な報 告書,統 計 などの作成 シス テ ム」,

③ 「経営のためQ各 種計画の設定」の3つ の機 能が有機的にシステム化される ことが条

件 となろ う。

経営のための
各種計画の設
定

ル

ム

ナヨ
テ

シーレ

ス

ペオ

シ

の

備

タ
経営の意思決定 に必

要な報告書,統 計な
どの作成 システム

「オペ レーショナル ・シス テム」 とは,コ ンピュータ ・システムを中心 とし,現 場作

業(た とえば販売活動,購 買 活動)に おける情報処理システムのことである。

これには,コ ン トロールあるいは コマン ドな どチェ ック機能または制御 システムを伴

う。わが国の コンピュータ利 用は この段階の処理を一応終えたが,必 ず しも各 システム

が有機的 な相互連関的結合を保ってい るとはいえない。その結果,意 思決 定に必要な報

告書 の作成 もじゅ うぶんではな く経営のための計画の作成(例,予 算編成等)に な ると
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ほ とん ど実施 され ていない。

これらの機能の1つ,ま たは2っ をまとめた ものがMエSで あるとの誤解 も少な くない。

また 「オペ レーシ ョナル ・システム」 と 「コマン ド機 能」は戦術的な機能 を持 つものであ

り,「 経営の ため の各種計画の設定」はまさに戦略機 能であ るが,こ の点 の混同 も少なか

らずみ られ る。

しか も,も っとも重要なことは,MIs化 の ため にデータの 自由な収集が可能にな り,

しかもデータを 自由に駆使 しうる機能が満たされ る必要がある(デ ータ整備体制 の確立)

が,こ の理解 もじゅ うぶんでない ことであ る。

1.2.2利 用技術上の問題点

わが国 におけ る情報処理の現 段階 において,特 にコンピュータ利用技術上,幾 多の未解決

の問題 が横 たわっている。ここではこれ らの問題 点を取 り上げ るにあたって,① 制度上の問

題,② 標準化の問題 ③ コンピュータ技術の問題 ④情報処理網 の形成 に関す る問題 ⑤周

辺科学 の問題 の5点 に分けて明 らかにす る。

(1)制 度 上の問題 点

制 度 上の 問題 点 を一 言 に して述べ るならば,わ が国の既存の諸制度が,コ ンピュータに

よ る情 報処 理 に対 す る対応性 に乏 しいため,そ の効率化を妨げてい るとい う傾 向があるこ

とであ る。

た とえ ば,現 行 の 会計関係法規,税 関係法 規の もとでは,特 に入金 ・出金伝票な どの原

始 デ ー タを も と に,中 間的な帳票類 の作成.損 益計 算書 ・財務諸表 の作 成とい う手順が必

要で あ る。(コ ン ピュータによる情報処理 においては,中 間的な帳票類 の作成段階をとば

し,最 終 的 な 報 告書 の作成 も可 能である。)し か し,現 状ではこのよ うな処理方法は法

規 上認 め られ て い るわけではない。 このため.民 間企業では コンピュータを利用 して も中

間 段 階の 作 業 にわ ざ わざ多大の時間と経費 をかけてい る状況 にあ る。 こうした制度的な複

雑 さを改 め,た とえば,磁 気テ ープの証拠性,証 明能 力を認 め・報告は磁気テ ープベ ース

で 行 な って もよい ように,法 規 の改 正を含む制 度的 な変革を進めて もらいたい とい う声 が

産業界の ユーザー に強い。

② 標準化の問題

標 準化 の諸 問 題:が現 状のまま推移するならば・ 今後の情報処理の高度化 を妨 げる大きな

問題 とな るで あ ろ う。た とえば・デ ータ・コー ドの不統一 とい う問 題を一つ取 り上げて も・
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国名 ・地域名 ・産 業分類 ・企業分類 など,そ のコ ードは まちまちであ り,処 理 にあたっ

てい ちいち コー ドの交換を行 なわなければな らない。 これは,国 内では各省庁間の統計

でもよくみられる し,特 に海外統 計 との比較 が円滑 に行ない得ない結果を もた らす。

さらには,各 帳票のフォームの不統一が各企業間 に著 しく.こ れが情報処理の高度化

を進め るうえで強い ブレーキとなっている。

ソフ トウェアに関 しては,プ ログラム言語の互換性 の確保 は当然のことなが ら,オ ペ

レーティング ・システムの標準化についても慎重な検討 と強力な推進が必要であ る。

ハ ー ドウ ェアに関 しては ,入 出力イン ターフェイス,さ ん孔 タイプ ライター,OCR

(光 学 的文字読取 り装置)に おけ る字種 字型 など標準化すべ き点が多々あ り,早 急に

解決 しな ければ,わ が国の情報処理の将来 に大きな影響をお よぼす ことになろ う。 さい

わい,一 部の業界,た とえば出版 関係の業界では,書 籍のコー ド化を進め るなど業界 自

体 の標準化を強力 に進めてい るところもあ る。

また,通 産 省では商業におけ る帳票類のフォームの統一を図 るよ う指導 に乗 り出す計

画があ り,官 民 ともに改善 の方向を打 ち出す芽生 えが あることに注 目したい。

しか しなが ら,標 準化の問題は複雑多岐 にわた り,一 朝一 夕に成 し得 るものではない。

問題は標準化 をいか に進めるかについ て考え方を 明確にす ること,言 うなれば,標 準化

の進め方 につい て も 「標 準化」を図 ることが必要にな ろ う。

とくに開発 途上 にある技術に関する標準化につい ての明確 な方 針が打ち たて られる必

要があ る。

(3)コ ン ピュータ技 術の問題

コン ピュー タの利用は現在す でにかな り進 行 してい るとい えるが,将 来さ らに利用が

拡大され るためには,乗 り越えるべ きい くつ かの技 術的問題が存在 してい る。

コンピュータの基本技術 として,高 密度集積回路(LSI)の 応 用お よび ソフ トウェ

アで カバーされている各種 のアプ リケーシ ョンのファームウェア化(交 換可能 な論理回

路 パ ッケー ジとしてハー ドウェア化す る。)が 進むであろ う。

しか し,大 型 万能 コンピュータの開発 については,マ ルチプ ログラ ミング ・マルチコ

ンピュータシステ ムの システム設計方式においてい くつかの可能な案 を模索 しで 、・る段

階 にあ る。

タイムシェア リングシス テムによれば,マ ンソーマシ ン・インタラクションを効果 的

に行 な うことができるが,原 理的に.長 いジ ョブに対 しては効率 が悪 く,用 途 が限定 さ
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れざるを得ない。一方,リ モ ー トバ ッチ処理はこの欠点を一面で埋め るものであるが,こ

れはマシ ンツーマシン ・コ ミュニ ケーシ ョンの機能であ り,マ ンツーマシ ン ・イ ンタラク

ションの機能 はみた されない。このよ うな問 題についてユーザ ー側においてはシステムデ

ザイン上の重要 なバランス問題 と して認識 され るに至 っていない。

この よ うに,大 型機の開発はやや遅れてい る感 があ り,そ の重要性か らみ て,国 家 の リ

スク負担 において積極的に進 められ る必要 があ る。また,そ れ とともに個々の業務に適合

した能率的な中小型 専用機の開発を行な う必要 があ る。

このよ うな方向でコンピュ ータの性質上ユ ーザ ーサ イ ドか らは

① コス トパフォ ーマ ンス

② 多様 な入 出力装置お よび補助記憶装置

③ 信頼性

④ 保守性能

⑤ システ ムを業務に合わせ拡大 ・縮小できる伸縮性

⑥ 通信性能

等が要求 されてい る。

これらの点 におい て国産機 は米国機 に比較 し総体的に劣ってい るが,そ れは,開 発利用

の歴史的蓄積の相異 に拠 るところが大 きい。

コス トパフォ ーマ ンスは第1に 評価 され る点であ り.今 後はt機 種を絞 り,大 量生産 ・

標準化 ・モ ジュール化を進 め,コ ス トパフォーマ ンスを向上 させ る必要 がある。

現在,コ ンピュータの利用は入出力装置 により著 しく制限 されてい る。 自然なマ ンマシ

ンインターフェイスをコンピュータと人 間の間 に形作 るためには.多 様 な入 出力装置(た

とえぽ ライ トペ ン ・CRTデ ィスプ レイによる図形入 出力,漢 字入出力装置,OCR,

OMR等 が必要である。また,タ ーンアラ ウン ドシステムを構成できるこ とも望 ま しい。)

が是非必要であ る。 また.リ アル タイムシステムの普及 と共 にランダムアクセスファイル

の重要性は増 してお り.大 容量かつ高性能な ランダムア クセス ファイルの開発が必要であ

る。

システムの大型化 ・リアル タイム化に伴い,要 求され る信頼性は厳 しくなる。たとえば,

現 在は.デ ュープレ ックスシステムによ り信頼性を高めてい る例が多いが,機 器 ・ユニ ッ

ト間の信頼性の適当 な配分 によ り.よ り低い コス トで高度の信頼性を得る よ うな技術が要

求 され てい る。
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ハードウェア ・ソフ トウェアの標準化 ・モジュール化 はコス トパ フォ ーマ ンスを高める

と同時に,コ ン ピュータの伸縮性を高め る上で も必要であ り,モ ジュールの設計は適切 に

行 なわれなければならない。保守性能を最初か ら設計思想 として取 り入れ,コ ン ピュータ

の利用効率 の向上を図る必要 があ るが,フ ェイル ソフ トな構成の上から も,構 準化 ・モジ

ュール化が必要 とされ る。

わが国におい ても,コ ンピュ ータのネ ットワーク,遠 隔情報処理 が進展 しつつあ り,コ

ンピュータ側の通信機能,と くにソフ トウエアの改善が技術 的急務 であ る。

(4)情 報 処理網 の形成 に関す る問題

通信回線 を利用 しコンピュ ータによ り広範な情報を処理す ることは,ユ ーザ ーにとって

は,場 所的 ・時間的空間を埋め る組織機能 を有す ると同 じことになって くる。

これは,経 営情報 システ ムを確立す るために必要 な,意 思決定 につなが る情報処理機能

の有機 性を高め る上 に極めて大 きな意義 をもつ ものであ り,行 政管理や 企業経営の基礎的

な理念 にも影響 して くる問題であ るといえよう。

また,コ ンピュータその ものの効用を広域化 し,そ の効用を相乗的に高め るものである

から今後ますます発展 してゆ く もの と思われ る。

わが国 においては.す で にオ ンライン利用 としては,国 鉄の 「み どりの窓 口」や各航空

会社の座席予約業務の ように社 会生活に融け こんでい るものをはじめ として,NHKの 番

組編成システム,各 銀 行におけ るバ ンキングシステ ム,労 働市場セ ンターの広域職業紹介,

全 国地方銀行協会の替為交換業務な ど,米 国におけるオ ンライン・シス テムの水準 に十分

比肩 し得 るシステムがつ くられてい る。

この よ うに,オ ンラインシステムが大きな利用効果をあげてい るのは,本 来 情報処理が

情報の有機 的利用 をめざ して行 なわれる活動であ るからに他ならず,情 報 処理網の 重要性

を示す ものである。

情報処理網 の形成のためのコン ピュータ側の問題は既に述 べたが,情 報処理網の重要性

に照らしてみ るときよ り大 きな問題は通信回線側 にあ り,こ れ らの問題の解決 について,

各 方面のユーザーから強い要望 が表明されてい る。

第1に,通 信回線の使 用について,現 在,本 支店 間な どのいわゆる単独専用は認められ

ている が,今 後多 くの需要 が発生す ると思われ る 「親企業 一 下請企業間」 「メーカー

一 商社間」 「情報処理サー ビス機関 一 顧 客間」などにおけ る通信回線使用(い わゆ る

共同専用)は,認 められてい ない。
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各方 面におけ る技術 と創意 によ り,多 彩なサ ービスを実現 させ るた めに も現行の制度 ま

たは運用を合理的な ものにす るための検討が要望 されてい る。

第2に,コ ンピュータの処理速度お よび コス トパフォーマンスの著 しい 向上 に対応 して,

通信回線の伝送速度 ・容量 ・コス トなどについて大幅 な改善 が望まれてい る。

短時間の使用 に対 しては,現 行の市外専用 回線の料金が割高であるので,公 衆電話 網に

よる200ビ ソ ト.1, ,200ビ ッ ト,2,400ビ ッ トのデ ータ伝送が望 まれ.ま たユ ーザ

のなかには4.8キ ロヘルツ以上の広帯域伝送の実施を望む声 があ る。

第3に,コ ンピューティングパ ワーの実体に的確 な評価 を行ない.通 信機器の範囲を合

理的 に定めた うえで,通 信回線 と機器 との接続条件について合理的な ものにす るための検

討が望 まれてい る。

要す るに,現 行法 は コンピュータが生 まれる前 に成立 したものであ るため,新 しい コン

ピュータ時代 にふ さわ しい通信回線体系 の確立のための検討を行な うことが望まれ ている。

(5)周 辺 科学の問題

コンピュータにょる情報 処理の 高度化 を進めるには,コ ンピュータ技術の発達のみ でな

く,周 辺科学の発達 も合わせて必要であ る。 コンピュータ技術は直 ちに利用につながるの

ではな く,情 報処理 システムの分杭 設計のためにその周辺 の諸科学 の開発が必要である。

たとえば,情 報検 索については技術的な問題はすで に解決 されてい る と思われ るが,デ ー

タの選択の ロジカルな解 明がなされていないために,デ ータファイル作成段階で効果 が制

限 されてい る。周辺科学は,全 ての利用にかかわ る現 象を計量化 ・論理化す るアプ ローチ

から発する もの であ る。

情報処理におけ る入出力,フ ァイル,処 理プ ログラムの段階 および全体のシステム設計

段階 に対応 して必要 と思 われる周辺科学はつ ぎの通 りであ り,こ れ らは,早 急 に発展 させ

る必要があ る。
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部 門 周 辺 科 学

入 出 力
パ ターン認 識理論,サ ンプル理論,デ ータの品質管理論 要因分析,デ

ザイン工学,人 間工 学.バ イオニクス,シ ステム工学,情 報理論

フ ァ イ ル
情報検索論,シ ソーラス作成理論 データ選択理論 統計理論 情報理

論

処 理

プログラム

自動制御理論,数 値制御理論,計 算言語学.行 動科学,多 変量解析,計

量経済学 数量計画法,OR理 論,情 報理論 サイバネティックス

全 体 の シ

ステム設計
OR理 論,シ ステ ム工学 通信工学,情 報理論 サ イバネテ ィックス

1.2.3コ ンピュータ要員の不 足

情報処理 システムを導入 し,そ の利用の高度化を図る上で,多 数 の専門技術者(シ ステムズ

・アナ リス ト,シ ステム ・エンジニア,上 級 プログ ラマー等)が 必要 となる。

特 に,経 営 ・行政管理等の諸局 面において,問 題 を全体的に見透 し,定 式化 し.解 決す る

システムズ ・アナ リス トおよび実際 に コン ピュー ターシステムのシステ ム設計を行な うシステ ・

ム ・エンジニアについては,質 ・量共 に不十分な ままに推移 してきた。 この状 態 が続 くなら

ば,今 後のわ が国の情 幸処 理の発展に重大な障害 となることが考 えられるので,コ ンピュー

タ要員を質 ・量共 に充実す る必要 がある。 コン ピュータ要員の問題に関 しては,既 に電子工

業審議会の 「電子計算機工業の国際競 争力強化のた めの施策に関す る諮問 に対す る中間答 申」

(1965年)で 分析 され,ま た同審議会の小委員会の報告 においても採 りあげ られてい る

ので.こ こでは,問 題 の指摘 のみ に とどめて お く。
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1.3わ が 国 にお け る情 報処 理 の将 来 の 展 望

現在,わ が国の情報処理はコンピュータの普及が一層進み,さ らに,基 盤の拡大と内容の充実 ・

高度化をめざすべ き段階にある。そのような方向で今後の展望を行なってみる。

1.3,1オ ン ライン ・リアル タイムによる情報 処理網の整備

企業 ・官公庁におけ る情報 処理システムが,単 純大量事務処理忙 しろ一応完成す ると,企 業

内お よび官公庁内情報 処理網(本 社一支社 ・営 業所 間または本店一支店間)に よ る 情 報 収 集

お よび 処 理,企 業間お よび官庁間情報処理網 による情報交換 等が行なわれ る趨勢 にあ る。製

造業では,家 庭電化 製品製造業 ・自動車工業におい てレ生産 ・販売系統の管理にオンライン ・

リアル タイム ・システムが適用 され始め,今後 さらに拡大する見込みである。

オ ンライン ・リアル タイム ・システ ムに対す る必要性は,情 報収集の速さ ・サー ビスの向上

に拠 るところが多いが,そ の他 に,処 理 にタイムラグがないため に事務手続が非常に簡略化 さ

れ,シ ステム設計上 も楽にな る点も見逃せない利点であろ う。 したがつて,全 体 として経 費も

安 くな り得 る可能性があり,通 信回線の コス トが下ればオンライン ・リアル タイム ・システ ム

の得 失の均衡点は大 き く下 がり,利 用が 急速に拡大す るこ とが予想 され る。

企業 における情報処理システ ムの進 展は,取 引き等においての接触す る段階か ら一貫 した情

報 処理を行 な う・必要性を生 じ,た とえば,銀 行支払い ・商社取 引 ・下請 け外注等を情報処理 シ

ステムに組 み込 も うとい う必要が生 じて くる。 したがつて,.企 業 内の情報処理網と合わせて関

連企業 間の情報処理網 が形成 されてい くもの と思われ る。具体例 として,大 企 業が中堅下請け

企 業にコンピュー タの使用か ら指導す るな どして,外 注品の購買管理と工程管理を統合す る場

合 があ り,ま た商社との販売情報の交換 についても現在進 められつっあ るが,将 来はさらに宣

伝 ・広告代 理業,マ ス コ ミュニケー ション業界等 との情報処理網 また流通部門 との情報処理網

が形成 され ることも考 えられ る。

一方
,行 政機関におけ る情報処理網は,労 働省労 働市場セ ンターの固有業務の情報 処理網シ

ステムが現在稼動しており,ま た警察庁の情報 処理網 と運輸省 自動車局を結ぶ 自動車犯罪捜査

のための 情報処理網 も計画され,官 公庁 内お よび相互間の情報処理網の形成 により行政機関の

サー ビスの向上,情 報利用の有機化の要 求に応 えてい くことになろ う。

この よ うな傾 向か ら,将 来は官公庁相互 間の情報交換 を行な うス イッチ ングセ ンターが,た

とえば総理府の 付属 機 関 として設け られ,ま た,密 接 な情報交換 の必要が ある官庁間に個別

の情報処理網が設けられることも必要 になつて くるであろ う。
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これ らの情報処理網形成は,分 野 により早 さは異な るが,す でにかな り確定的な動 きがあ

り,結 局は通信回線 の使用条件緩 和の時期 ・コス トにょ り早まるもの と思われ る。

この よ うに,情 報処理網 の形成に.よりわが国の行政 ・経営の合理性 は大い に高 まることで

あ ろ う。

一
1.3.2情 報 産業社会へ の移行

情報処 理網シス テムの十分普及した社会 について,い わゆ るコン ピュー トピア的な想像が

多 く述べられ ・その中のあるもの ・たとえば ・工場のコンピュータ化などはすでに実現しかかってい る
。

実 際は,情 報 産 業 社 会は,漸 進 的に到達 され るものであ り,現 在の社会 の中に萌芽 として,

製造業におけ る情報処理の比重の増加 と企業内お よび企業間ネ ワトワークの形成,宣 伝 等を

通 じた消費者へ の直接的な働きかけ とその分析,各 種情報処理サー ビス会社の設立,マ スコ

ミュニケーシ ョン広告代 理業におけ る情報処理システムの確立,官 公 庁内お よび官公庁間に

おける情報処理システ ム,情 報処 理網の形成等ぽ見 出され る。

か くして,情 報産業社会においては,情 報の価値の再認 識と情報処理機能の評価が非常に

高 まり,情 報取 り引 きのマーケ ヲ トが成立 し,拡 大 されることになろ う。

情報産業社会においては,情 報の有 機的,円 滑 な流通 により,社 会全体の成長力が高まる

ことにな るであろ う。そ して,こ の よ うな問題 について の拡充が必要 であ ろう。

L3.3結 言

わが国におけ るコン ピュータの利用 は,各 分野 にわた つて急速 に進 展してお り,ま たその

利用技術の水準は着々と向上している。か くして,予 想以 上の急テ ンポで,情 報産業社会へ

の移行が 進んでお り,未 来に限りない期待を与えてい る。 しか しなが ら,か くのご とく発展

が予想されるコンピュータ利用も,現 状では制度的にも,応 用技術の開発面等におい ても,

その発展を妨 げる幾多の障害があるこ とも事実であ る。 コン ピュータにょる情報処理の高度

化のため に,こ れ ら障害 を取 り除き,基 本的な方向を定め る時は,今 をおいてほか にない。

重要な ことは,コ ン ピュー タによる情報処理は,そ れが オフラインによるものであろ うと

オンラインによるものであ ろ うと,企 業の経営権(行 政機 関にあ っては行政権)そ の ものに

結び付 くものであ り,個 々のコン ピュータ利用 に当た り,こ の権利が束縛 され た り,ま たそ

の円滑な通用が妨げ られてはな らない とい うことである。

こρためには,各 方面 で,わ が国におけ る情報 処理 システムのあ り方について,「 合理的
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な検討」が着実に進め られなけれぽな らないが,そ れにはあ くまでも国民経済的な見地から,

ユ ーザーのニーズを中心 に,つ くされ るべ き議論 は,じ ゆ うぶんにしっ くされ ることが前提と

なろ う。

かか る前提の 上にたち,第1に 今後 もコンピュー タ利用の普及をい っそ う進 め,し か も,そ

の利用技術を真に効果的な ものに高め ること,第2に 通信回線の問題,各 種標 準化 の問題等,
1

制度的な問題 を根本的に再検討す ることが急務である。

こうした諸 問題 を解決 するために,す で に官庁ユーザーによる「電子計算機利用 に関す る技

術研究会 」が設立 され,具 体的な検討を進 めてお り,ま た,民 間ユーザーにあ っても,こ のほ

ど「EDPユ ー ザー団体連合会 」が発足 したとい う事実を評価 したい。 これ らの動 きが結集 さ

れて,今 後,わ が国の情報処理機能を発展 させ る推進 力の一 つになることが期待 され る。

最 後に,差 し迫 った問 題の一 つ として,わ が国におけ るコン ピュー タ関係技術 者の絶対 的不

足 とい う現実 を指摘す る必要がある。 システムズ ・アナ リス ト,シ ス テ ム'・ エ ンジニア,プ

ログラマ等の上級専門技 術者は,今 後のわが国 におけ るコンピュータ技術 の開 発刀 にかかわ る

ものであ り,効 果的な養成と,そ のた めの社会的背景の整備が必要である。 この問題は一 官庁,

一企 業のみで解決し うるものではな く
,わ が国の教育制度そのもの にも関連す る問題であ り,

国家的な見地か ら,早 急 に改善 される必要があ ろ う。
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2. 鉱 工 業,公 益 事 業

2.1概 説

2.L1情 報 処理機 能の必要性

わが国の鉱工業,公 益事業は,戦 後22年 間 に,世 界各 国に例 をみltv>ほ どの驚異的成長 を

遂げた。 その結果,単 に 「重工業化」.「 資本集約化 」等 の言葉 では表現 できない複雑な企業

のか らみ合いがお こり.同 時に企業 の活動 の方 針その ものが変化 してきている。

すftわ ち,い わゆる情報革命が1つ の本質的な動 向であ り.企 業 の活動 は従来の ように乏 し

い情報か ら判断 し,活 動す る方式か ら,豊 富 な情報 を用い,よ り正確 な判断 を し.行 動 する方

式に変 りつつ ある。そのための企業 間の情報の交換お よび処理が,複 雑な企業のか らみ合いと

なってい ることは い うまで もない。

国際的企業競争 に直面 しているわが国の経済 を今後 も発展させ てい くためには.資 本お よび

労働 の質的向上な らびに供給の確保 と同時に,個 々の企業の適切な(系 統的 に,継 続的になされ'

る)意 思決定 が,必 要で ある。わが国企業 の情報処理は,今 後,ま さにこの問題に立 ち向かわ

なければ ならない ので ある。

さて,経 営vateけ る情報処理機能 としての必要 な要素は,次 の4要 素であろ う。

a正 確性

b速 さ

Cプ アイル機能

d有 機性

この4要 素に対 する必要性は.情 報処理のデー タ.処 理 方式,結 果 の利用形態,フ ィー ドバ

ックの方式,入 間 とコン ピュータのインター フェイス等いわゆる情報処理 の形態 にょり異 なる。

今後 は,デ ー タを多面的に利用 し分析する情報 の有機性を重視 した情報処理が,特 に重要 にな

る と思われ,経 営合理化の本質が有機 的情報処理 にある ことは明白であろ う。

2.1.2コ ン ピュー タの役割

鉱工業,公 益事業に●け るコン ピュー タの利用は.昭 和30年 代初 めに導入されて以来.各

分野 で急速な発展 をみ,昭 和42年 には約2千 台に達 し.今 後 ますます増加の傾向 にある。各

産業 分野での利用 は,そ の設置金額順 では,
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a電 気機械,鉄 鋼,輸 送用機器

b化 学,石 油,セ メン ト

c食 品,印 刷,出 版

などがあげ られる。

現在は,各 企業内の利 用面は.ご く一部 を 除い ては まだ人力の代替 とい う面 に限 られてい

るoこ れは,

① コン ピュータが高 価 であ り,そ の た め トップマネジメン トか ら目に見え る効果(主 とし

て労 力の削減)を 強 く要求 され る。

② 企業 におけ る業務の シス テ ム分析が行なわれていない 。

な どの理 由に ょるもの と思 われる。

しか し,最 近は,情 報処理 機能 としての コン ピュータのはたす役割 を認識す る企業 も多 くな

り.一 部ではMIS(マ ネ ジメン ト ・インフ ォーメーシ ョン ・システム)が 唱えられてい る。

これは,コ ン ピュー タに.新 しい機能が付 け加わ ったとい うことではな く,本 来.コ ン ピュ

ー タが有 していたが
,あ まり利用 され ていなかった機能が,認 識され たと解釈 され 査

企業においては,コ ン ピュータの導入当初 は,そ の情報処理速度 に注 目し,単 純大量業務 に

利用す る傾向があった。

しか し.企 業における コン ピュー タの利用は,現 在,1つ の転機 にあ ると思われる。後述す

るとお り,大 企業においては一般事務処理に対す る適用は一応成果 を挙げ.こ の面においてコ

ン ピュー タが果 した役割は高 く評価 されて然 るべ きである。MISを 唱 えてい る企業において

も.現 状は トップ層 の思いつ きをでず,シ ステ ムの機能分担,デ ー タの ソース,ル ー ト.処 理

および個人の任務等 の検討が不十分な場合が多い。

2.2鉱 工 業 にお け る情 報 処 理 の動 向

2.2.1情 報 処理を特性づけ る要因

鉱工業 における情報処理を概観す る と,現 状お よび将来 の方向から,い くつかの特徴 あるグ

ループに分け られる。その グルー プ分けは.企 業の行動の仕方 と密接 に関連 している。

まず.生 産過程 において,プ ラン トの規模.工 程生産設備の フレキシ ビリテ ィ.原 価構成に

占め る購買 ・外注 品の比重,工 程の複雑 さ.人 間の介入の度合い等が情報処理 の型を規定する。

次に.販 売面では,販 売組織の大 きさ.販 売件数,販 売され る製品の寿命等 が企業の情報処

理の型 を規定す ると思われ る。
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また.情 報とい う側面から見るな らば.

① 計画の情報

② 実績の情報

③ 販売の情報

の3種 類の情報によ り情報処理が特徴づけられ ると思われ る。

計画の情報は.企 業 における長期的見通 し,需 要予測,設 備投資の重要度 と関連が深い。

実績の情報 は.生 産工程の複雑 さおよびフレキシビリティ,販 売組織 の大きさ,サ ー ビス網の

大 きさ,販 売 高などと関連が深い。

販売の情報は.販 売組織 の大 きさ.製 品の多様性,販 売高,販 売政策の難 しさ等 と関連 が深

いo

以 上の観点か ら,鉱 工業 における情報処理を5つ に分類することができょ う。(第1表,第

2表 参照)

a計 画型

ノ

鉱業,鉄 鋼,軽 金属,石 油精製,窯 業,紙,パ ルプなどの大規模な プラン トを有す る基幹

産業 である。 これ らは.い ずれ も,需 要予測および設備投資計画 が,企 業 にとり,重 要 な意

味をもってい る。

b工 程管理型

化成,肥 料,石 油化学,フ ァインケミカル等の プラン ト工業で,製 品が多様 で派生製 品 ・

誘導製品の多い産業であ る。 これ らは,計 画の作成 より,む しろ製造実績 を正確 に把握 し,

販売 の動 きに応じ る活動 が重視される。

c設 計管理型

重電機,産i業 機械,舶 用機械,船 舶等 の機械工業の 中でも,製 品が大型で,受 注生産 を行

な う産業 である。見つ もりを含む設計段階 と生産管理が重要であ り.販 売面は重視されてい

ない。

d販 売管理型

繊維衣料,食 料 品,医 薬 品,化 粧品.感 材,雑 貨等,軽 工業 と呼ばれる産業である。生産

工程がフ レキシブルであ り,需 要の動向を速 くとらえて,動 向に適合 した生産を行な うこと

が重要である。

e総 合型

軽電機.自 動車.精 密機械,航 空機痔 の見込 み生産を行な う機械工業 である 設備投 資計
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画,生 産計画等 の計画作成,工 程管理での情報処理 が重視 され る。 また,販 売管理 での情報

処理が重要であ り,コ ンピュー タの利用が全体的 に進 んでいる。

2,2.2計 画型 の情報処理

鉱業,鉄 鋼,軽 金属,石 油精製.窯 業.紙,バ ルブ等 の産業 が例 としてあげられる。

これ らの産業 は基幹産業 であ り,プ ラン トは大規模 で,一 貫生産が行なわれてい る。 したが

って,工 程は容 易に変更 しうるものではな く,原 材料から薬品までの間に行なわれ る情報処理

は.プ ロセス コン トロー ルが大部分である。 同時 にプロセスに よる生産工程 では,工 場全体 の

トー タルの経費 は測定 できるが,ど の経費が製品の どの部分 に属す とい うような精密な原価管

理 は行ないua'〈 い 。また鉄鋼業の例 のように.販 売の単位 が大 きく.販 売 における情報 処理量

は比較的少ない 。以 上の理由か ら,こ れ らの産業 においては,工 程管理.原 価管理,販 売管理

等 の情報処理 の重要性は比較的少ないといえ る。

しか し,基 幹産業 であるために企業 には.安 定供給 とい う社会 的責任があ り,現 実 にも.フ

　
レキシビ リテ ィの少 ない一貫生産を定常的 に行 な うので ,マ クロな経済 モデルを用いた長期,

短期の需要予測.長 期利益計画,設 備計画,長 期購買計 画や,期 毎の生産計画.月 毎の生産計

画,シ ミュレー シ ョンによる最適 プラン ト設計,運 転計画等の計画 の良さが企業の死活 に通ず

る。 したが って コン ピュー タの真の利用価値は大量 のデー タにょる需要予測シ ミュレー ション.

計 画計算等 にあ る。

このタイプの情報処理 の将来像を描 くならば,第1に,基 幹産業,大 規模 プラン ト産業 であ

るから,諸 計画 の重要性 が高 く ごコンピュー タは計画作成 に重点的 に利用 されるようになるで

あ ろう。

第2に.鉄 鋼業 のように 、根本 の工程は変 らないと して も,末 端の加工 品の規格が多様化す

・る傾向が ,製 品の利 用の拡大 と併行 して存在 し,加 工 に関する生産管理面の情報処理 が増加す

る可能性が大きい。

第3に 基幹産業 として.多 くの系列加工会社 と,グ ルー プを形成 してい ることが多いが,現

在の ところ,グ ループ企業の情報処理は個 々に行なわれ ている。 しか し.将 来は.情 報処理が

企業 グルー プで集 中的 に行 なわれる必要性が存在 している。たとえば,ア ル ミニウムの需要予

測はアル ミサ ッシ会社等 の加工販売会社の販売情報等 に より行なわれ.系 列加工会社の情報処

理の一部 または全部をアル ミニ ウム精錬 会社が行な う例が考 えられ る。

ここで,具 体的な コンピュー タの性能と情報 処理を結びつけて考えると,計 画計算 の必要性
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から主記憶容量 の大 きな コン ピュー タが必要 である。現在の システムでは,計 画への利用をめ

ざ してはい るものの.主 として実績情報 の処理が行なわれているが,5～10年 の うちに超大

型.コ ン ピュ ー タが利 用 され る よ うになれば,計 画への利用 も大 きく前進す るであろ う。 ま

た.一 般的 に,デ ー タの収集がオンライン化 しつつあるので.リ アルタイム性能 のよいコン ピ

ュー タにょり.プ ロセス コン トロールが オン ライン化 され るであろう。 その場合 は,生 産計画

と.プ ロセス コン トロー ルが結合 された システムも可能にな り,多 様な加工需要 に応 じるこ と

がで きるであろ う。

事例1一 鉄鋼業

現状は,プ ラン トの効率的利用が企業の主 目標 とされている。 しか し.受 注 の内容は,近

年鋼板 コイルを例 にとってみても厚さ.長 さ.幅 等 において多様化し.加 工段階では多種 少

量 の生産になって きた。デー タ量 は注文書 が月あた り約2万 枚であるが,こ れは,製 鉄業の

よ うな大 規模な工 業 としても,ま た絶対的 な情報処理量 としても多 くはない 。しか も全て商

社の手で販売事務が行なわれている。2カ 月の先物買い方式で あるか ら,企 業の受注一生産

計画一生産の サイクルは必ず しも速い必要はな く.販 売情報か ら直接生産 にフィー ドバック

され ることは不要 であ る。受注 ロッ ト→生産 ロッ トの組み換え,原 材料請求が工場で コンピ

ュー タ利 用の大 きな部分であ り(10日 サ イクル),さ ら に圧 延 計 画 を コン ピ ュー タ化

す る段階 に入 りつつある。 また現在は,設 備投資計画,プ ラン ト設計に もコン ピュー タはま

だ利 用 され ていない 。将来の見とお しは間接人員の削減 に重点がおかれ,必 ず しも計画化 の

方向を示 している とはいいがたいが,販 売から生産まで一 貫 した シス テムの方 向は展望とし

ては考えられてい る。

事例2-一 一鉱業

現在は,主 として実績情報の定型的 処理が中心的に行なわれているが,将 来は下記に示す

とお り.計 画のためにコン ピュータが利用 される必要性が非常に大 きく,部 分的に進められ

つつあ る。

鉱業 の利益の源 泉は鉱山の発見,開 発,採 掘.精 錬である。 鉱山での最 も重要 な意思決定

は未開発鉱床の開発の決定であ り.理 想的な意志決定方 式では,10万 枚 もの カー ドに打た

れた ボー リング ・デー タの処理 には じまり.鉱 床の把握.掘 進計画,投 資および精錬工程 シ

ミュレー シ ョンを含む企業 モデル等 にょり利益の予測が行なわれ,開 発が決定 され る
。 この

結果は企業 の死活問題 となる重要度を持つ。なぜならば一つの鉱山開発には.通 常,少 な く

とも30億 円程度の多額な費用が必要 とされ るからである。 また,最 適掘 進計画,採 掘の打
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ち きり計画等 も重要 な決定である。

精錬工程 の管理は,主 として工程の有効利 用と品質管理の問題 として とりあげ られ,こ の

面では コン ピュー タコン トロール技術 も開発 中である。

2.2.3工 程 管理 型の情報処理

化成.肥 料.石 油化学.フ ァインケ ミカル等 が例 としてあげられる。

これらは,プ ラン ト工業の中でも,同 一の原料から.多 くの派生品,誘 導製品が生産され る

産業である。1工 場の プラン ト全体 は大 きいが,部 分的には フレキ シビ リテ ィもあ り.派 生品,

誘導品が多いので,生 産管理面 の情報 も非常に多い。同時に販売の組織および件数 も比較的多

く,生 産.販 売の実績情報が 多 く発生し,処 理 されてい る。

こまかな 品種 につき,生 産計画,運 転計画を立て るより,む しろ.生 産 ・販売関係のデー タ

収集 と処理 が.現 在は優先的に実行 されてお り,会 社の現況を的確に知 ることに重点がおかれ

ている と思われ る。現在,生 産 ・販売情報は,多 くは 日単位 で処理 され ,日 報 の統計 が作成 さ

れ てお り.生 産 ・販 売情報を完全に把握す る段 階に達している
。通信回線 により,全 国の工場,

販 売支店の生産販売実績を 日単位で本社 に集 中,把 握 している例 も少な くない
o

今後は,計 画業 務 もコン ピュー タ処理 に発展す ることが予想 され る。しか しその場合.こ の

型の企業 では,計 画型 と異 な り,既 に生産,販 売の実績情報を把握 している とい う事実が重要

であるo計 画は,販 売か らの予測情報の積み 上げや.実 績デー タを用いる計画計算等 の ,実 績

情報の集中処理 の 自然な発展 とい う形 になる可能性 が大 きいと思われる。これ は計画型産業で,

マクロな経済モデルな どの
,大 枠の予測から計画が行なわれ るのと対照的で,デ ー タがそ ろっ

てい る点 からも.計 画型産業 と異な り,緻 密な実行計画がたてられる可能性が強い

また,こ の型の産業は,計 画型産業 より需要 の変化に敏感である
。この傾向は.将 来 も続 き

さらに拡大す る と思われ る。それは計画型産業 において加工,需 要の多様イヒが進むの と同様.

実 績型産業において も需要考の要求は ます ます厳 し く.多 様化す るこ とによる。そのス ピー ド

は,計 画型産業では販売店網を 自社で持たず商社 に依存 している場合が多いの に比 し ,こ の型

の企 業では,自 社 の販売店網を持 っているために,そ の反応が速いであ ろう
o

具体的 に必要な コンピュー タの性能 としては.第1に 実績情報の蓄積 に必要な大容量の ラン

ダム ・アクセス ファイル等の外部記憶装置を改 良 ・開発す る必要がある。第2に データ収 集の

ための オンラインシステ ムが重 要であるっ とくに販売事務処理 まで本社 のコン ピュー タで集中し

て行な う場合には.オ ン ライン ・リアル タイムでのファイル処理機能 の拡 充が必要条件 となる。
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第3に コン ピュータ とオン ラインで使用できるプロセス コン トロール技術 の開発などが必要で

ある。その結果,計 画一生産一販売を結 びつける情報処理 システ ムが可能 になるであろ う。

事例5-一 化 成工業

この工業は プラン ト工業 であ るが ,製 品は コークス.肥 料,染 料,薬 品等の多岐 にわた り,

最終製品の販売先は小売店 におよぶ 。そのため ,販 売関係の実績を正しく,す ばや く把握す

る必要があ り.現 在 の情報処理 システムもその方向 に向け られてい る
。現 在は,売 上.売 掛

金関係.一 般会計.購 買.運 輸.そ の他財務,経 理等大部分の事務計算が行 なわれ ,各 営業

所からのデー タ収集は5日 に1度 の割 り合いで,紙 テープ.カ ー ドの形で行 なわれる6ま た

集計処理 は10日 に1度 行なわれ てい る。 コン ピュータシステムの リプレース にょ り .入 出

力関係が増強 され.デ ータ収集は さらに早 くなる予定 である 。

経営計算 としては.製 品別生産計画,原 材料請求計算 を行なっている'、これは.実 績情報

からの計画方式 の初期的な ものといえよ う
。その他 に.多 数の倉庫の品 ぐり計画をLP(リ

ニヤ ・プログラミング)で 行 なってい る
0

将来は,LP利 用 の高度化 および,計 画 と実績 との対 比.予 算 シ ミュレー シ ョンに ょる資

金管理等が計画 されてい る
o

●

2.2.4設 計 管理 型の情報処理

設計管理型 としては,重 電機,産 業機械.舶 用機械,船 舶等の重機械工 業が対象 となる
。こ

れ らの産業は資本財の受注生 産 とい う点 に特徴があ り,取 扱い数量はあま り多 くな く ,同 時 に,

資本財の需要者は企業 に限定 され てい るか ら販売組織は ,あ まり大 き くない。(た だ し,受 注

を受ける地域は全世界的 であ る場合 もかな り多い。)し た がって ,販 売関係の情報処理量は,

少 ない といえる。

しか し,特 徴は.販 売契約 の前 に ,見 積 りが行なわれ る点にある。 見積 りは,そ の まま,設

計のス トラクチ ャー.生 産 スケジュー ルであ り .見 込み生産における計画 に相 当す る重要性を

持 っている。

た とえば,造 船 におい ては.見 積 り金額 は,1件 数 億円にも達 し .受 注競争 に負けることは

欠損を招 くこ とにもつなが るので,見 積 りは速 く,正 確 に行なわれなければな らない
。

また ・1つ1つ の受注 品につき設計 を行な うので .仕 様にした がった設計図面,概 略のスケ

ジユ『ル ・経欝 の繍 処馴 主 と巳 繊 ・・らの図鹸 索
・・
、ケジ・一・レ・繊 等の …

レー ション計算および設計 その ものの機械化)が 重要である
。
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見積 り ・設計等の情報 処理の重要 性に比 して,設 備投資計画お よび資金計 画等 の計画の重要

性はやや少ない。なぜならば.こ の型の産業 においては.設 備 の利用はかな りフレキシブルで

あるから,設 備運用の仕方が より重要な意味を持 ってい るからである。

設備 の運用は,全 ての受注 品の設計がそれぞれ異な ってい るので,段 取 り,進 行管理,作 業

指示等 における合理的な処理 の必要性が大きい○ さらに.原 価構成 に占める外注,購 買品の比

重 が高 く,外 注,購 買管理 が重要である○企業全体 において生産 管理情報 の処理は,非 常に重

要 である といえる。

以上を要約すれ ば,受 注型の産業においては.見 積 り.設 計,生 産管理が,他 の情報処理 と

比較して重要 である。

企業における コン ピェ一 夕利用は,販 売関係 の計算処理が行 なわれ るのは当然の こととして ,

生 産面 においては,購 買.外 注の発注 ・納品処理,在 庫管理,工 程段取 り.原 価計算等が一 貫

して行なわれ る段 階に進んでい るところもある。 また,見 積 りは,進 んでい るところでは シミ

ュ レーシ ョンによ りス トラクチャーの設計 および見積 りまでが行なわれている。

アフターサー ビスについては,現 在,部 品の耐用期 間を相当精密 に予測するこ とが技術的 に

可能であ り.過 去 の製造記録 から.必 要な補給部品が コン ピュー タにより,正 確 にはじき出さ

れ てい るo

将 来は.設 計 の自動化お よび設計図 と購買 ・外注部品表 の ファイル化を コンピュー タ ライズ

し.受 注の条件か ら見積 り・必要な設計図の原型 ・購買 ・外注 票等を コンピュータからは じき

出す ことも可能 にな ろ う。

さらに.工 程の スケジュー リング,段 取 りの情報処理化を発展させ,リ アルタイムの作業 指

示および数値制御 の採用による生産 工程の 自動化 も,か な りの 程度 まで可能 である

これ らの技術の 上に受注→購買 ・外注→ 生産→販売 の一 貫した情報処理が行 なわれ るであろ

う。

具体的に必要 とされる コン ピュー タの性能をあげてみる と,ま ず設計の 自動化のため に.設

計 図,文 字.数 値情報を,同 一媒体上にファイル化す る技術および図形の入出力装置,処 理 ソ

フ トウェア,設 計仕様 か らの図面検索 ソフ トウェアの開発が必要であろ う。

また,工 程の 自動化 のた めに,コ ンピュー タと連結可能なオン ライン使用の数値制御 技術の

開発が是非必要である。同時 に.信 頼性の高い オンライン・・リアノレタイムコンピュ一 夕の開発

が行なわれなければならないであろ う。
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事例4'一 重工業(造 船.重 機械製造業)

当社 は航空機 エンジンを除き,注 文 ご とに仕 様 の異 な る製 品の 受注生産を行 なってい

る,,企 業 の基本的機能 は,受 注→設計→購買 ・外注→生産であ る。見積 りは,造 船のス トラ

クチ ャー(骨 組設計および大まかな期間見積 り)に ついてのみ,シ ミュレー ションに より,

処 理が行 なわれてお り.概 略の条件から.大 まかな見着 りの提出まで,約1週 間から10日

で行な ってい る。 コン ピュータは.原 価管理,単 純事務計算,経 理計算,設 計書等技術情報

の整備お よび図面書き.板 ど り等の作 業代替等 に使 用されている。 通信回線は主力2工 場同

の通信用に1回 線使 用している。

現 在,オ ペ レーシ ョン単位 での生産管理 と全体的な情報収集を行なっている段階である。

将来 は.実 務的な生産面の合理 化を中心 として.工 程間在庫 の把握 と引 き当て貯蔵管理,

板 どり等 の コン ピュー タ化を行 な う予定 であ る。 また,技 術情報 として,図 面 デー タの蓄積

保管お よび図面設計のコ ンピュー タ化を進める予定である。

2,2.5販 売管理型 の情報 処理

販売管理 型としては繊維衣料,化 粧 品,感 光材料,雑 貨等が この例 と考えられ る6

この型の業種は,大 衆向けの消耗 品を生産す る点で共通 している。 消耗 品であるから,全 体

の販売数 量が大 きく,し か も個 々の販売単位 が細かい。 また,大 衆 の好 みは.比 較的短時間の

うち に変化す るので,企 業は,巨 大な販売組織 を定常的 に維持 し,消 費者の動向を的確 に とら

え.そ の動向に合 った生産を行 なわなければ競争 で敗け る。

したが って,こ の型の産業 においては,販 売情報を単 なる経理情報 としてだけでな く.需 要

動向を示す デー タ として,多 面的に分析してい る企 業が多い。

さらに,能 動的に需要を創成す るための宣伝,広 告の効果分析にコン ピュー タを活用 し.販

売店組織,消 費者 の会員組織を全国的に編成 し.組 織の運営.会 員の行動 分析等に情報処理 を

行なってい る企業 も珍らしくない。

全国的なオンライン・システムによ り,デ ー タ収集を行なっている企業 も少 な くないが.感 光

材産業 の例では,オ ンライン ・リア ルタイム ・シス テムにより,デ ー タ収集,情 報処理 を実行

しているot

また,販 売を商社 に任せてい る企業においては,商 社 とオン ラインで デー タを交換 してい る

が,情 報収集,処 理 上に不便がある ことが指摘 され てい る。

このようにして把握 される需要動向の上に利益計画お よび販売,生 産計画が作成 され,実 行
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に移 され る℃

生産設備 の規模 は,大 規模な ものは少ないが.滞 留期 間の長い場合は,中 間在庫 の管理が重

要 とされる。多 くの場合.最 も重要な生産管理 は,官 能検査を含む品質管理である。すなわち,

製 品は直接,消 費者が使用する ものであるか ら,技 術的 に十分な品質であるだけでは不十分で

消費者 に好 ましい感 じを与える必要があ るため であ る。

大量の商品を,全 国的 に,定 常的に供給 してい く上で 商品の輸送,在 庫の問題が非常に重要

であ り.発 送もコン ピュー タに より管理 してい る場 合が 多い。在庫 をへ らすためには,在 庫量
■

の デー タ収集が重要であるが,販 売デー タ.入 出庫 デー タか ら,毎 日その動きが計算 され,発

送が管理 されていゐ場合が多い。

また,コ ンピュータの利用 と関連して.商 品の詰め合せ,発 送の手続 きの標準化 が進んでい

る。

概括 していえるこ とは,こ の型の企業は,需 要者 に企業 活動 を適合 させる機能(仮 に,情 報

機能 と呼ぶ 。)が 進 んでい るこ とであ る。

この型 の情報処理の将来像を描 くならば,第1に デー タ収集のオンライン ・リアルタイム化

が更 に進む と同時 に.現 在は,商 社 に任せている販売を,企 業 が一貫して行な う傾向があらわ

れる と思われ る。

商社は,現 在の よ うに.単 に販売事務を代行 し商 品の流通を行な うだけでは企業側からみて

不十分であ り,需 要者の把握 とい う情報機能 も行な う要求 が強 くな り.そ れのできない商社は,

競争か ら脱落 してい くことも想像 され る。 また,商 社が情報機能 ももつよ うになった場合は,

企 業 とオン ラインまたはオンライン ・リアル タイムシステ ムでの情報交換が一般的 となるであ

ろ う。

この型の企業 において将来利用 され るコンピュー タはデータ収集をオンライン ・リアル タイ

ムで行なえるこ と,大 容量の ランダ ムアクセス を もつこ とが必要であ り .多 くの コー ドで検索,

処理を行な うファイル処理用 ソフ トウェアが開発 されね ばならない。

また,デ ーータ収集のため,通 信回線の速度,容 量 の向上および回線料金 を下げるこ とが望 ま

れてい る。

事例5一 繊維工業

企業 としての販売 の相手は.商 社であ り.不 特定多数の一般消費者ではない。商 品の種類

が非 常に多 く.複 雑であ り.契 約数は月当 り約26,000件 に達する。同時に消費動向 も変

りやす く,消 費動向の変化に先だち.生 産.在 庫 の管理 を行な うことが重要である。
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織布.染 色.縫 製等 高次加工が複雑で,同 時 に加工業者が小規模 なため,品 質管理上のむ

ずか しさがあ り,製 品のぶ どまりがひ くい。

現在.コ ンピュー タは主 として,実 績の把握 のために利用されてい て,定 常業務 としては ,

販 売系列の処理,経 理系列 の処理,製 品品種別原価計算,損 益計算,損 益構造分 析計算等の

レポー トを月次で行 なっている
。原始デー タは.毎 日ファイル され るが,消 費動向に関する

デー タは,商 社からのデー タだ けでは十分 とは考えられていない。 また.品 質管理 に関する

デー タも, .中小 加工業者から十分 に収集 され ていないため.系 列化によ り.情 報収集面 を改

善する方向が考えられている。

技術計算 は,化 工.設 計計算,工 程 シ ミュレー ション,高 分子反応解析,X線 構 造解 析等

が本社 の大 型機で行なわれ てい る。

将来は,経 営情報を リアルタイ ムで処理し,技 術計算を通信線で結合 された東京,大 阪の

2台 の大型コン ピュー タで行ない,工 場,研 究所には端末 機だけを設 置する集中型の マシン

コンセプ トを とる
。技術的 には大容量 ランダムア クセスファイル,コ ン ピュータデー タ伝送

および割 り込み処理,シ ステムの信頼性等 が問題 になろ う。

将来 の経営情報処理 としては.現 在.い くつかのフアィルに分散 している ことは好ましく

な く,本 社 に全 ファイルを集 中す る ことにょ り.情 報処理 上非常に体系が整理 される。

2.2.6総 合 型の情報処理

家電製 品,カ メラ,時 計,自 動車,航 空機等の製造業が例 としてあげ られ る。

この型の産業 においては,総 合 的な情報処理 システムが必要 とされる。第1に 需要 との接点

において.第2に 生産管理 において,第3に タイムリーな計画の作成のため に ,高 度 の情報処

理が行 なわれなければならない。

まず.販 売組織が大 きい ことである。この ことは例 として自動車工業 を考 えてみる と,わ か

る。 また.同 時に機械製品は .寿 命が長 く.部 品交換等 アフターサー ビスが要求 され,販 売店

組織がアフターサー ビス網を兼ね る場合 も多い。企業は.販 売情報お よび アフターサー ビスに

ょり得 られ る部 品の履歴,故 障統計等の情報から.新 製品の需要,製 品の弱点等をつかむ必要

がある。 自動車工業を典型 として考え るならば,機 種の交代がはげ しく .需 要の動向 を正確に

とらえることが.非 常に重大な問題であることが理解 される。

アセンブ リー工業においては,工 程の変更が容易であるが.組 立 て ライン として ,完 全に同

期 しなけれ ばな らないために.コ ンピュー タによるラインコン トロー ルの必要性 が強い。また
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部品 ・原材料 の外注 ・購買は,場 合 にょ り60%に 達す るほ ど多 く.外 注 ・購買管理が重要で

ある。 さらに,部 品まで細分 した原価管理お よび 品質管理によ り,コ ス ト競争 ・品質競争に対

処 しなければな らない。すなわち,全 体 として生産管理は非常に重要 な意味を持 っている。

さらに,ラ イン としての規模は相当大 きく,設 備投資計画,資 金計画,工 場設計,生 産計画.

予 算計 画等 も重要であ る。特 に生産計画は,市 場 の情 勢に応 じた タイム リーな計画が必要 とさ

れ る。

以上のよ うに,こ の型の産業 における情報 処理の役割 は重要 であるが,現 在は.販 売関係の

情報処理お よび生産管理 では,外 注 ・購買管理,原 価管理,生 産段取 り等がサブシステムとし

て一応完成 された段階 である。しか し.た とえば.外 注管理 もマー ク ・カー ドによるデー タ交

換が標準的 であ り,磁 気 テー プによるデータ交換は行 なわれていない と思わ れ る。また,生 産

面 に限 ってみて もリアル タイ ム・システムによる作業 指示 システムのよ うな一貫 した システム

は.ま だ開発 されていないoだ が,将 来は,日 常業務においては,生 産計画→外注 ・購買→生

産(段 取 ・生産)→ 販 売のサイクルを一貫 して管理 するシステ ムが開発 される もの と考え られ

る。

具体的 に必要 とされ るコンピュータの性能を あげると,ま ず オン ライン ・リアルタイムシステ

ムとして ,工 場 での使用に耐える信頼性が重要である。同時 に.工 場 での効果的な処理のため

の入出力装 置が開発 され なければな らない 。

また,生 産管理を生産 計画,外 注,購 買 と販売 とを直結す るため には,コ ン ピュー タとオン

ラインで動作す る数値制御装置の開発が是非必要 とな る。

事例6一 自動車工業

典型的な大量生産が行 なわれているた めに.資 材購買量 も多 く.外 注管理.生 産管理 が非

常 に厳密 に行 なわれている o

現在.外 注 ・購買件 数が,月15万 件 におよぶこ とからも,そ の管理 の重要性が うかがえ

る。 しか も.単 価は耐 久消費財の 中で も.最 も高い ものであ り, .また 激烈な企業間競争があ

り,当 然,販 売 ・アフターサー ビスにおける情報処理 が非常に重要である。

企業全体 としての,設 計,生 産.販 売.ア フターサー ビスの高度 の連繋動作が必要 とされ,

情 報処理 も.そ の方向 に向けられ てい る。

現在は,個 々の分野 において,サ ブシステムが完 成されつつあ り.全 体 としての管理 に徐

々に移行する と思 われ るが.生 産の 自動 化のためには,数 値制御 の技術がまだ不十分である
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といえ る。

具体的 には.設 計手配,部 品計画.部 品所要量計算発注,納 入計画,標 準時間設定,原 材

料要求,納 入管理.経 費予算管理,工 数計算,納 入計算.在 庫管 理 ・原 価 計 算および原価

管理,品 質管理 等が部分的 または完 全に機械化 されており,生 産面の段取,事 後管理 を中心

とす る関連 分野はすべて カバー されている。

同時 に,大 きな生産方針が与 えられると,製 造計画,投 入順序計画,製 造指示 ・進捗 管理が

生産 ラインに対 して 自動的に行なわれている。 ラインは コン ピェ一 夕で コン トロールされ て

い るが,作 業指示は,コ ンピュー タから組立順序,製 造指示カー ドをアウ トプッ トす る形で

行なわれてい る。

将来は,現 場 を リア・レタイムで・ン ト・一・レし,生 産管理 システムを完全に コン ピュー ダ

化す る と同時 に,品 質管理情報 を技術,生 産面へ 円滑 にフィー ドバックす るシステムが考 え

られている。 また.販 売情報 の収集 をテレックスで行 ない;最 終的には,生 産 と販売 を結合

し,受 注 の変動,車 種の選択状況を生産 管理 に直 結 してい く予定である。
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第1表 各型産業の必要な要因

要 因 産業の型

情

報

具

体

的

側 、

面

情

報

の

型

将

来

の

利

用

計 画 作 成

実 績 情 報

販 売 情 報

プ ラ ン ト

生 産 計 画

工程 の フレキ シ ビリテ ィ

原 価

外 注

見込み生産、 受注生産

販 売 件 数

販 売 単 位

販 売 組 織

サ ビ ス

計画情報

一.実 績情報

一 販売情報

酵 ㌫ 鞭)
主記 憶装 置

ファ イル

リアル タ イム処理

デ ー タ伝送 網

特殊 な システ ム

計 画 型

重 要(主 と して マ ク ロデー

ー タを使 用)

少ない

少ない

大規 模、 一 貫

月 次

小 さい

管理 しに くい

な し

見込み生産

少ない

大 きい

小 さ い

大

プロセスコン トロールとオンラインで

(必 要)

プ ロ セ ス コ ン ト ロ ー ル

工 程 管 理 型

やや 重要(主 と して実 績 デ

ー タを使 用)

多い(プ ラン トの計 測 デー

タ、 販 売系列 を 中心 と

してい る)

やや多い

大規模、多品種

月 次

ややある

管 理 しに くい

な し

見込み生 産

多 い

小 さい

やや大きい

大

フbセ スコントロールとオンラインで

(必 要)

プ ロ セ ス コ ン ト ロ ー ル

設 計 管 理 型

あまり重要でない

多 い(設 計 、見 積 り、 工程

段 取 りと工 程、 管 理 購

買、 外 注 管理 を 中心 と

して い る)

少ない

日単位

大 き.い

管理 しやすい 綿密な管理

が必要 とされる

多 い

受注生産で、設計見積が必

要

少ない

大 きい

小 さい

ア フ ター サ ー ビ ス

大

数 値制 御 とオ ンライ ンで

(必 要)

数 値 制御、 図 形入 出力

販 売 管 理 型

重要(販 売計画)

少ない

多 い(計 画に フィー ドバ ッ

ク)

日単位

大 きい

価格と原価は あまり関係が

ない

多 い

見込み生産

非常に多い

命寿の品製、くさ小に

い

常

短

非

が

大 き い

販 売上 の サー ビス

)要

要

大

必ー

必

総 合 型

変更が激 しい

多 い(購 買 外注 管理 お よび

ライ ンコ ン トロー ルを

中心 と して いる)

o

か な り多い 生産 、計 画 に

フ ィー ドバ ック され る

ラ イ ン

日、 時 間、 分単 位

大 きい

管理 しやすい 綿密な管理

が必要 とされる

多 い

受注生産でも、見込み生産に

近 く設計は固定

多い

大 きい

アフ ターサ ー ビス

販売 上 のサー ビス

大

大

ラインコントローノk数値制御 とオン
ラインで必 要

数 値 制御
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第2表 製造業における情報処理の現状および計画例

A例(計 画 型 の例) B例(工 程管理型の例) C例(設 計管理型の例) D例(販 売管理型の例) E例(総 合 型 の 例)

主 な 使 用 機 IBM360/40 IBM360/40.2台 IBM360/40MELCOM IBM/1440(Duplex) HITAG8400HITAC3010

USSC IBMl4403台 FACOM IBM361ち40SDS910

1.計 画 予算計画、需要予測、販売計 製造予算資料 見 積 り シ ミ ュ レー シ ョ ン 市場調査、需要予測資料
「 」一.

製造計画、工場立地条件分析、

画、 需給 計画 、 転送 計 画、 タ 最適在庫決定、

ンク運営 計 画、 経 費予算 、 損

益予算、最適輸送計画、設備

投資最適化 ・

2,生 産 (プ ロ セ ス コ ン トロ ー ル) (プ ロ セ ス コ ン ト ロ ー ル) 材料 計算、 要 素計 算、 板 どり 購 買、'品 質管 理 部 品計 画、 工 程計 画、発 注 、

納 入計 画、 中間在庫 管理 、 製

. 造 指 示、進 捗 管理、 納 入管 理、

工 数 計算、 品質管理 、 リアル

タ イ ム ・ ラ イ ン コ ン ト ロ ー ル

3.販 売 、 事 務 販売 日計表、得意先別売上紙 売 上、 売 掛金 関 係、 一般会 計 、 賃金計算、 固定資産計算、 部 製品勘定、原価計算、売掛金 在庫管理、原価管理、手形処

計表、 受 払統 計、 輸 送 統計 、 購買運輸関係、製品受払、製品 部門費計算、製品単価計算、 処理 、賃 金 計算 、 請求 書 作成、 理 、 ク レー ム処理 、市 場調 査、

売上原価計算、損益分析、伝 別損益計算、賃金計算、固定 在庫管理 棚卸資産、在庫管理、販売管
.

人事給与統計、固定 資産管理、

票処理、賃金計算 資産管理、棚卸資産受払原価 理、特約店関係資料、生産出 人 事 管 理 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 、

計算、 購買運輸工事関係 荷資料、入事労務統計、需要 ア フ ター サ ー ビ ス、

動向分析§十算
z

4.技 術 計 算 設計 計算 、OR計 算 、 プ ラン プ ラ ン ト設 計、 プ ・セス解 析、 設計 計算 、 設計 図 作成、 設 計 設計 計算(方 程式 解法 、 シ ミ
.

技 術 開 発 ト設計、特許情報検 索 配合物質収支 図検索 ユレー シヨン、設 計 図作 成}

'

5.通 信 テ レ ッ ク ス 7端 末 な し 5端 末 、 な し 5端 末

他社および海外通信 他社および海外通信、社内連 販売関係

'絡

5.'通信 テ レ タ イ プ 5回 線 7回 線 本社一工場支社 5回 線27局 な し 67回 線

(50ボ ー)
'

メ ッ セ ー シ ス ィ ッ チ ン グ 営業関係連絡、出荷
-

営業お よび一般社内連絡 営業、 工 場、 商 事連 絡

デ ー タ伝送 計画中 な し 3回 線(1200ボ ー) 16回 線(200ボ ー 、 オ ン 21回 線(200ボ ー)

ラ イ ン リア ル タ イ ム)

技術計 算 、 販売、 在庫 管理 、 デー タ収集 、 在庫 管理 、 デ ー タ収 集

メ ッ セ ッ ジ ・ス イ ッチ ン グ、

営 業、 経理 関 係 デー タ収集 ブ ロ ー ド キ ャ ス ト



2.3公 益 事業(電 力 ・ガ ヌ事 業)に お け る情 報処 理 の 動 向

電力 ・ガス事業は,概 略,次 の よ うな特徴 を持っている。

第1に,電 力 ・ガス事業は,公 益事業 として,電 力またはガスの供給 を法律 に よって義務づ

けられている ことである。 したがつて,企 業は まず消費 される電力 ・ガスの需要予測 を正確に

行なわ なければならない。それには個々の消費者か ら発生する ミクロなデー タを用いて主 とし

て積み上げ によつて行なっている。一方,政 府では,主 として マクロなデータによる需要予測

を行ない,企 業側の需要予測の妥当性 をチエ ツク している。なお,ガ スの場 合,そ の消費者は

一般家庭が中心 であ り需要 の動 きが安定 しているのに対 し,電 力消費は産業用が多 く景気変動

に伴 い 変動 す るた め に,需 要予測が非常にむずか しい とい う違 いがある。

第2に,電 力 ・ガスの設 備計画 は,全 地域 ・全 需要者(家 庭 ・企業)に わたる消費 のピーク

に合わせた計画が行なわなければならない ことである。 したがつて ・発電お よびガス製造設備

は巨大 なプラン トとな り,設 備計画が非 常に重要である。 ガス事業の場 合は,製 品を貯蔵する

ことができるので,時 間 による ピークはそれ程問題 とならず)季 節的な ピークに合わせた設備

計画 を行 なえば よいが,電 力の場 合は貯蔵 で きない ために,瞬 間的な最大負荷で設備計画 を決

めなければな らない し,広 域的な電力の融通 を行な うため ネッ トワークの計画 も必要 とされる。

第3に,電 力 ・ガス事業は生産 設備(発 電所 ・ガス工場)と 需要設備が流通設 備(送 電線 ・

変電所 ・配管 ・整圧所)に よつて有機的に結合されてお り,全 体 で一つ の 「系統 」を形成 して

い ることである。 しか も,生 産 される商品は大量の貯蔵が困難 であ り(特 に電力は生産 と消費

が同時に行なわれる) .,広 い 地域に分布 した需要 は刻 々に変動するので,こ の系統 の最効率的

な運用 を各部からの情報 に基づい て行 な う必要があ る。 また,発 電所 ・ガス工場 では,原 料の

投入か ら製品に至 る間,圧 力 ・温度 ・速度 ・流量等の プロセス コ ントロール を行な う必要があ

る。 さらに,電 力 ・ガス事業は危険物の輸送設備 を一般人の生活 してい る広大 な地域に施設 し.

生活必需物 資の供給を行なっているため,事 故の波及防止 と迅速な復 旧をはかる必要があり.

将来は事故 の最適処理 を計算機の指令 により行な うことも考えられ る。 このため.強 固で大容

量な情報伝送設備(電 話 ・テ レメー ター ・スーパー ビジョン等)を 必要 とし,独 自の通信線搬

送・送動 線継 ・マイ舛 ウ・一ブなどの識 備が艦 されている・このように 睦 ・流通 ・

消費の一貫系統の運用 ・制御は設備産業(装 置産業)で ある電力ガス事業の代表的な特徴の一

つである。

一32一



第4に,電 力 ・ガス事業は 巨大な配電 ・配管設備 を広い地域にわた り所有 してお り,そ れ を

維持 して行かなりればな らないことである。 したがつて,膨 大な設備部品についてのデー タ,

た とえば変電所の トランスの履歴 ・ガス管 の履歴等のデー タを必要に応 じて設 備の保 守に利用

できる ようにファイル して太 くことが必要 とされる。

第5は,料 金 を微集するために,多 数 の需要者 に対 し,検 針 と料金調定の作業 を行なわ なけ

ればならない ことである。 ガス事業 において現在,コ ンピュータの利用 時間の うち定常業務の

約60%が 調定計算に使われてい ることから も,こ の種の情報処理量の膨大さが推察で きる。

以上の特徴から,情 報処理の適用分野 もほぼ定 まると思われる。すなわち,第1は 実績デー

タによる精密な需要予測,第2は それに対す る最適な設備計画の作成,第3は 設 備の最適運用 ・

制 御,第4は 設備の保守のための情報管理,第5は 料金調定 である。

なお,ガ ス事業には,電 力にみ られ ない面 として,器 具の販売 を行 なっている場 合があ り,

この場合には一般 器具販売業的な情報処理 も部分的に行なわれている。

現在におけるコ ンピュータの使用は,料 金調定 を含む定型事務処理,プ ロセス コン トロール

お よび設 備の最適運用のための ものが大部分 であ る。その他 に,資 材管理 ・地域別需要予測計

算 などが行なわれている。 なお,発 電所の経済運転のため発電機に コンピュータの端末機 を直

結 して,オ ンラインで結合されてい る中央指令所の コンピ ュータによ り集中制御 を行なってい

る電力会社が,二 ・三現われている。

将来は,系 統 の電圧制御 ・系統切換 え ・事故処理等の 自動化のため の コ ン ピュー タの導入'

が予想される。 また料金調定 の隔月化 および払込み銀行振 り替え制度の普及が予想されるの で,

電話 による料金問合わせ に対するサー ビス も兼ねて,ガ スの使用状況 ・料金フ ァイル をランダ

ムアクセスファイル化 し,リ アル タイムのインク ワイア リーサービス システムを作る ことが予

定 されている。

また,配 電 ・配管系統 の設 備状況 ・履歴等を ランダムアクセスファイル化 し,集 中的な部品発

注 ・受理管理寿よび・保守指示を行な うシステム を作 り,同 時に工事進 行の問合わせ に応ずるサ

ー ビスを行な うことも予定 されている。

概括すれば,公 益事業 における情報処理は,設 備の計画 ・運用的要 素が非 常に強い とともに

実 績把握 の要素 もまた強い といえる。
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2.4展 望 と問 題 点

2.4.1概 説

鉱工業 ・公益事業における企業行動の特徴,情 報処理 に対する本質的必要性,情 報処理の現

状,将 来の 見通 し,必 要 とされ るコンピュー タの性能等 について産業の型別に検討 したが,こ

亡 では全体 的な展望お よび 問題点につ き考えてみたい。

5つ の産業型 および 関連 して考える必要 のある政府機関 ・金融機関 ・商社等の関係の模式図

が第1,2図 で ある。

財の流れは,公 益事業,計 画型産業から発 し,消 費者 に吸収 されている。(第1図 参照)

)
..

第1図 財 の流 れ

A… … 計 画 型

B… …工程管理型

C-… 設 計管理型

D… …販 売管理型

E… …総 合 型

産 業

〃

〃

〃

〃

/
(消費者)

(公 益事業)

＼一
/生 産財

情報 の流 れは,財 の流れとおおむね逆に,消 費者から販売管理型 ・総合型 ・工程管理産業に,品

質 に対する要求 ・需要等 を示す データとして 多 く流入 し,設 計管理型 ・計画型産業,公 益事業

には技 術的要求 ・マクロな需要 デー タ等 に集約 ・変形 されて伝え られる。

商社は,消 費者か らの需要 データ,企 業か らの需要デ ータを集約 して伝える機能 を果 た して

いるが,そ の問題 点については別に指摘する。

金融機関は,主 として企業 の支払い ・振替 ・融資 ・各種保険契約 ・株式 ・債券取扱い等の精
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報処理機能を果たしている。

政府機関は,鉱 工業 ・公益事業 ・商社 ・金融機関等全ての活動体から経済情報をはじめと

する各種の情報 を統計データ・各種調査報告等の形で収集処理 し,各 種統計表をは じめとす

るマクロ・データとして逆にこれらの活動体に情報を供給 している。(第2図 参照)

第2図

情報 の 流 れ

蓼{
'

ー
ー
1
寸

需
要

(政 府機関)

(商 社 ・金融機関 ・第3次 産業)

(公 益事業)

劃

橿ご

_/影R
要

す でに第1章 にk・Viて 述べ たよ うに,わ が国では単純大量処理は一応成果が挙げ られた段

階 といえる。 しか し厳密に考える と,大 企業では確かに 単純大量処理の段階は一応終 り,次

の段階へ の転換点に きている といえ よ うが,中 小企業においてはまだコ ンピュータの導入さ

え不十分である。

わが国の製造業 におγ」る情報処理 については経営者の意識の改革 ・コンピュー タ技術の問

題だけではなく,こ の ような全体的な破行状態の解決 も考慮 して.そ の健全な発展が図られね

ばならないo

このよ うな観点か ら,情 報処理の当面の 発展は

(1)中 小 企業の コンピュー タ利用の進 歩

(2)企 業 間情報処理(購 買 ・販売)

(3)企 業 間情報処理(外 注 ・下請)
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の3つ の問題の方向に進められ,全 体 的なコンピュータ利用基盤の拡充 に主力に注がれ るであ

ろ う。このことは,ア ンケー トの 回答な どからみて経営者が非常に現実的であ り,可 能 な もの

か ら順次システム化 してい ぐ方針 を採っている ことから も,十 分推察される。

第3図 情報処理の発展

現 状

銀行
商社

(企業間)

大企業
(企i綱)

中・」企業

100

r
/疹
_

/
'!

5～10年 10～25年

7
ブ

コ シ

双 レシヨル 埠 ジメソト 武 略 的 穴 ロ ヨ叫 埠 ジヌ〉ト・戦 略 的 栂 一滴 しい 若 ソント
つツトぽ レ・コ・トロー・レ… 計 画 コ>F"一)Uユ加 一・レ 計 画=ン トロ→レは 斗 ロールi

　 　 　「1

第3図 は予想され る情報処理の発展の模式 図であ り,横 軸は進歩の度 合を,縦 軸はその よ う

な企業 のパーセ ンテージを感覚的 に表 わ した ものである、 今後5～10年 は,利 用基盤 の拡充

に主力が注がれる時期が続 き,大 企業 においてはオペレー シ。ナル コン トロールの システムは

ほ とん ど完成 される とみてよい であろ う。その進行に応 じて,大 企業'中 小企業間の単純大量

な情報処理がかな り進 んだ うえで,技 術的 開発 の機が熟すれば,10～25年 の 間には,多 く

の企業がマネジ メン トコン トロールの中程度の段階 までは進む と予想される。

ただ し,現 在はすべての企業が低い レベルに とどまつているので,企 業 に よる情報処理の格

差 はまだあま り太 き ぐないが,今 後,経 営者の方針 や担当者の能力差に よ り,格 差 は現在よ り

も大 き くなる可能性が強い.

この よ うに,い わゆる経営情報 システムが企業 内において推進され,ま た企業間情報の流通

が一般化 して くる のに伴い,現 在の5つ の情報 処理の型 も自然に変わる と思われる。将来 も生

産過程特有の理 由に よる情報処理 の特殊性 が存在す ることは変わ らない であろ う。 しか し,経

営 の意思決定は,事 業 部制度の よ うな縦割 りの情報だけによるものではな ぐ,そ れら を超越 し

た縦割 りの企業行動 を評価 ・選択 する情報,経 理 チータなどの企業全体 の状態 を示す情報 に よ

る ところが大 きい。

したがつて,意 思 決定のためにコ ンピュー タが利用される ようになる と共 に,5つ の型は共

通 的部分が増大 し,
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(1)計 画型 ・工程管理型……工程管理型産業の計画型化および計画型産業の情報機能化に

より同一化する可能性がある。

② 販売管理型 ・総合型……情報機能化 と生産管理の進展による技術管理化により同一化

する可能性がある。

(3)設 計管理型 設計および技術開発情報の管理が進む。

の3つ に統合されることも予想される。

以上は,可 能性のある方向を概観 したにとどまるが,以 下で,実 際に企業においてみられ

るっ ぎの5つ の動向にっいてやや詳 しぐ述べ,最 後に実際的問題点につき総括することにす

る。

(1)経 営の合理化

② 産業の情報機能と商社,広 告代理業

(3)情 報流通による産業の計画化と官公庁

(4)情 報処理の系列化 と中小企業

㈲ 産業における技術情報

2.4.2経 営 の合理化

大企業の多 ぐはい くつ かの事業 部を持ち,そ れらの独立採算制 を採用 している。 た とえば

家庭電器 と重電機 とい う事 業部を持ってい る企業 を考え,こ の ような企業の情報処理はいか

にあるべ きかとい うことを考えてみ よ う。

そ こでは,現 在の ところ,部 門間の評 価 を利益率ない しは将来 性によつて行ない,予 算措

置 に より事業部の取捨 選択 を行 なっ てい る.し か しながら,予 算編成 をコ ンピュー タで行 な

ってい るところは皆無 といつて よい。 したがって,現 在の ところ,事 業部を越えた範 囲での

コンピュー タに よる情報処理の形は存在せず,一 般には,情 報処理 は事業部の中の閉 じたル

ー プであ り
,わ ずかに販売処理 ・事務処理 ・購買等において,事 業部間 の協同 した情報処理

が行なわれてい る状態である。

しか し,将 来 は経営そ の ものが変化 し,事 業部 自体 を評価するための情報 処理が 必要 にな

ることは,企 業蠕 いて もPPBS(PlanningProgrammingandBudge-

tingSystem)が 話題にな りつつあることからも察せられる。事業部を評価す る基準

が確立 し,ま たそれに必要なデータが明らかにされたあかつきには⑳事業部に対する予算割当て ・

発展計画等が コンピ ュー タに より行 なわれる であろ うことは,十 分予想され るこ とである。
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さらに,プ ロジェク ト制 の採用について も,形 だけではな く実質的に.問 題別 チー ムが能率

をあげ うるよ うな経 営の組織 ・運用が根本条件 である。その上で情報処理 が検討 されるのでな

ければ,企 業 の発展は却って さまたげられ るこ とは 明らかであろう。

2.4.3製 造 業 における情報機能化 と商社 ・広告代理業 との関係

さ きに,い ぐつかの型の産業 においては,販 売関係の情報処理が重視 され,企 業 は消費者の

動向 をすばや く把 握 し,動 向に適合 した商品 を世に送 り出すこ とによ り成長できる と述べ たが,

そ の よ うな傾向は まず販売管理型 ・総合型 っい で工 程管理型産業において強い。

'具 体例 として
,化 粧品製造業 を考えてみよ う。

化粧品の価格は,生 産 コス トと必ず しも直接 関連せず,

売 り値=生 産コス ト 十 利潤

とい う定式は成立 しない。

す なわち,化 粧品はクラス(商 品の格)に よ り

高級品……企業 イメージ高揚のため

低級品……新規の愛用者 を獲得するため

中級 品……大部分の利益のため`

に 分けて,そ れぞ れ異 なる目的のために生産され,企 業 全体 としての販売戦略が成 り立ってい

る。 この場合,情 報処理は,企 業 が社会的分業 において,自 己の担当する部分の付加価値,す

なわ ち,消 費者の満足する価格 と消費するコス トの差 を最大にする機能 を果 してい る。 これ を

仮 に産業 の情報機能化 と呼ぶ ならば,販 売管理 型 ・総 合型 ・続いて工程管理型 は,(販 売 面の)

情報処理 を精緻化 することによ り,消 費者 の満足する商品を生産 ・販売 し付価価値 を高めてい

る ことになる。(第1図 において,多 ぐの情報(太 い矢印 ↑)を 受力る ことは,情 報機能化が

進 んでお り,情 報に よる付加価値が大 きいことを示 してい る。)現 在 においては設計管理型 ・

計画型産業vats拘 る情報の 付加価 値は小さいが,他 の3つ の型 におい て情報機能化 が進むにつ

れ,設 計管理型 ・計画型産業 において も情報機能化が進む と予想される。 結果 として,後 述す

る情報流通に よる産業の計 画化 ・企業の情報 的系列化 と相まって,鉱 工業 ・公益事業 の情報機能

化 も進んでい くであろ う。

さて,こ の よ うに情報機能化が進んでゆ ぐとする と,現 在の販売 だけ を行なっているよ うな

商 社 では,企 業 が 販 売 情報 を収 集 して全 企 業 的 に戦 略 を 決めてゆ く上で,十 分 な 情報
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を提供する機能 を果たせない場合がでて くると考え られる。実際,繊 維産業においては,販

売は大 部分が商社に よって行なわれ るので,販 売管理 の上で商社の情報機能が十分 でない と,

繊維 メーカーの販売戦略 にそこを来た し,メ ーカー自身でも販売管理的な情報機能 を備えざ

るを得な くなるよ うである。

このよ うな傾向は,デ ータ収集を通信網に より全国的に行な うよ うになるほ ど強 ぐなろ う。

す なわち;鉱 工業にお吋る情報機能化は,商 社 に対 して も,単 なる販売事務代行から情報機

能への脱皮 を要求 しているわけ である。

同時に,企 業の市場調査等の調査活動およびその情報処理機能が専門企業化 し,広 告代理

業等が企業 の情報機能 を代行する ことも大 いに予想され,一 部広告代理業の最近の動向にそ'

の 萌芽が 見受力 られる。

それは,広 告代理業 自身の経営方針に因るだけ ではな く,鉱 工業 企業側に も情報機能 に対

する必要性が高まっている ことに因 るもの と考えられる。

情報機能化 の根本は,迅 速で多量なデータの収集お よび蓄積にあ り,通 信回線の低 コス ト

供給は もとより商品 コー ドの統一 ・金融機関における帳票類 のフォームの統一等によ リデ一

夕の利 用性 を高 める必要がある。 また,コ ンピュータに要求される性能 として,通 信機能 ・

リアル タイム性能 ・大容量 ランダムアクセスス トレージ機能があげられる。

2.4.4情 報 流通 に よる製造業の計画化 と官公庁

2.4,2に おいて,設 計管理型 ・計画型産業において も,販 売管理型 ・総合型産業等の情報

機能化 によ り,消 費者 の情報が伝わ りやす くな り,情 報 機能化が進 むと予想 した。

しか し,た とえば計画型 の産業が総合型の産業か ら受り る受注量 ・価格 ・技術等の需要者

の要求 とい う情報からは,正 確な需要予測や必要 とされる技術の予測は できず,計 画型 ・設

計管理型産業へ の情報の流通にはおのずか ら限 界がある。

そ こで,計 画型 ・設計管理型の産業 が無駄 な設備投資 ・過剰生産等 をな ぐし,情 報流通の

効果 を高めるためには,官 公庁がマク ロな経済統計 ・人 口統計 ・各種の企業調査等の統計デ

ー タ・各種の政 府による予測資料等 を示す と共 に
,技 術情報 ・特許情報 を提供する ことによ

り,企 業の需要予 測を助け,必 要性に適合 した技術 の開発 を促進 して,産 業の間接的な計画

化が行 なわれる ことも政策 として考えられてよい。 これは,鉄 鋼業 ・アルミニウム製造業等で

マクロな経済情報に対する要求が強い ことから も裏 づ同 られるであろ う。

したがつて,利 用性 を考えたマク ロな経済情報の体系化(た とえば,国 ・府県におけ るコ
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一 ドの統一
,商 品などのコー ドの統一,地 域座標の制定等)が 必要 になるであろ う。 またコ

ンピュー タ.は大容量の記憶装置 を持 ち,計 画法 ・シ ミェレー シ 。ン ・各種OR分 析 の ための

ソフ トウエアを備えていること,分 析計算 ・計画計算の結果 の適当なデ ィスプレイを備えて

いること等が要求 されるであろ う。

2.4.5情 報 処理に よる系列化

鉱工業 ・公益事業は,他 の 企業か ら原材料 ・燃料 を購買 し,必 要 部品の外注 を行なってい

る。特 に総 合型 ・設計管理型の産業 では,60%に もおよぶ外注依存 も珍 しぐない。購買 ・

外注にお力る情報処理 の重要性 はこの点にあ り,購 買 ・外注管理の進展 な くして生産管理の

体系化は不可能 といつても過言では ない。

実情を見る と,発 注側たる大 企業側 においては購買 ・外注管理はあるてい どの成功 を見て

いる といえる。 しか し,購 買 ・外注管理 の問題は,同 時に購買 ・外注 を受ける方の問題で も

あ り,双 方 の協 力な くして進展する ものではない。特 に,外 注 を受けるのは大部分が 中小企

業 であ り,こ の面 で大 企業 に追いついて行力 ない のが実状である と思われる。

大企業 の側で も,こ の事実に着目 し,近 年,系 列 企業 を中心 に,下 請企業に対 して コンピ

ュー タの導入 を熱心 にすすめている例 もある。 また,わ が国全体の情報処理発展のために,中

小 企業への コンピュー タ導入の ガイダ ンス も要望 されてい る。

総合型 ・設計管理型 の企業においては 購買 ・外注の情報管理のために下請企業 に対 する系

列化が進 められているが,計 画型 企業においては原材料製造業 とその原材料 を使用する加工

業 とが,縦 の系列 全体 としての販売 ・生 産計画 を立てて運営するため,原 材料製造業を中心

に情報処理 を軸 として縦の結 び付 きが強 まろ う。

アル ミニ ウム会社の例では,親 会社の コンピュータを子会社が使用する ことに よ り,デ ー

タの互換性が確保され るので グル ープ全体の生 産計画作成が可能になつてい る。

情報処理の系列化の条件 として,異 種企業間の通信回線の共同専用 ・コス ト低減に よリデ

一夕収集 の条件 を整え
,デ ー タの互換性 を保つための標準化 を進 める必要がある。同時に,

ハ ー ドウェア ・ソフ トウ ェア両面の互換性に関する多 ぐの問題解決 も是非必要 である。

2・4.6製 造 業 におけ る技術情報

鉱工業企業 においては.い ろいろ複 雑な工程 を経て生産 を行なってい る ので,そ れ に伴っ

て行なわれる情報処理の量 も膨 大である。た とえば,自 動車工業 においては次の ような こと

一40一



が行なわれている。

① コン ピュータによ り,各 種の方程式 解法 ・シミュレー シ。ンが行なわれ,設 計 図の作成

もライ トペ ン・CRTデ ィスプレイを用い コンピュータによ り行なわれてい る。

② 設計部品表は磁気テープ化されていて,設 言+変更に従って部品表 も更新される。

③ 生産計画 に応 じ,部 品表から購買 ・外注票が コンピュータによ り作成され,対 象企業 に

配られる。

④ 受け入れ と同時に,原 価管理 ・経理が行なわれ,一 方,生 産工程に組み入れ られ,段 ど

りされる。 『.

⑤ 生産工程の編成 ・指示 ・製造 ラインの制御 もコ ンピュータによつて行 なわれる。

⑥ 工程の進行状況 もコンピュータにフ ィー ドバ ・クされ,中 間在 庫 ・再組立等 も把握され,

工 程編成が行 なわれる。

また,設 計管理型産業 においては,設 計図そ のものが管理されて お り・受注条件に応 じて

検索 ・部品 展開 ・購買 ・外注が行なわれ,生 産工程が編成され よ うとしている。

現在,各 産業 において,設 計 図検 索 ・シミュレーシ ョン・方程式解法 ・ラインコン トロー

ル ・数値制 御 ・プロセス制御等 に多様な開発 と適用が進 められてお り,鉱 工業の根本的課題

である生産管理へ のコンピュー タの利用は将来急速に進 むことが予 想される。そ の結果,計

画 ・生産 ・販売が有機的に1つ の管理の もとvatsか れ る よ うになると思われ る。 このよ うな

状態が,い わゆるMISの 基盤 であろ う。

現在の状況は必ず しも全般的に生 産が情報 に より管理されてい る とはいえず,ン ステム開

発 も企業の採算ペースで実務 的に進 められてい る。 しか し,た とえば 自動車 産業では,か な

り多 くのサブシステムが実用化 されて おり,そ の全体的 なシステム化はそ う遠い ことではな

い よ うシ(=,思、われるo

生 産の 「情報に よる管理」が進められるためには,コ ンピュータの性能 として,工 程にお

吋る適切なマンマ シンインターフ ェイス ・端末機 によるオンライン リアル タイム機能 ・図形

の処理能力 ・図形の大容量 ファイル と検索機能 ・数値制御装置 との連動 ・プロセス制 御用 コ

ンピ ェ一 夕との結合 ・タイム シェア リ/グ 方式 に よるプログラミングシステム等が要求され

る。 また,工 程の分析 と標準 の設定が これらの技術開発に先行 して徹底的に行 なわな力れば

ならない。

以上 を,生 産の情報 による体系 的管理 とい う意味から企業 における 「生産の情報管理化 」

と呼ぶ ことにすれば,企 業での技術情報 の管理には,別 の も う1つ の系統がある。それは開
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発研究にかかわる技術情報の管理である。

生産の情報が生産にともない定型的に発生 ・処理されるのに対 し,技 術開発情報は研究活

動 ・生産活動から非定型的に発生 し,処 理される。(た だし,両 者 を厳密に区別できない場

合もある。たとえば,機 械工業に拾いては,設 計は受注時に定型的手順により行なわれてい

ると同時にそれはまた開発研究でもあると言える。)

技術開発情報は,デ ータとしては研究文献 ・特許文献 ・研究プロジェク ト経過 ・研究者経

歴等の形で企業に収集され蓄積されるが,管 理される上からは次の3つ の異なる機能をもっ

情報として処理される。 ・

① 技術開発情報(狭 義の)

② 特許情報

③ 研究管理情報

技術開発情報の機能は技術開発の全ての可能性をカバーし,企 業の開発研究の洩れをな く

し,積 極的に技術開発を目指すことにある。したがつて,研 究開発情報 としては;カ バーす

る範囲の広さ.す なわち総合性および重点的分野での専門性の2点が開発段階に応じて要求される。

特許情報の機能は,技 術開発の方向を積極的に規定することより,む しろ,他 社の特許と

抵触 しないように開発努力を集中するというネガティブな技術開発情報としての機能および開発さ

れた技術を最大限に特許権利化するための情報を与えるとい うポジティブな経営情報的機能

に重点がある。すなわち,特 許文献は技術開発情報として利用されるとともに,そ れはまた

重要な経営情報 として利用される。

技術開発力の重要性は,企 業の成長力の根底の1つ として近年わが国においても広ぐ認識

されているところである。 しか し,研 究管理が重要視されるようになつたのはこぐ最近のこ

とである。一部の企業では既に研究者の研究をサポートし,総 合的に研究を管理するシステ

ムが採られているが,全 般的にはまだ不十分な発展段階にある。

ここで,企 業 と行政機関ない しは公共機関との関係を考えてみると,と くに化学工業 ・機械

工業において技術開発情報に対する必要性が強いにもかかわらず,単 独企業ではデータ収集

が不可能に近 ぐ,コ ス ト的にも負担がかかりすぎるのが実情である。国際経済社会において

は,企 業の技術開発力を強化することが急務であり,行 政機関ないし公共機関により,わ が

国における技術開発情報の円滑な流通を図 り,企 業内部における技術開発情報の管理が改善

されるのを待たねばならない と思われる。(技 術開発情報のソースとルートが確立 していな

いかぎり,企 業側としては技術開発情報の処理 ンステムを設計することができないことに注
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悪 しなければならない。)

技 術開発情報の収集 は公共的機関の中立性 を根拠 と し,民 間企業 ・研究機関から協 力 を受

けて進 められる ことになろ うが,技 術開発情報 の総合性(広 さ)・ 専門性(深 さ)を 同時に

追及する ことは技術的に困難である。 したがつて,総 合性 ・専門性のいずれか一方 に重点 を

おいた2種 のセ ンター,た とえば総合技術開発 情報 セ}"タ ー と各分野別専 門センター・一が設け

られる必要 があろ う。

技術 開発情報の流通基盤 として,技 術的には周辺 科学への要求が多 く,コ ンピュータによ

る言語処理 ・情報検索理論 とともに,多(の 技術開発に関する文献 からファイルするに値す

る文献 を選び出す情報選択理論 なる ものが必要 であろ う。 よ り広範 な問題 として制度的 な問

題があ り,科 学技術用語の定義 の統一 ・コー ドの統一 ・情報収集ルー トの確立等が必要 であ

る。

2.4.7情 報処理 の発展上の問題点

ここで,鉱 工業 におシ」る情報処理 の将来の問題点について,全 般 的に再検討 してみる
。第

3表 は,経 営の合理化 ・情報機能化 ・情報流通 に よる計画化 ・企業の情報的系列化 ・技術情

報の管理等 の必要条件 をまとめたものである。 これ によ り,主 な問題点がわかるであろ う。

これ らの中で,す でに解決途⊥のものもあるが 必要 な項目は◎ は,関 連のある項 目は○,特

に障害 になると思われる項目は☆がっけ られている。
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第3表 情報処理の発展上の問題点

経 合

管 理

の化

情機

能

報 化

情に画
報よ化
流る
通計

精系

報列

的化

技 の

警
報理

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

技

術

データ伝送網の整備 ◎☆ ◎ ◎☆

オ ンライン リアル タイム技術 ◎

大容量ファイル技術 ○ ◎ ○ ◎ ◎

(区形ファイノら

大容量内部記憶装置 ◎ ◎☆

タイムシェア リング技術
1 ○ ○

ラ イ ン コ ン ト ロー ル ◎☆

プ ロ セ ス コ ン トロ ー ル ◎☆

数 値 制 御 ◎☆

図形の入出力と検索
・◎ ☆

互
換性

マ ン マ ン ン ・イ ン ター フ ェ イ ス ◎ ◎

ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの 互換 性 ○ 声

周

辺

科

学

図形の認識 畝

シ ミ ュ レ・一 シ ョ ン プ ロ グ ラ ム ◎ ◎ ◎

数理計画法,数 値計算法 ◎ ◎ ◎

モ デ ル ・OR分 析 ソフ トウ エ ア ◎ ○
・◎

企

業

システム分析 ◎☆

デ ー タ蓄 積 ◎☆ ◎ ◎☆ 硫

社

会

マク ロデータの整備 ◎

コ ー ドフ ォ ー ム 統 一 ◎☆ ◎☆

中小企業のコンピュータ普及
◎

特許 ・技術情報の供給 ◎☆
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2.5情 報処 理 の発 展 の ため に当 面 必要 な施策

鉱工業 ・公益事業 における情報処理の発展のための大 まかな問題等については,既 に各章で

触れて きた。本 章では具体 的な要望 について触れてみる こととする。

全般的にみる と,技 術的な開発に対する要望が強いことは当然のことながら,デ ータ収集に

対 して も強い要望 を持っている。

具体的には,通 信回線 の利用に対 して強い要望があ り,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェアの標準

化,各 種 コー ド標準化,税 法 ・商法 の改正および磁気テープの証拠能力の承認,政 府機関の情

報サー ビス ・上 級 情 報 処理 技 術者 の養成 ・情報処理の啓蒙 むよび トップマネジメントの意識

向上,ア プリケー ションプログラムの充実等が要望されてい る。

これらの要望の詳細は 次の通 りである。

(1)コ ー ドの標準化

たとえば,家 庭電器 ・重電機 ・重機械 ・電線 ・繊維等の工業において,業 界統計の作成 ・

工業会 を通ずる情報処理等のために コー ドを統一すべきである との要望がある。 また,そ の

効果 を示す例と して,タ イヤ工業では,製 品名 とコー ドが一致 してい るために効率 的に情報

処理が行なわれてい る ことがあげ られる。

製品 コー ドのみでな く,国 ・府県 ・年月 日・企業名 ・人名等のコー ド標準化 も必要があろ

う。

② 統 計コー ドの標準化 と統計体系の簡略化

行政 機関 ・工業会等の統 計調査の 中には,ほ とんど同 じデー タであつて も,① 定義が少

し異なるために再集計しなけ れば ならない場合 ② 企 業 に とって掴 み に ぐいデータを要求

される場合 ③ 異る コー ドで再集計 しな回ればならない場合等が あ り,定 義の統一 ・調査

項目の再検討 ・コー ド(企 業 コー ド・府県 コー ド・品 目コー ド等)の 統一が要望されている。

(3)税 法,商 法の改正 および磁気 テープの証拠能力 の承認

税法 ・商法 に従えば,企 業は経営上不必要なデー タであつて も計算 し,プ リン トアウ トし

ておかなけれ ばならない。 したがつて,税 法 ・商法をコンピュータ時代に適 した ものに改正

し,磁 気テープ等の ファイルの証明性 ・証拠能力 を承認するよ う,か な り多 ぐの 企業から要

望されている。

(4)通 信回線使用の問題

現状 では,通 信回線 によつてデー タ収集 を行 なっている ところでは,オ ンラインで直接 コ
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ンピュ一 夕によ り処理する場合,専 用 回線 を設けなければならず,デ ータ量 ・距離 に もよる

が,大 部分の 企業 が コス ト上 の不満 をもつているので,使 用料の低減 が望 まれている。さら

に,コ ンピュータの処理速度 赴よび コス トパ ーフォマ ンスの著 しい向上 に対応 して,通 信回

線の伝送速度 ・容量 などにつ いて大幅な改善 が望まれてい る。・また,系 列 企業 ・関連 企業な

ど異 食業間の共同専用に対する要望が強い。

⑤ 政府機関 の情報サー ビス,業 界団体 のマクロデー タの情報サー ビス

計画型 の企業 をは じめ として多 ぐの 企業が,需 要予測のために国民経済 的なマク ロデータ,

各種業界の 全体的な活動状況 を示すデー タを必要 としている。また,特 許情報お よび技術 情

報について も要望が強い。

(6)企 業 間情報 の流通策

企業は銀行 を通 じて取引を行なって お り,銀 行 との情報交換 を円滑にす るため,各 種帳票

形式 ・コー ドの統一が要望されている。各種の保険契約に関 して も同様 である。

(7)上 級 情報処理技術者の養成

ユーザーは,販 売 ・生産管理 ・計画等経営 の諸 局面において問題 を発 見し,定 式化 し ・解

決する能力のある人 間を情報処理の要 員 として要求 してい る。 これ らシステムズ ・アナ リス

ト,シ ステムズ ・エンジニア などの上級 情報 処理技術者の養成が,情 報処理発展のため急務

とされる。

(8)情 報処理にっい ての教育

将来,情 報処理 が社会において果 たす役割が ます ます増大す るが,一 般教養 として 全ての

青少年に対 し情報処理 に関する教育 をする とともに,上 級 情報処理技術者の基盤拡大のため

に,情 報処理の基礎理論に関する教育 を少な ぐとも大学 の教養課程の段階からとり入れ る必

要がある。

(9)中 小 企業 に対する 情報処理 システム導入 ガイダ ンス

外注の多い企業では,外 注の効果的管理が重要である。多 くの場合,外 注先は中小企業で

あ り,情 報処理 システムを 導入するだけの資金 的 ・人的余裕がない のが実状である。 このま

まの状態が続 くな らば,鉱 工業全体 の情報処理の発展により,中 小企業 におけるコンピュー

タ利用の遅れ が障害 となる恐れが非常に大 きい。 したがつて,政 府機関 ・業界団体による情

報処理システム導入の ガイダンスが必要である。

⑩ 情報処理 につ いて の啓蒙,ト ップマネジ メン トの意識 の改革

かな り多 くの 企業において,ト ップマネジメン トと情報処理部門担当者の間に意識の開き
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があ り,情 報処理担当者が トップマネジメン トを啓蒙 しながら,情 報処理化 を進 めてい る状

態である。 トップマネジメン トと情報処理部門担当者には認識に相当の開 きがあるので,ト

ップマネジメン トの情報処理に関す る意識の 向上を図る必要があろ う。
　

al)計 算 センターの質的向上

企業にお↓」る情報処理 の うち共通的な事務計算 ・一般 的な技術計算は,計 算 セ ンターに依

頼する方が 企業側からみれば コンピ ュー タの能力 ・人 員 ・期間等の面で有利な場合が多い。

しか し,現 状 としては計算 センターのサービス能力が低 ぐ,こ の要求 に応えてい ない。計算

センターの質 を向上 し,企 業の需要に応 じ うる状態 にする必要がある。

⑫ 政府機関に よるアプリケーシ 。ン開発

わが国の ソフ トウェアは,実 用化 までに十分テス トされていないため,最 初に使用するユ

ーザ ーは実験台になつているのが現状である
。公共機関がアプ リケー シ.ン ソフ トウェアを

開発 して,完 成 した ソフ トウ ェア をユーザ ーに提供する よう要望されている。

⑬ コンピュー タの地域的利用

コンピュータの価格は,企 業に とつ てまだ安価な ものではない。 したがつて,大 型機 を地

域集団で利用するために,タ イムシ ェア リング技術 を開発する とともに共同利用体制 を促進

することが必要 である。特に,中 小 企業集団 ・系列 企業 グループ等においてそれが必要 と思

われる。

ao大 容量主記憶装置

(15)大 容 量 ランダムアクセス ファイルの開発

(16)ア プ リケーシ ョン ・プ ログラムの開発

⑰ す ぐれた端末機および小型会計機能 の充実

販売 ・生産の最前線 で稼動できるような.低 廉で,利 用性 ・耐久性 にす ぐれた端末入出力装

置 およびコンピュータのデー タ入力装置 となる小型会計機が要望されてい る。

⑱ 遠隔 情報処理機能 の充実

将来,本 社の大型機 を工場 ・研究所 で共同利用することが 必要になつて くる と予想される。

その場合に,通 信回線 を使用 したタイム シェア リング方式 または リモー トバ ッチ処理方式が

望ま しぐ,技 術的 ・経済的に十分実用性 のあるコンピュータが必要 である。

⑲ サ イザブルなコンピュー タシステムの開発'

企業に とつてコンピュータは十分採 算に合 うものでなければ ならない。 したがつて,各 種

の用途に適用 できるサ イザ プルな コン ピュータシステ ムの開発が必要 とされている。
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⑳ コンピュー タの使用に ともな うコス トはかな り高 く ・可能な限 り低減 する必要がある。

囲 磁気テープ ・電信 コー ド・キーの配 列等の標準化

デ ータの互換性 を目的 とする各種の標準化の必要 性が多 ぐのユーザ ーか ら要望されてい る

が 磁 気テープ ・電信・一ドの標靴 力・まず腰 である・ また ・キーの配列も標靴 芦 必

要がある。

② ハー ドウェア,ソ フ トウェアの標準化

互換 性 を目的とするハー ドウェア,ソ フトウェア,入 出力 インター フェイスにお目る標準

化が要望 されている。

なte,企 業vatsい て 現在持 っているMISの イメー ジを要約 して.第4表 に示す。

M工Sと 一言に言われるが,現 状では,企 業 の努力は一般にオペ レーシsナ ル システムに

集中されてお り,デ ー タ収集 を確立 した上 で次の段階に進 む とい う堅実さも感 じられ る。

第4表 の問題点 および 必要条件の項は的 を射た ものが多 く・施策 も・企業の苦心 している

点 を配慮 して行なわれる ことが望 ま しい。

2.6結 言

現在,わ が国 におけ るコ ンピュータ利用台数は3.500台 以 上にのぼ り『,世界第3位 を占め

るが,そ の主要 なユーザ ーは鉱工業企業である。

また,将 来 において も鉱工業 ・公益事業 に寿伺る コン ピュータの利用が非常に拡大すること

が明らか である。ぞじ三,コ ン ピュータの利用 により.情 報処理 は単に企業内部 の情報処理か

ら脱皮 し.他 の産業 や社会的活動体 にまでおよぶであろうとい う、ことである。

その意味で,こ の分野 におけ る情報処理 の高度化 は.わ が国の社会全体 の効率を高める機能

1の基幹 部分をなす こ とにな る。鉱工業部内におけ る情報処理 の高度化は ・企業内の問題 として

のみ論 じられ る ことな くダ.全社会的 見地からも論 じられ る必要が あろ う。
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第4表 ア ンケー ト結果からみられ る企業におけるMISの イメージ

,

目標 またはシス 必 要 な 問 題点および

テムの主 眼点 サ ブ シス テ ム 必 要 条 件

A例(鉱 業)
F

1配 分,計 画 の問題

2.企業モデルの把握
3、予 測モデル にょる分析

1.販売 情報システム

2.生産'原 価情報シス テム

3.探査,鉱 山情報 シス テム

4,原料 ・資材情報シス テム
5.市場解析情報システ ム

6.人事情 報システム

7.会計情報 システ ム

8.工部管理 システ ム

1.意志決定プロセスの明確化

2.デー タ構造の改革(各 サブシステ ム

間でのデータの対応 づけが 必要であ
る)
3.タスクフ ォース の養成

4.情報の流通を主とする組織

5.漸進の努力

1・販売事務 システ ム 1.コ ンピュータ利用技術,特 にオンライ

・
2・生産管理 ンステム ン技術,通 信{回 線)の 費用
工程管理システム 2.組織構成員の意識改革(オ ベレーシ ・

B例(製 鉄業) 3在 庫管理 システ ム
. ナルレベルでの例外管理的考え方・作

. 4fデー タバ ンクシステム

5.予算 ・原価管理 システ ム
業の標準化等)
3.組織改正

6.技術管理 システ ム

7.経営戦略用 システム
.

Lオ ペレーシ・ナ ルシステ ム

2.情報の貯蔵,検 索,コ ミュニケーシ.

ン(フ ァイルオリエンテ ッ ドシ夫テム)

L実 用化されていないシステム.

実用化 されていても特性の不明確 なシ
ステ ムに惑わされている.

C例(化 成)
2.人間 と機械の インターフ ェイス

3.問題中心の考え方

4.オペ レーテ ングシステ ムをは じめとす

るソフ トウェアの問題
5.通信回線の速度,価 格面の向上および

自由使用
6.税務 ・会 計監 査の改正

7.官庁報告 の統一簡略化

D例(自 動車)

1.主要なオペレー シ.ナ ルシステムの完

成

2.マネ ジメZト および企画業務への適用

1.販売店 とのコ ミュニケーシ.ン

2.工場 め生産管理

3,利益計画 に結び つけられ る経理 システ
ム

1.トップの方針の明確化

2.MIS展 開のための組織確立
3.MIS展 開要員の確保育成

4.技術情報 ファイルの充実 4.コ ン ピ ュ ー タ 技 術

E例(建 設機械}

1.経営戦略システ ムの確立

2.デー タ収集
1.経営 データ ・パンク

2.予測 モデル

3.生産 マクロモデル

L－ 般事務計算,研 究開発,プ ロセス コ

ン トロール,数 値制御等適用分野 のバ

ランスの とれた レベルア ップが必要で
ある

4.生産管理 システ ム 2.情報処理 システ ムを核とする設計
5飯 売情報 システ ム 3.デ ィーラー ・外注先を含んだシステム
6、サー ビス情報 シス テム
.

ノ 」

の開発

1.ライ ン業務の合理化 ・機械化

2.経営計画 ・管理情報の提供

L事 業部別サブシステム

a注 文処理見 積システム

b受 注手配システ ム.

c設 計 ・設計管理 システ ム

d工 程計画 システム
e原 価計算 ・管理 システ ム

f材 料計画 ・在庫管理 ・発 注購 買

L経営体質の改善と併行
2.意思決定機構の適正化
3.企業組織の簡素化・合理化

.

4、意 識改 革

5.マス タープ ランの確立

6.業務の標準化

F例(重 機械・造船) ン ス テ ム.

g製 品在庫 ・流通 システム ρ

h製 品開 発 ・改訂システム

2.全社的統 合シス テム

a会 計 システ ム

b人 事 システ ム

c技 術情報シス テム

dマ ニケ ッテ ィングシステ ム

G例(重 機械・造船)

Lオ ペレーシロナル システ ム

2.経営戦術 システ ム

3.経営戦略 システ ム

1.市場調査 ンステ ム

2.需要予測 ・長期計画システ ム

3、利益計画 ・予算編成 ・資金管理システ
ム

4.販売管理システ ム

1.情報のっなが りの明確な把握のできる

スタッフの確保

2.シ ステ ムエ ンジニアの確保

3.データ伝送網の未発達と コス ト高

5、工場生産管理システ ム

6.経理 ・資金管理システム

7,人瓜.労 務管理システム

8.技術 ・技術開発管理システム
1

Lオ ベ レーシ.ナ ルシステムの完成

2.IRシ ステムの完成

1.購買 システ ム

2.生産管理 システ ム

L長 期計画策定
2.情報処理組織の一元化

H例(感 光材・光機) 3.プ ロセス コントロールと情報システム 3、販売情報 システ ム

の結合 4.財務管理 システ ム 、

5.人事管 理シス テム

6.技 術情報 シス テム

1.長期総合事業計画の策定 1.経営 管理 ンス テム 1.日常 ライン業務の優先 的合理化,機 械
2.年次予算編成 ・管理 システム 2.予算管理 ソス テム 化(人 的・時間的制約により余力がな
3.オペ レーシ ・ナルシステ ム 3.設備計画シ'ステ ム い)

1例{ガ ス事業} 4.原価計算 システ ム

5財 務会計システ ム

6.各 ライン部門(製 造 ・供給 ・販売}総

合ンステ ム
.
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3.商 業,輸 送 業,金 融 業

3.1商 業,輸 送 業

3.1.1情 報処理システム利用の現状

(1)概'況

流通活動は,商 的流通活動(取 引,売 買に関す る活動)と,物 的流通活動(物 の移動に

関す る活動)に 分けられるが,い つれの場合にも膨大な情報を伴なう。商的流通活動に関

しては無数の伝票.請 求書,領 収書,納 品書等が発生 し,伝 達されるし.物 的流通活動に

関 しても.膨 大な原票.指 図書,手 配書等が発生し.伝 達される。

これらの膨大な情報を処理することによつて遂行すべき業務の内容をリス トアップ して

みると,次 のようになろう。

A商 的流通活動における業務内容

① 売上実績の把握 と管理資料の作成

② 請求および代金回収管理業務

③ 売上実績データの販売計画へのフィー ド・ミツク

④ 商品の在庫管理

⑤ 部門や販売員の業績評価のための資料作成

⑥ 財務会計業務

⑦ 給与計算関係業務

⑧ 利 用 計 画

⑨ 資 金 計 画

⑩ 諸統計作成業務

⑪ 卸売業におけるりべート計算

B物 的流通活動における業務内容

① 運行に先立つ予測および計画業務(需 要予測と運行計画および運賃料率の決定)

② 運行実績データの把握 とこれに基づく管理資料の作成

③ 運賃料金計算ないし請求業務と回収管理業務

④ 蔭膳 管理(サ ービス水準の維持)

⑤ 運転者管理 と給与計算
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⑥ 車両および在庫品の管理

⑦ 計算による利益の把握と運行計画料金システムへのフィー トバンク

⑧ 財務諸表の作成と関連業務

⑨ 資 金 計 画 、

Cそ の他の流通活動に必要な業務内容

① 消費者需要動向調査(国 内,海 外)

② 諸調査機関に依 る,消 費調査統計資料の整理

③ 地域別売買分布の把握

④ 消費性向(衣 料.食 品,耐 久消費財)の 把握

⑤ 季節変動の把握

⑥ 販売心理の把握

⑦ 消費者信用の調査

⑧ 割賦販売債権の管理

このように多くの情報処理需要が存在しているにもかかわらず.流 通部門における情報

処理システムの利用は.製 造業.金 融業等に比して著 しくたちおくれている。昭和42年

9月 末現在における情報処理システムの実動状況をみても次表のとお り,実 動台数は .国

民経済におけ る流通活動のウエイトに比 して必らず しも多いといえない し,1セ ッ ト当た

り金額においては著 しい遜色がある。

コ ン ピ ュ ー タ 実 働 状 況 (42年9月 末現在、JECC調 査)

合 計 台 数 金 額(億 円) 1セ ッ ト当たり金額(万 円)

卸 小 売 ・商 事 3,040 2,537 8,345

運輸 ・通信報道 352 156 4,363

141 888 6,300

流通部門 における情報処理 システム利 用のたちお くれ の原因 としては,次 の ような点を

指摘でき る。

① 流通部門,特 に商 業部門には中・」・企業 が多 く.流 通部門全体の近代イヒが不+分 であ

るこ とo

② コンピュー タメー カー も,流 通部 門に対 してこれまでは大 きな関心を払 ってい なか
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った ことo

しかしながら.最 近流通部門の近代化 が強 く叫 ばれ る中で,コ ンピュー タの利用 も次第

に活 発化 しつある。特 に百貨店の大型化,量 販 店の成長,こ れ らに対抗す るための ボラ

ン タリー チェー ンの結成等の動 きは小売業部 門におけ るコンピュー タの利用 を強 く推進

す る構 えをみせてい る。

とい うものの 、現在流通部門 において利用 されてい る情報処理 シス テムは,バ ッチ ・

シス テムによるものが 圧倒 的であつ て ,オ ンライン ・システムの例は極めて限 られている。

以下主要な業態 ごとに,情 報処 理 システ ムの利 用状況を概観 しよう.

(2)卸 売 業

卸売業では,年 商30億 円程 度以上 の卸 商はおおむねコンピュー タの単独導入を進 めてい

る ところが少な くない。 ただし.導 入機種 の多 くは.小 型機 である。年商5～30億 円程度

の クラスのものは,積 極的に計算セ ンター を利用 しつつあ る。

卸商 の利幅 は,一 般に薄 いので,売 上 の0,1～0.3%を コンピュー タ経費に充 当してい る

の が通 常であ る。

情報処理 システムの適用業務の範囲は,給 与計算 からは じまつて,販 売統計,商 品管理

(販 売.仕 入管理).売 掛 金管理,買 掛金管 理,利 益計算等 に及んでい る例が大部分である。

この場合,加 工食品な どの ように商品の標準 化の進 んでい る分野では ,単 品管理,単 品分析

まで進んでいる例 もみられ るが,一 般 的には商品 グルー プ別の管理 ,分 析 にとどまつてい る

といえ る。

利用 されてい るシステ ムとしては,バ ッチ ・システ ムが通例 であるが.さ ん孔 タイプ ライ

ター等を用いて各支店で情報を紙 テー プ化して郵送す るという例はかなりみ られ る。 しか し

なが ら,各 支店 と本店をテ レソクスで接続す るといつた例は,大 手総合商社 でみられ る程度

であ り,ま してオンライン処理 となると.一,二 の小規模のものを除 くと,ほ とんどみ られ

ない といつて よいo

(3)百 貨 店

小売業のなかでは.百 貨店は最大 の企業規模をよ うす るだけにコン ピュー タ導入 ..利 用 も

活 発であ る。導入機種 も中型機 が多い。

百般 疏 けるコンピュータの湖 難 唖 囲は給与講 ・販櫛 計商 品管理 ・赫 ト金

管理 ・買掛金管理 、利益計 算等であ るが.大 手百貨店 になると取扱商品は数十万点に達す る

うえ に.部 門 ごとに形態 が違 うため単 品分析 は行なわれ ておらず.数 百分類程度 の分析が行
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なわれてい るのが通例である。

コンピュー タに情報をインプ ッ トす る方法 としては 、紙テー プパンチ装置 つきレジス ター

パ ンチ式 タグシステム,OCRタ グ リーダーな どが利用されてい る。

近 時,百 貨店 の多店補化が進 んでい るが,本 支店間でテ レックスあ るい はオ ンラ イン ・シ

ステ ムを利用 している例 は現在の ところみ られ ない。

(4)量 販店(チ ェーンス トア)

急成長 を続 ける量販店で も積極的 にコンピュータの導入が図られ てい るが導入機種はまだ

小型機が多い。

現在給与計算,商 品管理,買 掛金管理,利 益計算 等にコン ピュータが適用されているが,量

販店 の場 合には商品の高回転が営業の基本 となつてい るだけに商 品の単品管理,そ の前提 と

な る単 品分析 が進 められてい る。 これ によつて ① 適正 発注(適 時適量補 充)② 利益 貢献

度の低い商品の切 捨て等の効果 が期待 され てい るわけである。 ただ,現 実には加工食 品など

一部 の品種を除 くと ,商 品グループ(そ の分類の大小は企業 ごとに違 うが)に よ る管 理,分

析が行なわれているのが通例であ る。

情報の インプッ トには,紙 テー プパ ンチ装置つき レジス ター等のほか,マ ーク ・リー ダー

等 の利用 が広 く行なわれてい る。'

システムと しては.バ ッチ ・システ ムが通例であ り、オンライン ・システムは もちろん,

テ レックスを利用 してい る例 もまだほ とん どみ られない。

(5)ボ ランタリー ・チェー ン.

ボ ランタリー ・チェー ンは,近 時,中 小 小売商の協業化 として 急速にその結成.強 化 が進

んでいるがその質 的充実の二 環 としてコン ピュー タの利用が次 第に活発になつてい る。た だ,

コ ンビユ ター の適用 分野 をみ ると.本 部,加 盟店 を通 じチェー ン全体 としての商 品管理 にま

で及んでいる例はほ とんどみ られず.加 盟 店の経理計算,売 掛金.買 掛金管理,利 益計算等

を本部で引き受け る動 きが中心で ある。

デー タの インプ ソ トには,数 十 分類 の可能 な紙 テー プパ ンチ装置 つきレジス ターやせ ん孔

つ き会計機 を利用す る例が多い。 バ ソチ ・シス テムが主流であ るが,一 部のチェー ンで テレ

ックスの利用が試み られ ようとしてい る。

(6)中 小商業 における共 同利用

中小商業 の場合 には,コ ンピュー タの単独導入は無理であるが.年 商5億 ～30億 円程 度

従業員20～50人 程度 の クラスの企業は.積 極 的に計算セ ンターを利用す るよ うになつて
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い るo

利用者は.従 来は卸商が中心であったが,次 第 に小売商 にもひろヵζりつつあ る。今後 ①

人手 不足の激化 ② 人件費の上昇 ③ 消費動向の変化にともな う商品管理の徹底 な ど計数管

理の必要性の高 まり等 につれて,利 用は一段 とさかん になるこ とが予想され る。

コンピュー タが適用さ}τてい る業務 は ,商 品管理,利 益計算,伝 票作成等 が中心で あるカ㍉

単品管理 まで進 んでい る例 はほとんどないといつてよ く,部 門別,商 品辞別 の管理が多い。

処 理方法 は全てバ ッチ ・システ ムであ り.イ ンプッ ト・デー タの作成のためには紙テー プ

パンチ装置 つきレジス ターやせん孔機 つき会計機を利用す るのが一般であるが ,得 意先.商

品.数 量な どをそれぞれパンチ した マスター ・カー ドを利用す る方式なども使用 され始 めて

いる。

(7)物 的 流通担当企業

鉄道 ・運送業,倉 庫 業 な どの物 的流通 の分野ではコンピュー タ適用がかな り積極的 に進め

られてい る。適用業 務の範囲 も広 く,⑦ 配送,配 車 計画 ②入 出庫 あるいは輸送の コ ン ト・

一ル ③ 営業所間あ るいは荷主への情報伝達 ④料金計算 ⑤請求書 の作成 ⑥労務管理

⑦ 経理計算

な ど多岐 にわたつている。

導入 されてい る情報処 理シス テムには超 大型機 もみられ る。 国鉄,日 通な どでは,1200

ボー回線 、50ボ ー 回線を組み合わ せたかな り本格 的なオンライン ・システムが導入 されて

い る。(次 図参照)
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3.L2情 報 処理システム利用 の将来 の見通し

(1)概 』況

3.1.1で 述 べた ように,流 通部 門におけ るコンピュー タ利用の現状はJ－ 部事務の事後処

理(第1段 階)か ら事 務の総合的事後処理(第2段 階)に 進みは じめた段階であ るといえる

が今後は簡単な判断業 務へ の適用(第3段 階)さ らにMISの 導入(第4段 階)へ と進 んで

行 くものと思われ る。

その理由 としては,次 のよ うな点を あげ るこ とができ る。

① 流 通部門では.従 来は比較 的豊富 に安い労働力 を利用するこ とができたが 、今後は流通

部門 にも労働 力不足 の波が 次第 に及 んで くるとともに,人 件費の上昇が負担 になること。

② 流通部門,と くに商業部門の近代化 がすすむ につれて,企 業あるいは協業組織の規模が

急速 に拡大 し,計 数的管理の必要性が高まること。

③ 競 争が激 化す るに ともなつて,企 業や協業組織の迅速かつ適確 な意思決定 と戦略 の転換

'が 必要になること
。

④ 流通活動は,流 通関連企業のみな らず,生 産者あ るいは消費者 とも強 く結びつい てL・る。

そのため広範 なひろが りを もつ シス テムの確立が必要になつ てい ること。

⑤ 流通部門 に数多 く存在す る中小企業は,現 在はまだ コンピュー タを利用す るにいたつて

い ない ものが大 部分であ るが.今 後は中小企業層への コンピュー タの普及が進む と考 えら

れ るこ と。

しかも,流 通活動は本質的 に地域的 な広が りを もち,か つ,迅 速性 を重んずべ きもので

あるだけ に,オ ンライン ・システム にょ る情報処理需要がある時期 にな ると爆 発的 に増大

す ることが予想 され る。その時期 は.後 述す るような政策的要因 によつてかな り大 きく左

右 されるが,流 通部門内部の動 向か ら考 えると,数 年後 には,本 格 的な大規模企業や大規

模協業組織が出現 し,近 代的な各種大型 システムが稼動 しは じめ るものと予想 される。

以下,こ こで も業 態別 に展望 してみ よう。

(2)卸 売 業

高速道路 の整備 にともなつて,卸 商の商圏は 急速 に拡大 しつつあ り,卸 商の大型化 も目覚

しい。東京の卸商 に例 をとると,首 都 圏全域 に支店や配送 センターを配置するもの がふ え,

特 に総合問屋では商 品管理や利益計算 について.単 品管理.単 品分析を目指す ものが増加 し

よ う。 さらには,商 品管理.利 益 管理,労 務管 理(利 益管理と人事管理の結合)か ら進 んで

在庫管理,配 送管理 にまで コンピュー タの適用 をひ ろげて最適在庫量 の判断を行な うことも
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実現 しよ う。計数管理の徹底 によ り現 在の20日 分 程度の在庫量 を将来は7～9日 分程度 に

減少 させ るこ とも可能にな る。

商圏の拡大 と適用業務の深化が ここまで進 む と,も はやバ ッチ処理は困難 であり.中 間段

階 としてのテレ ソクス を使用 した情報処理網の整備が活 発にな ると思 われ る。 次 には必要に

応 じてオンライン・シス テムに進 むこ とにな ろ うが,流 通 活動の場合 には,各 端末におけ る

デー タの発生量が大き く,か つ,そ の発生が時間 的にかな り散 らば りがあるの で各端 末に超

小型機(た だ し.プ ア ィルは大きい もの)を 配す る企業 も出てくるか もしれない。

(3)百 貨 店

今後百貨店業界 では,各 個別店舗 の巨大化 と多店舗 化の動きが併行 的に進むことが予想 さ

れているので,こ れの総合 的,統 一的管理のため には.コ ンピュー タの適用は一段 と活発 に

な ると思われ る。

取扱品 目の多数性 と多様性 の故 に全面 的な単 品管理,単 品分析にまで進む こ とは不可能 で

あ るし.不 必要 でもあるが,高 回転商品の分野では相当 に進め られるであ ろ う。さ らに,こ

れ に基づい て,① 売場構成,在 高構成の決定,② 仕入政策 の評価(BuyingControl)

③ 仕 入方針 の決定 ④最適 在庫管 理等の業務 がコンピュー タ化 されて行くことが期寺されa・ る。

とくに 百貨店業界 としては,早 晩,テ レックス ・ネソ トワー クの利用,さ らにはオン ライン・

システムの導入 に踏み切 るところもふえ ると考 え られ る。

(4)量 販 店(チ ェー ン入 トア)

量 販店のチェーン網は 急速 に拡大 しつつあ り,最 近 では,チ ェーンス トアー同志の合併,

提携 に よつて一挙 にチェー ン網 の飛躍的 拡大を図 るとい う動 きも現 われてい る。 その結果 と

して,チ ェー ン網は,現 在 よ りも一段 と広 くな り,い わ ゆ るナシ ョナル ・チェー ンの出現 す

る日も遠 くない と思われ る。 この過程で,チ ェー ンス トアー相互間の競争は一段 と激 化す る

ことが予想 され る。

この よ うな背景の下 で単品管理,単 品分析の徹底 とオンライン ・システムあるいは,こ れ

に準 ずるシステ ムの導入が急速 に進むであろ う。

単品管理,単 品分析 については,百 貨店 の取扱品 目点数 の うち,こ れによつて メリソ トが

出るのは10%～30%程 度 で あるの に対 して,量 販店の場合 には70%以 上 に達 するとい

う見方 もあ り,そ の成否が量販店 の将来の発展を左右する といつ ても過言ではない。

さらに,① 各店の店頭在庫 と酉己送 センターの在庫 の最適管理 ②各店 のマネー ジャー,バ

イヤー等 の意見決 定に当っての インクワィアリィ ・システ ム等 が要求 され るようにな り,オ

Ls8一



ンラィン化を促す要 因 となろ う。

(5)ボ ラン タリー ・チ エン

チ エー ンス トアの勢 力拡大 に対抗 して ボランタリー チェー ン運動は一層活発 にな り,ボ ラ

ンタ リー ・チエンの質的 充実 も進み,全 国 に加盟店を もつもの も現われよ う。

この段階 におけ るコンピュータの適用は加盟店 の会計代行 が一般 化 し,さ らに加盟店 と本

部の間の商品管理,配 送管理 さらには最適在庫管 理にまで及ぶであろう。

この結果,テ レックスの利用は広 く普及 し,進 歩的 チェー ンでは,オ ン ライン ・システム

の導入をは じめ るであろ うが,制 度的要因 も多いので,チ ェー ンス トアよ りは,や や遅れ る

であろ うこ とは否 めない。

(6)中 小商業 におけ る共 同利用

中・j・商 業の うちの有 力企業や中堅企業は,次 々に情報処 理 システムの導入に踏み切 るであ

ろ うが,そ の下 の層が こん どは計算セ ンターの門 をたた くことが予想される。

コンピュー タ適用業務の範囲は現在 とほ と.んど変 らない と思われ るし;利 用者のポテ ンシ

ャルにてらす とテ レソクスあ るいは,オ ンラインに よる計算 セ ンターの利用は一般 化は しな

い と思わ れる。

(7)物 的 流通 担当企業

物的流通担 当企業 では,既 にオンライン ・システムの導入 もみられるようになつてお り,

今後 さらに適用業務の オンライン化が進め られ るであろう。

なお.現 在,通 産省お よび運輸省 にょつて生産者,輸 送業者,倉 庫業者,卸 売業者.小

売業者を一貫 して.統 一仕様書 に よる荷役,保 管輸送を実施する準 備が進め られてい る。こ

れによつて物 的流通 コス トの低減 を図 るのがねらいであ るが,こ れが実現 した場合には,国

鉄,日 通.倉 庫業者 などとパレソ ト・プー ル機構を結ん でパ レソ ト管理料金計算 などを行 な

うための大規模 なオン ライン・システムの形成 が必要 にな ろ う。 この種の システムは,コ ン

テナ による一貫輸 送等が普及す るにつれて次第 に数を増や して行 くであろ う。

(8)そ の 他

流通 活 動 の円滑 化 のた めには,情 報処理 の適切な遂行が必要不可欠であ り,そ れだけに今後はさ

今後は さまざ まの ネーソ トワークが形成され るこ とが予想 され る。

その一例 と しては,個 別企業 におけ る商品管理 在庫管理の 域をこえて全国的規模で生産,

流通 、在庫 をコン トロールす るために生産者一流通関連企業一需要者,あ るいは生産者一卸商

商一小 売商を通ず る情報処理 ネヅ トワークが形成 され ることが考 えられ る。
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また第2の 例 としては過密 現象 に悩む 大都市卸商が集団で移転 し ,機 能刷新 を図るための

拠点 として東京.大 阪 などの副都 止部あるいは周辺部に建 設されつつある卸総合 センターを

結 んで,卸 取引 をめ ぐる情報交 換 を行ない,セ ンター入居者や一般 の便 に供す るためのネソ

トワー クが形成 され ることも考 えられ る。

第3の 例 としては,今 後,小 売商 によ る割賦販売,ク レジッ トカー ド,消 費者 ロー ンなど

の多様のルー トを通 じて 消費者信用 の供 与が急速 に増大することに備えて ,消 費者信用情報

を集中管理 し,こ れを小売商.金 融機関等 にて提供 す るネソ トワー クが形成 され ることも考

え られ る。

これ らのネッ トワークは,い ず れ も最終 的には本格的なオ ンライ ン ・システ ムを利用 した

もの になることはい うまで もなかろ う。

3.1.3情 報処理 システム導 入Q促 進にあ たっての問題

(1)概 説

これまで述べてきたよ うに,流 通部門 におけ るコンピュー タの利用状況は ,他 部門に較べ

るとやや遜色のあ ることは否 めないが,将 来の利用見通 しについて決 して暗 くはない.し か

し,現 実の ものにな るため には,政 策的に克服 されるべ き数 多 くの問題 点が存在す る。 これ

らの問題 点のなかには他部 門 と共 通のもの もあ るが,流 通部門独 自の ものも多い。

これは,① 流通部門,と くに商業部門 には多数の中小企業が存在 し,広 大な底辺 をなして

い ること ② 流通部門 自体 の近 代化が進 行中であ り.コ ン ピュー タによ る情報 処理の もつ合

理性 に適応 しえない要素が多 く存 在す ることに由来 してい るといえ よ う。

(2)調 査 研究 の不足

流通部門においては コン ピュータによる情報処理 シス テムの役割 と効 用 に対 す る認識 と理

解は必ず しも十分とはいえない。 と くに,中 小企業 について,こ の感が深い。 これは,概 説

にみ たよ うに圧倒的多数を 占め る中小 企業 にあつては,機 械化による合理化の余地 に乏 しく

かつその能力 もなかつたためで ある。

(3)指 導 者の養成 と標準 システムの開発

中堅企業や中小企 業の多い流通部門で コンピュー タ利用が進 むとす れば,各 企業 の業務 の

実態を コンサル タントと して十分に理解 し,把 握 し,適 切 な企画 と指導 のでき るよ うな高度

の 専門 家 に依存す るところが大きいで あろ う。

しか し,こ うした能力を もつ専 門家群を新 たに養成す ることは困難 であ り.ま たそれ にか
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わ るべき中小企業経営指 導員等,現 在中小企業 の指導を行な う立場にある者について もこの

面については不満足な状態 にある。

さらに指導者を教育,養 成す る機関 も現状 では全 く未整備であ る。

(4)要 員 の確保

流通部門,と くに商業部門の企業 では,コ ン ピュータの技術要員が絶対的 に不足 してい る

ので,適 当な機関 において要員訓練事業を実施 し,こ れを カバーす ることが必要であ る
。

(5)取 引慣行等の近代 化

商取引にして も ・物的流通に して も,流 通部門 には非近代的慣行が根強 く存在 してい る。

商取引 に例 をとると.無 原則的な リベー ト支 出,返 品の横行,押 込 み販売等あるいは企業別

に異なる専用伝票の一 般化が業務 の コンピュー タ化に対す る重大な障害になつている
。物的

流通の面 では,不 定期かつ頻繁 な小量取引と荷姿 の多様 さが コンピュー タによる情報処理 シ

ステ ム化の際 のコス ト・アップを招いてお り ,ま た商品のコ.一ド化,帳 票類 のフォー ムの統

一に遅れているとい う事実は コンピュー タ処 理を困難にしてい る
。

(6)回 線 利用方式の確立

流通部門におけ るコンピュー タ利用は.前 述のごと く,多 数 企業間にまた がることが必要

になる場合が多いが.こ れをオンライン化す るための回線利用条件 も現状では満足 でない と

い う声 がある。

(7)ハ ー ドウエアの開発と導入の助成

流通部門における コン ピュー タは,計 算ス ピー ドはやや遅 くてもフア ィル容量の大きい端

末用システ ム,低 価格のOCR,高 性 能の紙テープパ ンチ装置 つき レジスター等が望 まれる

が,流 通業 にとつて満足すべきものが多 くない。
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3.2金 融 業(銀 行 業)

3.2.1情 報 処理 システム利用の現状

、.,(1)機 械 化 の背景

金融業,と くに銀行 業務 を営む金融機関におけ る情報処 理%テ ム∧の 関心は非常 に強 く,

都 市銀行 を中心 としてその導入実績は他業種を 圧倒的 に俊賀 してい る。

それ とともに,近 年,銀 行 の事務処理手段は,ソ ロバ ンとペンに代って種 々の事務用機械

が採用され,銀 行 における事務機械化は極 めて速いテ ンポで変貌 しつ つあ る。 とくに銀 行の

場 合には,そ の業務内容か ら正確性が重視 され る。現 在,ほ とんどの銀行ではそれぞれ名称

は異 ってい るが,事 務の機械化.事 務の合理化を推進す る部門が設置され,各 種単能 機,

(加 算 機,出 納会計機,預 金会計機等)PCDPS(穿 孔 カー ド式統計会計機),EDPS

(コ ンピュータ による情報処理 システム)と つなが る銀行業務の機械化が進められてい る。

これらの機械化の 推進 力は,コ ンピュータの技術 水準 の向上 と日本経 済の成長による銀行

業務 の多様化.事 務量の増大お よび銀行 を とりま く環境 の変化にある といえる。すなわ ち,

① 昭和38年3月 末では 。全国銀 行実勢預金残高が13兆2,767億 円,同 貸 出残高が12

兆3,977億 円 であつたが,昭 和43年2月 末 においては,預 金 残高25兆7,885億 円,

貸 出残高が25兆4,570億 円 と5年 間 に約2倍 に増大している。

② この ような業務の拡大は,各 金融機関にお、・て銀行の大衆化,サ ー ビスの増強 にますま

す拍 車をかけ てい る。各銀行 は,PEOPLES・BANKへ の前進を目標 として値 入当

座預金.消 費者金融等大衆 層への接近 に協力 しているので,こ れ等の小口で,し か も口数

の多 い取引は事務量の増激を招いてい る。

③ また,わ が国独 自の支店銀行制度は,広 範囲 に支店を散 在 させ この小規模の店舗で個々

の業務を銀行業務 とい う一つの規模 に結びつけ ることを,は なはだ困難 としている。

④ 今迄,金 融機 関はその性格上大蔵省の厳 しV・監督下 にあ り ・資産 ・収益性 ともに安定 し.

銀 行の規模業 態に応 じた業務の合理化 が容易 にとりうる状況 にあった。 しか し,近 年 の預

金金利 の自由化への胎動 と貸 出利率 の低下の傾 向は.今 までの保護的経営から金融機関を

して 自由競争 の渦中 に入 らしめ 、企業内容の優劣 が大 き く左右す ることになつてきてい る。

このよ うな傾 向が一層進展す ると,資 金原価の軽減 と資 金運用の効率化が大き な課題 とな

り,従 来の ソロバ ンと人手 を機械 に置換え る程度の事務合理化では,積 極的な効果を期待

し得 ない状況 にな っている。
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以上の よ うな事 情が今 日の銀行経営には 多かれ少か れ存在 し,今 までの量 的合理化は勿論

のこと.む しろ コンピュータ経営政策 に大き く介入 し,日 常の銀行業務におけ る事務処理を

いかに良質に行ない,質 的合理化を図 るかが 、銀行業務の効率 を左右する重大要素となって

いるo

'(2)コ ン ピ
ュー タの利用状況

かかる状況か ら,現 在多 くの銀行ではEDPSを 中心 とした事務集中処理体系を確立 させっ

っつある。現 に支店,本 店,事 務機械 処理 センター本部 とい う一貫 した事務集中部 門が一般

的 に考 えられてい る。

これ らの集中化 は

(a)銀 行 事務体制の合理化 による顧客サー ビス,顧 客 との取 引で生 じる事務のコス トの低減

(消 極 的効 果)。

(b)フ ル に機械 力を活用 した銀行管理方式の高度化(積 極的効果)

を 目的 と してい る。

① 導入状況

現在 コンピュー タによる集 中化を実施 してい るもの,あ るいは近 々実働 に入 るものをみ

ると,第1表 の とお りである。

都市銀行を 最先端 に,大 銀行 ではすでに第一次 のコンピュー タ導入が終了 しつつあ り,

次の段 階に入 ってい るこ とが明白 となってい る。他方,中 小規模 の銀行では情報処理 シス

テムとは名ばか りの会 計機的な小 シス テムの もの も含め,大 銀行 との格差は大きく,と く

にオ ンライングルー プとの遅 れは,地 域性,経 営 基盤 とい った点を考慮 しても.今 後 ます

ます格差は拡大す る傾 向にある。

また,第2表 にみられ る如 く,都 市銀行では異種電算 機 を複数台使用 し,情 報処理 シズt't

テム を形成 し,事 務 の集 中化を 多角的 に行な っているの に対 し,相 互銀行.信 用金庫では

使用台数は相 当なもの とな ってい るが,非 常に小規模 でコ ンピュータとは名ばか りのもの

が含 まれてい る。
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第1表 機 関 別 コ ン ピ ュー タの 導 入 状 況

機 関 別 名 総 行 数 EDPS導 入行数 割 合

。特 殊 銀 行 3 2 67%

。長 期 信 用 銀 行 3 3 100%

。政 府 関 係金 融 機 関 11 6 55%

。外 国 為 替 銀 行 1 1 100%

。普 通 銀 行 75 52 69%

(都 市 銀 行) 12 12 100%・

(地 方 銀 行) 63 40 64%

。信 託 銀 行 7 7 100%

。相 互 銀 行 72 22 31%

。信 用 金 庫 等 1,030 38 4%

次 にコンピュー タに よる何等かの事務の集 中化を行なってい るもの について,経 営規

模(預 金規模)別 に導 入状況 を見 ると,預 金量300億 円以上からコ ンピュー タの導入

が採算ベースにのってい るもの とみられる。

また,預 金量S,000億 円 以上の大銀行 では全部が導入済である。

このよ うに経営規模 に ょって情報 処理 システム導入程度が異な るのは当然のことであ

るが,以 下のよ うに経験的費 用基準からも裏づけ るこ とがで きる。

す なわち,コ ン ピュー タ導入 に伴 う企業の諸経 費は,ハ ー ドウエア,運 用人員および

ソフ ト・ウエアー を含め ると非常 に大 きいが,従 来の経験的費用基準 か らい くと ,ハ ー

ドウエアー とソフ トウエアーの 占め る経 費の割合 は5:4と いわ れている。残 りの1が

ランニングコス トで ある。
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銀 行 別 コ ン ピ ュー タ導 入 状 況第2表

昭和42年12月 末 現在

都市銀行 信託銀行 地方銀行 相互銀行 信用金庫 合 計
銀
行 使 使 使 使 使 使 使 使 使 使 使 使 金
別

メー
用 用 用 用 用 用 用 用 用 用 用 用

額
(

行 台 行 台 行 台 行 台 行 台 行 台 推
カ ー

数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 芭

億円
IBM 10

24
5 '
10
22

26

9
9

6
6
52
75
200

億円
UNIVAC 2 1 4 5 9 21 8010 3 5 6 11 35

億円
NCR 2

11

一 ∨ 5

7
3
3
14

16
24
、1 70

億円
Burroughs 一 一 1 二

1

一 ・ 4
4

7
7
12 12 10

億円
日 電 3 ← ≡ 5 ⇒ 一 2 10 28

τ 8 2 17

億円
日 立 3 〔 ● 2 2 '

1 8 20
10 2 2 1 15

億円
富 士 通 2 1 5

,

一 一 2 10 225 1 7 2 15

∠
,

億円
計 13

67
7

15
40

55
22
24 38

45
137

206
430

電 子会 計 機 械 も含 む

 

注
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② コ ンピュー タ導 入の基盤

現在,銀 行業務は与信面,受 信面を中心 として機械化が拡大 してい る。 しか し,与 信

面の業務(貸 付業務保証業務等)・は,ま だまだ機械統計事務(貸 付金利息の計算,諸 統

計の作成等)の 域を脱 し切 っていない。

一方 ,受 信 面は進 んでお り,オ ンラインリアル タイムシステムによる預金業務処理が

かな り広汎 に普及 してい る。 この システ ムは,現 在普通預 金が中心であ り.定 期預金,

積立預金 についての実施例は 少ない。

以下,情 報処理 システムの適用業務の進展状況の基盤を詳 しくみ る。

銀行業務を営む金 融機関は.資 金 の運用 によ り収益をあげることを 目的とす るため.

資金獲得 と預 金原価 の低減に企業努力が向けられてい るが,と くにわが国の経済では,

資金需要 が旺盛 で.運 用 についてはあま り問題がなか ったこ とが.資 金獲得には しらせ

てい るといえ る。

ところで,金 融機 関におけ る企業規模を端的 に把握 す るには,そ の預金量を比較す る

ことによって可 能である。 また,預 金 利率 も各企業 とも大差な くほぼ同一 に定められ.

貸 出利率 もあ る範囲 の枠内で運 用されている以上.金 融機関の比較は預金量で行 な うの

が当然であ る。

次に金 融機関の原価(コ ス ト)を 考える場合は,預 金利息,経 費(人 件 費 、物件費)

が 主なものであ り,こ れが収益 に決定的な影響を与 えるとみて よい。

第3表 で,各 金融機 関の原価構成をみて も明らかな とお り,人 件費の 占める割合 が小

規模 にな る程大き くなってい る。他方,経 常収支率は規模の大 きい程悪 くなってい るが,

この格差を大銀行は預金 規模の絶対量でカバー してい るのが現状である。

そ こで.預 金量,行 員数,店 舗数等を機関別に比較 してみたが第4表 および第5表 で

ある。
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第3表 経 常 支 出 原 価 構 成

都市銀行 地 方銀行 相互 銀行 信 金

預 金 利 息 65.2 60.4 55.0 64.0

【 人 件 費) 11.9 17.2 22.3 21.9

(物 件 費) 9.0 9.1 1L4 10.3

経 費 20.9 26.3 337 32.2

税 金 7.4 11.0 9.5 3.6

そ の 他 6.5 2.3 1.8 0.2

,∨

経 常 収 支 率 83.1% 76.1% 78.0% 77.0%

※ 預金利息は,預 金,借 入金 ,債 券,コ ールマネー傘融機関借入金を含む

第4表 預 金 量 お よ び 店 舗 行 員 数
(金額単位 億円)

預 金 量 店 舗 数 行 員 数
一店舗の

預 金 量

一人当た り

の 預 金 量

都 市 銀 行

信 託 銀 .行

地 方 銀 行

相 互 銀 行

信 用 金 庫

195,854

10,854
'

90,307

42,571

40,543

2,089

242

4,346

2,858

3,459

136,218

24,451

1081310

73,446

73,445

,

71

45

21

15

11

1.1

0.4

0.8

0.6

0.6

総 平 均 319,411 12,994 415β70 25 0.8

|
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第5表 1行 平 均 預 金 残 高

預 金 行 数 1行 平均

都 市 銀 行 149,500 13 11,350

信 託 銀 行 10,854 7 L551

地 方 銀 行 90,307 63 1,433

相 互 銀 行 42,571 72 591

信 用 金 庫 40,543 1,030 39

以上の よ うに ・金融機関別 に企業体質を比較 してみ ると規模の大 きい機関ほ ど口座数

お よび実質保有1行 員あた り資金量 も多 く .経 常収 支率(収 益性)に 劣 ることが判明す

る。 また,原 価 の うち人件費の 占め る割合 は ,小 規模 の金融機関ほど高 く,合 理化の余

地は未だ十分 あ ると思わ れ るが,情 報処理 シス テ ム導入となると先 にもみ たご とく
,預

金 規模の絶対量 で決 まる要素が強 く 沖 ・j・規模の機関では膨大な経費 をまか な うだけの

収益をあげ うるかど うかが大 きな課題 となってい るといえ よう
。

なお,情 報処理 システムが銀行業務に適用されてい るのは普通預金 が中心であること

は先にみたが,そ の理由は下記 の第6表 ～第10表 か らも うかが われ るとお り
,普 通預

金 口座数が他の預金 口座 数を上廻 り.最 も取引件数が多 く1日 平均口座数の5%～6%

が移 動す るといわれ てい る。 した が って .発 生事務量 も最 も多い か らである。

第6表 預 金 構 成

(金 額単位 億円)

当座預金 普通預金 定期預金 定期積 立 そ の 他 計

都 市 銀 行 22,502 21,549 82,112 176 23,ユ61 149β00

信 託 銀 行 1,945 1,089 4,700 56 3,068 10854

地 方 銀 行 10,478 15,587 51,736 3β77 8,629 90,307

相 互 銀 行 4,386 5,080 24,450 3,861 4,794 42571

信 用 金 庫 2,238 6,474 23,425 6,617 1,78g 40,543

計 41,549 49,775 186,423 14,587 41,441 333775



第7表 口 座 当 た り 預 金 量

(口座数単位 万口.金 額単位 万円)

当座 預金 普通預金 定期預金 定期 積金 そ の 他

口座数
1口

当残
口座数

1口

当残
口座数

1口

当残
口座数

1口

当 残
口座数

1口

当残

都 市銀行

信託銀行

地方銀行

相互銀行

信用金庫

206

4

160

74

100

109

486

65

59

22

2,165

56

1,930

865

1,341

10

19

8

6

5

1,881

25

1,891

961

1,048

44

188

27

25

22

10

2

361

310

644

18

28

11

12

10

14

10

140

87

111

1,654

307

61

55

16

第8表 1店 舗 当 た り 口座 数

(口座数単位 万口,金 額単位 万円)

預金 口座
計 当座預金 普通預金 定期預金 定期積金 そ の他

都 市 銀 行 21,049 985 10,363 9.005' 46 650

信 託 銀 行 4,004 185 2,310 1,013 83 413

地 方 銀 行 10β11 368 4,433 4,350 831 329

相 互 銀 行 7,892 259 3,026 3,363 938 306

信 用 金 庫 9,355 290 3,887 3,030 1,863 295
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第9表 1店 舗 当 た り行 員 数

都 市 銀 行 信 託 銀 行 地 方 銀 行
1

相 互 銀 行 信 用 金 庫

'
65 101 25 26 21

第10表 1行 平 均1人 当 た り 口 座 数

当座預金 普通預金 定期預金 定期積金 そ の 他 計

1人

当
1行 当

1人

当
1行 当

1人

当
1行 当

1人

当
1行 当

1人

当
1行 当

1人

当
1行 当

都市
銀行

15 158,338 159 1,665,283 138 1,447,097 1 7,404 10 104,383 323 3,382,506

信託
銀行

2 6,379 23 79,849 10 35,014 1 2,853 4 14,273 40 138,368

地方

銀行
15 25,379 178 305,840 175 300,113 33 57,353 13 22,715 414 711,400

相互
銀行

10 10,275 118 120,130 131 133,507 37 37,240 12 12,146 308 31,300

信用

金庫
14 754

、

183 10,084 143 7,881 88 4,845 14 768 442 24β32
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③ コンピェ一 夕利用形態

銀行 コンピュー タの利用形態 としては次 の形態が挙げ られ る。

a単 独センター を形成 す る場合

b共 同セ ンターを形成す る場合

c他 の単独セ ンター に委託す る場合

aの 場 合,都 市銀行が主 に分散す る支店事務(取 引の内容)を 直接オ ンラインによ り結

びつけ,機 械処理 をす る目的で設置 した ものであ る。富士銀行,三 菱銀行,住 友銀行,第

一銀行等が センター を形成 している。

bの 場合,地 域的制約の色彩 の強い もので.各 銀行 が一つのセ ンタニ を共同 に利用 して

機械処理 を実施 しよ うとす るものである。都 信協のネ ッ トワー ク ・サー ビス ・システム,

地銀協 の為替 シス テムが これに該当す る。 共同利用の場合.各 銀行は端末装置 を設置す る

のみで一定の基準 に従 った処 理が可 能であ るた め.経 費 が少な くてす む利点が ある。 した

が って,こ の利用形態 は小 規模の金融機 関を対象 に今後ますます発展 することが考えられる。

cの 場合,他 の単 独センター に委託す る形態は多 くの場 合,他 の金融機関等 のコン ピュ

ー タのあき時間 を利用す るもの である
。

以上.何 れの形態を彩 用す る場合 にも先 づ預金量 と融 資量,こ れ に見合 う従業員等 を含

めた銀 行の採算性 によ り,利 用形態 はおのずか ら違 ってくる。

3.2.2情 報処理システ ム利用の将来の見通 し

(1)銀 行 のコンピュー タ利用は,大 量の事務処理をいかに早 く,良 質 に処理 し,事 務 コス トの

低減を 図るかとい うことか ら出発 したが,今 日その適 用業務の内容 はます ます 多様化 しつつ

あり,情 報処理 シス テ ムの利用範 囲は

① 手形交換事務,為 替 システム.ネ ソ トワー クサー ビス等の分野 で飛躍的 に拡大 しつっあ

るo

② 電話料 金,電 気.ガ ス料金.TV受 信料,国 税,地 方税等を預金 口座 から自動的 に振替

えできるオン ラインシステムを進めつつある。

③ クレジソト・カー ド・サー ビスを進め るた めの銀行,預 金者,小 売店,百 貨店等3者 間

の資金決済の円滑 化 図 られつつあ る。
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④ 一方 、銀 行受 託業 務 として,と くに大銀行を中波,中 小金融機関の銀行業務 一 普通預

金,積 立預金の利息計算,商 業手形の割引料 計算.給 与計算専 一 の受託処理 もますます

拡大され るもの と考 えられ る。

(2)経 営 情報管理への移行

他 方,銀 行 内部で は,給 与 面,受 信面の個 々のサブシス テムをそれぞれ結合 し.経 営政策

判断のため に必要な情報をいつでも直ちに提供で きる体制(い わゆ る経営情報システム)を

確 立す る方向で各種の試 みが なされてい る。

過去の事務機械化は,ソ ロパ ン → 単能 機 → 複合機 →PCSま た は電子会計機 → 一

括処理→情報処理 システ ム(バ ソチ処理)と い う順序 で展 開され現 在に至 ってい るが 、集中

化の形態は多 くは以下に示すよ うに.支 店 と本店とい う2つ のブ ロ ックを縦 に結ん だ方式がら .

とられてきている。

処理形態 としては.情 報処理 センターで後方事務を吸収す る一括処理(バ ッチ処 理)が 一

般化 している。 この一括処理 にょる情報は入力媒体 として紙 テープ,紙 カー ド等その他 にょ

るワンクッシ ョンを経 由す る必要があ り 、時間的な遅延,入 手の介入,誤 デー ターの発生,

統 一性の欠如等多 くの問題を内包 し,集 中処 理化の最大 目標づある迅速性 に欠 け,必 要 に応

じた資料 の提 出が遅れ るき らいがある。

1;}晶

19晶

(窓 口事務) (窓 口事 務)

DATA

(情 報)

本 店

(EDPセ ンター)

DATADATA

(情 報)(情 報)

一
四∋

○

「
○(窓 口事 務)
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また,従 来の情報処理 シス テムは.単 一業務の処理 が主体であったが.次 第 に次図の よう

に他の業務 との関係を結びつけ る トータル システムへ移行 しつつあ り,今 後この方式が一層

発展すれば,い わゆ る経営情報 システム(MIS)に 行 きつ くものと考 えられる。

取 引先台 帳管理

支店→ 本店集中

、

統一顧 客管理

(調 査事項付加)

財務会計管理

(資 産管理)

(収 益管理)

決 算 体 制 処 理

JotalSystem

CIF

CustomerInformation

FileSystem

、AISOR

AcconntingIoforrnation

System

経 営 情 報 管 理

信 用 調 査

企 業 分 析

ManagementInformation

System
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(3)オ ン ライ ン ・リアル ・タイム ・システムの展望

オンライン・リアル ・タイム ・システムの採用は既 に老肺 銀行および一部の地 方銀行等で

実施され,あ るいは計画中であるが,そ の状況 を機関別 に示す と次の通 りであ る。

,

%が 情 報処理シス テムを導入す ることになる。 これは預 金の年平均増加率を9%と した場合

の予測 であ る。Cな お,預 金量別金融機関分布図を参照 していただ きたい。)

オ ンラインについ ては,都 市銀行を中心 とした大銀行はほ とんどが単独で シス テムを実施

す る方向 にあるが,そ の他の中小規模の金 融機関 については

① 中小 金融機 関での共同セ ンター利 用(こ の場合 には,地 域的制約に基づ く場合 力;多く.

東 京都信用金庫協会の例 があ る。)

② 同一業種の共同セ ンター利用(地 方銀行協会の為替交換デー タ網がある。)

③ 大規模セ ンターに委託連結(都 市銀行 と関連 中小銀行 との間で考 えられる。)

といった共 同利用方式が今後展開 されてい くもの と考え られる。

中小機関金融 がこ うした共同利用へ歩む まで には各地 の会計事務所.税 理 事務所.あ るい

は商工会議所等 の共同セ ンターを過渡的 に活 用 してい くもの と思われ る。

(4)オ ー トメテ ッド・カス トマー ・サー ビス(ACS)

銀 行 におけ るコン ピュー タシス テムは,今 後5年 間位は従来か らの方向,す なわち内部 の

合理 化を主体 としつつ,コ ン ピュー タシステ ムの適用形態 も単 なる事務管理 か ら経営管理へ,

分 析か ら調査,予 測 へ と深化 してい くもの と考 えられ る。

しか し,5年 後 以降は銀行 に多 くのコ ンピュータが設置 されるようにな り,そ の場合には,

単 に事務計算を電算機で処 理す るだけでな く,コ ン ピュー タを情報処理 シス テムとして活用

し,銀 行の取引先 に情報提供のサニ ビスを もは じめるよ うになるであろ う。すなわち,銀 行

におけ る情報処 理システ ムの利用が.内 部の合理化 の時代か ら外部サー ビスの拡 充の時代へ

と外延的 に発展 してい くこ とになろ う。従 って情報 処理 センター 自体 も,銀 行そのものの性

格から変質 し,多 くは独立センター と して存立す るよ うになるものと考えられ る。11

現在,ア メリ'カの銀行 におけ るコンピュー タ利用 の約半 分は,ヒ うしたAcSと よばれ る
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2行
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外部 サー ビスシステムを確立す る方向 に進 んで いる。わが国ではオ ンライン化が主 流である

の と極 めて対照的であ る。 このACSは 取 引先の業務を銀行の情報処理 センター に吸収 して

代 行をす るのがねらいであ るが,そ の内容 と しては,2つ が ある。1つ はマネジメン トサー

ビスで,他 の1つ は情報サー ビスであ る。前者は.具 体的 には給与計算,各 種 の委 託計算の

ような簡単 な仕事の代行から.住 宅,土 地 ロー ンとい う形 で不動産業と結合 した り,ク レジ

ッ トロー ンとして流通販売業と結合 した り,あ るいは 自動車販売ロー ンとい う形などで他産

業 との 結びつきをより深 めることのほか,高 度 な問題 と してはマネジメン ト・コ ンサル タン

ト会社 のよ うな管理 の コンサル タン ト・サー ビスを行 なうもので ある.情 報サー ビス とい う

のは,コ ン ピュー タを利用 して,情 報の検索や提供 を行な うことで,具 体的 には,不 動産業

者 のた めに土地 や建物 の売買情報を提供す るよ うなことである。

この よ うに銀行の外部情報サー ビスは次第 に拡大され.将 来は各業種に広が って行 くもの

と思 われ る。銀 行は社会の各階層 と広い取引関係を もつ業種 であ り.支 店網 も広範囲 に分散

してい るので.10年 後の将来 には,情 報産業 として発展す る資格 を十分にそなえてLlる わ

けである。 そして.情 報 の提供に.マ ネ ジメ ン トサー ビスが加わ った ときには,知 識産業 と

して発展す る性 格を もつ ものである。

おそらく10年 ～20年 後 におけ る銀行は,大 型高性能 コンピュー タを設置 した信用販売

会社 のよ うにな るであろ うし,こ の ように高度に銀行業務がオー トメー シ ョン化 され ると,

将来 の問題 として,貨 幣が社会の要請 に適合 した媒体物 であ り得 るか とい う問題 も生 じて く

る。 その賛否は,現 状では論 じられないが.通 貨の存在 しない社会(CASHLESS-

SOCIETY)も 銀 行のオー トメシ ョン化 と共 に道を開 くことになろ う。

3,2.3今 後 の問題

(1)判 断 事務の機械化の困難性

与 信業務(企 業 に対す る貸 出審 査等)各 企業の信用状態,経 理内容の分析,業 界におけ る

成長性等の高度 の判断事務を伴 な う。

したがって,そ の事務手続 きは預金業務に比べ複雑 多岐である。

これを電子計算機 にのせるた め には,多 面的要因を組み入 れたシステム開発を しなくてはな

らず難 しい問題 が残 る。

(2)要 員 の養成

新 しい 分野 に広 くコンピュー タ適用の範囲 を求 める場合,専 門的知識を擁 したス タッフが
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必要 となるが,こ れ らの情報処理技術者は極度 に不足 してい る。情報処理技術者の早 急な育

成が はか られ る必要 があ る。

また,事 務の機械化を推進す る場合,従 来の事務 に関す る規定,手 続,管 理方式.組 織,

権 限等について,全 く新 しい合理化体 系を確立せねばならない。

このた め経営者層,中 間管 理者層 にっいて広い視野 に立 った認識が必要 とな る。

(3)正 確 性 の確保

銀 行は顧客 との信用 で結ばれてい る。 したがって機械 による迅速なサー ビス もさることな

が ら 、正確性 がよ り要求 され る。預金オンライン ・システムを とった場合,預 金元 帳は機械

の中 に作 られ,営 業支店サ イ ドではこれを直接手にす ることは 出来なくな る。 したがって端

末機,回 線.電 子計算機等 の故障 にそなえて万全の策を講 じてお く必要 がある。 その対策と 、

して,現 在オンライ ン用 コンピュー タ とバ ックア ップ用の2台 を用意す るSTANDBY

SYSTEMが 採 用 されてい るが,さ らに厳密 さを期 するならば,2台 の 電子 計算 機を用い

て全 く同一 のシス テムを2つ 作 るDUALSYSTEMを 採 用 しなければな らない。

しか し,こ れは明らかに不経済で ある。 コンピュー タを利用す る立 場 として.正 確性,安

全 性,採 算性 をも とに した体系を如何 にして確立す るか とい う問題が残 され ることにな る。

3・24コ ン ピュータ導入の効果測定例(参 考)

コ ンピュー タ導入に よる経 費 としては ,使 用形式 に よって とらえ方 も異 るが,一 般的 には

次の もの を計上す ることが考 えられている。

① 機械償却 額或いは レンタル料

② 保守料或い は機 械維持費用

③ 導入 当初 の設置諸経費

④ 機 械要 員人件費総費用

⑤ 導入 によって発生 した経 費の運用損失 分

⑥ 諸説 その他

名 目的効果額の算出式 をあげ てみ ると

1

M1=(-1)h・q・P
1-j

M1:集 中処理の名 目的効果額(期)

h:集 中業務現在人員 、
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、

j:集 中 化率(集 中処理 による作業時間の短縮率)

q:集 中処 理担当部門事務扱率

p:1人 当た り総人件費

mt-Mt
M2=()

8

M:名 目的効果額(期)

n:機 械 台数

mt:単 位 事務量の人手に よる処理 時間

Mt:単 位事務量の機械 にょる処理時間

Av:1台 当 た り平均事務費

P:1人 当た り総人件費

(た だ し,こ の算式は決定的 なものではな く,多 くの問題 を含 んでいる。

前提条件

① 行員増加率5%

②EDP化 吸 収人員 一20名(表1,表2参 照)

③1人 当た り人件費90万

④ 導入時行員数1,200人

⑤ 導入前事務費(J1)≒ ・導入後事務費(J2)

コ ン ピュー タ導入前費用(治)

y-・200(・+0・05)n×90+Jl

コンピ ュータ導入経費

① 年 間レ〃 ル料(R)3342万

② 設備資金 償却額(Ds)239(6年 定額償却)

③ 当初情報処理 システ ム要員15名

④Rお よび6Ds運 用 利益(E)379万(12%)

⑤ 導 入雑費(α)100万

電子計算機導入後費用(Y2)

1年 目2}L21={1200(1+0.05)+15-20}×90+R+DS+E+α+J2・ ・…(2)

・年 目以吟 ・n-{・2・ ・(・+…5)n-2・n}×9・+R+D・+E+J・ 一(2)'

但 し6年 目以 降 はDs=0
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前期(1),(2),(3)の 式 によ りそ の増加分を算 出す ると

年 度 ム ゲ1 △ γ2 △γ 一 △矛2(=A) Aの 累 積

7L==0 0 3,960 一3
,960

一3
,960

γし=1 5,400 11,010 一5
,610 一9

,570

γし=2 11,016 11,340 一324 一9
,894

γし
.=3 17,064 15,660 1,404 一8

,490

γし=4 23,220 20,050 3,170 一5
,320

γし=5 29,700 24,660 5,040 一280

γし=6 36,7'20 29,880 6,840 6,560

7し=7 43,956 34,901 9,055 15,615

γし=8 51,624 40,841 10,783 26,398

γし'=,9 59,616 46 ,961 12,655 39,053

γし=10 69,932 53,531 14,401 53,454
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4新 聞 ・放 送 ・出 版 ・広 告代 理 業

4.1概 説

新 聞 ・放送 ・出版 ・広告代理業は,現 在,マ スコ ミの中心 として活躍 してお り,わ が国 における

情報産業の代表的存在で もある。 しか しなが ら,コ ン ピュー タ利用のサイ ドか らこれ らマス コミを

みた場合,他 産業のそれ と比較 して一、二の特異 な例 を除いては極め て遅れてい るのが実情 である。

現在,マ スコミ企業の多 ぐは コン ピュー タ導入以 前の段階 にあるところが非 常に多い。 またすでに

コンピュー タを導入 してい る企業 でも,会 計,経 理 事 務 等 の 単 独 的(自 己完結的)な 集 計事

務の事後処理 に用いている ところが多 ぐ,シ ステム相互の有機性はほ とんどない。

このよ うに,わ が国のマスコミ企業 が コンピュータ利用 によ る情報処理の面で立ち遅れを示 して

いる大き な原 因は ,・

① 他産業 に比較 して,大 規模 な企業が少 な・く各 企業 では コンピュータ利用による情報処理の高

度化の必要を感 じていて も,リ ー ダー シップを取 る企業が少 な く,マ スコ ミ全体 としてコン ビ

'ユ 一 夕利用を促進 する刺激が弱かっ島

② マ スコ ミ関係各社は,特 にその業務面で,「 人」中心であり,コ ンピュータ導入 を含む業務

の合理化に も消極的 な企業 が少な くなかった。

③ マスコ ミの あつか う情報の性格が,多 種多量で変化 に富み他の産業におけ る情報 とは質的に

違 うこと。 この ため,情 報処理技 術 の開発,シ ステム化 が,複 雑かつ困難である。

しか しなが ら,現 在 マスコ ミ業界では,情 報量の 増大 と入手不足の深刻化に よつて,コ ン ピュー

タ利用に よる高度 な情報処理 の必要性に迫 られ ている。 さ らには,将 来新たに 「情報産業」 として

の地 位を維持発展させて い くため に,コ ン ピュー タを導入 し,合 わせ てMIS化 の体制 を確立 して

いか なければならないことが,経 営者層 の間 に強 く認 識され始めてい る。

特 に,情 報処理網の整備は各企業 とももつと も関心 を持っている点である。すなわ ち,広 告代理

業は広告主 企業および新聞.民 間放送等 の媒体 との情報交換 ,市 場分析情報 の提供等で情報処理網

の中心的な役割をはたそ うとしてい る。

また,出 版 ・出版取次業 におい ては出版物の増加 と読者の動向の変化が激しい ところか ら,市 場

調査,分 析 の必要性がますます増大 してい る。 この ため,こ の業界にあつては,出 版取次業が情報

処理網をっ くり,出 版社 と書店 の間 に立 つオン ライン化計画 も進めている。特に将来は,書 店 との

情報処理網の形成 もじゆ うぶ ん考えられ,こ の面での コンピュータ,お よび端末装置の 需要はか な
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り増加す るもの とみ られ る。

一方 ,放 送業界では現在,NHKが 番 組製作の トータルシステムを開発中であb,今 秋 に も本

格実施 に移 される。これは,マ ン ・マシンシステムにより,番 組製作 における各種情報をコン ビ,

ユ ー タで集中処理 し,必 要 な施設,機 材,要 員 の割 り当てを合理的 に行ない,し か もスケジュー .

ル とコス トを的確 に把 握しつS番 組 の選出,運 用の業務を 自動化す るとい う画期的な試みで ある。

このシステ ムはCPU(セ ン トラル ・プロセッサ ・ユニ ット)に4台 の コンピュ ータを使用,端

末機を約200台 持 つ大規模 なシステムで ある。

NHKで は この システ ムを"TOPICS"と 名 つげて いるが,こ のシステムは単なる番 組製

作の システムでは な く,MIS化 を方向づける ものであ り,わ が国は もとよb,世 界 にも類例を

みない コンピュ ータの高度利用の 典型的 な例である。

しか しなが ら,同 じ放送業界にあつて民間放送各社の場合は,コ ン ピュータ利用は番組 の 自動

送出,経 理事務な どの事後処理が 中心であり,ま た,東 京を中心 とす る主要民間放送会社 に比 し

て地 方の民間放 送会社は,か な り慎重であ る ところが多い。従 って,民 間放送全体では,コ ンピ

ュー タによる情報処理は ここ1～2年 の中に急速に発展する素地はない ようである。

しか し,NHKの コン ピュー タによる高度情報処理は各局にか なりの刺激を一与えてお り,民 間

放送各社はNHKの シ ステムの効果を研究 し,自 社の経営内容 をに らみ合わせて先行投 資的 にコ

ン ピュー タを導入す るところがふ えてい くこと も考 え られる。

また,新 聞業界kお いては,コ ン ピュー タの導入お よびその運用は現段階 ではかな り遅れてい

る。 これは,@新 聞 社その ものが現在情報産業 として第一 線にあ り,特 殊能力 を もつ記者の も

たらす情報 を最 も重視す るとい う編集第一 主義が社内に強 く,情 報処理を コンピュー タによつて

高度化 するとい う決意が他産業に比べて薄い こと。 ② さ らに コン ピュータによる処理情報に対

する社内外 の需要が どの くらいか予測で きず,し たがつて思 い切 った投 資に踏み切れない ことな

どがあげ られる。 しか しなが ら,最 近では新聞業界はコン ピュー タに対 して高い関心を寄 せ始あ

てい る。 それはコン ピュ ー タによる経営合理化意欲 の他 に,か つて新聞業が ラジオ ・テレ ビなど

電波 メデアに対 する評価 を誤った とい う経験を根底 にして,人 間の知的活動に大 きな影響を与え

るコンピュー タとい う新 しいマシンに対す る評価 を改めて行かなければな らな くなつた こと。 ま

た他産 業,関 連諸企業 で急速 に進む コンピュ ータ利用.に刺激 されて,各 種情報 の総合的,有 機的

分析が必要になつたためで ある。
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4.2新 聞 業

最近.新 聞事業 の経営は,広 告収入の増 加,購 読料改定,購 読者の漸増加等の好 因に支 えられ

収入面は以 前に比べて改善 されつつ あるが,支 出面では過去の設備投資の金利,償 却費が大 きな

負担 となつている。

さ らに人件 費が経営 を圧迫 し始 めている。 また販売競争は以前 にも増して激化 してお り,こ れ

ら諸問題 に効果的に対処 しなければな らな くなつている。 この ため各社は経営 全般の功率化 をめ

ざして,長 期計画の策定,ゼ 不 ラルス タソフの強化,コ ン ピュー タ導入,組 織調査,職 務分析,

製作工程の合理化等 に努力をそそい でいる。次にこれ ら問題点を具 体的に ながめてみ よう。

4.2.1経 営面 におげる問題点

新聞社 の収入源 の一 つである販売状況を み る と,新 聞総 発行部数は40年 秋 の購読料改

定後停滞を続けたが,41年 中頃から回復を始め た。まだ発行部 数全体 としては,ス ポーツ紙が

伸びたため成 長率 全体 としては 目立たな いもの となってい る。

注 目すべ きことには,世 帯細分化傾向に ともなって,世 帯数は増加 しているにもかかわ らず,

新聞発行部数の増加率は少ないということである。地域別 部数増加をみると,大 都市周辺地域 が

高 くなつ てい るものの,地 方小都市 では逆 に減少傾向があ らわれている。部数の伸びは,こ の

動 きか らみ ると,今 後いわゆるメガロポリス地区 に集中 し4う 。 しか し,今 後5年 間の予測 で

は 全国 的に60万 部 つつの増加 しか見込まれず,販 売競争は一段 と激 しくな るとみ られる。

新 聞業界にあつ ては,販 売収入 とともに経営を支える ものは広 告収入である。 しかしなが ら,

新 聞広告は こX数 年広告媒体 としての地位の低下を示している。特にこの現象はテ レビ広告の

増加 と比較する と,い つそ うはつき りしてい る。(第1図 参照)。 たとえば,新 聞広告掲載量

は昭和41年 は対 前年比8.4%の 増加 を示 したが,こ れに対 しテ レビは12.3%増,雑 誌は

9.9%増 となつ ている。
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かろうじて首位を保っている新聞広告を伸ばすため,各 社は広告委員会等を中心に広吉に対す

る共同PR,注 目率調査,新 聞広告をどう見ているかとい う基本的な調査で共同歩調をとb始

めている。

支出の面では,諸 経費,資 材費など主要な費用構成のうち特に人件費の増加が目立っている。

これは,業 界全体の傾向である。

その他大きな問題 として若年労働力の不足のおりから新聞配達員の求人難と初任給の上昇な

どの問題,自 己資本比率の相対的低下の問題がある。

4.2.2製 作 工程の合理化

さて,新 聞経営上財 務,労 務な どの問題を別 にして,経 営効率化を進 める努力 として製作工

程の改善,合 理化の問題が ある。
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合理化 の問題は大 き くわけて2つ の面か ら考 え られ よう。

一 つは製作部門の合理化'(設 備
,資 材,人 員 などの効果的運用)で あ り,他 は製 作工程 にお

ける新技術の開発 とその導入 である。

まず,製 作部門が直面 してい る合理化努力につい て述べる前に,新 聞社におけ る基本的業務

の フローを示して詮 きたい。

現場 の記者が取材 したさまざまな原稿が編集用各部門のデスクに送 られ,デ ス クを通過 し

た原稿は整理部で見 出しの設定,記 事 の割 りつけなどがな される。 こうして整理された原稿

は,印 刷工程 にはい り,文 選,植 字を経て,校 閲を うけて組版(小 組,大 組)が 終わる。紙

面構成 にかかせ ない案内および普通広告は組 版の過程で記事 とともに処理される。 この組版

は紙型 をとられ,鉛 版を作って輪転機 にかけ られ印刷され る。で きあがつた紙面は梱包 され

送 り出される。

新聞社 における記事の編集,印 刷は短時間に複雑高度 な工程でなされる。 この新間製作工程

での課題 は一 口に言って時間を短縮 し正確な作業を行 なうこと。 同時にコス トをで きるだけ切

り下げることであ る。 このため製作部 門の合理化の努力は,工 程のス ピー ドアップお よび作業

の正確化を 目的 とした,文 選,植 字,組 み版工程の改善の ため全 自動モノ タイプ,キ ャ スター ,

漢字テレタイプの設置お よび箱組みを 中心 とする自動植字 プログラムの開発,写 真植字な ど機

器の改善,技 術,技 能の向上をもた らし,さ らに作業量および作業内容 の検討とあいまつて,作

業処理能力の効率化がすすめ られている。ま た,製 作 コス ト低減のためには,人 員の適正 配置,

残業時間の減少,作 業量 と作業時間 の調整,資 材の有効使用がある。 ちなみ に新聞製作資材の

なかで もつとも重視 されて いるのは新聞用紙で全国で年間約110万 ～120万 トン,約750

億 円 が使用され るが,こ の うち約3%(約20億 円)の 無効紙を出してお り,こ の損紙 を減少

させる ことが業界では大 きな課題 となつている。

さて,新 聞製作工程における今後 の技術開発 として,ま ず報道通信技術では引き続 き漢 テレ,

モ ノ タイ プ体制の充 実がすすめ られ よ う。写真電送技術は,全 自動写真電送受信機の開発 によ

り写真電送の 自動化の実現を 目指 している。 これ については特 に カラー電送技術の研 究が今 後

の 目標 となる。印刷の分野 では,従 来の新聞 トッパン印刷 に対 し,プ レプリント方式 に よる

「多色印刷」の実用化 が進め られてお り,ま た写真植字機の開発が要望 され ている。

さ らに新 聞社独 自の技術開発以外 に,外 部 での通信技術の開発が今後新聞製作に与 える影響

について検討 してお く必要 があろ う。 ここではその項目をあげるだけにとどめてお くカ㍉ 特 に遠隔

情報処理,太 平洋海底ケーブル用超 多重搬送方式の実用化,ミ リ波,レ ニザーの応用,通 信衛
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星の活用などであ る。

4.2.3新 聞業におけ るコン ピュー タの適用分野

新聞協会の資料に よると,昭 和43年2月 現在 コン ピュー タを自社内に導入利用 している新

聞社は16社 あ り,そ の うち別会社 経営に よる ものは7社 である。また社外の計算セ ンター利

用が1社 ある。 この他新 たに導入を決定 したところが4社 あ り.そ の うち2社 が具体的検討段

階に入ってい る。なお ・現在 自社導入している新聞社の うち,数 社 が新機種追加 もし くは更新

の計画 をもつている。

現在新聞社で行なわれている主なアプ リケー ションは,広 告,販 売,発 送,給 与計算,世 論

調査,選 挙における候補者の得 票予測 ・箱組み作業などであ り,す でにこれ らのシステムを消

化 し終 ったところでは 拡充 および新システムの開発をめ ざしている。

新聞社の 今後の コン ピュ ータ 〔ア プリケーシ ョンの発展を考えるにあたつて,そ の適用分野

を経営面と製作面に分け,す で に述べてきた諸問題 を考 慮して検討 したい。

経営 面においては.現 在新聞社がかかえている問題 か らして,経 理事務 の機械化以外 に・,広

告媒体,購 読者調査等の市場調査,経 営資料のデータ ・パンクを含ん だ経営のディシジョン●メ

ーキングに役立 つ調査 ,情 報システム等の確立がある。 この ためには 大容量 記憶 装 置 との情

報検索 ジステムの開発が 必要となろ う。

また,新 聞業界 では,新 聞編集,製 作工程への応用 に強い関心を示 してお り,製 作工程にお

げる作業調査,資 材の管理等生産管理面 におけるコン ピュー タ利用 は言 う・までもな く,編 集部

門での コン ピュー タに よる記事情報 の価値判断 をもとに紙面を編集するとい う大 きな目標があ

る。

将来は,こ の編集の 自動化 に文選組み版 工程の 自動化を連動 し,数 値制御輪転印刷機の開発

に よ るDDC(DigitalDirectContro1)方 式 の出現 により,編 集,植 字,印 刷

工 程までの一 貫したコン トロール ・システムを実現する ことが 目標 となる。

また ・この他遠 隔情報処理,写 真電送など,報 道通信面での技術 開発 もコンピュータの利用

範囲 を拡大 してい くであろ う。

さて この ような将来 の コン ピュー タ・ア プリケTシ ョンを展望するにあたつて,現 在の各新

聞社におけるコン ピュータに対する考え方,お よびアプ リケーションの現状 につい て簡単に.ふ

れてみ よう。

(1)A新 聞 社におけ るコン ピュータ利用
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A社 には,OUKlOO4-1』 型 およびFACOM230-10型 コン ピュータ2

台 が設置 され,広 告,経 理,販 売,出 版販売,層調査集計,株 式など事 務作業面のアプ リケ

ーションお よび製作工程での箱組み 自動化 システムに使用 されている
。

またこのほか,証 券利回 り計算,プ ロ野球選手の打率計算 などにも使 われてい る ,

A社 は 電算機による経営の合理化 として,作 業の質の向上,労 力の軽減,事 務 システム

の合理化,経 費節減,管 理資材の充実,組 織の近代化促進を目標にしている
。

同社は新聞業界の中でもコン ピュー タ利用 に積極的姿勢 をみせてお り,そ の一例が製作

工 程の箱組み植字 プログラムの開発である。

印刷工程の合理化 として漢字テレタイプ,全 自動モ ノタイプキャスターが導入 され,文 『

選工程で合理化がすすめ られた。 また輪転部門で もスピー ド・ア ップが なされ,現 在1分

間 に2.ooo部 以 上の新聞が印刷 され る。 この ように技術進 歩のめざましい文選,印fi[y])中

間 段階ほあつ て,組 み版工程は 自動化がほ とん ど進ん でお らず,こ の工程のネ ックを解決

するため組版工程 の機械化がすすめられた。 そして組版工程の うち箱組み工程か ら着手さ

れ,昭 和41年 同社OUK100 、4システ ムで箱組み プログラムの完成をみた。

従来の 手作業に よる箱組み処理手順と電子計算機に よる箱組み処理手順の違いについて

は(第2図,第3図)に 示 した。'これ をみるとわかるよ うに,手 作業 に よる処理フローの ,

うち電子計算機はキーボー ド ニデスク とキ ャス ターの間 におかれ,版 組み,字 余 り処理,

禁 則処理等の作業をすることに より,植 字まとめ台の作業 を簡素化 している。 さ らにこれ

により従来の手作業に比べ て有利 になつた点は

① 作業時間が大 巾に短 縮された。

② 印刷関係者の電子計算機への理解が深ま り,合 理化 への関心が高まった。

③ 人員の節約

などがあげ られて いる。

同社 ではさ らに ・新機種の計算機を導入することに より大組みの自動化 を目ざ してお り ,

新 聞製作の 自動化 を積極的 に推 し進め ている。
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第2図 従来の手作業による箱組み処理手順
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第3図 電子計算機による箱組み処理手順
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(2)各 新 聞社,通 信社 における コン ピュー タ利用

各 新聞社vateげ る コンピュータ ・ア プリケーシ ョンとしては,A社 の他,B社 力昭和41

年 箱組植字プログラムを完成 してい るが,全 般的 にはまだ独立・・自己完結的な業務,た と

えば販売,集 計,広 告料金,集 計,給 与計算な ど事後処理お よび選挙における当選者 の予

想 などのア プリケーションを開発 してい るに過 ぎない。 しか しなが ら各社 とも導入の動機

として 「経営の合理化」を第一 にあげてお り,こ の意味か らも,ア プリケーシ'ヨンの拡大

を目ざしている。

しか しなが ら,各 新聞社における タイム ・スケジュールは,コ ンピュー タに対す る認織,

お よび将来の経営戦 略などに対する違いに より様 々であ る。

たとえば,C社 で は,経 営の合理化を 目的 としてコンピュー タに対する認織は,コ ン ピ

ュー タを過大評価することな く,採 算 に合 った 必要 な仕事か ら丹念に消化 してい く慎重 な

姿 勢であ る。 たとえば現在同社では,製 作の工程での利用が抜 けているが,そ れが コス ト

面で採算 に合 うことがはつ きりすれば実行す る構えである。同社ではむ しろ将来 に備 えて

スタッフを養成することに力をそそいでいる。

またD社 では,経 営に役立つ資料 を提 供す るシステムを確立するとい う目的で コン ピュ

ー タを導入 しており ,経 営情報資料整備 に独 自の姿勢を見せている。 この ため同社 では こ

の経営情報 のア プリケーシ ョン開発を製作工程業務 と切 り離 して考 えてい る。

ltk・,同 社のアプ リケーシ ョンにはやはbC社 と同様 に,製 作工程のそれ が抜けている

が,そ れは,コ ン ピュータの機能を効果的な もの とするための製作,選 出工程 におけ る機

械の開発が なされ ていないか らであると している。 従って製作工程における コン ピュー タ

・ア プリケーシ ョンの行 き詰 りを無理 に打開す るよりも関連機器技術の開発を待つ立場 を

とつて いる。勿論 これには他社の開発努力の結果を待 つ計算 も働いて いることは言 うまで

もない。

コン ピュータにのせやすいシ ステム作 りを前提 として ,コ ンピュ_タ ・ア プリケ_シ ョ

ンの開発努 力を進 めてい く一 とい う意味では,た とえば同社は 印刷工程 で紙 の不足 を

コン トロールする指令センターが設置され たが ,こ のセンターを より効果的に管理す るた

めにコンピュー タを利用する計画である。

次に,新 聞社に記事情報を販売す る通信社 の コン ピュー タ ・アプ リケー シ ョンとコン ピ

ュー タに対す る考 え方を見てみ たい。

E通 信社を例 にとつて考えると,同 社では現在,選 挙関係予測分析,世 論調査集 計 ,株
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価市況の コン ピュータに よる速報サー ビスがある。 この うち株価市況の速報サー ビスは,

ま ず東京証券取引所 より電話を使 ってパンチ ャ'一がニ ュースを受げ.そ れを直ちに紙,デ

ープにパンチす る。パンチ され たテープは専用コン ピュータに入れ られ.,前 日の値段 と比

較 して株価ニ ュー スを作成 し,テ ー プを打 ち出す。テー プは ラインを通 じて各新聞社 に送

られ る。

このE社 の株価市況速 報サー ビスで注旧 しなければ ならないのは,各 加盟新聞社 に株価

ニ ュースを送る際 ,レ イアウ トをつけて送る言樋iが あることである。これにより加盟各新聞社の株式

欄は,専 門紙であるF新 聞社 を除い て同 じ規格で レイア ウ トぎれた ものを受け とることに

なる。E社 の今後の計画 としては情報センター構想がある。現在各加盟新 聞社か ら共通情

報を プアイル化 して欲しいとい う要求がでてお り,手 始めにこの分野の情報を集積,提 供

す ることになろ う。そ して情勢 のいかん によつては,加 盟各新聞社の計算機共同利用セン

ターに発展することも考 え られている。

さて,'わ が国のこのような各新聞社通信 社の動向にたいして,海 外,こ とにアメ リカに

おける新聞社,通 信社のコンピュータ利用 はゼ の くらい進んでいるだろ うか。わが国 の新

聞業界の将来 を考えるにあた って資す るところがあると思われ る。

アメ リカの新聞業界における コンピュータの利用は1962年,ア メリカ ・ロスアンゼ

ルス ・タイムス紙 にょ る活版 植字 作業への適用か らはじめられた。 この方式はその後欧米

各国の新聞社 に普及 したが現在行活字鋳造 植字機 に代 るコンピュータ'ア ウ トプ ッ トマシ

ンとして自動 写真植字機が使われ始めてい る。

現在ア メリカにおける各新聞社 の動向 を述べ ると,前 述の ロスアンゼルス ・タイムス社

は従来の紙テー プ単一入 出力に よるパ ッチ処理 か ら,オ ン ライン ・トー タルシ ステムに移

行 している。 データ回線の端末機器は,入 力が編集 局内さん孔 タイプライター と通信社の

ニ ュース通信回線 であり,出 力は ライノタイプをオン ライン駆 動している。入出力 に関 し

ては,マ イア ミ・ヘラル ド社が出力機器 として,,高 速 自動写真植 字機を使いかつDDC方

式 による輪 転機運転制御 を試み ようとしてい る。 コン ピュータの マス ース トレ ソジを利用

した例 として,ト ライアングル出版社の情報検索システムがある。同社 は ア メ リ カ最 大

のスポーツ紙 を発行するほ か,数 十種の一般紙 も発行 している。 同社の マス ース トレッジ

による情報検 索システムがある。スポーツ紙の競馬欄の検索システムである。処理 の内容 は,

端 末機器設置場所で,出 走,駆 ケー ジュール をテ レタイプで打 ちこむ。 コン ピュータは馬
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名 をキーワー ドとして磁気 カー ド,フ ァ イル を検索 し,出 走の馬歴,過 去の勝率,騎 手名,

馬場名.コ ンディシ ョンのクロスレフアランス表を作成 し,通 信 回線 をへて照会地に返

送 す る。

さ らに,通 信社 の例としては,ロ イター社 の一般 ニ ュース記事を対象にした情報処理 シ

ステ ムがある。国 内電信網 ,お よび世 界各地か らの専用電 信網 を通 じてニュース記事 が,

ロン ドン本社に入電 して くる。 これ らの各記事 メッセー ジは ,い ったん コン ピュー タ ・シ

ステムの磁気 ドラムにバッファリン グされ ,優 先度,到 着順に応 じて,高 速ライン ・プ リ

ンターか らハー ド・コピーが編集指令席に打 ち出され る。 指令席ではコン トロー ラが これ

らのハー ド・'ゴピーを閲覧 し配信先をコン ピュー タに指示 する。 さ らに記事 内容を リライ

トしたいときはコン ピー"一一 タに 通 信 回線 を直 結した8台 のテレタイプを操作 し内容 を変

更で きる。また重要緊急記事,記 録記事などはヘ ッダー ・レーベルをつける ことにより処

理され る。 このシステムで注 目されるのは全記事 メ ッセーゼの ロギング用磁気テー プで あ

る。・システムを通過する記事は全部 テー プにロギングされ ・このロギングがある程度蓄積

されれば加盟各社 に記事検 索サー ビスを したい とい うのがロイターの計画 である。

この よ うな海外の新聞,通 信者 の動向は わが国の新聞,通 信各社の コン ピュー タ利用 に

参考 となり,業 界の将来を展望する判断資料 となろ う。

4.2.4情 報 産業時代 におげる新聞業

(1)'1静 艮処理 産業 の進展 と新聞業

現在新聞各 社では,コ ンピゴ タ利用 を認識 し,自 社内で積極的 に使用 してい こうとす る動

きの他 に,一 般 に情報処理 産業 といわれる新 しい情報 サ ービスの動 きを総合的に とらえ ようと

してい るo

現在アメリカでは 洛 婿 にわたり,・ ンピ巨 多簸 ろて様・な情轍 一ビスがおこなわ

れている。それ らは,サ ービス.ビ ューロ(計 算 センター)の 情報処理 サービス
,ソ フ トウエ

アのプログラムサー ビス といった ものであ り,さ らにこれ に加 えて最近オン ラインシステ ムに

よる情報 処理 サー ビスが出現し,情 報処理 処理産業の様相 を変 えつつある。 この通 信回線 を使 ・

った情報サ ービスは,一 般事務計 算,科 学 技術 計算,株 価情報,市 場情報サ ービス,職 業紹介,

法 律引証な ど,広 い分野 にわ たって お り,こ の新しい ビジネス分野を目指 して,電 子計算機 メ

ーカー
,サ ービス ・ビューロ,ソ フ トウエア会社 および逓信回線網 を所有す る通信会社 が,病

院,新 聞,出 版,法 律 事 務 所 と提 携 し,互 い に し の ぎを けず りっ づ 市場 の 拡 大 に っ
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とめ てい る。 こ うした情 報処理産業 の激 しい動 きの結果,現 在ア メリカでは コンピュータ

利用のため情報処理網の建設が急速 に進 んでお り,既 存の コミニュケー ション網に大きな変

革 をもたらそ うとしている。・

さて,「 情報処理産業の進展」 とい う言葉の実態は,こ うした現実の動きその もので あり,

言 い換えば,コ ンピュータの高度利 用によっそ情報を提供する新 しい産業 の成長がすすんで'

いる とい うことであろ う。 もちろん対価 を受けて情報を提供す る仕事 は,今 まで,新 聞,出

版,放 送,広 詩 業婬 主 としてマス ・ ミ麟 力徒 なっ てきたカ㍉ しか し現縫 居中の情

報処 理産業}声,現 在のマスコ ミの情 報処理 と少し違った内容を持ってい る。情報処理産業は

従来マス コ ミが扱 か わ な か った,科 学 技術 情報,統 計 情報 な どと,株 価情報,職 業紹介

情報 といった従来 のマスコ ミが扱っ てきた 情報を コンピュータを利用 して速報サー ビスをし

た り,編 集,加 工サービス をす るところに特徴がある。

事実,情 報処理網の整備発展を背景に,こ のような新しい経営,生 活に役立つ情報サービ

スが次 々に出現し,積 極的 にマ ーケソ トが 開拓 されっっある。

こ うした新 い ・情幸拠 醜 業 の発展は既存のマス ・ ミ各企業の性格を変 えてしまうことも

予 想され,さ ら には情報処理産業,マ ス コミを含 んだ情報産業 全体の変革 がすすむであろう。

4.2,5今 後 の見通し

この よ うな コン ピュー タを 中心 と して展 開す る産業社会の変貌 が既存 のマス コミに重大

な変化を もたらすのではない か,と い う意識が新 聞経営者を とらえ始めてい るのは確かである。

しか し,そ れがどんな形 になってあ らわれ,そ のためにどう対処して ゆけば いいか とい うこと

になると,な かなかむずか しい。 もともと過小資本,低 利益率 の体質 に加え発行部数の伸び悩

み,人 件 費の高騰な ど経 営上 の難問 に直面 してい る新聞業界では,こ れ までのべてきたことを

まとめると現在の時点でコンピュータに対 して次のよ うな2っ の大 きな見方に分け られ よう。

① 常に採算ベ ースを考えて人員節約,コ ス トダ ウンなどにコンピュータを利用 し,経 営上

速効性を求 める考え方。

② 採算 性を考えつつも,編 集 ・・製作工程におけ る技術革新を積極的に推し進め,さ らには

将来の情報産業へ脱皮す る 目的で コンピュータを評価する 考 え方 。

前者をか りに採算性重視的考 え方 とすれ ば,後 者 は先行投資的考え方である。

この2つ を比べる とき,問 題は どち らを とるべきか とい うことよりも,ど うすれば新聞は そ
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の使命と企業の維持発展 を図ることがで きるかとい うことである。

採算性の観点か らは,さ しあた り増加する人件費に対処するため,コ ン ピュLタ 利用 によ つ

て経理事務などの人員削除 などがあげ られるが,当 面採算性の観点 に立つ限 りさ して大 きな コ.

ン
.ピュ一夕利用の出現は考 え られ ない。む しろ現在新聞社を とらえている危機意識は,発 展す

る電波メディア,急 速に進む外部のコン ピュー タ利用お よびアメリカで成長 しつつある情報処

理産業 の動 きなどから将来 の新聞経営 としての先行投資的な見方を問題 としなけれ ばなちな い。

先行投資的観点には,一 応次の よ うなものが考 え られる。

まず第1は,現 在の新聞社 における編集,製 作工程のシ ステムにコン ピュー タを導入するこ

とによ って作業を迅速,正 確 に し,新 聞の メディア としての機能を より優れた もの とすること

である。 これは,現 在わが国新聞社の精粗の植字 プログ ラム,漢 字 テレタイプキ ャスターの開

発努力 がそれである。 さらに一歩進ん で海外 におけ るロスアンゼル ス ・タイム社 のオンライン ・

トー タル システム,マ イア ミ ・ヘ ラル ド社 の高速 自動写真植 字機 とDDC方 式 による輪 転機運 転

制御の連動,ロ イター通信 の配信ニ ュー ス処理 システムがあ る。 これ らの技術開発努力は今 後

わ が国の新聞社で も植字,印 刷工程までの一貫 コン トロール,シ ステムの実現 を目標 と してす

すめ られ るの であろ、う。

第2に は他産業,同 業他社お よび関連企業11CfO・け るコン ピュータ利用の状況を判断 しなが ら,

先 行投 資のメ リッ トの獲得 と機 会損失を防止 しようとする もので ある。

これ には,現 在ア メリカで進行 中の情報処理 産業の展開が一つの判断材料 となろ う。・すなわ

ち現 在ア メリカにくりひろげられている ように必 要な情報を電話,タ ー ミナルを使っ て利 用 で

きるコミニューケーション ・ネ ッ トワークの発 達を考える場合,宅 配,店 頭 販売 とい っ た 現

在の新聞社の情報 販売手段 がは たして将来 において も効果的な機能 を持 ち続け うるかど うか と

い う疑 問がわいて くる。 また情報処理産業 の展開は,そ の柔軟 なサー ビスの提供とい う利点に

ものを言わせて,現 在新聞が扱 ってい る種類の情報サー ビスを代替 して くる可 能性が あるとい

うことである。 さ らに これ に関連 して関連 企業,お よび同業他社が コンピュー タを利用 した情

報網を作 り,自 社の蓄積 デー タをサー ビスする可 能性が考えられ ることである。公 的性格 をも

げ パエ 　

っ とはいえ新聞社 も利潤追 求を 目的 とす る以上.・このような新 しい マーケッ トを無視 する こと

はで きない。

結局.こ の ような先行投資的観点 にたつた展望か ら新聞が問題 と しなければな らないのはマ.

ス メデアと しての機能を再検討 し ,新 しい情報産業へいか にして脱 皮するかとい うことである。

「早 く良い記事を読者 に」 とい う新聞のマスメデア としての機能 を高めるため,編 集,製 作
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工程の一 貫 自動処理が 目標 とさたているが.他 面現在読者 が新聞に何 を期待 しているかを理解

しなければならない。 これ を最近の紙面分析 の結果 をもとに して考 えてみ よう
。

最近の紙面分析 にょれば,記 事量で一位を続けた社会記事が二位 となり ,代 って文化記事が

一位 に
.ま た.ス ポー ツ記事が政治記事をおさえて四位となっ てい る

。 この読者の新聞に対す

る要 求の変化は決 して速報性を誇 る電波 メディアの成 長と無関係 ではない。

この ため新聞はキ ャンペーン記事 をふやす傾向にあ り,こ れ が新聞の指導性 をきわだたせて

もいる。また核 家族 および都市の ドーナ ツ化現象により新聞記事の内容 に対する要求は 多様化

し,特 にロー カル記事 への要求が高い。そ して紙面傾向 としては一般的 に解説記事
,投 書に よ

る読者参加の形 が強 ま っている。

これ らを分析す ると,電 波 メディア の出現に より新聞の求め られ る役割 が変化 してい ること
。

お よび読者の新聞に対す るフィー ド・パ ック機能の要求が強 くな っていることである
。新聞だ

け で左 く,電 波を含 めだ現在のマ スコ ミミュニケー シ ョンの最大の問題は,一 方通行的 コミュ

ニ ケーシ ョンであるとい う性格が強いとい うことで ある
。

これは読者の立場に立 って考 えれば ,一 定のフォームで一定量 の情報が読者 による選択 の余

地 が少ない形で盛 りこまれ て くるとい うことであ り,こ うした コ ミニケー ション手 段の不 満が

ある。 しかし現在す でに読者 および視聴者 がマスコ ミ産業 に働きかけ 自分 の欲 しい情報を
,も

っ と獲得 できるとい う可能性 が現われ始めている。 それ は主 と して新聞 と並んでマスコ ミの

一方を支える放送界にお ける多チ ャンネル化への技術的な動 きである
。 その主な ものは,UH

F放 送,有 線 テレビ,EVR(電 子録画装置)で あ り,こ の うちUHF ,有 線 テ レ ビはそのま

ま多チ ャンネル化 につながる ものである。 またEVRの 開 発 と普及 に'よ・ってテレ ビ受像器を利

用 したテレ ビ番組の再生機 であ り,現 在瞬時 にして消滅す る情報 は ,永 続的に記録 され ること

も可能となる。

また ・家庭用カー トリッヂテー プが開発 されて市販されることになれば,教 育娯楽情報が 自

由に入手 できることになろ う。さ らには電話 線を通 じて放送 局に多様 な情報を リクエス トで き

る ようになれば'UHF,有 線 テレ ビの登場 も含 めてひじ うに多様な情報入手の可能性がで き
,

レコーダの機能 が有効 に発 揮 され ることによ って高度なコ ミュニケー ション体制 が実現す るで

あろ う。

この ような電波 メデアの発達を考 える場合,当 然新聞社におけ るメデア と しての機能は色 あ

せ たものとなる。 これに新 聞が対抗するとすれば.現 在の新聞の紙面構成,宅 配手段を柔軟性

の あるものに改良 しなけれ ばな らない。現在 この点で技術的研究 の対象 とな ってい るのがプ ア
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クシミリ新聞である.。

家庭 に受像機を置き新聞を電送する ファ クシミリ新聞は現在の紙面構成すなわ ら編集技術
,

編集方針 に大 きな変化を もたらすであろ う。

次に発展が予想 され る情報処理 産業 に対しては ,新 聞社に よる蓄積記事情報を 自社 のデ ータ

バ ンクか ら
.直接 サービスす る可能性 が強まろ う。

将来,各 企業,官 庁,公 共機関などが手持 らの デー タをサー ビスす るデー タ ・バン ノの設立

が予想され,新 聞業において も,知 識産業の柱 として過去 に集積 した大量のデータ
,情 報収集

能力を生かす方法が充分考 え られる。 この傾 向はすでに通信社の新聞に対する語聾検索サ ービス

の動 きに も見 られるが,こ の他特に専門紙な ど ,蓄 積 デー タに需要が生れやすいところでは現

実 にこ うしたいわゆるデ ータ ・パン ク機能の設立を も検討 し始めている。

新聞情報のデー タ ・バンクから読者が霊活および専用 ター ミナルによつて経営や生活 に役立つ

情報をリクエス トできる よ うになれば,現 在 ,新 聞 にブイニ ドパ ック機能が乏 しいとい う一面

も解決され ることになろ う。 さらに新聞社におけるデー タ ・バンクぱ放送業
,広 告代理業 など

マスコ ミの デー タ ・バンクと接続す ることに よつて情報の流れ も効率 的になり
,また中央資料室 と

して使用すれば取材活動 も大 き く変化す るであろ う。

このよ うに,新 聞社が 「メデア と しての再検討」 と 「情報 産 業 に対す る対策」 を推進す る

ことは,新 聞を新しい情報産業,知 識産業時代の旗手 として発展 しうるか否か重要なキーポイ

ン トの一つになると思 われ る。
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4.3放 送 業 －NHKのTOPICSを 中 心 と して

4.3.1は じめに

わが国の放送業 界に,い ま 画期的な トータルシステムが完成され ようとしてい る。NHK

'が 経営総合近代計画 の 「核」として進め るTOPICS(TotalOn -LineProgram&

InformationControlSyst㎝)で あ る。現在、わが国の 新聞,出 版,広 告代理業 など

のマス コミは もとよ り,広 く産業界 におけるコンピュ ーターの利用が,総 じて経理計算事 務

といつた事務処理の段階にあるが,NHKの このシステムは,番 組制作 とい うNHK本 来 の

業務を詳細に分析 し,番 組製作のEDP化 は もとより,そ の管理体 制りあるべ き姿をコン ピ

ュー タ を通 じて行な うものである。これはMIS(経 営 情報シス テム)化 の方 向を 明確 に

打ち出す ものであり,こ の点にこの システムの特 色がある。 しか も日本ア イ.ピ ー.エ ム社

によるとシステムの規模は,IBMが これ まで開発 してきた米国における防 空組織の 自動化

(SAGE)全 米 航 空宇宙局におけるマ ーキュ リー,シ エ ミニ,ア ポロ等,宇 宙計画 など リ

アルタイム ・コ〉'ピュ一夕 ・コンプレ・ツクス(NASAPTCC)や パ ンア メリカ ン航空.B

OAC等 におけ る座 席予約システム等の大規模な システムに も比較 しうる壮大な システ ムで

ある。

TOPICSの 特 徴 を あ げ る と

(1)汎 用 コ ン ピュ ー タ と制 御 用 コ ン ピ ュー タ と を 直 接 結 び,合 計4台 のCPU(セ ン トラ

ル.プ ロ セ ンサ ・ユ ニ ッ ト)に よ る コ ン プ レ ック ス ・シ ス テ ム で あ る。

(2)200台 の 遠 隔 表 示 装 置 と8台 の 影 像 表 示 装 置 と を 採 用 し,人 間 と コ ン ピュ ー タ と が

対 話 し う る マ ンマ シ ン ・シ ス テ ム で あ る 。

(3)放 送 業 務 を す べ て 包 含 し,し か も 番 組 製 作 担 当 者 を 個 別 に 管 理 し うる 経 営 情 報 の 提 供

と そ の コ ン トロ ール を 可 能 な ら し め る トー タル ・シ ス テ ム で あ る。

(4)PERTの 手 法 を 用 い たSMART(SchedulingPtfanagementandAllocating

Re芭ourcesTechnique)に よ る マ ル チ プ ロ ジ ェ ク トの オ ン・ラ イ ン リ・ア ル タ イ ム 処

理 を 行 な う。

4.3.2TOPICSの 必 要性 とそのね らい

Cl)番 組制作業務 の特 徴

TOPICSの 必要性 とそのね らいを述べる前に,番 組制 作業務の特 徴を あ げ ておか
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なければ ならない。 以下列挙す ると。

a演 出者,放 送技術 関係者,美 術,効 果などの技術者,出 演者 など多数の職能の協

力が必要 であ る。

(2)

こ うした作業 に関す る情 報は,別 の角度 から大別する と

②製作条件 に関す る ものとの二 つに分類 され よ う。特 に,② に関 しては,予 算,要 員,

施設,機 材,制 作時間が関連 して くる。要するに,一 つ の番組を製作するにあ たつては,

これらの条件を有機的 に,総 合的に把握 しなければならない。

すなわら ・こうした番組の数 は,1週 間 にテレビ640本,ラ ジオ1,200本 もある。

内容 も報道,教 養,娯 楽など,い くつもの分野 に区分 され,制 作 形式も中継放送,多 元

放送,フ イルム,ス タジオ制作誓いろいろあり,そ の規模 もまた限 りがないほど多岐 に

わたつてい る。

さらに,こ れ ら数多 くの種類 の番組の製作には,1本 延 べ50人 以上,特 に大型 の演

劇番組 には1回 で200人 以 上の職能 の要 員が参加する。 しか も 、これ らの職能の要員

は,い ろい ろの局 にそれぞれ所属 してお り番組の製作 ごとに要員が呼び集められる。

これ まで,NHKが 番 組制作に当って行 なってきた情報,連 絡は,伝 票 システム と電

話を含む 口頭 による連絡 システ ムであつた。 これまでのシステムに ょると,本 部内では

番組の製作にあた つて の伝票処 理数は108種,1日 合 計5,000枚,字 数 にして53

万字,電 話や面談 に よる打ち合わせば1日 に1,800件 に ものぼ り,伝 票 の発行から担

当局が受けつけるまで平均4～5時 間 もかかる状態であった。 しか も,こ の連絡 シス テ

ムでは,途 中で伝票を散逸 した り,あ るいは担当者が間違つた り,忘 れた りして徹底 し

えなかつた。 こうした番 組製作 に当って起 りうる不測の事態 を回避す べく,NHKは コ

ン ピ ュ_タ の高度利用に踏み切ったわけであ る。

'(3)NHKＬSMARTの 開 発
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b毎 回創意工夫が必要 であ り,二 度と繰 り返 しがない。

c研 究 と制作 とい う二つの作業が同時に進行す る。

d製 作にあた り,天 候の変化,出 演者の病気等,ス ケ ジュール を変 えねば ならぬ よ

うな不確定要 素が多過 ぎる。

e番 組の質が重視 され,そ の ためほ作業 を進 める人間の能力が じゆ うぶん発揮 され

なければ な らない。

TOPICSの 必要性

,① 企画 内容 に関す るもの,



こうした複雑 な番 組作成,業 務を合理化す るために,開 発されたアプ リケーションが,

PERTの 手法を取 り入れたSMARTで あ る。この新 しい手法 で番 組製作の計画 は,

仕事 の手順,進 行順位を網 目状につないだネ ッ トワークで 表わされ,こ れ をもとに予算

経費などの コス ト面 と施設,機 材,要 員な どの リソースが有効に割 り当てられ運用され

るo

NHK・SMARTの 特 徴は次の4点 に要 約され よう。

① 番組製作 のスケジュ ールがネ ッ トワークであらわ され,製 作 に必要 な作業全体の相

互関連が明確になる。

② スケジュールに基づいて,必 要な リソースが 自動的に割当てられ,し か も要員の勤

務管理が可能になる。

③ 全体の仕事をみなが ら,仕 事の進行状況が把握で き,コ ス トの超過,ス ケジュール

の変更,修 正の影響な ども理解でき る。

④ ③ に関連 して,あ らゆる面の計画 と実行が適切 に把握 しえて,管 理者の意思決定が

容易 にな る。また,要 員の勤務状況を把握す ることにょ り,突 発的なニュースに対 し

ても管理者 あるいは製作者は迅 速に取材班,製 作班 を組 織で きる。

(4)TopICSの ね らい

以上の諸点 か らTOPCSの ね らいは次の51点 に ま とめ ることができ る。

① 番組 の製作に関す る情報を コン ピュー タによつて迅 速に,し か も正確に把握す る。

② 施設,機 材,要 員の割当てを合理的 に,し か も自動的 に行 な う。

③ 番組編成機能を一層充実 し,統 一的な運用を図る。

④ 計画 とコス トを的確 に とらえる。

⑤ 送 出,運 用業務 ゐ 自動化 を図 る。

か くして製作条件の合理化 を図 り,番 組内容の向上 を図ろ うとい うのが最終 目標 である。

4.3,3TOPICSの 機 器構成

コ ン ピ ュー タおよび周辺装 置は全てIBM社 製 であり機器構成は下記 の図の とお りとな

る。
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NHK TOPICSの 機 器 構 成
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CPU

プ ア イ ル

端末機器

また,自 動 制御のため

計 された40.8Kボ ー高速 データ・リ/グ ・サ ブ・システム(PLS)が 採 用された。

さらに,全 体のEDPS群 を 監視す るため,IBM4618-5コ ン ピューティングシス・

テム ・コンソールが特別に製作 されている。

なお,2250映 像 表示装置 は番組 情報 を集中処理す る東京 ・内幸町(東 京)のNHK本

館 内番組総括センターに設置,2260遠 隔 表示装置は番 組製作関係部門に設置 され,マ ン

マシン ・システムを推進す る。

NHK・TOPICSは,現 在実施のための準備作業 に取かかつ てお り,こ とし9月 か ら

本格的 な実施 に移 され る予定である。

なお,こ のシス テムは,今 後5年 間 における カラー放送番組の増加,多 元放送番 組の増加

など番組 自体 の複雑な構成,'地 方 局 との有機的 な結合 の必要性の増大等,番 組製作の環 境

が変化 してもじゆ うぶん対処 し うるよ うに設計 されてい る。

IBM360モ デ ル5・OI(512Kバ イ ト)コ ン ピュ ー タシステ ムおよび

IBM1800プ ロセス制御用 コンピュータシステム各2台 つつで構成される。

IBM2314集 団デスク装置2台(記 憶容量1台2億 字以上)、 他に端末機

の制御用デ ータを記憶する ドラムも設置 されてい る。

IBM2250映 像表示 装置8台,IBM2260,遠 隔表示装置184台

(た だ し現在 は120台)

,放 送 センターに設置 されてい る放送機器制御 のために,特 別に設

4,3.4TOPICSのt般 企 業に与える影響

わが国ではいまMIS化 についての論議が各方面でな されている。MISの 定義 としては,

さまざまな説があるが,「 コ ン ピュー タ の高度活用に よつて経営 における トップの意 思決

定 に必要な情報を正確 かつ迅 速に提供 しうるシステ ムである 」とされてい る。 しかし,NH

KのTOPICSの 場 合,単 な る経営情報の提供に とどまるのではない とい うのがシステム

設計 の根本思想である。すなわ ち番組制作 とい うかな り不確 定要素の多い業務の中で,条 件

が変われば最適な条件を コ ン ピ ュー タを通 してフ 仁 ドバ ックしうるとい う,・いわ ばコン

トロールの面 も極めて重視していることである。ここではMISと い う概念はより深 く追求され,

MICS(ManagementInformation&ControlSystem)と 置 換 されてL)る。

NHKのTOPICSは,番 組制 作のための管理 システ ムとされているが,こ のシステム

は,放 送業務のみに適用され うるものではない とい うことを認識す ることが重要 であ る。
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このシステムの設計思想はあらゆ る産業 におけ る企業そしてその組織 に適用し うるもので

あ り,今 後あ らゆる面に この思想が大きな影響を与 え うるであろうことは,容 易に予測し う

る。

た とえぽ これ まで企業経営 において伝統的に採用 されてきた たて割的な部課制は大幅 に改

善 され,企 業経営活動における目的別機能が重 視され,企 業活動で はプ ロジェク ト制な どが

重視 され るようになろ う。

4.3,5民 間放送業 における情報処理 システ ム

一方
,民 間放送局 において も,コ ンピコ.一夕ー利 用は盛んになつてい るが,総 じてその利

用状況は,自 動 送出お 工び経理会計事 務の事務処 理段階の域を出ていない。民放連 放送研究

所 が昨 年12月 に まとめた民放56社 の コン ビューP－ 利用状 況をシステム面か らみると次

表の とお りとな る。

現在 民放 においておこなわれてい る主た るシステ ム(経 営情報処 理の仕 方)

シ ス テ ム 名 イインプ ット(入 力)情 報 ア ウ トプ ット(出 力)情 報 主たる関連局

1営 業 一編成,制 。番組編成 ,脱 落,移 動,情 報 。ス ポ ッ トカ ー ド(台 帳)一 トップ ・マ ネ ジ

作,経 理一連処 。制 乍費予算,実 績,収 入,情 報 。ス ポ ンサ ー カ ー ド メ ン ト ・

理システム 。番組販売 。番 組 カー ド

(キ イ局タイプ) 。ス ポ ッ ト販 売 。エ ラ ー'リ ス ト 編成局
・営業活動情報を 。ネ ソ トワ ーク喘 艮 。ス ポ ッ ト,タ イ ム空時 間,

中心とし関連す 。スポンサー僻 艮 予約契約 制作居
る編成制作,経
理情報を有機的
に一括処理する。

。番組 ,CMの フォーマット,放
歌
。放送事後 理(確 認)

。入金1青報 ・

。放送運行表

。放送確認書

。放送料金請求書

。制作費,予 算,実 績対比

ネッ ト
⇒ 営 業(ワ ー ク ・)

ロー カル

・技 術 ,

。収入 ,予 算実績集計
・ネットワーク実績 経理局

。番胞 時間帯灘 …酬等の
工実 績 ¶'

・・ 一

2営 業 一編成,経 。番組編成,移 動,情 報 。 エ ラ ー ・ リス ト ー トップ ・マ ネ ジ

理.r連 処理シ 。ス ポ ッ ト,タ イム受付,情 報 。スポ ッ ト ・タ イム空時 間 メン ト

ステ ム 。放送事後処理 (予約契約表) 編成局
・同 上 。入 金 。放送運行表 ⇒ 営 業

。放送確認書 技 術
。放送料金請求書 醐
。収入予算 ・実績集計表 一

3会 計処理システ 基本勘定料日別.情 報 。エ ラー ・ リス ト ー トップ'マ ネジ

ム .。貸借対照表 メ ン ト
≡散 、綾 関係 。'損益計算書

・全部の会計[青報 。総勘定元帳 綱
を相互に関連づ 損益言一1算書関係 。部溺 慣 目一覧 ⇒

け,}括 処理す
るo 補助科目別情報

。補助科目一覧
。銀行力1巳覧

各原局

。資金運用状況_
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シ ス テ ム名 イ ンプッ ト(入 力)情 報 ア ウ トプ ッ'ト(出 力)情 報 主たる関連局

4人 事,給 与計算

システム
・人事関係記録と

給 与計算とを一

括処理する。

。人 事、情 報

。給 与 〃

。厚生関係 〃

。個人男1給与袋

。人事統計資料
トップ.マ ネジ

メント

人事局

醐

5調 査解析システ

ム

調査原票情報
(主 としてネ臓 関係) 番組の視聴率と人員

時間滞 別視聴率,'人

員 層 別 諸 資 料

トップ ・マネジ

メント

調査部

編成局

営業 局

6。 株主管理シス

テム

。減価償去闇算

システム

。在庫管理シス

テム

会計処理システムの一一部をなす

と考えられるカ㍉ 独立しておこ

なつ蝋 ・るところあり。

これは,民 放がNHKと は異 なり・t収入の全部 が番 組の販売 ,広 告収入 による ものであ り,

現 段階では このた めまず経理事務を中心 と した経営諸資料の作製に重 点を置いてい るわけで

ある。 しかしなが ら,今 後,.民 放 で は視 聴率 の分 析,経 済 変 動 に とも な う各 企業の

広告 費な どの変化のための分析計算 を取 り上げ,最 終段階 として個別番組の製作,予 算編成

等MIS化 体制へ の移行が進 もう。た だその場合,東 京に本 社を もつ キイ.ス テー シ ョン局

と地方の ローカル局 とでは,コ ン ピュー タ利用 に関 して若干意見の相違 もみられ る。すな

わち ・地方局は,コ ン ピ ュー タ利用に対 し,業 務の規模から
,そ の必要性を余 り感 じてい

ない ところが少な くない。 このため,民 放 のEDPS化 は
,中 央のキ イ.ス テーシ ョン局か

ら既存の放送網に よる糸列局へ と順次進む ことになる ことが考えられ る。

そ の場合,特 に視聴率の分析,広 告収入 の増加を促進 させること などめため ,一 部大手広

告代理業 との情報処理網 の整 備 も考え られる。
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4.4出 版 ・出 版 取 次 業

4.4.1出 版 ・出版取次業の特徴

出版業は雑誌,書 籍 の編集,発 行 を行ない,出 版取次業はその流通業,い わゆる問 屋であ

る。

ここで,マ スコ ミュニケ ーシ ョンの一翼である出版業 に,流 通業者 である出版取次業を加

えたのは,出 版業界の特有の事 情か ら,今 後 出版業 の コン ピ ュ_タ 利用による情報処理は,

出版取次業の コン ピュー タ利用が中心 となつた進む ものとみられ るからである。

すなわ ち,出 版 関 係 業 界 に あ って は,全 国 の 出版 業 界 は 約2.000社.書 店約

15.000～20,000店 とか な り多 ぐ,し かも,そ の規模は,小 または零細そある。 さ ら

には,現 在のわが国の 出版総部数は年間約20億 部 と極めて多 く,加 えて .,毎年対 前年比で

約10%の 出版物 が増加 してい く状 態である。

これ ら出版物 に対する市場の状況は現状では小規模な出版社にとつては,的 確 には把握 し

えない状況になつている。

しか も,一 方では出版業者 相互 の激烈な販売競争が続けられて おり,こ の激しい競争を勝

ぬ くためにはぜひ,市 場調査が必要 である。

この市場調査 にあたつては,今 後,出 版取次業の役割 りが主要になつて くる。すなわち,

全 国の出版 取次業は,お よそ50社,し か も業界では大手2社 が,全 シェアの60～65%

を 占めてお り,ほ ぼ寡 占の状態 にあ り,一 部大手の出版取次業の地位は,出 版関係業界にあ

つて確固たるものになつて いる。 こ うした現状 にあつて 出版業は,こ れら出版取次者の市場

調査機能をじゆ うぶん利用する一方,コ ン ピュ_タ の導入による社内情報体制の確立,編

集,制 作工程への コ ン ピュー タ利用を推し進め,来 るべき知識産業へ進む もの とみられ る。

4,4,2情 報 処理システム利用の現状

(1)コ ン ピュータの適用分野

出版 および出版取次業は 全体 として,コ ン ピュータに よる情報処理がかな り遅れ ている。

現状 では,コ ン ピュー タ導入の前段階 にあるが,す でにコン ピュータを導入 した企業 にあっ

ては,① 在庫管理,⑫ 販売管理,③ 入金,支 払等の会計事務管理,④ 給与計算 ,⑤ 株式計算

⑥原稿料の計算など支払状況の把握,事 後処理計算に コン ピュータが使用 されて いる段階で

あり ・マーケ'yテ イング リサーチ.需 要予測等のOR計 算,情 報検索等は,ま だ開発 されて

いない ととろがほ とん どである。
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したが って,情 報処 理は現状ではほ とんど社内的な ものだけに限られている。 そのなか

で,注 目す べきシステムの開発を進めてい る企業が1～2あ る。 たとえば,大 手出版取次

業A社 は営業,販 売面 における トータル シス テム化進めてい る。 これは全国の書店の うち

200店 か ら売れ行 き情報(返 本状 況も含む)を 入手,コ ン ピュー タ室で独 自に行な う

シ ミュレーシ ョン分析結果から仕入れ数量を決定,こ れ を発送と同時 に,送 り状,請 求書の

作成,代 金 の回収 状況 に関する情報 も作成す るものである。 また,こ のシステ ムでは.,送

り状の発行 と同時に発送部 門に対 して梱包の指示,荷 そろ・え.運 送会 社の 指示まで行なえ

えるシステムであるが,商 品の搬入 発送にあた っては,必 要作業人員計画,輸 送計画,商

品の ロケーシ ョン(倉 庫 内にどの ように置 くか)管 理,商 品の搬入管理等に関するシステ

ムは今後 の開発をまたねばな らない。

また,出 版業 にあ っては,た とえばB社 の場合,古 語辞典の編集 に コン ビ='一 夕を活

用 した例 である。 これは項 目となる古語を選び出し,分 類,編 纂す る方法が とられ たが,

各 時代によ る使 い方 の変化 をも考慮 されてい る。

今後は辞典の編集 を含 めて編集 全般にわたリコンピュ一 夕の利用が進 もう。

4.4.3情 報 処理 量および コンピュータ稼 動状況

出版取次業A社 の場合,増 大す る出版物 に対応す るため,す でに,昭 和29年,IBM

PCS5セ ッ トを導入,1日5,000～6,000枚 の 伝票(こ れをカー ドペ ースになおす

と,7,0,000～80,000枚,さ ら に返品分の カー ド処 理分を合計す ると1,00,000枚)

数 は,近 年1日15,000～16、000枚 と約3倍 に増加,近 くデ ータ量はカー ド枚数で1日

500,000枚 に到達す るものと予想 され,情 報処理 の高 度化,迅 速化が強 く要求され て

いる。

また,出 版 業のB社 では,39年 秋,小 型コンピュータ に よ り,在 庫量 の把 握と受 注

量 の決定,売 上,売 掛金管理,販 売統 計の作成,給 一与計 算 な ど主 と して経 理 事 務の 処

理に重点をおいて,EDPSを 進 めてきたが,事 務長の増加には追いつけず,こ とし春に

は280時 間(最 高350時 間)に 達 し,今 後 もコン ピュータ利用が重視 されてF・る。

上述 のように,今 後 出版業および出版取次業は,① 出版 物の増加,② それ にともな う市

場調査の必要性,③ 後 述す るように,今 後 出版社,出 版取次 店お よび書店 Σの情報網の整

備 の進展に より大型 高性能 コン ピュータお よび端末機の需要が高まるもの とみ られ る。
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4.4.4進 む書籍の コー ド化

出版業界 にあ っては,す で に他産業界 にみられぬ程,書 籍 のコー ド化ほ対 して,熱 心な研

究 が払われ,実 施されてきた。

すなわち,雑 誌につい ては,大 手出版取 次業のA社 が39年 か ら実施,出 版社はほぼ この

コー ドを利用 ,雑 誌 裏表紙 に,

IBM-○ ○ ○ ○

の形式 で印刷 している。 これはB社 が,業 界,特 に流通面 における確固た る地位 に基づ き
,

コ ー ド化を主張 ,自 か ら実施 して きた コー ド化に出版各社 も利用 してきたためであ る。

一方
,単 行本 についての コー ド化 にも研 究が集 められやはりA社 や書籍関係の団体で討議

の結果,次 のような最高14ケ タのコー ド表が設定 され,実 施に移 され ている。

書 籍 分 類4ケ タ

製 品'分 類4～6ケ タ

出 版 社 名4ケ タ

この分類 にょる コー ド化は,単 に出版社,出 版 取次業 の商品管理や事務処理につ こうがよ

いばか りでな く,書 店 に と っても有益である。すなわ ち,書 店経営者が コー ド化を熟知 すれ

ば,① 販売対象はだれか,② 書籍 の形態 は文庫本 が新 書判 か等 の区別,③ 内容は どうか,な

ども理解で きるように作成されてお り,こ の面でも,出 版業 界は単 に出版業,出 版取次業
,

書 店 と単独に情報処理に対処するのではな く,流 通業を含め,業 界全体による情報処 理ある

い ば情報処理網の 整備を進め,マ スコ ミ産業 のなかにあ つて .今 後知識産業 としての高度 な

情報処理を進めてい くものとみられ る。

4.4.5情 報 処理システ ム利用の将来の見通 し

大手の出版取次業A社 では,は っきりと,出 版業界 におけるデータ.パ ンク的な情報セ ン

ターの設立 に向 う計画を持 っている。同社にはすで に ,出 版業界全体 の リサ 　チ,市 場分析

を掌握す るための市場 調査の研究所があり ,こ の研究所 と.コ ン ピュー タ部門との結合 によ

り,高 度の情報処理がな しうる情報 センターの設立 を 目ざしてい るわ けである。

現段階におけ る計画では,第1に 大手 出版社 とのオン ラインによる情報 の交換 であ り,こ

の計画に賛同す る出版社 も出始めてい る。第2は 全国 の大型書店 とのオン ラインによる市場

分析情報 の交換 である。わが国における・]・売業は最近,ま す ます 大型化の傾向を強 めてお り,

特 に書店 においては,こ の傾向は著 しい。 そこで大手の書店 にCRTデ ィスプレイなどの端
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末機を設置,情 報 交換のみならず,で きれば;B社 内 に大型高性能機 を導入 し
,書 店 の経 営

計算 も可 能にするようにタイムシェア リングも行ないたいとい う。
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4.5広 告 代 理 業

4.5.1広 告 代理 業の特徴 と情報処理

広告代理業はいま,大 きく変ろ うとしてい る。 従来 広告代理業は広告主の依頼に応 じて
,

その広告をテ レビ・新聞等の媒体に掲載する作業 を代行 じて きた。しかし,最 近 ますます進む

大量 生産=大 量販売体制は,必 然的に広告代理理業を単なる広告の代行業から
,商 品の販 売

のための技術,た とえ ばマ ーケ ッテ ィング ♪リサーチを駆使 しうる体制の確 立へ と向わ しめ

ている。 このため,広 告 代理業 は,マ ーケ ッティ ング ・リサーチの技術の開発 に加えて
,消

費市場の動向,大 きさ等の情報 の収集,分 析が必須の条件 となっている。広告代理業は
,い

まや,国 内は もとよ り,海 外か らも市場に関す るデータを入手 し
,こ れを分 析し,社 内お よ

び社外 カス トマ ーに対 して,迅 速に供給 しうる機能 を確立す ることが要請されてい る
。

しか しなが ら現状 では,一 部大手業者を除き
,コ ンピュータを中心 とす る情報処理体制を

作 り上げる作業 に着手 した段階で あり,広 告代理業は全体 として
,コ ンピュータ利用 による

情報処 理は,極 めて遅れてい るとい って よい。

しか し,す でに述べた如 く,市 場情報の入手 およびその分 析手法の開発
,そ して,カ ス ト

マーへの情報の提供等 の要請は
,対 外的 には コンピュータのオ ンラインによる高度情報処理

体 制の確立 を含む情報網の整備,社 内的には,各 局各部 との有機的な結合に よる社 内情報 シ

ステムの完成 と合わせ ,新 しい情報産業へ の脱 皮に向 うもの とみられ る。従 って,広 告代理

業 のコンピュータに対する需要 は極めて大きい ことが予想される。

4.5.2情 報 処理 の現状

現在,コ ンピュータを導入 し,情 報処理 に当っている広告代理業は
,毎 日の売上 等,会 計

事務 の事務的な処理 に コンピュータを利用 している程度の ところが大部分であるが
,以 下で

は ・比較的 コンピュー タ利用が進 んでい るとみ られ るA社 について述べる
。

(1)A社 における情報処 理の現状

A社 傭 ける・ン ピー タ利用は
,大 きく分類す ると①会計財瀟 報,OＬA$情 報,

③ 広告作業情報(ロ ジステ ィク情)の3つ になる。

① 会計財務情報 広告主から受けた広告 が広告媒体(テ レビ,新 聞等)に 出稿される

と ・広告主 に対 して広告料金の請求書 ,媒 体に対しては広告料の支払 に関す る伝票が自

動的 に作成 され てい る。 これ を一次情報 とし,社 内におけ る財務情報を コンピュータで
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作成する。

② 人事状報 社員勤務動向,給 与,人 事考課結果,特 技等を蓄積 し,社 員の適正配

置,社 員採用計画に活用する。

③ 広告作業情報 広告代理表における中心的な業務であり,広 告主の要請に応 じて,

広告原稿の作成,広 告媒体への出稿する作業である。この過程 を図示すると次の通り

になる。

広

告

の

依

頼

て 広 使 媒 デ 広 広 広
生の
口

塞藷
礎 に

用
体

ザ 告

イ ニ
告

の →

告
媒

調 っ

〉

計
〉
ン1

作 及

〉

実
体

機
査 い 画 の 成 び 施 関

(
市

場

調

査

)

広
告
媒
体
の
選
定

広
告
日
付
の
決
定

(
広
告
原
稿
の
作
成

)

広告作業 にあたっては,い くつかの担 当セクシ ョンが参加,必 要情報の入手,分 析

して進め られ るた め,コ ン ピュー タが利用 されている。

(2)A社 におけ る情報の流れ

社内情報 システムは,社 内各 局を有機的 に結合 し,一 層充実させ る方向にあ る。

た とえぽ,広 告作業情報の作成 にあたっては,① 連絡部 門,② 市場調査部 門,③ 企画,

制 作部門,④ 媒体担当部門が関係す るが,各 担 当部門は,そ の業務 に応 じて,独 自の シス

テムを開発,こ れを結合 させ るシステムを取 っている。すなわ ち,市 場 調査部門では マー

ケッティング ・デ ータの検 索,分 析システム,媒 体担当部門では媒体情報 の検索 および媒

体使用計画 システム,広 告制作 にあたっては,広 告制作関係 情報検 索シス テム等である。

これらの分野は,市 場調査部門および媒体 担当部門の情報処理は コンピュータを利用 して

いるが,広 告 コ ピー等の作成は,図 型 に関するものが多 く,今 後ハー ドウェア,入 出力装

一108一



置 の開発 によって,高 度の情報処理が期待 しうる分野 であ る。

(3)情 報処理量

現在A社 におけ る情報処理量は,月 間 カー ドベースで毎 日デー タが発生する会計関係等の

事務情報8万 枚,同 月末 の集計等の作業4万 枚,毎 日データが発生する業務関係の情報3万

枚,広 告統計作業30万 枚,市 場調査のための資料 作成お よび技術計算15万 枚,給 与.固

定資産等の計算業務25万 枚経 営資料の作成3～4千 枚 などであるが,デ ー タ量はます ます

増加する傾向にある。

'(
4)他 社 との情報の交換

市場調査結果に関 しては,磁 気テープペースで カス トマーに提供す る場合が最近ますます

増加 してい る。従来 この種の'調査は報告書の形で 調査依頼先 に提出 されたが,コ ンピュータ

にのせやすい ように,各 カス トマー とも磁 気テー プベースでの報告 を求めるよ うになってい

る。広告代理業は将来カス トマー とのオンラ インに よる情報処理の高度化 を研究 しているが,

オ ンライン化以前の段階 では,今 後,磁 気テープベースでの情報交換 が激増するものと予想

される。

4.5.3情 報 処理 システ ム利用の将 来の見通 し

広告代理業はすでに述べた ように,従 来の広告代 理業の如 く,広 告 コピーの製作,テ レビ

新 聞等 広告媒体へのあっせん等を行 な うだけでな く単 に広 告 コピーの製作を取 り上げて も,

過 去の広告 の実態,商 品動向,消 費市場の正確かつ迅速な把握によ り,よ り効果のある広 告

宣 伝方法の開発を進め る必要 に迫 られてい る。 このため,特 に市場動向に関す る情報の収 集,

分 析,商 品動向の分析調査 等,技 術分析計 算に力を入れ てカス トマー広告主に対す る情 報の

提供を一層推進する必要があろ う。

こうした要請 に基づ き,今 後,広 告代理業 のコンピュータ需要,さ らにはコンピュータに

よる情報処理 は一 段と進むもの とみ られ る。 しか もその コン ピュータ利用に関 しては,カ ス

トマ ー,あ るいは媒体機関 との オンラインによる情報処理,特 にタイムシェアリング方 式の

採用等高度 の情報処理が導入され よ う。 ただ広告代理業 にあ っては,1～2の 大手業者が そ

こシェアのほ とん どを 占めてお り,中 小企業者 の コンピュータ導入はか な り遅れ るもの とみ

られる。オ ンライン化,タ イムシェア リングの導入などは一部大手業者 のみ に採用され ると

みる方が妥当であろ う。
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事例 －A社vatsけ る将来計画

A社 は,こ とし8月,タ イムシェア リング機能を持つGE625(64KW)を 導 入,こ

とし10月 完了を 目標 に社 内に端末機3台 を導入,社 内 タイムシェア リングのテス トを行な

うことにな ってい る。

この結果 に基づ き,来 年度 まで,本 社 内10台,大 阪5台,名 古屋3台,九 州,北 海道 に

各2台 の端末機を設置,通 信回線(200ボ ー)を 使用,タ イムシェアリングシス テムを完

成 させる。

この タイムシェア リングは市場調査な どの技術分析計算 を行な うが,事 務処理のためのデ

ータの収集等はテ レ ックスな どで リモ ー ト .パ ッチ処理を行な う予定である。

さらに5年 後 には,東 京,大 阪,名 古屋以外 の放送局50局 とテレ ビの視聴率調査,番 組

の分析,市 場 調査の分析のた め,タ イム シェア リング体制 を完成 させる計画 もあ り,A社 に

おけ る情報処理 の高度化は一層進展す る方向にあ る。

4.6施 策 に対 す る要 望

これ までマス コ ミにおける コンピュー タ利用 の現状 お よび将来 の展望 をみ てきたが,今 後 こ

の産業 におけ る情報処理の高度 化のために解決 され るべ き問題 はきわめ て多 く,そ の うち主要

なもののい くつか は政 府の努力を待たねばならない。

現在,新 聞,出 版,広 告代理業な ど各業界では,い ずれ も情報産業時代に 向 って 一 層 の発

展をはかるため,デ ータ ・パンク機能を確立 して既存 の優れた情報収集能力 と豊富な蓄積情報

を有効 に活用 し,外 部 に む か っ て サ ー ビ ス し よ う と し て い る。 この た め 大 容 量

の記憶 を可能 とす るような高性能大型 コンピュータの開発が期待 されている。 また ,高 性能 コ

ンピュータの開発利用に関しては共同利用方式 も考 えられ,こ れらの点に関 して政府 の理解 と

援助が望まれる。

また,コ ンピュータの高度利用のために遠隔情報処理を進めよ うとするところがあるが通信

回線 の問題はユーザ ー全体の意見を聞いた上で解決 してほしい とい う意見が強い。また,特 に

新聞,広 告,出 版業 におけ るデ ータ ・パ ンク設立 の計 画には,多 額の企業負担 を要し,こ の点

からも政府の資金援助が必要で ある とい う声が聞かれた。

要 員育成の問題 については,各 業界 とも政府 の巾広 い努力を期待 してお り.こ とにシステ ム.
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アナ リス トなど高度な情報 処理技術者の育成が強 く望 まれている。政府は これ に対し長期的方

針を樹立 してほしいとい う要望 が多かった。

さて,以 上の問題 点はマス コミの企業個 々の努力のみでは解決 が困難なものであ り,マ ス コ

ミのわが国経済,文 化 の向上 に対する役割 りの大 きさに鑑み,国 家的規模での将来計画の立案

および政策の実施が期待 され る。
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5教 育機関,医 療機関

5.1教 育 機 関

5.1.1情 報処理システム利用伸展の素地

ここ数年来,米 国をはじめとする世界の先進国においては,教 育手法の近代化のための実験 ,

研究が競って行なわれている。これは基本的には,現 代社会において,人 間の果たすべき役割

が急速に多様化かつ膨大化しそのために,個 人値入に要求される知識や技能の水準がきわめて

高くなつたとい う社会的な背景から生 じているものであると思われる。すなわち,こ のような

社会においては,個 人個人が潜在的に保有する才能,資 質を最大限に発揮することが必要とな

る。そのためには,各 個人の潜在能力を引き出すような教育手段が行なわれるべきであるが,

従来なされてきた伝統的な教育方式に於いては,一 入の教師が多人数の生徒に対 して,知 識や

技能の伝授を行なってきたため,い きおい生徒の平均的な進展度に合わせた教育ということに

な らざるを得なかった。そのために優れた才能を持つ生徒はそれを充分発揮 しえないと同時に

才能に乏 しい生徒は平均的水準にも追いつけないとい う非能率かつ不合理な教育がなされてき

た。

こうした教育方式は,現 代のように高度に物質文明が発達 し,そ の結果相対的に入間の能力

の重要性が高まっている社会においては,十 分その使命を果 しえなくなりつつある。

また他方,近 年の脳生理学,行 動分析科学,サ イパネテイツクス理論の発達及び高度の情報

処理システムの開発等,学 問技術分野における急速な進歩は,教 育を科学的,工 学的に行ない

うる可能性をもた らした。

亡うして,人 間の能力開発という社会的要請 と,学 問 ・技術の発達 とが結びついて,教 育シ

ステム工学という新 しい範疇め研究分野が開かれてきている。

後にも述べるように,現 在のととろ,世 界の主要国においても,限 られた教育範囲を除いて

はとうした教育技術が実践に耐えうる段階にまでは到っていないのが実情である。 しかしなが

ら,個 人の才能の最大限の発揮とい う社会的要請が背景に存在する限 り,そ れを実行に近ずけ

るための研究努力は今後 とも不断に続け られるであろう。

すでに米国をはじめとする各国の研究にみられるごとく,新 しい教育手法は,コ ンピュータ

による精密かつ高速の情報処理と密接不可分の関係にある。

とのことか ら考えて,教 育におけるコンピュータの利用は,将 来 ,情 報処理産業への一大需

要者となる可能性を秘めていると考えられよう。
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5.L2わ が 国の現状

(1)わ が 国の教育機関へのコンピュータの導入状況は,次 表 に示すとお りである。

(単 位 台)

譲 大 型 中 型 小 型 超 小 型 計

32年 度 1 1

33 0

34 1 2 3

35 3 2 5

36 4 5 9

37 13 10 1 24

38 13 12 25

39 1 13」 5 5 24

40 1 16 6 4 27

41 1 10 16 3 30

42 7 8 2 17

計 3 80 67 15 165

これ による と,昭 和42年9月 までに学校等教育機関に導入 されたコンピュー タは各機種

合計 して(外 国機を含む)167台 となつ ている。なkコ ンピュー タの導入は,昭 和32年

度 か ら始ま り,年 度間20台 を超える導入 が行なわれる ようになつたのは37年 度 か らであ

る。機種別 にみると,32～36年 度 の期間は小型機が比較的多く導入され たが,そ の後は

中型の ものが,多 くなつて きている。

最近の特 徴は,中 型機,小 型機のほか に大型機,超 小型機の導入 もみ られ る ようになつて

きたととである。

学校別の導入状況は下記 に示す ように,大 学 が圧倒的に多い。大学以外 には数は少な いが

高等学校,中 学校,予 備校,電 子計算機要 員養 成機関等がある。

大 学 85校

高校( 商業高校) 2

中 学 校 1

予 備 校 1

電子計算機要員養成機関 5

そ の 他 1

計 95
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とれ らの教 育機関においてコンピュータがどの ような 目的に使われているかをみる と,大

学における使用は,ほ とん どすべて学 術研究のための統計解析 といつて よい。そのほか,商

業高校,電 子計算 機要員養 成機 関では,コ ンピュー タを教材 として,そ の扱 い方,プ ログ ラ

ムの組 み方 などを生徒 に教 える 目的で使用 されている。

コンピュー タの複雑なデータ処理 機能 を利用 して教師の役割 を代行 させる用い方を してい

る例は ・若干 の高校 にみ られ るだ けで あ る。 もちろん,そ れ らの主要 目的以外に,学 校

管理のため(た とえば職員の給与計算)に 用いてい る例 はかな り多いもの と考 え られる。

以上の よ うに,教 育界 には既 に,か な り多数のコンピュータが導入 されているが,そ れ ら

はもつば ら教育 に附随 して発生 する数値計算等 の処理に用い られているのであつて,教 育の

場 において 「教 える者」 と 「教 え られる者」 との間に発生する大量の情報 の伝 達および処理

といつ た教育界固有のニーズに対す るコンピュータの利用は現状では極 めて不満足な状態に

ある。

しか しなが ら,学 校等教育の場 において,よ り多 くの教師お よび生徒 が,コ ン ピュー タに

親 しく接 するようにな りつつある傾向は,十 分注 目に値す るととである。

② コンピュー タを用いた教育プ ログ ラムの例はまだわずかに数例 をみるにす ぎない。 しか し

ながら,従 来 の教科書,黒 板 を主体 とする教育方法は,コ ンピュー タの使用 とまではゆかな

いまで も,徐 々に変化 しつつある。その1つ は
,視 聴覚器材の設置 が,多 くの学校uateい て

かなり進行 していることにみ られる。

これ らの視聴覚 器材は現在,教 育の補助的手段 として用 い られているが
,米 国な どで開発

されつつあるプ ログ ラム教育でば,コ ンピュー タに連絡 された生徒1人1入 のための端末装

置の重要 な部分を形成 している。 それは,こ れ らの器材が,知 識 とい う情報の呈示 において

優れた機能を もつているか らであるが,わ が国の教育界において,そ うした機能 を次第に評

価 しは じめて きている ことは,教 育の場 におけ る情報処理 および伝達方式の改善 に大 きな意

味 をもつ ものといえ よう。

次に注 目されるのは,テ ィーチ ング ・マシンと呼 ばれる教育機械の導入 である。 との種の

機械でもつ とも簡単な ものは,語 学 学習のための装置であるが,現 在大学で40%,高 校 で

10%と か な りの普及率 を示 してk'り
,全 国で6～700台 導 入され ている。

やや,高 度な機械 として,生 徒 の正答率 を解析するアナ ライザー と呼ばれる ものがあるが

現在全国で約50セ ッ ト導入 されてfob,大 学,高 校,中 学,小 学校,お よび企業(電 々公

社の中央学園が代表的)の 理科 数学関係の授業 に用い られている。
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視 聴 覚 器 材 普 及 状 況

(単位%)

16映
ミ

リ 写

発

声 機

ス 映

ラ 写

イ

ド 機

8ミ リ映写機 テ 受

レ 像

ビ 機

テ 録
|
.

フ 立
式 日
磁
気 機

シ 録
|
ド 立

式 日

磁

気 機

発

声

無

声

幼 稚 園 1.7 55.5 3.3 7.4 74.4 52.3 0.7

小 学 校 32.7 87.8 24.4 28.8 93.3 87.4 8.8

中 学 校 303、 85.5 223 36.3 86.1 87.4 14.6

特 殊 学 校 30.9 70.1 10.7 33.5 78.9 79.2 9.9

公 民 館 46.5 31.3

9

11.7 12.5 23.9 41.5 0.7

へき地小学校 10.3 80.1 27.0 一 88.5 81.5 17.7

へき地中学校 8.3 24.0 32.1 一 73.6 77.5 12.0

そのほか,特 殊 に設計 され たコンピュ ータを主体 とする高度 の教育機械が約3台,大 学の

付属高校な どで実験的に用い られている例がある。

以上 のように,わ が国教 育界において も,個 性お よび才能 を発揮させる新 しい教育の自動

化が,そ れに適 した学 年,授 業課 目か ら徐 々に進行 しつつある。

(3)と の ように学校教 育の 面では,情 報処理技術導入の萌芽 ともい うべ きものが散見されるが

このほか企業 内教育 の分野 における動き も見逃せない。

従来,わ が国においては,学 校教 育が産業活動の場 において必要 とされる知識や技能 と,

かな らず しも直接的 に関連 を もたなかつたため,企 業 内教育が産業 要員養成上果 たす役割 ぱ

きわめて大 きかった。 これに加えて,最 近では技 術革新の進 展,と くにオ ー トメーシ ョン'

システムの導入等 に より,人 間の職場 において果す役割が大 きく変化 しつつある。 こうした

事態 に際 して新 しい職場条件 に適応させるた めの既採用人員 の再教育 および新規採用人員 の

研修等,企 業内教 育は ますます大 きな意味 をもつて くる とともに,そ の 効率化が急務 となつ

ている。

そ うした情勢のなか で注 目されるのは企業 内教育へのプ ログ ラム学習方式の採用 やテ ィー

チ ング ・マシンお よびシ ミュ レーターの導入 である。
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現在,教 育プ ログ ラムを作成'販 売 している主たる機関は 日本生産性本部プ ログ ラム教 育

研究所であるので,そ の販売状況をみてみると次表の とお りで ある。

日本生 産性本部プログ ラム教育研究所作成のプ ログ ラム方 式

に よるテキス ト販売状況(昭 和40年3月 ～41年12月)

テキ ス トの種類 物理 化学 英語 数式 図形 計

購 入 企 業 数 112 98 96 100 97
503

(重 複 を除 く130)

テキ ス トの冊数 157 144 124 134 125 684

この表 によればプ ログ ラム学習方式 を採用ない しは関心 を示 している企業 は既にかな りの

数 に達 してお り,今 後 も急速 に普及する ものと思われ る。

しか し,わ が国企業 におけるプ ログ ラム学習は,す べてオ フ ・ラインであ り,ア メリカの

IBMが 開発 している と伝え られるオ ン ・ラインのプ ログ ラムに比べて,効 率性においてま

だまだ改善 の余地 があるとい えよう。

また,国 鉄,航 空 会社,自 衛隊,警 視庁 などでは操縦者 の養成のため;近 年 シ ミユ レーダ

ーの導入 をはかつているが
,現 状では,教 育プ ログラムと連動させるところまでは進んでい

ない。'

この ように企業 内教育分野 において も,そ の効率化,高 度化のために新 しい教育技 術の導

入 をはか ろうとする萌 しがみ られるが,技 術的には,ま だ まだ今後の研究 にまつ ととろが大

きい。

(4)今 後 の教育界におけるコンピュ ータ需要を考えるについては 現在研究されている新 しい教育

方法 に注 目しなければな らない。なぜな らば,そ れ らは,複 雑 かつ大量の情報処理お よび伝

達装置 の開発 と,そ の適切な利用方式 の開発 を主体 とするものであ り,と れが成功す るな らば

ば,教 育界に発生 する情 報処理需要は飛躍的に増大する と思われ るか らである。

新 しい産業教育訓練技 術と してプ ログ ラム学習 およびテ ィーチング ・マシンに関 して実施

されている試験研究の主たる ものは,次 表の とお りである。

これ らの諸機関 の研究 はほぼ新教育方法実施の端緒 を開き,そ の一部は企業において産業

教 育訓練技術 としての実用化 の手がか りとなつたが,研 究 段階 としては,未 だ初期 の段階で

あ り,し か も,分 散化 されている。今后 これ らの研究 が集約 され,本 格的な研究体 制が整 備

されるな らば,新 教 育方法へのコン ピュータ適用 は一 段 と加速 される もの と思われる6
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ー

】

声

co

実 施 機 関 項 目 備 考

国 文部省 国立教育研究所 プ ログ ラム学 習に関 す る実験的 教育 昭和35年 ～ 現 在

立

研 通産省工業技術院電気試験所
■

テ ィ ー チ ン グ ・マ シ ン に 関 す る研 究

、

昭和38年 ～ 現 在

究
機

通産省工業技術院機械試験所 マ ン マ シ ン ・シ ス テ ム と して の 自動 車 の 性 能 解 析 昭和37年 ～ 現 在

関 労働省産業安全研究所 マ ン マ シ ン ・シ ス テ ム に お け る オ ペ レー タ ー 訓 練 に 関 す る研 究 昭和40年 ～42年

東京学芸大学 ブPグ ラ ム 学 習 お よび テ ィ ー チ ン グ ・マ シ ンに 関 す る実 験 的 研 究 昭和35年 ～ 現 在

大 大阪大学 同 上 昭和35年 ～ 現 在

大阪教育大学 同 上 昭和36年 ～ 現 在

東京大学 プ ログラム学 習に関 す る実験 的研究 昭和36年 ～ 現 在

岡山大学 同 上 昭和40年 ～ 現 在

学' 東洋大学 プ ログラ ム学 習方式 に よる通信教育 の実 験的研 究 昭和41年 ～ 現 在

慶応義塾大学 プ ログ ラ ミングの標準 化 に関す る研究 昭和35年 ～ 現 在

団

体

,

日本 生 産 性本 部

大 阪科 学 技 術 セ ンク ー

プ ログ ラム方 式 に よる教育 訓練 に関す る研 究

ティー チ ング ・マ シンに よる教 育訓練 システ ムに関 す る研 究

昭 和40年 ～42年

回 上

等 地方公共団体の教育研究機関 プ ログ ラム学 習 に関す る実験的 研究等 昭和35年 ～ 現 在

一

注) 教育訓練 技術 に関す る試験研 究 的な こ とを行なっ てい る ところは以上 のほか 熊本大 ・広 島大 ・鳥 取大 ・島 根大 ・愛知教 育大 ・山梨大 ・弘 前大 ・北海道

教育大 ・金 沢 高専 ・日本竜 々公社 ・日本 国有 鉄道 ・防 衛庁 ・海 上航空 ・陸上 各 自衛隊 ・全 国 プ ログラ ム学 習研究 連盟 ・学習科 学研究 会 ・日本 能率 協会

・東 京学習 オー トメー シ ョン研 究会 ・東京TN研 究会 ・東京 プ ログラ ミング研究 会 ・教 育工 学研究 会等 があ る。



(注)日 本 生産性本部のプログラム教育研究所 で実施 された 「訓練科学技 術に関す る総合研

究」(昭 和43年3月)は,と の方 面の研究に大 きな示唆 を与える ものである。 との

研究は技 術教育 のあり方 について,従 来 の紙面に よる概念的教育手法偏重の非効率性

を指摘 し,詳 細 な行動分析に基づいた科学的な教育方式 へ変換 しなけ ればな らない必

要性 を強 く訴 えている。具体的には クレーン作業,鉱 石処理品質管理作業,計 測制御

整備作業 につい て,テ レビカメラ等 を用 いて熟練工の行動 を詳細 に観察,記 録 し,そ

の行 動要 素 を 詳 細 に分 解 して,そ れに科学 的な検討 を加えている。 とれは今後技能

教育 を自動化 する場合 に重要な基硬 を与える もの と思われる。

5.1.3諸 外 国の現状

以下にみるよ うに,現 在,世 界各国 における新教育手法 の開発 努力は,な かば国際競争の様

相を呈 してい る。かかる研究開発 においては,政 府 自体 も積極的に助成 している場 合が非常に

多い。 これは,膨 大な文教予算 に目をつけた産業界 の利潤動機 と,自 国の教育水準 を向上 させ

たいとい う国際的見地 か らの政府の政策 とが結びついた ものであろ う。 この ような基本的 な要

因の ほかに もかかる研究開発 にともなつて予想 される利点 として次のことが指摘されてい る。

すなわち現在低開発諸国の経済的発展をはばんでいる教育水準の低さ,と りわけ,熟 練技能

者の絶対的不足は もつば ら優秀な教師数が足 りない 亡とに よる ものと思われる。かかる諸国の

政府 が,国 民の文盲率を低下 させ,技 能者を大量 に養 成する必要 性を痛感 している現在,外 国

語を含 めた言語教育 や,工 場 の作業課程を訓 練するプ ログ ラムが開発 されたな らば,こ れ ら低

開発国か らの膨 大な輸入需要 が発生するであろ う。

また,い ちはや く教 育プ ログ ラムを開発 した国が特 許を取得す るような場合 には,先 進 国か

らも技術料が とれる可能 性がある。 との ような見通 しの もとに各国 とも,他 国 に先 ん じて新 し

い教 育技 術を開発すべ く,人 材 と資金を注 ぎこんでいるのが現状 である。以下各国別の状況を

みてみ よう。

(1)ア メ リカ合 衆国

1968年 現 在で,ア メリカ合衆国内の2,200の 大学 の うち,600の 大学 が,少 な くと

も1台 の コン ピュー タを保有 している。 この うちには,大 学 で20台 以上保有 してい るもの も

ある。

亡れ らのコンピュー タは,今 の ととろ,学 部卒業生の研究 のために用い られているが,学 部

学生 の使用に供される よ うになると,急 速 に保有台数 が増大する と思われる。また,最 初は研

究室に とり入 れ られたが,次 第にスケジュー リング,財 政などの管理面や,事 務 的なデータ処
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理経用い られる ようにな り,さ らに最近 では,教 授の研究道具 と しても用い られる ようになつ

てきている。

学 習指導 にコンピュータを利用する ための研究は世界 的にみてアメリカが現在 もつ とも進 ん

でいる。 このよ うな研究 は,教 育産業界,大 学その他の研究機関で行なわれているが,大 学 と

しては.,ス タ ンフォー ド大学,カ リフォルニア州立大学な どがあげ られる。産業界では,世 界

最大の コンピュータメーカーであるIBMが 画 期的なCAI(ComputerAssisted

Instruction)シ ステムの開発に成功 している。 これは,従 来み られた短答方式の簡単な

装置か ら進 んで,生 徒 自身の ことばで行 なわれる回答 を受 けとる ことができる よ うに作成 され

ている。

また,す ぐれた技 術研究所 として名高 いラン ド・コーポレーシ ョンにおいて も,1963年

3月 か ら世界最大のCAIシ ス テムの開発 を始めている。そのほか,ア メリカ国内で現在約20

件 教育 システ ムの研究が行なわれている。

、この ようにア メリカにおいて,教 育システムの研究開発がさかんであるのは,産 業界 が,教

育界 に内在 する膨大な情報処理 需要 に強い関心を もつているため と思われるが,特 に最近 では

教育 システムの研究開発 において,相 互 に補完 しあ うべ く,コ ンピュ ータ ・メー カー と教育機

器 メー カー,出 版 ・放送会社 間の合併 や合弁事業があいついで行なわれ るようになつてきてい

る。

概 してかかる企業は,社 内教育で ある程度の実績 をあげ,そ の経験 を足がか りに して学校教

育分野 へ進 出する傾向が強い。 この方 面の研究については,政 府の果 たす役割がきわめて大 き

な要因 となつている。すなわ ち,連 邦政府の保健,教 育,福 祉省の教育局では新教育技 術開発

の必要 性を各方 面に強 く訴 える とともに,国 防教育費や救貧対策費 などをプール して,各 種研

究機関のプログ ラムの開発,教 育工学 的研究にば く大な資金を支出 している(1967年 度 に

は,と の方 面の予算 として約1億 ドル計上された)さ らに1766年 初頭の大統領 「教 育保健

教書」 では電子計算機の教 育利用拡大のための実験研究が指示 されており,今 後政府の助成措

置は一段と積極化する もの と思 われ る。

この ように新 しい教育技術の研 究開発が,め ざま しく進め られ,現 実 に利用の可能性が次第

に高ま りつつある反 面,現 在ア メリカにおいては次の ような問題が生 じている。

まず第1に,教 育 の大部分が コン ピュー タによつ て代行されるよ うになる とすれば,従 来,

それ にたず さわつてきた教師の役割は どの ように変わるのか とい う問題がある。

とれ については今後の教育の重点は,教 育プ ログラムの作成段階 に移 る と予想され,そ の段
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階で,教 育が果 す役割が出てくるもの と思 われるが,一 時的には,従 来の教 師の少 くとも一部

が職業不適格者 となる可能性がある。

第2に 教育 プログ ラムの作成が電子計算機 メーカーや,出 版業者によつ てなされる場 合には

教育内容の決定が教育者 の手 を離 れたところでなされる とい う恐れが生 じる。

第3に 伝統的な学校 のシステムでは,コ ンピュ ータに よる教育に適さない ところが多いが,

そ れをどの ように変革すぺ きか とい うととも大 きな問題 とな りつつある。

この ように,ア メリカ国内においては,研 究の進 展とともにきわめて現実的な問題提 起が,

次 々に なされつつあるが,す でに軍事教練,企 業 内教育等 において新 しい教育方法 の利点が実

証 されつつあ り,政 府 も積極的に助成を している現状か らみて,こ れ らの問題 も今後,次 第 に

克 服されてゆ くもの と思われる。

(2)英 国

米国 と同様,英 国において も,コ ン ピュー タ利用に よる教育技術の開発研究 が非 常に進 んでい

いる。すでに10種 類 以上 にわたる教育機械装置が製作 され,そ ～二から多 くの経験が導き出さ

れた。

たとえば,軍 隊 においては,空 軍 お よび陸軍 において無線技師の訓練にプ ログ ラム教育機械

が用い られ,成 果をあげている。

また,ロ ン ドンのウール ・ウインチ理工科大学では,高 等数学 の応用 を生徒 に教 えるために

プ ログ ラム教育が実験されているが,こ の方法 によれば,才 能 に乏 しい生徒 でさえ も,急 速 に

進歩 する ようになつたとい う報告 もなされている。

民間におい てはBEA航 空 会社 やペル リッッ協 会,シ ェル ・オ イル会社等で社会教育 のため

のプ ログ ラム教育を導入 した。主 として電子工学等 の基顧が教 え られている。 マク ミラン会社

が出版 した,経 済に関する最 初のプ ログ ラム化 された教科書は,新 しい学 習課 目への応用 と し

て特 に関心が もたれている。

(3)ソ 連k・ よび東欧

ソ連 においては,教 育分野 での科学技 術の発展 に多大の努力が払われている。 すでにサ イパ

ネテ イツクスの教育への応用研究 を行な うために,調 査委員会が設置 され ているが,教 育 の 自

動化 に関する理論的研究においては,ソ 連が世界で最 も進んでいる とみる向き もある。た とえ

ばキエフ研究所では,ロ シヤ語で書 かれた文章 を読み とる機械の製作に成功 している。 モスク

ワ大学の教育学教授ベ トルーチ ンは外国語教育 をプ ログ ラム化する実験 を行 なっている。 ,

また,学 生の側か ら発せ られ る質問 に対 して正 しい回答 を提示 しうる機械 も製 作されているよ
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うである。モスクワの中学校では,化 学 および物理 の授業 をプログ ラム教育で行なっている。

しか もとうした教育方 法は多 くの科 学研究所で改善されつつあ り,キ エフやレニング ラー ドの

研究者 たちは1980年 ご ろまでにソ連の教育 の大部分が 自動化 されるであろ うと推測 してい

る。 ソ連のほかにはルーマニア,ブ ルガ リア,ユ ー ゴース ラヴイア等の東欧諸国が,プ ログ ラ

ム教育 に強い関心 を示 している。

(4)ド イツ

ドイツで は1963年 にペル11ン で開催 された国際会議以来,教 育のプ ログ ラム化について

の研 究がさかんになつてい る。

この国際会議 は,教 育分野 における世界の専 門家の意 見交換の場を提供 したもの であるが,

約1,000人 の大学教授,教 育機械 メーカー,出 版業者が集まった。1の 会議以後,特 に出版

業者がプログ ラム教育の開発に積極 的なと り組 みをみせ ている。

(5)フ ランス

学校教育や成人教育に関するプ ログ ラム教育 が研究されている。すでにい くつかのプ ログ ラ

ムおよび教育機械が実験 されているが,そ の結果 は非 常に良好であると報 じられている。 この

よ うな研究 に取 り組 んでい るもの としては,国 立教育研究所,サ ン・クルー高等師範学校の視聴

覚 センター,サ イバネテツ イク教育学協会な どが挙 げ られる。

(6)そ の他

そのほか,プ ログ ラム教育の研究 に関心 を示 している国には,ベ ルギー,オ ランダ,ス イス

スウェーデ ン,イ タリアな どがある。

5.L4今 後 の見通 し

すでに述 べて きた よ うに,教 育に対する情報 処理技 術の適用は現象的にはまだ ごく少数の例

がみ られるにす ぎないが,そ の ための研 究開発努力は きわめて精力的に重ね られて始 り,単 に

国内にとどま らず国際 的にも,創 業老利益的な利潤を求 めて,開 発競争が激化する傾 向にある。

この ように,教 育技術の革新は世界的な広が りをもつた1つ の流れ となつて進行 しつつある。.

確 かに,技 術的 にいつて未 開発の分野が広範に存在する し,制 度的な問題 も無視 しえないが,

世 界的 な時流の前には,い ずれそ うした障害 も克服 され,わ が国においても教育界に情報処理

技 術が導入 される ようになる であろ うことはほぼ確実である と思われる。

しか しなが ら,そ うした教育の 自動化 の進展にはい くつかの段階があるであ ろ う。当面もつ

ともその可能性が強いのは,社 会的必要性 が高 く,か つ,プ ログ ラム化の比較的簡単な技能教

育の分野 である。
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今後は労働力不足 がます ます深刻化 し,他 方技 術革新の進展が加速 されるととが予想 される。

その ような状況の もとでは既存労働力の流動化の必要性が高 まる ものと思 われる。

すなわ ち,職 場間,職 業間の労働力移動が容易 にな され る ように,新 しい職場 におけ る技能

を迅速かつ効率的 に習熟せ しめる教育手法が産業界は もとより,国 民経済 的に も緊要 となつて

くるであ ろう。.

との分野 に属する もの と しては,個 別企業で行なわれる各種 の技能教育
,航 空機,鉄 道,船

舶,自 動車そ の他 機械 の運転操作技 術の訓練,職 業訓練所 や,工 業高校等 において行なわれる

技能教育等があげ られる。

こうした分野 においては,す で に実施 している企業 もあ!,今 後5年 程度の間にか なり普及

する もの と思われるが,そ の分野 で目立 つた成果 があげ られるな らば,次 の段階 と して,学 校

教 育に対 して適用 される可能性がある。ただ,と の段階 において は,既 に実験的にその効果が

認め られた語学教育,数 学,化 学,物 理学等 のご く限 られ た教科に留まる もの と思われる。

亡の ような科 目においては,プ ログ ラムの作成が容易であ り
,～二とに,生 徒の側での価値観

の形成にほ とん ど関連 しない とい う点か ら,効 率性さえ確認 できれば,導 入 もまた比較 的スム

ーズに進 むであ ろ う
。

第三の段階 としては,学 校教 育の残 りの教科への導入が考え られるが,と の ような教科 では

生徒 の側 での反応が一様 でないため技術的に学習 システ ムの作成が困難である。また何 らかの

形で生徒 の価値観 の形成 にかかわる ことか ら,こ れを自動化する ととについては,強 い反対論

も予想される。 したがつて,上 記第一,第 二段階 に比 して,第 三段階 はかな り遠い将来の問題

となるであ ろ う。

なま㍉ 教育界 に於いては,学 習指導以 外に研究用の統計解 析,生 徒指導のためのデ ータ整理

および検索,図 書館業務,授 業料,職 員給 与の計算等,学 校 管理
,事 務処理関係 でも情報処理

需要 が多 く存在 している。

この方面のコンピュー タの利用は,大 学や予備校等の大規模な ものについて現在すでに相当

広範に行なわれてお り,今 後 もそ うした ところでの導入 がい くぶんか は増加すると予想 される。

しか し,高 等学校以下の学校 では,一 校 あた りの事務 処理量が,コ ンピュ ータ1台 の情報処

理能力に比べて非常 に小 さ く,単 なる事務 処理のための導入 とい うことであれば数校 に よる共

同利用 とい う形 にな らざるを得 ない であろ う。

したがつて,今 後の とうした形 での導入 がみ られるに して も
,各 部道府県 に平均2～3台 と

して も,せ いぜい100台 程度の増加 に留 まると考 え られる。
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5.2医 療 機 関

5.2.1情 報 処理 システム利用伸展の素地

わが国は戦後,各 種医療保険制度が急速 に発展 し,昭 和36年 には全国の市町村が国民健康

保険事業を実施 するにいた り,完 全な皆保険 を実現 し,そ の後 も給付等の改善が進 められてき

たo

この ような医療制度の普及は人口構造の変化,医 療 内容の高度化,国 民の衛生思想等の向上

とあい まつて,医 療 需要の急激な増加を まねいている 。

ちなみ に,国 民所得 と国民総医療 費の推移 をみ ると,次 の とお りである。

・

項 国 民 所 得(A) 総 医 療 費 ⑧ ⑧/(A)

年度 単 位 億 円 前年度比 単 位 億 円 前年度比 単位 ㈲

30年 度 71,818 11% 2,715 11% 3.8

31 79,887 11 2,915 7 3.6

32 91,346 14 3,243 11 3.0

33 94,235 3 3,531 9 3.7

34 107,498 14 3,899 10 3.6

35 130,091 21 4,426 13 3.4

36 154,13g 18 5,462 23 3.5

37 172,150 12 6,511 19 3.8

38 199,808 16 7,966 22 4.0
'

39 225,802 13 9,895 24 {L4

40 250,137 11 11,737 18 4.7

41 292,115 17 13,600 16 4.7

(推 定) (推 定)

国民総医療 費は30年 度 の2,715億 円か ら41年 度(推 定)13,600億 円 と5倍 以 上

にも拡大 し,特 に36年 度以 降は国民所得 の伸びを上回る高い伸 び率を示しているoこ の こ

とは,診 療報 酬請求事 務を中心に病 院事 務の増大,複 雑化,さ らに診療行為 に対す る売掛金

の回収速度の低下 を招いてい るoと くに保険医療の急激な伸びは病院事務 の増大を招 き,病

院の規模の大型化 となつて現われてきた。 この大型化の状況を,全 病院規模別病院数 と病床

数の推移 につい てみ ると,次 の表 のとお りである。
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全 病院 の 規 模別 病 院数 と.総病 床 数

規 模
1955 1956 1957

(病 床数) 病 院 数 総病床数 病 院 数 総病床数 病 院 数 総病床数

20～29 1,572 35.2 1,568 35.1
層

1,591 35.7

30～49 974 36.6 LO37 39.2 1,031 39.0

50～99 1,074 74.6 1,144 79.5 1,215 83.7

100～199 820 115.5 924 12.8.3 990 136.g

200～299 343 80.8 372 87.9
・

411 96.5

300～399 147 49.4 156 52.1 167 55.5

400～499 58 22.8 66 28.7 85 37.2

500～ 136 97.7 151 108.6 158 114.3

計 5,119 512.7 5,418 559.2 5,648 598.0
　

規 模 1961 1962

'

1963

20～29 1,432 32.4 1,432 32.4 L398 31.8

30～49 L147 43.2 1,210 45.8 1,219 46.4

50～99 1,394 .95.9 1,425 98.0 1,476 10LO

100～199 1,158 159.9 1,209 167.0 1,268 174.1

200～299 491 115.6 528 124.7 576 136.3

300～399 207 69.3 229 76.7 261 87.2

400～499 10・0 43.8 101 44.6 102 45.1

500～ 196 139.9 200 144.4 211 152.3

計 6,125 700.1 6,334 733.8 6,511 774.4

注 病床数は1,000単 位
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1958 1959 1960

病 院 数 総病床数 病 院 数 総病床数 病 院 数 総病床数

1,538 34.5 1,522 34.3 1,489 33.6

1,094 41.2 L125 42.3 1,148 43.2

1,270 87.4 1,315 90.5 1,351 92.9

1,055 144.7 1,109 152.7 1,125 155.4

447 105.7 476 112.1 479 113.2

164 54.3 177 58.8 182 60.5

94 41.3 95 41.7 102 44.9

171 122.3 183 129.8 185 13Lg

5,833 631..4 6,002 662.3 6,061 675.2

1964 1965 1966

1,373 31.3 1,338 30.7 1,354 31.2

1,302 49.5 1,333 50.6 1,360 51.5

1,469 100.3 1,491 101.3 1,546 105.0

1,347 184.3 1,465 . 198.7 1ほ41 209.5

611 144.6 643 152.0 665 157.9

276 92.4 311 104.5 327 109.7

120 53.1 126 56.0 143 63.2

220 158.2 222 160.0 232 168言0
.

6,718 814.0 6,929 853.8 7,168 895.7
'
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すなわち,30床 程 度の病院 数では,こ こ数年間ほぼ横ばい状態で推移 してい るの に対 し,

200床 以 上の病院の伸び率はかなり高 く大 規模病 院のふえ方が急激 であ ることを示 してい る。

しか るに,医 師,看 護婦等の充足は伴わず,さ らに各種検査部門に必要な医療従業者 の不足 が

深刻化 してい る。最近特 にパ ラメデ ィカル(Para-medical)の 段 階で顕在化 し

てきているのは,業 務の内容 が機械 的な作業のため,適 任者が得がた く,そ の上労働の定着性

に乏 しいことも大きな原 因となつてい る。 このため,病 院の非能率,設 備の不備,サ ー ビス に

対す る国民の不満はます ます高ま りつつある。

また,医 療需要 の増大 の原因の一 つとしては,最 近 になつて医療 に対す る考 え方が,従 来の

治療 から予 防衛生へ と変 革しつつある。

近代の病 院は,患 者を診断,治 療 し,社 会へ復帰させると同時 に,国 民の健康を管理す るこ

とが社会に対す る重要 な使命 となつてきた。 また,国 民 も医療全般にわた つて,よ り科学 的な

処置を病院 に望 んでい る。

一方 ,最 近,電 子工学,精 密工学,高 分子 化学な どの進歩はめざま し く,こ れら学問 が,医

療分野 にとり入れ られ,医 療技術 も関連科学 とともに飛躍的な発 展を とげたひ さらに最近では,

医 師は患者の訴 えにより診断計画をたて,診 断 をす るための情報処理の理論 と技術の研究開発

がなされてい る。

以 上の ような病院事務の増大 と複雑化,病 院の大型化,人 手不 足,さ らに医療 に対 す る国民

の考 え方の変化,医 療技術の向上と医療 サー ビスの変化等によ り病院経営の近代化,合 理化 が

強 く要望 されてきてい るところに,医 療 分野 におけ る情報産業の発展の素地が ある。

5.2.2わ が国お よび米国の現状

医療分野 におけ るコンピュータの利用は,米 国 におけ る状況を参考に しても;そ の発展段階

によって二つ に大別 して考え るこ とができる。

第1の 段階 は,病 院内におけ る利用であ り,こ れは一般会計業務,保 険 の請求業務,在 庫管

理,病 歴 管理な ど多種多様な病院 業務を 自動化す ることによつて,病 院 におけ る経営,運 営の

合理化ならびに医療 技術の向上 と,十 分な医療サ ービスの実施を 目的 とす るものである。

第2の 段階 としては,病 院外 におけ る利用が考 えられる。これは,現 状 の医療 システ ムを効

率 化す るとい う立場 よりも,む しろ医療 それ 自体 に対す る新 しい考 え方を積極的に導入 してい

こうとす るものであ り,病 院間をネッ ト・ワー ク ・システムで結ぶことによつて,単 な る診療,

治療 で終 ることな く,健 康管理を主体 とした広域 的な医療体制へ の進 展を 目的とするものである。
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しか し,日 本の医療分野 における現状をみ ると,コ ンピニー タの利用は まだまだ初歩的な段

階にとどまつてい る。 また,わ が国の医療 機関におけ るコンピュー タ利用の状況および利用計

画は第1表,第2表 にそれぞれまとめてあるが,そ の適用業務 としては,

① 給付計算や料金計算請求 などの医療事務処理

② 病歴管理や心電図解析 などの医療技術

③ 自動診断な どの医学研究

がそれぞれ独立 して若干み とめられてい るのみ であ る。第1表 にその具体例 を示す
。

第1表 現在 コンピュー タによる処理 を実施 してい る機関

% 病 院 名 適 用 業 務
利用方式

使用機種
委自 委託先

請求業務,薬 剤管理,レ ソ ト 北海道
札幌医大病院 ビジネ NEAC-2200

1 ゲ ン検査,輸 血患者,調 定額 委 ス オ ー

(札 幌) ト メ ー M-200

稼動額,諸 表の作成 シ ヨ ン

大 和 病 院 請求業務,給.与 計算 FACOM-230
2 自 一

(京 都) (未 完成) M-10

虎 ノ 門 病 院 日本1 IBM-360
3 給与計算 委 BMセ

(東 京) ン タ ー M-20

大 阪 成人病セ ンター
4 検査結果の解析と諸統計処理 自 一 MADEC

(大 阪)

大阪大学医学部 NEAC-2200
5 医学研究 自 一

(大 阪) M-500

京都大学医学部 TANAC分 類
6 公衆衛生に関す る諸統計処理 自 一 機電算機的利用

(京 都)

愛知中央健康相談所 日立名
7 病歴管理と健康管理 委 古屋計 HITAC-3010

(名 古屋) 算 センター

広島大学原爆研究所 TOSBAC-4200
8 原爆患者病歴管理と医学研究 自 一

(広 島) M-F

社会保険病院 日 本 NEAC-2200
9 病歴管理 委

(東 京他) EDP M-200
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利 用 方 式
使 用 機 種% 病 院 名 適 用 業 務

委自 委託先

名 鉄 病 院 病歴管理と請求業務 名鉄本
10 自 社と共 HITAC-3010

(名 古屋) (但 し事業体病院) 同利用

日 大 病 院
11 病歴管理 自 P・C・S

(東 京)

社会保険検査センター 日 本 NEAC-2200

12 検査結果諸統計の作成 委
EDP M-200

富 士 通 請求業務 FACOM-230

13

川 崎 病 院 (但 し事業体病院)

自 一

M-10

東 芝 請求業務 TOSBAC-1100

14 自 一

中 央 病 院 (試行的処理)未 完成 TOSBAC-5100

日 不IBM IBM360

15 病歴管理と健康管理 自 一

(東京) M-20.30

備 考1利 用方式の 「委 」は委:,「 臼 は 自院処理

2使 用機種 のMはModelを 意 味 してい る。

3P.C.SはPunchCardSystemの 路

次 に医学技術情報の交流についてみ ると,現 状はかな り閉鎖 的であるといえ よう。

国内の医学技術 情報の情報源 は主と して大学病院であ りゴその研 究成果は日本医学会 で発表

されるoし たがつて,一 般の開業医は 日本 医学会で公表 され る文献か ら医学技術情報を入手す

るのがほ とんどであ り,大 学病院か ら情報を入 手できるのはその系列病院に限られてい る。ま

た,海 外 との関係をみ ると,日 本医学会,大 学病 院,開 業医等がそれぞれ個別 に若干の情報 交

換を行なってい る程 度であ る。 これ は日本の技術が諸外国 に比してかな り医学技術では進歩 し

てい るとい う通念 も一 部 にあ ることから海外 との技術情報交換の必要性をあま り身近 に感 じな

い とい うことも大 き く影響 しているといわれている。

しかし,国 内の医学技術情報 は,日 本 医師会の協力を得 て 日本医学会が中心 とな り情報 をプ

ールす るための機関を もち,各 病院ヘサービスす るようにな るであろ う。

このよ うに,現 在実用化の段階にあ るものは例 も少 なく,そ の適用業務 も限られてい るが・

上記の医療事 務,医 療技 術お よび医学研 究はそのデー タ源を同一 にすることが多いた め・それ
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らの業務を総合的 に処 理す る トー タル ・システムとしての コンピュー タ利用が有効 と考 えられ

る。実際,そ の ような観 点に立って病院の 自動化を検討 してい る例 もみ られ,ま た病院内の業

務 に限らず,病 院間のネッ ト・ワークについて も研究を進 めている例 もみられ る。第2表 は こ

の ような検討段階 にあ る具体例 を示す 。

第2表 コンピュー タによる処理を計画 してい る機関

%. 名 称 対 象 業 務

国鉄中央病院と地区病院 とを結んだデータ処理を通じて

1 国 鉄 病 院 職員並 に家族の健康管理 と医療上の指示を行な う。事務

処理その他統計の作成

狙いは 国鉄 に類似 してい るが,院 内,各 病院間で通信の

2 逓 信 病 院 高度利用に伴う利用方式が検討 されている。画像送信の

開発 とともに,注 目す べき利用が期待 され てい る。

事務長部会を中心に過去1年 余にわたり,特 に請求業務の

3 大阪府病院協会 処理を検討中,大 規模病院も多く見られ,単 独導入共同

利用両面に亘って検討 してい る。

コンピュータ導入を具体的 に検討 中,病 院管理の総合処

4 虎 の 門 病 院 理を企画,請 求業務,資 材薬 品,経 理,そ の他総合管理

シス テムを検 討中

横浜市計算セ ンターが中心 とな り,市 大病院 をモデル と

5 横浜市 大病院 して,特 に請求業務を中心とした病院管理を検討中,市

立全病院の集中処理を行なう。

社員の病歴管理,健 康管理を中心 としたシステムに加え
6 日本鋼 管 病 院

て,請 求業務の処理を検討中

7 岩 手 県立 病 院 県立病院全体の請求業務処理を企画,検 討準備中

8

厚 生 病.院

(農 協,厚 生連)

地区農協組合員の病歴管理,健 康管理,請 求業務処理を

検討中

中央地区のコン ピュータと地方 コンピュー タとの連絡に

9 北大応電研究所 より・医療のデータ処理を通して・医療上の指示を行な

うシステムを開発中。
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% 名 称 対 象 業 務

10 慶応 大学病 院
院内の総合処理システムを検討中,す でに窓口機械の研

究,院 内の業務分析,標 準化作業は相当検討されているo

11 社会保険病 院
研究モデル病院を中心に請求事務処理,そ の他誌統計作

成の検討をすすめている。

12 佼 成 病 院 請求業務を中心 とした総合処理

13 ガ ン 研 究 所
病歴管理と検査結果の解析,そ の他,特 にガン患者レン

トゲンの研究結果が期待されるo附 帯 して事務管理o

14 東京私的病院協会 請求業務の集中処理を検討中o

上記のよ うに,日 本では まだ,現 状の医療 システムを越えてコンピュー タが活躍す るとい う

段階にはほど遠い よ うであ るが,諸 外国の例をみ ると,す で にア メリカやスウェーデ ンのよ う

に病院間をオ ン ・ラインで結 んだ地域総合的な医療 システムが実用の段階 に入ってい る例 があ

る。第3表 に米国の医療関係機関におけ るコンピュー タ利用状況を示 してお く

こ うした海外の実 情からみ るとソフ トウエア,ン ・一・ドウエア両面にわたつて,日 本の医療 分

野に おけるコンビユ タ利用 の立遅れが認 められ る。第3表 に米国の具体例 を示す。

第3表 医療 情報セ ンター現況(米 国)

(1)MEDLARS(医 学 分献分析検索 システ ム)

(ア メ リカ医学 図書館)

世 界 中の医学文献を専 門別 に分類 して記憶 させ,世 界の各国 で文摸す る。

(2)MEDINET(医 学 情報ネッ トワーク)

(GEInformationDiv)

病院 の患者サー ビスか ら経営 情報まですべてのデー タ処理を対 象としたネ ットワーク

1967年 か ら一 部サービス開始,米 国病院協会 が主 体となって開発。

(3)地 域 的MEDICARE情 報 サー ビス

①

②

③

④

MED-DATA,Inc.

トラ ペ ラ ー ス ・ イ ン シ ュア ラ ン ス

TravelersInsuranceCo.

ミネ ボ リ,セ ン トポ ー ル 両 市 セ ン ター

ボ ス トン.フ オ ァ ス トー リ イ ・コ ン ピユ 一 夕 ー セ ン タ 一
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病院情報 ネッ トワークで数か所ない しは数十か所の病院にサー ビス してい る。

会計管理 ・病院経営 看護 システム 医学デ ータな ど広範囲な仕事を含む。

① カリフォルニア州4病 院の共 同出資vatsる サ ー ビス会社である。

大型機 に200台 の ター ミナルをつけてタイムシェア リングサー ビスを行なっている。

②1969年 か らMEDICARE情 報 サー ビスを開始した。

③8つ の病院が利用,将 来は ミネ 〃 州180の 病 院を結ぶ構想がある。

④ カソリック系3大 病院の協 同 になるコン ピュー ターセンターである。

(4)PCC(毒 物管理センター)ネ ッ トワーク

(ア メリカ生化学研究財団)

事 故による毒物の化学処理をスピー ド・アップす るため,解 毒剤 の全米 におけ る保有デ

ー・ターを処理す る
。

MIT(マ サ ツ=・一セツソエ工科大学)のMACを 使 用 して効果をあげる実用システ ム

として検討中 である。

SHAS(共 同病院会計システム)

(シ カゴ病院会議)

病院の事務管理の共同利用セ ンター

シ カゴ4病 院で実験中である。

(6)MEDICO(医 学 情報 センター)

(米 在 軍USAF)

USAFの 医学 に関係す るあ らゆる活動を コンピュー タにのせ るUSAFの 患者デー タ_

累 積 とその情報か らス ター ト

5.2.3今 後 の見通 し

以上述べ てきた ところから日本の医療分野 におけるコンピュータ利用の将来を考 えると,や

'は りその進 展は事 務部門から徐 々に拡張 されてい くものと思われ る
。現在は その緒 についた段

階であ るといえ よう。 しかし,個 々の病院 にそれぞれコ ンピュー タを導入す るとい う方向 には,

コス ト,パ フォーマンスの点で問題 なしとせず,い くつかの病院をまとめて集 中処理方式を と

ることも考 えられ る。

また,シ ス テムの形式 についても,最 初はバッチ処理が一般 に利用され る可能性が強 く,情

報処理の迅速化ならび に関連業務の緊密な連絡 がますます必要性を増して くるにしたがい,オ
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ンラインによる リアル,タ イム処理が要求 される ようになろ う。

この よ うに,全 般的にみて医療分野におけ るコンピュー タの利用は,今 後飛躍 的に増大す る

可 能 性を秘めてい ると考 えられ,各 メーカーも医療分野 におけ る情報処理システムの研究開発

にかな り力 を入れているよ うである。

つぎに,将 来の 医療 情報処理システムについて,病 院内 と病院外 とに分けて概観 してみ よ う。

(1)病 院 内におけ る情報管理 システム

前述 したよ うに,コ ンピュータの利用上病院 業務を区 分す るとすれば,医 療事務;医 療技

術お よび医学研究の3つ に分けて考 えることがで きよ う。 この場合,医 療事 務や医学研 究は

パ ッチ処理 によつても十分効果をあげ うると思われ るが,医 療技術の ように患者 に対す るサ

ー ビスに直結す るものについては,オ ンラインに よる リアル タイム処理が望 まれ ることにな

ろ う。

細かい組織上の問題は別 として,こ のような将来の病院業 務におけ る情報処理 システ ムの

構想 を簡単 に図示 してみると,第1図 の ような例が考 えられ る。
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第1図 について若干の説 明を行 な うと,医 療技術 に入 る部門は患者に直接関係 してお り,

診 察部門では,患 者の待合わせ時間短縮のために自動問診機の利用が有効 である。検査部門

において も,能 率向上とス ピー ドア ップのために,自 動分析装 置の使用が望 まれるが,そ の

性質上,外 部への委託な ども考 えられ よう。 また,治 療,調 剤部門で も,.自 動 患者監視装置 な

ど医療特有のハー ド的な面はもちろん,診 察部門 とオ ンラインで結ぶ情報処理システムが有効

であろ う。図の医療事 務は患者 に直接関係は なく,む しろ,病 院経営 に関連す るものとい え

る。 この部門でコンピュータを利用す る場合 には,一 定期間 ごとに処理 を行な うパッチ処理

システムでもかな りの効果を期待で きるもの と思われる。

また,今 後 コンピュータの利 用にょつて飛躍的に発展すると思わ れる対 象業務 をまとめる

と,第4表 のとお りである。

第4表 今後発 展す るものと考えられ る病院業務におけ る

コンピュー タの適用分野

医療事務

会計事務 窓口会計,診 療報酬請求事務,経 理事務,給 与計算

経営管理 病床管理(病 床割当て,給 食献立など),物 品管理(薬 品備

品など),経 営分析

各種統計 患者統計,消 耗品使用量

医療技術 病歴管理,自 動問診,波 形分析(脳 波,心 電図),図 形 分析(放 射線の読影),

集 中検査,患 者監視

医学研究 自動診断の研究,病 因解析など各種統計解析,文 献検索

表 に示 した業務 の中には,ま だ技術 的にも開発 途上にあるものが少な くないが,段 階的 に

それ らを解決 してい くこと も可 能であ り,ま た,医 療事務や医学研 究な どの業務について}瓢,

他 の病院あるいは何らかの計算 サービス機関をとお して処理を行な う方 向も考 えられる℃表

の ような全体 的システムを病 院内に設置す るか,病 院外のサー ビス機関を利用す るかは別 と

して,こ の ような病院業務 に対す るコンピュー タの利用は比較的速 やか に実現す るものと思

われ る。

また,特 殊病院(救 急病院,小 児病院,ガ ンセンター,成 人病セ ンター等),診 療所,血

液銀行 等について も,一 般 病院 に比 較して,院 内的情報処理の点では,あ ま り相違 がな く,

む しろ,一 般病院の院 内情報処理 に含まれると考 えられ る。

なお,病 歴 管理や医学研究を病院外 と連絡 させてあるのは,他 の病院や健康管 理情報 セン
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ターな どとの医療情報,患 者の過 去のカルテ,医 学文献の交換を示す ものであ り,こ の よう

な病 院外 との情 報連絡は,今 後の 医療 システ ムにおけ る新 しい発 展を可能にす るもの と考え

られ る。

(2)病 院外 におけ る情報処 理システ ム

個 々の瘡院 におけ る合理 化を考 えてい る段階では,院 内的な情報処 理が中心 とな る。 しか

.し,医 療 自体について も単 なる診断 ・医療 では な く,新 しい予防衛生 ・環境衛生 とい う立場

も含めた総合的な健康管理 システ ムとしての情報処理が強 く望 まれていることから,院 内の

情報の交換やあ るいは院 内情報処理の委託 などによつて,病 院 間の ネッ トワーク ・システム

の利用が必要不可欠 となろ う。す なわ ち,現 在のシステムでは不可能な病院間 におけるカル

テの交換な どが任意 の時に敏速 に行なわ れるようになれば,現 在の ようにカルテが医者 に属

すのでは なく,本 来の患者 個人 に属す もの として扱かわれ,各 個人 の健康管理全体がよ り有

効適切 に行 なわれるよ うになるわ けである。

ネ ッ ト・ワークシステムの形態 としては,地 域別,経 営主体別,医 科 日別 な ど,各 種考 え

られ るが,そ の基本的な概 略を図示す れば第2図 の とお りであ る。そして,こ のよ うな医療

情報 の集 中管理とその リアル タイムによる利用 が可能 となれば,今 まで不可能 であつた数多

くの業務が有効に処理され るようになろ う。 ・

す なわ ち,オ ン ライン処 理による救急医療体制の完備や病歴 の集中管理 による国民全体の

健康 管理はい うまで もな く,端 末装置の設置によつて僻地医療等の問題 にも解決の道が開け

よ う。

第2図 医療分野 のネッ トワー ク例
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第2図 について説明す ると,

国民 全体の健康管理を主体 とす る医療 システ ムを考 えた場合,や は り地域的 にま とまつた

情報処理の機構が有効であろ う。 その中心 となる情報セ ンターは,各 医療機関をネッ トワ

ークで結ぶことに ょり
,地 域全体の住民を何 らかの形でカバーす ることにな るoそ れ によ

つて,集 団検診や病歴管 理などが より能率 的,効 率的 に行なえ,病 後の リハ ビリテーショ

ンについて も綿密な処置を可能 にす ると考 え られ る。 ・

図では,各 病 院は独 自にコンピュータを設置 してセンターと結び,各 開業医は共同で計

算セ ンターを利用 して,そ れか ら健康管理情報セ ンター に連絡 してい る。 また,各 企業内

部の医療機関や特 殊病院では,こ の ような地域別の縦わ り的結びつき とは別 個 に,同 系統

の横わ り的ネッ トワークも同時に考 えられ るo

5.2.4今 後 の課題

5.2.3で の今後の展望でみ られ るように,情 報 産業 に対す る医療分野 におけ る需要は きわめ

て大 きく,し かも近 時点で実現 され る可能性を もつてい る。

しか し,病 院には医療制度の問題,医 学の技術 的問題な ど特殊な事情が多 く,事 務管理の合

理化面でも他の分野 に比して非 常に遅れてい るのが現状であるo

これ らの問題 点を整理す ると,大 きく分けて

i健 康保険関係の制 度上の制約 による問題

ii経 済 面(コ ス ト・パフォーマンス)で の問題

iii技 術 面での問題

の3つ に分類されよ うo

① 健康保険関係の制度上の制約

(1)診 療報 酬請求業務

診療 報 酬請 求 業 務は,毎 月末か ら翌月初 めにかけて,作 業 が集中 し,し か も,国 民健康

保険,政 府 お よび組合 管掌健康保険,各 種共済組 合健康保険,日 雇健康保険,船 員保険な

ど多 くの保 険 機 関 が あ り,請 求地区,方 法 も異 なり,支 払基金 に提 出す る請求様式が決め

られ てお り,こ れ ら業 務に コン ピュー タを利用す るには,多 くの問題がある。 しかもその

内 容 を細 か くみ ると,氏 名,保 険者記号,傷 病 名の欄は,漢 字を使用 しなけれ ばならず,

処 置 記入欄 は 区 画 に限 られてペースが狭す ぎるほか,カ ルテの記入法が医 師により不 定で
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標準化す ることが困難である。 しか しなが ら,請 求 業務にっいてはい くつかの病院で実険

され,ま た入 出力装置 の発達等 によ り比較的速やかな解決が期待 されよう。

(2)診 療報酬 の審査,支 払業務

診療報酬支払基金 に提 出された請求 書の審査は,年 々増加す る件数 にともなつて・その

業務量が加重 となつてい るが,IRシ ステ ムの研究開発 によつて審査業務の能率化 が期待

され,保 険者 が診療担当者 に対 して支払 う診療報酬の迅速化 も同時に行 なえよ う。 ただi,

iiは 次 の②vaよ つ て制約されることになろう。

② 経済 面で の問題

近年 医療 需要は急速 に高まりつつあ り,個 々の病院での情報 処理の高度化 が伸展す る素地

はかな りあ るもの と思わ れ るが,コ ンピュータを中心 とす る情報 処理 システムの導入 により

経営を合理化 し,直 接費,間 接費の減少を図 るにはあ まりにも病 院の規模 が小 さく,将 来,

相 当の コス トダウンで もない 限 り,導 入 の見込み がない とい うのが現状である。大病 院では

現状の具体例 として若干 の例を掲げてある とお りで あるが,ま だまだ普及度は小 さ く,し か

も自己資金でシステムを導 入す ることが可能な病院ほ ごく一部 に限られてい る。 したがつて,

今後の設備 資金や運 転資金の調達 方法がかな り大 きな問題 となろ うo

ま た,将 来,病 院間のネ ッ トワークが形成 され,オ ンライン ・リアルタイム処理が行なわ

れるとしても,通 信回線料金が非 常に大 きな支 出とな ることが予想 されてい る。したがつて,

経営 と資本の分離 といつた ような病院制度 自身に もなん らかの変革が必要 となろ う。

保険制 度が普及 した今 日でも,病 院内の カル テの例 にみ られ るよ うに,各 病院 ごとに記入

形式が異な り,整 理が困難 となつてい るD

また,用 語 の乱用や概念 の不統一 やコー ド化の遅れなどが病院間のカルテの移動や整理の

障害 とな り,病 院間の情報 流用は閉鎖的な面 もみ られ る。

③ 技術面での問題

町 の病院 がネ ッ トワー ク を形成す る場合,地 方医師会単位 で機関病院を中心にタイムシ

ェア リングを行 な うようになれば,大 都市 で200～300程 度 の回線数を必要 とす るであ

ろ う。 したがつて,通 信速度の高速化 と同時 に個人の カルテ等秘密を要するものに対す る完

全なプ ロテク ト機 能 を 備 えた ソブ トウェアの 開発が実用化 される必要がある。
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以 上のよ うに医療分野には多 くの問題を内在 してはいるが,医 療 界で も検討 されており,、

徐 々に解決 されてい くもの と思わ れ る。

今後の医療分野 における情報処理の高度化を進 めるた めには,医 療関係者 の基不的な思想

の転換 を図 り,コ ンピュー タへの認識を深 めるための徹底 したPRを 推進す ることが急務 で

あろう。 さらに,教 育機 関,医 師会,関 係行政機 関が コンピュー タ関係の業界,専 門家な ど

との共同研究開発をす るための強力な プロジェ ク トチーム体制を整 えることが必要 となろ う。
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6.官 公 庁

6、1.概 況

(1)官 公庁におけるコンピュータ利用 は,昭 和33年 に 気象庁 が導入 した ものが最初 と云われ

るが,そ の後各省庁 でも順 次導入 にふみ 切り,と くに,38年 以 降は,急 速 に導入が進ん だ
。

保 有台数は,38年 度 の23台 か ら,40年 度50台,42年 度 には106台 と急増 し、,

43年4月1日 現在において.,設 置 予定のものを含め115台 に達 している。

この うちわけを規模別 にみ ると,大 型機25台,中 型機51台 ,小 型機33台,未 定6台

となっている。

このよ うな規模別構成は、一 般需要に くらべ,中,大 型 機の比 重が非常に高いことを示 し

て お り、 官 公 庁 に お け る コ ン ピ ュ ー タ需 要 の 一 つ の 特 徴 を な し て い る。

コ ン ピ ュ ー タ 関 係 経 費 を み る と
,昭 和42年 度 に お い て,レ ン タル 料38.5億 円、 直 接 運

営 経 費22・5億 円,直 接 人 件 費 約21・5億 円,外 注 費6.1億 円 ,計88.6億 円 に 達 し て い る。

また ・ コ ン ピ ュ ー タ要 員 は,全 体 で2,684人 に 達 し て お り ,そ の 内 訳 は,第1表 の と お

りで あ る 。

第1表 コンピュータ関係要員の数 と構成

職能区分 人 員 数 構 成 比

総 計 2,684人 100.0%

企 画 ・総 括 496 18.4

庶 務 139' 52

プ ロ グ ラ マ_ 629 23.4

オ ペ レ ー タ ー 325 12.2

パ ン チ_ ヤ 976 36.4

・そ の 他 119 4.4

(注)① 行 政管理庁調(43年5月)に よる。

② システム ・エイジニア,プ ログラマーにっいては
,そ れらの職能区分が

不 明確なため実態把握が困難であるがhJプ ログ ラマー629人 中 の約2割

の125人 が システム設計に関与 し ,企 画総 括者496人 の うち約5割 の

250人 が システム ・エンジニアであると考えられる。

(2)省 庁 別 に設置状 況を概観す るど,レ ン タル料 の規模で これをみれば,防 衛庁
,労 働省,運

輸省が大 口需要者 であり,こ れに次 いで厚生省,通 産省,大 蔵省,科 学技術庁;郵 政省 等が

続いてい る。(第2表 参照)"・:'
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第2表 レンタル料規模か らみた官庁におけ るコン ピェ一夕導入状況

年間 レンタル料 による区分 省 庁 名

5億 円以上8億 円まで

3億 円以上5億 円未満

1億 円以上3億 円未満

防衛庁,労 働省,運 輸省

厚生省,通 産省,大 蔵省,科 学技術庁,郵 政省

総理府統計局,外 務省,警 察庁,文 部省,経 済企 画庁,

建 設省,自 治省

また,設 置台数 では.,防 衛 庁の25台 纏 頭 に運 輸省 ・5台,唖 者 ・4台,科 戦 術庁

10台 の 順になってい る。この中には直接行政 目的のために使用するもののほか,付 属研究

機関等 において,試 験研究その他の科学技術計算用が含まれている。(第3表 参照)

第3表 設置台数か らみた官庁 におけ るコッ ピュ一夕の導入状況

省 庁 設置台数(台) 省 庁 設置台数(台)

防 衛 庁 25(4) 建 設 省 5(2)

運 輸 省 15(6) 文 部 省 4(3)

通 産 省 14(10) 総 理 府 2

科 学 技 術 庁 10(10) 警 察 庁 2

農 林 省 7 経 済 企 画 庁 1

大 蔵 省 6 外 務 省 1

厚 生 省 6 小 計 109

郵 政 省 6(2) 機 種 未 定 6

労 働 省 5 合 計 115

()内 は試験研究機関にあるものの数で内数

昭和43年4月1日 現在

(3)官 公庁 におけ るコンビ=一 夕利用の現況は,現 在利用 してい るといっても当該省庁 におけ

るコンピュータ利用の可能性が十分 開発されてい るわけ ではな く,む しろ後述 するように,

中央省庁では,よ うや く本格化の初期の段階にあると云 うことがで きる。 今後の普及発達 は,

未導入官庁 への普及 もさることなが ら,む しろ,潜 在的な情報処理需要 のきわ めて大きい既

導入省庁 における利用分野の拡大深化の方向に大き く拡がって行 くと思われ る。

(4)中 央 省庁 の業 務の特徴(他 の分 野と比較 して)

① 中央省庁 の業務活動全体 の包括的共通項がな く適用業務の形態 も・コンピュー タ処理の

対象となる情報の顧 も,ま た処理の方法もきわめて擁 多嚥 わたるためご 部を蹴

ても他に類推 するこ とが困難である。 このことは,中 央省庁の情報処理 需要 を包括的な手
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法 で予測す る ことが難 しく,個 別 の検討 によらざるを得 ない ことを意味 してい る。

② 固有の業務処理(後 出)に ついては 多 くの省庁がそれぞれ独 自に全国を カバーす る出

先機関組織 を持 って おり,,こ れ ら出先機関が担当す る業務に関 して,こ ん ピュ一夕を適用

す る場合には,全 国的なデ ータ伝送網を必要 とす る場合が多い。 このため,き わめ て大規

模 な機器構成 と多数の要員を擁す るコンピュータ ・センターが作 られている。これが、中

央省庁 におけ るコンピュータ利用の一つの大 きな特徴となっている。
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6.2,適 用 業 務

(1)現 在 コン ピュータを保有 してい る省庁に ついて 主 な適用業務を簡略 にまとめてみると第
,

4表 の とお りである。

第4表 官公庁における電子計算機の主な適用業務

省 庁 名 主 な 適 用 業務 省 庁 名 主 な 適用 業 務

総理 府(統 計局) 統計集計 (農 林経済局) 統 計集計,情 報サ ー ビ

警 察 庁 各種 照会,統 計集計, ス

分析 食 糧 庁 輸送計画,経 理,売 買

防 衛 庁 情報解析,補 給管理, 検査,在 庫管理

統計,OR計 算,給 与 林 野 庁 給与 技術計算
,

計算 通産省(輸 出保険課) 輸出保険業務

経済企画庁 △経済分析 (調 査統計部) 統計集計
(経済研究所) (デ ータセンター) 経済分析,情 報検 索

科学技術庁
(航空宇宙研究所等

△航空技術計算等
特 許 庁 出願一般事務,検 索

外 務 省 情報検索,内 部管理
工業技術院(電気試

験所等) △試験研究用

大 蔵省(関 税局) 貿易統計,給 与計算 運 輸 省(航 空局) 補給管理

(理財局) 資金管理 (港湾技術研究
(印 刷局) 給与業務集計 所等) △試験研究用

国 税 庁 国税処理,給 与計算 気 象 庁 予報業務

統計解析 海上保安庁 技術計算

文部省(緯度観測所) △技術計算 郵政省(簡易保険局) 簡易保険業務

(国 語研究所) △語い調査 (電 波研究所) △電波観測

(数理統計研究所) △統計数理 労 働 省 職業紹介,失 業保険業

(官 房統計課) 統計集計、人事記録
(労働 市場センター) 務

厚 生 省 (労災保険業務室) 労災保険業務

(官 房統計調査部)

(国立ガンセンター)

統計集計

△技術計算 病床管理
,

(統 計調査部)

建 設 省

統計集計 給与計算
,

社会保険庁 厚生年金,国 民年金業 (土木研究所等) △技術計算

務 国土地理院 △技術計算

農 林 省
(官 房経理課) 給与計算 (注)△ 印は試験研究所

,

(2)中 央 省庁 におけるコンピ ュー タの適用業務は大別 して①共通業務,② 固有業務,③ 政策立

案のための情報処理業務の三つ に分類 で きる。(こ のほか付属試験研究機関等における純粋

な科学技術計算用等の利用方法 もあ るが,こ れは中央省庁 が営む国の行 政機能 とい う観点か

らはやや異質のものであるので,こ こでは除外 する。)
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① は各省庁において共通的に行なわ れている業務で ある。一つは統計業務であ り,他 は給

与計算,人 事管理,厚 生,共 済,物 品管理,予 算決算等の組織体 に共通す る内部管理業務で

ある。

② は各省庁が行な う固有の事業 であって,夫 々独特の機能を もち,民 間企業 にはないもの

であ り・,大規模なシステムを構成 してい るのが特色である。

③ は,政 策の企画,立 案のための基礎資料 の提供等高度の意思 決定 にっ らなる情報処理業

務であ って、一 つは経 済 分析 等 その他 各種 の分析計算業務であ り,他 は,情 報提供のため

の検 索業務である。

この分類に即 して概観 すると① は コンピ ェー タの利用形態と しては最も基礎的かつ定型的

なもので ある。 この うち統計業務にっいては,大 量の統計を定 期的に(多 くは各種統計 月報

の形で)集 計,公 表 している経済官庁 は
,殆 ん どが統計業務の処理 について コン ピュータを

利用 しているが,そ の利用度 は未 だ十分 とは云えず,コ ンピャ一夕化 されて もよい統計が数

多 く残ってい る。 内部管理 につい ては コンピュータの基礎的な適用業務と考 えられ るにも拘

らず現状 はこれを実施 してい る省庁の数は意外 に少ない。

② の固有業務処理は現在の 中央省庁 におけ るコンピュータ利用の主流をなす分野で ,大 規

模な 機器構成 と全国的なデータ伝送 網を備え,広 域迅速処理を行 なうものが多い。③ の うち

情報検索 は今後,重 要度 を増す と思 われる企画立案部門におけるコン ピュー タ利用形態であ

るが,こ れに本格的に とりくんでい る省庁は2,3を 数 え るにす ぎない。 また
,分 析や予測

等の ための計算につ いても これを本格的,経 常的 にとりあげてい るところは極 めて少 ない。

以下 この分類に従 って各省庁におけ る適用状 況を概観 しよう。

① 共通業務,

a統 計 業務

国が行 なう統計調査は,き わ めて数 多 く,か つ大規模,定 期的な ものが多い。 と くに情報

量の多い,各 種 のセンサス,基 礎的経済統計類の集計,解 析業務は,コ ン ピュータ適用の最

も早 く行なわれた分野である。

現在統 計業務への適用を主 たる 目的と して コンピュータを利用 している省庁は,総 理府統

計局 ・大 蔵省関税局,お よび厚生省 ・通産省,労 働省,農 林省,文 部省等 の調査統計担当部

局であ り,運 輸 省,林 野庁 にも この 目的の導入計画がある。,

現在の統計業務の主な内容 は,単 純な分類 集計 による一次統計の作成,こ れをやや加工 し

た2次 統計 の作 成,必 要 に応 じ随 時行 な う原 デー タか ら の特 殊 分類統計 の作成等 とな

一145一



っているが将来各種の高度な統計解析手法が統計業務のルーチ ンと して開発実施される余姓

は大 きいものと考 えられる。

b内 部管理

内部管理に コン ピュー タを適用 している省庁 は意外 に少な く,た とえば給与計算 ・補給業

務,輸 送 計画 等を とっても外務省,国 税庁,防 衛庁,食 糧 庁等が代表的な ものにあげられる

に過ぎない現状になっている。 しかも出納業務一般や予算決算業務等への適用は検討段階の

域を出ていない。

② 固有業務

固有業務は次の様な類型に分類することができる○

(a)年 金,保 険業務

等

庁

省

省

省

介

庁

険

紹

保

産

政

働

法

案

会

照

社

通

郵

労

銀

替

蓋㈲

,

庁

省

省

庁

許

働

輪

他

家

の

特

労

運

気

そθ

厚生年金保険,国 民年金,船 員保険

輸出保険

簡易保険

失業保険,労 災保険

犯罪手口照会,ぞ う品照会,銃 砲登録,運 転免許不正取得防止

(運転者管理センター計画)

特許出願一般事務,検 索

広域職業紹介

(自動車検査登録業務計画)

気象予報

(気 象資料 自動 編集中継装置設置計画)

農 林 省 生鮮食品市況情報 サービス

これ らの固有業務 システムは現在中央省庁に おけ る コンピ ュータ利用 の主流を 占めるもの

であ り地方出先機関,地 方公共団体等 との間に全国的なデ ータ伝送網を組織 し・大規模な機

器構成と多数の専 門職 員を擁す るものが多い。 しか しながら コンピュータ導入の主たる動機

が情報量 の爆 発的増大 に対処 し人員,経 費の節減を図るとい うさ しせ まった もので あったこ

と,業 務の性格上各省が独 自に システムを開発せ ざるをえなかった こと等の理 由によ り・事

前のシステム分析が不十分で,必 ず しも所期 の効果 を発揮 で きない ところ も相当数みられる。
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このため各省庁間の利用状 況に も相当の格差があらわれ ている。

③ 政策立案の ための情報処理業務

a経 済分析,そ の他の分析計算業務

各種経済指標の統 計分析 さらにエコノ ミックモデル等 の適用 により日本経済の動 向,産 業

別動向等を的確に分析把握 し,適 宜,適 切な行 政運営に資す るものである。

統計業務をコンピュータにのせてい るところでは何らかの この種の利用を伴な うのが通常

であ るべ きであるが,分 析手法 の未整備 等の理 由により,多 くは散発的な利用に止まってい

る。 これを本格的にとりあげ,経 常業務化 しているのは,経 済企画庁 と通産省程度 である。

b情 報検索業務 および情報サー ビス

情報検索業務 とは,産 業情報,貿 易情報,海 外情報,科 学技術情報,法 令情報,そ の他の

情報を蓄積 し・イン フォメーシ 。ン ・リトリーバルの手法に より,求 めに応 じて随時必要 な

関連 情報 をと り出し,提 供す るもので,そ の窮極 目的はあらゆる政策企画,立 案,判 断の基

礎資料 を提供す ることであ り,応 用範囲はきわめて広い。

しか しながら,こ の業務 は原情報の蓄積更新,検 索手法 の開発等に多大の費用 と時間 とを

要す る一方,か かる情報提供組織化の必要性 と意義 に対する認識が十分でな く,且 つ技術的

に も容易な ものではないため,こ れを本格的に とりあげている省庁 は少ない。 事例と しては

通 産省 デー タセ ンター(産 業経済情報)お よび外務省(公 電,公 信を中心 とする外 交情報)

が あるだけである。
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6.3.今 後 の 見 通 し

すでにみた ように官庁 におけ るコンピュータ利用の現状 は固有業務の 適用が主体で あり・

行政 の意思決定 に必要な情報処理に充分活用する段階には至っていない。

社 会経済活動の複雑化,社 会発展 のテ ンポの加速化 に伴 い,行 政需要は近時 ・急 激に拡大

して きてい る。このよ うな事態 に対応 した迅速かつ的確な行政運営の遂行 にあたっては,行

政事 務の合理化,行 政 の質的な向上が 不可欠 の要請となる。 ここに コン ピュータの行 政判断

業務等への活用が 指向されるゆえんが ある。現在 ・官庁の一部 において経済分析 ・行 政判断

に必要な各種情報 の検索 サー ビス等を通 じ,政 策の企画立案に直結す る情報処理 システムの

確立が試みられているの もその一つの あらわれである。

官庁における情報処理 の高度 化の真の実現 のためには,情 報の有機的,総 合的利用 が可能

とな るよ うな情報処理 機能 の確立が 図られな ければならない。それには ・第1に ・個々の官

庁内 における情報 処理体制の確立 と情報処理機能の統一性の確保 が必要で あり ・第2に ・ネ

ットワ_ク の確立 による官庁相互 間の情報交換 機能の実現 が必要 である。 また ・第3に ・情

報の種類 によって は,地 方公共団体,民 間を も含めた国家的規模で ・さらには ・国際的規模

での情報交換機能 の有機的結合が必要 となろ う。 しか しながら ・これ らの 機能 は ・い っきに

実現す るものでな く,そ の実現のプロセスと しては ・個々の事務処理の合理化 お よび 自動化 ・

サブ システムの積 みあげによらなければな らないで あろ う。

(1)固 有業務.

現 在,年 金,'保 険,登 録,紹 介等各省庁 独自のシステム開発がす でに相当程度進んでお

り,官 庁におけるコンピュータ利用としては,最 も進 んでいる分野といえよ う。 しかしなが

ら現行業務の中に は,国 民に対す るサ ービスの向上等の 見地から未開拓の分野 も多 く・また ・

機械化の度合をみ てもその深化が充分であるとはいいがたい。 さらに,各 省庁 間の固有業務

の中 には例 えば,所 得 に関す る資料が,年 金,保 険 ・国税等異な った数種の固有業務 の資料

と して使え るとい うよ うにデータの要素にかな りの共 通性がみ られる。官庁用 ネ ッ トワーク

システ ムの進展による情報の有機的利用が残され た課題となろ う。 また ・固有業務 の実施に

伴 い収集 され,発 生す る諸情報の中で特許情報 ・海外情報 ・立地情報 ・気象情報 等特に民間

企業等で需要の高いものについては,そ の供給ネ ットワークの実現が図 られることになろ う。

(2)共 通 業務

① 給与計算,人 事管理,物 品管理等 の内部 管理業務は ・現在最 も遅れ た分野であ る。 官庁

では,一 般 に民 間におけ る程厳 し く経済性が追求されないことな どか ら ・その開発が遅れ
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ているものと考 えられ るが,行 政の非効率性排除の要請,さ らに構造的な問題となってい

る労働需給の逼迫等の要因に より,こ れら業務 の機械化も近い将来において急速な発展を

遂げるものと考 えられ る。

内部管理 の個 々のシステ ムの開発は,官 庁 の トータル システムの要素をなすものであ り,

それが将来一体化 され ることに より,例 えば予算 の効率的な編 成や管理を行 な うために有

効なデ ータを提供 す る等,総 合的情報処理 機能 の確立が図られ ることになろ う。

②1統 計業務 は コンビ=L-'タ 利 用の最 も浸透 しているものの一つであるが,各 省庁が閉鎖的

にこれ を行 ない ・データ交流は・ほとん どなされ ていない状況にある。統計 は',デ ー タの共

通利用が可能な ものの典型である。各省庁が保 有するデータを相互に有効利用する ことに

より,行 政 自身の一体性,有 機性 が保証され ることになる。 したが って,官 庁間ネ 。トワ

ー クの形成 さらにデータバ ンク機能 の確立が必然的 に進展することが予想 される
。また,

行 政サ ービスの一環 として民間団体,企 業等に対 し官庁の保有 する諸統計を必要 に応 じて

層
迅速 にサ ービスす るネ ッ トワークの形成 も実現す るものと考えられ る。

(3)行 政部 門における独 自の通信網の確立

官庁間のネ 。トワークの形成は,上 記諸事情か ら考 えて,各 省庁のシステムが確立された後,

これ らの システム間で徐 々に形成されてゆ くことになるであろう。特 に ・スイ ッチ ング機 能

をもったオンライン ・コン ピュー タシステムは,最 も効率的で実現可能性 のある体系 と考えら

れるが ・そ の実現にあた っては各省庁(地 方公共団体 も含めて)が 必要に応 じて 自由にネ ット

ワークが組める体制が整備 され る必要が あろ う。

(4)国 際ネ ットワークの形成

科学情報の ような ものは本来グ ローバル,ワ イ ドに流通す る性質 のもので あり,ま た,経 済

情報にして も経済の国際化 の急速な伸展に伴い一国の枠 を越 えた国際性を もつ ものとな ってき

ている。政治,経 済,文 化のあ らゆ る面において国際化が進展してい る今 日,行 政 においても

国際的視野 にた った判断が要請 され る場合 が多 くなってい る。 ここに国際的規模での情報交流

国際ネ ットワーク形成 が必要とな って くる。情報交流につい ては,現 在,国 連OECD,

ア イ ソレパρット等におけ る国際協 力の動 きほその萌 芽をみ ることができるが,と のよ うな動 向

に積極的に対処し国際的情報流通機能の確立を図 っていくことが必要となるであろう。
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6.4.今 後 の 問 題 点

官庁 における情報 処理 の現状 とその展望を概観 したとき,い くつかの問題 点を指摘す ること

がで きる。それは例えば,導 入 段階におけ る予備調査や システム設計の不備,利 用における各

省庁間の格差の 存在,情 報の有 効利用体 制の欠如,組 織 ・要員等の問題である。

これ らの諸問題は,現 在すでに各官庁の情報処理進展 の阻害要因 とな つているが,将 来官庁の

情報処理が一層高度化 してい く過程 においてますます増 巾される性格のものである。 したがっ

て可能 なものか らできる だけす みやかに解決策が講 じられなけれぽならないで あろ う。

官庁 の情報処理がかかえてい る主な問題点を列記すれば次の ようになる。

① 導入の予備調査,シ ステム設計の不 備

② 各省庁 間におけ る利 用上の格差 の存在

③ 対象業務 と して未 開拓な分野が多 く存在すること

④ 情報の有効 利用体 制の未確立

⑤ 情報処理要 員の養成 ・確保の困難性

。待 遇上の問題

。適切な教育機関の不足

。定員の不足

。省庁内 ローテ ーシ ョンの問題

⑥ 制度お よび組織に関す る問題

。コンピ ュー タ,シ ステムに合わせた関連事務の処理手続,法 規類の未整備

。コンピュータの効率的な運用のための担当組織の未確立

⑦ 標準化の未確立

。デ ータ ・コー ド

。ソフ トウェア(プ ログラム言語,各 種サ ブルーチ ン)

。ハ ー ドウェア(入 出力機器 のインターフェイス等)

⑧ 通信回線

。使用料が高いこと こ

。高速回線が 少ない こと

。共 同利用に対す る規制
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6.5.事 例

6.5 .1.労 働 省(労 働市場セン ター)

(1)概i況

労働省 内で コンピュータシステムを最 も広範に導入 してい るのは労働市場セ ンタ_で,下

記の業務が扱われている。

① 広域職業紹介業務

一般求職者 を対象とするもの40年12月 か ら開始'

新 規学校卒業者を対象 とす るもの41年6月 から開始

② 失業保険期間通算業務40年4月 か ら開始

.③ 失業保険徴収業務 … … …41年4月 か ら開始

④ 統計 業務 … … …40年11月 か ら

このほか労働 省内では ・労働基 準局労災保険業務室で ,労 災保険業務を コンピ ュー ター処

理 してい るほか,統 計調査部で,一 般的な労働統計を扱 っている。

使用 コンピュー ターは労働市場セン ターはUNIVAC1108労 災 保険はUNIV

AC皿 調査統計部はOUK9300で あ る。

(2)適 用 業務

① 広域職業紹 介業務

現在 全国 に460ケ 所 の職業安定所があ るが,そ こに出される求人,求 職 は,ま ず第一

義的 には同一安定所管内で充足を図 るよ うに している。

同一 管内で充足 し得なかった場 合 ・あ るいは他管内 に移 ってもよい,ま たは移 りたい と

い う求職者のために ・また他管内か らで もよい,と い う求人者のために,こ の広域職業紹

介が行なわれ ・これ らの情報は全部中央 のセン ターに集中され,そ こで処理 され,そ こか

ら新たな情 報が全国に伝送 され る。
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業務の伝達 メカニズムの概要 は第1図 に(こ の形 は,他 の業務にも共通),広 域 職業紹

介のア ウ トラインは第2図 に示す通 りである。

第1.図 業 務 の 流 れ

安 定所 ・地 方 庁一
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ー
ー

ー
」

労
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市

場

セ
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ー

(全国6ケ所)
地 方 庁 中継局

「 －ll

集配 信

装 置

中

継

装

置

郵 送

,/

中 央 交 換 装 置
→

← 一 電 子 計

一

結 果 票

集 装

配
へρ 信 置

＼

結果 禦 ぎ ん 孔

タイプライタ

安定所 ・地方庁
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第2図 職 業 紹 介 業 務 の 流 れ 図

変更等 の
資 料
(各 種)

一

一

求職票

v

求 人 票

v

}

1

安
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所

↓

① 内容のチエ ソク

◎ さん孔 タイプライ タによる紙 テー プ

さん孔

③ さん孔結果 のチェ ック

① 求人者、求職者の指導

② 連絡求人の受理

③ 紹介あつ旋

④ 他の安定所との連絡紹介

/

デー タ伝送

＼

労

働

市

場

セ

ン

タ

ー

＼

求人者
台 帳
ア ー フ

↓ ↓

データ伝送又は郵送/

デー タ 求職

テープ 乱 撃

↓

連 絡

求 人 票

求職情報
求人情報

o

コンピュータによる

照合・索出・記録、計算

① 各種労働市場 情報 の作成

各種労働
市場情報

一

/
/

② 求人、求職の照合

③ 連絡求人票の作成整理

a安 定 所で受理 した求人,求 職および紹介の結果 等はデー タとして,デ ー タ伝 送システ ムに

よつて,直 ち にセンターに報告 され る。

bセ ンターでは,こ れらの報告 に基づ くデー タや他の業務から得 られ るデー タを用いて,求

人情報,求 職情報,労 働条件に関す る情報な どの労働市場情報を作成す るほか,特 定 の職歴

(ト ラック運転手,旋 盤工等の職歴)に ついては,求 人,求 職の照合を行 ない,求 職に見合

う求人 の状況を照合求人一覧表 として作成 し,安 定所 に通知す る。

c安 定所では,こ れ らの労働市場情報 に基 づいて,求 人者,求 職者 の指導 等具体的 な職業紹

介を行 な う。
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② 失業保険業務

失業保険 業務 としては,失 業保険期間通算 業務,失 業保険料徴収業務 とがあ る。

;失 業保険期間通算業務

昭和40年 の 失業保険法の改正に より,「 被保険者 と して雇用された期間の通算による

給付 日数の決定」が実施 された。

す なわ ち,従 前の やり方では,失 業直 前の職場 における雇用期 間(保 険料納入期間)に

応 じて しか,保 険金 給付を受け得なか った(従 前の職でかけた保険料 ま・かけすてになつた)

の が,こ の改 正により,従 前の職場 における雇用(保 険料 納入)期 間 も通算 して計算され

ることになつた。

業務の フローは第3図 のとおりである。

b失 業保険料徴集業務

従来,都 道府県庁の失 業保険課が,徴 収の事務を行 なっていたが ・その業務の担当部分

が,中 央 のセ ンターで処理され ることになつた。

業務 のフローは第4図 の通 りである。
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第3図

安

定

所

失業 保険 期 間 通算 業務 の流 れ 図

離 職 票

(受給資格決定)i支 酬

二N7
変 更 届

(各 種)

労

働

市

場

セ

ン

タ

ー

① 内容のチ ェック

② さ ん孔 タイプ ライタによる

紙テープ さん孔

③ さん孔結果のチェ ック

デー タ伝送

給付日数の決定

不正受給の調査発見

被保 険
台帳テープ

タ

ブ

「

}

デ

テ

各種索引
ア ブ

コ ンピ ュー タに よ る

照合 索 出 記録 計算

台帳テープの作成(資 格取得)

所定の記録(変 更等)

継続雇用期間の計算(資 格喪失)

通算対象期間の計算(受 給資格の決定)

所定給付日数の計算

給付 日数の記録

調査対象受給資格者の検出(給 付)

所定給付日
数一覧妻l

r

デー タ伝送又は郵送

1

騨

a失 業保険 については,昭 和40年4月 か ら,同 一事業主に雇用された場合 だけでな、く,い くつ

かの事業主 に雇用 された場合でも,被 保 険者 として資格 のあつた期間を一定の方法で通算 して保

険金の支 給を受けられ る日数を定めるいわゆ る期 間通算 制度が実施 され ることとなつた。

b労 働市 場セ ンターは,こ の新制度の実施 に伴 い,各 公共職業安定所からデー タ伝送 システムに

ょって報告 されて くるデータを被保険者 ご とに台帳テー プとして記録 し,必 要に応 じて被保険者

として雇用 きれた期間を算定 して,失 業保険金 を受け られる日数を計算 し,こ れを公共職業安定

所に通知す る。

cこ れによ り,安 定所では受給資格者 に対 して所 定給付 日数の決定を行な う。
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第4図 失業保険料徴収業務の流れ図
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③ さん孔結果の チェ ック

① 調査決定

② 収 納

∧

デー タ伝送

竃 ㌶ ⑳
一1
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「 一 一1

データ伝送又は郵送1
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郵 送

:

各 種

内 訳書

各 種
一琴

L∠

納入告知書

督 促状等

＼ソ 、

oコンピュー タによる

照 合 索 出 記 録 計 算

① 台帳テープの作成(事 業所台帳)

② 保険料の計算、追徴金の計算

③ 納入別内訳書の作成

④ 申告納勧奨状の作成
已

⑤ 納入告知書の印書作成

⑥ 督促状の印書作成

a事 業 主か ら徴収す る失業保険料 は、 各部道府県 の失業保険主務課 において会計機 を中心 とし

た手作業 によつて徴収補助簿(事 業所ごとのカード)に 記入 し、 処理 され てきたが、 昭和41年

度か ら各事業所 ご との徴収状況 を労働市場 センターの磁気テー プに記録 し、 必要 に応 じて事業

主 に対 して納入告知な どを行 な うことになつた。

b地 方庁では事業主から提 出され る適 用届や銀行、 郵便局などから送られてくる領 収済通知書な

ど に基づいてデー タを作成 して センターへ伝 送す る。

cセ ンターでは これ らのデータに基づ き、事業所 ご との徴収台帳テープの作成整理、納入す べ

き保険料等の計算,納 入告知書,督 促状の印書等を行ない未納の事業所 に対 して納 入告知書・督

促状を直接センターから発送す るo
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③ 労災保険業務

労働省労働基準局の業務 と して,労 災保険料 の徴集と給付がUNIVAC正 を 使って,処

理されてい る。

a徴 集業務(第5図)

。徴 集 ・収納データをさん孔紙テープで中央 に送 る。

。債権管理 マスター,磁 気テ ープに登記

(従 来 は地方局で徴集原票 として登記)

第5図 徴集収納 関係処理 システム
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b給 付 業務(第6図)

。各監督署で支払われ た保険給付は,「 支払調査 票」 に記載 して中央に送 られる。

。1件1枚 の カー ドで処理 して次の ような算定を行な う。

① 給付 関係 業務統計(月 報,年 報)

② 継続 メリッ ト計算の給付額算定

③ 有期 メ リット計算

④ 労災統計

第6図 給付関係処理システム
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請 求 書

ー

1
博
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↓
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∀

カ ー ド パ ン チ

給付関係
業務統計 災害統計

労 災統 計
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④ 統計業務

労働省 内における主 な統計事務は,大 部分 は統計調 査部製 表課の機械室で処理 されて

い る。機械の容量が小さ く現在の と ころ,磁 気テ ープも設置されていないので,デ ータ

ファイルは原則として行なわれず,専 らデータ集計が行 なわれ ている。

技術計算や,特 定 目的 の行 政企画のための情報処理 は,散 発的に外注で行なわれてい

るに過 ぎず,統 計調 査部 は省内デー タ ・センターの役割は果 していない。

(3)コ ン ピュータ導入の効果 と影響

① 広域職業紹介業務

a職 業紹介が広域化 し,労 働 力の流動化に寄与 した。

従 来は求人 に対す る求職者 ・求職に対す る求人先の発 見は郵送によっていたから ・全国

向けに画一 的に提示す ることは不可能で,経 験的に 「あ りそうなところ」へ発送 していた。

これが,全 国画一的 に(地 域を限定 した求人,求 職者にはその限定範囲で画一的 に)情 報

交換が行なわれるようにな った。

また,従 来 は郵送事務 のわずらわ しさから,極 力同一職安管内で解決するよう努めるの

で適材 適所主義が貫かれに くか った。

b職 業紹介が迅速化 した。

。 第一次的 な情報交換,第 二次的 な求人,求 職条件問い合わせ等がすべ て郵送から

電送に変 った。

。 求人,求 職情報は,バ ッチ ・システ ムでは あるが毎 日処理 されているので,そ のス

ピー ドは極めて迅速 である。

。 専門,技 能職については,条 件の照 合が迅速に行 なわれる。(職 種 ・年令,賃 金,

熟 練度,地 域 の各項 目)

c職 業安定所 ・都道府県職業安定課 における業務の軽減化が図られた。

。 職安における広域紹介事務のための要員が減 った。

。 都道府県庁及び職安で統計事務 にたつさわ っていた要員が減った。

。 しか し職安においては,管 内紹介 事務量 の増大にとらわれて,必 ず しも ・人員減 と

はな っていない。

d主 として賃金水準に関す る広汎な統計情報の活用によって,職 安窓 口における適 切な

指導がはかられるよ うになった。

② 失業保険業務
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a期 間 通算業務

(a)こ の 期間通 算方式 は,コ ン ピュータの 導 入 を前 提 と しては じめて可能 となったもの

で,人 手 で行なう場合 には.,2,000人 の増員を必要 と したで あろ うといわれる。

(b)資 格 取得者一覧表 と,所 定給付 日数一覧表 とを照合 して,不 正 受給 者 を 発 見 し'不

正受 給を なくすることができる。

従来 は,事 業主か らの資格取得届を当該 職安の支給台帳と照合 して ・発見に努めていた

が,当 該 職安内に限定されている ことと,仕 事 の煩雑 のために徹底を欠いた こと等により ・

十分な効果をあ げ得 なか った。

b徴 集業務

都道府 県庁 の失業保険課 の業務が大幅 に簡素化され た。

その主なものは

(a)徴 収補助簿 の整備

(b)収 納 保険料の記録

(c)未 申告事業 所の抽出

(d)申 告納付勧奨状の作 成発送

(e)納 入 すべき保険料の計算

(f)納 入 告知書の作成,発 送

(g)督 促状の作成発送

(h)諸 資 料の作成

都道府県庁の失業保険課の徴集係の定員は,全 国で520人 で あるが 馴この定員は昭和

29年 以 降変らず,業 務量の増大に耐えかね て来 たが ・コンビ=一一タ化に よって人員に余

裕ができて,従 来怠り勝ちで あった事業所に対す る申告納付の指導,保 険料申告 の検算あ

るい は過小 申告 の防止等を徹底 し得 るように なった。

③ 労災保険業 務

地 方労働基準局が行 っていた徴集,支 給 事務等が中央で行なわれ ることになった結果 ・そ

の余剰能力を

{a)保 険 算定,保 険 給付 についての 審査の精密化

(b)保 険 給付(支 払)事 務の迅速化な どにより ・窓 口事務の強化 またはサー ビスの向上

(c)保 険 料算定調査の実施率の引上げ,未 加入事業所の完全把握な どにより保険料の適正

徴収等方外活動の積極化
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にむけている。

④ 統計業務

集計事務の合理化 に主たる目的を置いているので,一 般的な合理化効果以外 には特に大

きな変化は見られないが.副 次的にはい くつかの効果を指摘す ることができる。

(a)毎 月勤労調査統計 が迅速化 し,(従 来2～5ケ 月,現 在1ケ 月後発表)経 企庁 は じめ

需要先の利用度が高まり,一 方では従来作成 していた 「速報版」が不必要 とな った。

b)総 理 府統 計局の事業所 センサスの調査対象企業を母集 団と して利用 しやす くな った。

(.現在 カー ドによる伝達,将 来は磁 気テー プ間伝達)

(c)抽 出調査の場 合母集団からの抽出が合理的になった。

(4)利 用 業務の量的変化

利用業務の量 的変化は,次 表の通 りである。

第5表(単 位LOOO桁)

42年3月 43年3月 48年 推 計 備 考

失業保険期間通算関
係

台帳 ファイル(D 3,680,000 5,750,000 8,000,000 将来5人 未満事業所共通

入 力 量(週) 40,000 40,000 40,000

出 力 量(週) 9,000 10,000 15,000

失業保険料徴収関係

台帳 ファイル(2) 324,000 378,000 850,000 同 上

入 力 量(週) 10,000 11,400 25,000

出 力 量(週) 10,000 11,900 25,000

職業紹介関係

台帳 ファイル(3) 28,000 32,000 150,000 将来 リアル タイム化

入 力 量(週) 2,600 2,900 15,000

出 力 量(週) 13,000 14,300 70,000

デー タ伝送

入 力 量(日) 13,000 15,000 25,000

出 力 量(日) 9,000 9,000 40,000

(注)(1)43年 の 対象人員は2,500万 人 ・48年 で は5人 未 満事業所の強制加入 制を

前提と して3,500万 人 。

(2)入 力 量が変らないのは ・現在なお追加記入が あるた め,42,43年 が 高 くな

ってい る。

㈲ 業務の リアル ・タイム化を前提 としている。

(広 域紹介の範囲の拡大を含む)
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(5)将 来計画

① 将来予定されている計画として最も大きな ものは,職 業紹介業務元)リアル ・タイム化である。

現在でも特殊技能職業については,求 人 と求職 とが,コ ンピュータの中で ・職種 ・年

令,賃 金,熟 練度,地 域の5項 目につい て照合 し,合 致 したもののみ を求人番号 を付 し

た個人ベースで,当 該 求人,求 職 安定所に送 るとい うシステ ムを とってい る。

将来 は,こ の システムを全職種に拡大 し,ま た広域紹介のみならず ・管内の紹介 も一

且 センターへ送 る(と い っても,リ アル タイムだから瞬時に返 って来る)と い う画一化

によって業務 の能率化を図る こと も考えられる。

② 失 業保険業務 と労 災保険 業務 とを合同化 して処理す る構想 もあるが ・下 記のよ うに問

題が多く,方 針決定 に至っていない。

(a)徴 集期間の相違(失 業 は毎月確定払,労 災は1年 分全納または4回 分納 ・確定払 ・概

算払併用)

b)徴 集額 決定方法 の相違(失 業は画一料 率,労 災 は災害発生 可能性 の大小によ り多様料

率制)

(c)対 象事業 所のとり方の相違'

固 所管局の相違から来 る行 政組織上の問題

6.5.2.警 察 庁

(1)概 況

わ が国のめざ ましい社会経済 の発展,国 民生活の 高度化,多 様化に伴 ない ・犯罪の広域化 と

スピー ド化,モ 一夕 リゼーシ.ン の進展 と交通事故の深刻化 ・都市 構造の変化 と都市 周辺にお

ける犯罪の多発,海 外交通 の活発化 と渉外事業の増加等々,治 安 情勢 もその様相が著 しく変化

し,こ れに即応 する警察運用を行な うことが きわめて強 く要請 されてきている。第一 線警 察か

ら発せられる手配や照会は一 段と頻度を増 し,管 理機能の高度化のため調査,報 告もよ り密度

を増 してきている。

このよ うな情勢に対処 し,全 国的 な警 察 機構の 「情報 管理体制」 を飛躍的 に整備強化するた

め,警 察庁 においては,昭 和34年 以 来,コ ンピュー タ ・システムに よる情報処理の機械化検

討を進め,昭 和39年,NEAC-2206を,昭 和42年NEAC-2200モ デ ル300

を導入 し,現 在 オ ンライン方式 で情報処 理を行 なっ.ている。

コンビ=一ータ ・システム(第1図)は,警 察庁 において業務処理に 使用す るコンピュー タな
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らびに警察庁 と50の 都道府県(方 面)警 察本部間で行な うデ ータ伝 送用の コン ピュー タ ・資

料 送受信装 置およびデ ータ伝送回線 よりなってい る。

① 業務処理用コンピュータ

現在NEAC-2206を 使用 しているが,運 転者管理センター業務処理用 と して,さ ら

に大型 コン ピュータ2式 ・中型 コンピェ一夕1式 の増設を計画 している。

② デー タ伝送用 コン ピュータ

現在NEAC-2200モ デ ル300を 使 用 してい る。

③ 資料 送受信装置

テー プさん孔 タイプライタと自動送受信装置がつ ぎのとおり設置 されてい る。

警 察 庁

テープさん孔 タイプライタ6台

都道府県警 察本部

テープさん孔 タイプライタ255台

テープ自動受信装置70台

な お ・デー タ量 のと くに多い都府県 については,昭 和43年 以 降 に1,200ボ_の テープ

送受信装置の設置を計画 している。

④ データ伝送回線

警察庁か らとくVC'近距 離にある若干の県に対 しては電信専用回線を設けているが,多 くは

全国的にネ ットワークが完成 してい る電話 回線 に搬送電信装置を設備 し,電 話 と重畳 してデ

ータ伝送 を行 な う回線網を構成 してい る
。

(2)適 用 業務

現在 ・警察庁で行な っている主な コンピュータ適用業務は,① 犯罪手 口照合,② ぞ う品照合,

③ 運転免許不正取得防止照合,④ 銃砲登録照 合,⑤ 各種統計作成の業務である。

① 犯罪手口照合

犯罪の捜査に際 し・その犯行の手 口から捜査の端緒をつかむ犯罪手 口制度は長年 にわたつて

実施されて きてい るが ・大量の手口資料を迅速かつ完全に調査 して必要な資料を とり出 し,

広興化 ・スピー ド化す る犯罪に対 し有効適切な捜 査活動を進め るため ・昭和41年1月 から

旅行犯 に関する事務を コンピュー タ ・システムを利用する体 制に切り替えた。

強盗 ・窃盗 ・詐欺の被疑 者が逮捕 されたときに作成され る犯罪手 口原紙 は警 察庁へ送付 さ

れて ・犯 罪の態様 ・侵入 口と侵入方法 ・物色の方法,目 的物,言 語と話題,性 癖,特 異手段
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などが所定の コー ドに従 って数字情 報に書き改 められ,「 犯罪手 口資料 」と して コンピュ

ー タ(磁 気テー プ)に 記録保管する。

同様 に事件が発生 したと きに作成 される 「事件手配」も コンピュー ダに記録 ・保管す る。

警察庁では,毎 日全国の者防 府県警 察か ら送られて くる これ らの 資 料につい て,つ ぎの

よ うな照合作業を行 な っている。(42年 末 の記録は275,000件,42年 度 中の照 合

は892件)

a手 口対照

新 しい 「事 件 手配 」 を 「犯 罪手 口資料 」と照合 して ・同様 の手 口を もった前歴者を捜

しだす。照 合項 目の状 況によって索出され る資料数 は数件か ら数十 件あるが,こ れ らの個

々について警 察庁で在監調査な ど必要な調査を行ない,捜 査の必要を認められる被 疑者 に

つ いて犯罪手 口原紙の コピーを作成 し手配 した 都道府県警察本部へ返送する。

b同 一犯行 調査

「事件手配」 のうち,特 に注意を要す る もの は,フ ァイルされてい る 「事件手配 」の中

か ら同一犯人に よる犯罪 と認め られ るものを索出 して検討を加え ・犯 罪の動 向を分析す る

とともに ∫関係都道府県警察本部へ 「参加通報」する。

c余 罪対照

犯人を検挙 した際,そ の行動や環境などから判断 して他に も同様 の犯罪を犯 してい ると

考 えられる場合 は,そ の犯罪手 口をもった未検挙の 「事件手配」が ファイル されていない

かを照合する。 関係都道府県警察では ・照合の結果索出回答 され た資料 にもとついて余 罪

捜査を行 な う。

d氏(異)名,身 体特徴な との照 合

被疑者の氏名や異名,ま たは身体特徴な どの手がか りが得 られた場合は ・これ に該当す

る前歴者を発 見 した り,被 疑者が判 明 した場合にその立 回 り先や共犯関係を調査す るため ・

各 都道府県警察か らの照合に応 じて,必 要な資料を 索 出回答する。

② ぞ う品照合

窃盗,詐 欺な ど財 産犯の被害 品が入質 ・売却 などされ てい るのを発見 して被害 回復を図

るとともに被疑 者検 挙の端緒をつかむ「ぞう品手配 制度」 も長年実施されてきているが,被

害品が短時 間の うちに遠隔地 に持 ち運ばれ てしま う傾向に対処 して ・ぞ う品照合事務 の う

ち,昭 和39年11月 か らは 「カメラ」につい て・昭和40年10月 か らは 「自動車」6'

よび 「オー トバ イ」 についてそれぞれの事務を コンピ ュータで処理する ことになった。
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カ メラ,自 動車 またはオー トバイの被害届を受理 したときは,被 害年月 日,機 種,製 作

番 号(登 録 番号)な どを 「ぞう品小栗」に記入 し,そ れぞれの都道府県警 察本部でその内

容を紙テープにパ ンチ した上,テ レタイプで警察庁 へ手配す る。 また,ぞ う品 の疑いがあ

るカメラ,自 動 車 また は オー トバ イを発見 したときは 「ぞ う品照会票」を作 成の上,全

国からの手配 資料 中に該 当がないかを照会す るため,テ レタイプでその内容を警察庁 へ照

会す る。

警察庁では,毎 日全国の都道府 県警 察か ら手配 および照会 され た資料を コンピュー タによ

り磁気テー プに記録 し,す でに記録 されてい る資料をも含めて,手 配資料 と照会資料 との

間で照合作業を行 ない,製 作番号 な どが一致す る資料 を索 出して,テ レタイプ通信網を介

して照合お よび手配 の各都道府県警察 へ返送する。

各都道府県警察本部 では,警 察庁か ら返送 された受信テ ープをさん孔タ イ プ ライ タ に

よ って印字 し,こ れを捜査活動の参考資料と してい る。

(42年 末 の記録 は516,000件,42年 中 の照合は1,165,000件)

③ 運転免許不正取得防止照合

全国 の各部道府県で行 なわれ ている運転免許試験の合格者の中には,運 転免許を取 り消

され てか ら1年 未満の者,免 許 停止の行 政処分 中の者,無 免許運転を して処罰 された者な

ど・運転免許を与え ることができない ものが まぎれ込んでいることがあ る。 一部の運転 者

は ・行政処分を受けたとき,あ るいは行政処分を受けることが確実な違反事故 を起 したと

きは ・いちはや く他の都道府県 に住所 を変更 して運転免許 試験 を受け,多 数の合格者に ま

ぎれ て不正 に運転免許 を取得 しよ うとするか らである。 したが って,各 部道府県公安委員

会は免許証を交付する前に ・みずか ら取 り扱った事件や処分 だけでな く,全 国 の各公安委

員会で取 り扱 った事件や処分に ついても確実にこれをチ ェックし,運 転免 許の不正取得を

防止 しなければな らな い。 最近 の ように運転免許試験合格者が増加す ると免 許を与えるこ

とが適当でない と認 められ る交通違反者 も著 しくその数が増加 して くるが,そ れ とともに

この運転免 許不正取得防止 照合の事務量 も急激に増大 し,コ ン ピュータによって効果 的に

処理す ることが必要不 可欠 となつ てきた。 このため昭和39年3月 コンピュー タ ・システ

ムの運用が開始されると同時 に事務処理方式が切替えられた。

全国各部道府 県で取 り扱 った悪質 な交通違反,事 故および免許の停止,取 り消 しなど行

政処 分の記録は,テ レタイプ通信 網 によ り警察庁へ送付 され,警 察庁で は毎 日これを コン

ピ ュータによりア ップ ・ソウ ・デー トに磁 気テープに ファイル し,一 方,毎 日送信され て
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くる全国 の各都道府県での運転免許 試験合格者 の資料 と,照合 し,該 当する不適格記録が あ

る場合は,こ れを当該都道府県へ返 送す る。各 部道府県公安委員会 では この返送 された資

料を参考 として ・免許の拒 否 ・保留な ど.の処 分を決定す る。

(42年 末 の言E録は594,000件,42年 中 の照合 は4,058,000件)

この処理 の流れを図 示すれば第1図 の よ うになる。

第1図 運転免許不正取得防止照合業務の流れ
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④ 鉄砲の登録,,照 合

猟銃 ・空 気銃 な どに関する行政は各部道府県 公安委員会が銃砲 刀剣類所持等取締法にも

とづ き実施 しているが ・所持 許可申請書 の増加,所 持者の住所変更や銃砲の譲渡などの件

数増加 に伴 な う事務量 は大きなものとな ってきてい る。

鉄砲 による犯罪や事故がいかに危険 であるかは言 うまで もな く,適 正な行政に よる不詳

事件 の防止が強 く要 請 されるところであるが,と くに暴 力団などの銃砲の不法入手を排除

するなど ・銃砲の所持許可 に関す る対策 を一段 と強化す る必要があるため昭和42年1月

から コンピ ュータ ・システムによる銃砲の登録 、照合を開始 した。

コンピ ュー タは,全 国 の所持許可されあるいは盗難,亡 失 にかかる猟銃 および空気銃 な

どについて ・銃 の種別,製 作 番号,銃 身長,口 径,所 持許可者の住所 ,氏 名,生 年月 日な

どをマス ターファイル と して保管 し,新 らたな所持許可申請があ った際あ るいは犯罪捜査

の過程 などで銃 砲を発見押収 した際に各都道府県からテ レタイプ通信網を介 して送付 され

て くる資料を週1回 マスタ ・ファイルと照合 して,該 当資料があれば,こ れを当該都道府

県へ返送 し・鉄砲の所持 許可の適正 化ならびに犯罪捜査に資 してい る。

(42年 末 の記録 は740,000件,42年 中 の照合は426,000件)

⑤ 各種統計

治安 の実態に応 じて適切な警 察活動を推進 し,ま た情勢の変化に即応 して長期的な施策

を立案す るためには,適 時適切な統計 は欠かす ことがで きない。 このため ,重 要な統計で

作業量 の多い ものについては,コ ンピュータを利用 して統計を作成してい る。

a犯 罪統 計

全国各地で発生する犯罪,検 挙 した犯罪お よび被疑者については,昭 和41年1月 か

ら ・そ のつ ど作成 される 「犯罪統計原票」1件 ごとにその内容を各都道府県警察本部から

テレタイプ通信網を介 して毎日警察庁へ送信 し,警 察庁 において これを磁 気テー プに記録

蓄積 し・所定の月報 ・4半 期報,半 年報お よび年報を作成 し,全 国の各都道府県警察に フ

ィー ド'バ ックするとと もに必要に応 じて特定の罪種地域 な どについて詳細 な統計を作成

し,捜 査運営に活用 している。

b交 通事故統 計

昭和39年3月 コン ピュー タ導入 と同時 に死亡,重 傷の人身被害 があった交通事故につ

いて ・その統計 の機械 処理 を行 なってきたが ・さらに昭和42年1月 か ら人 身被害 のあ
っ

た全交通轍 に対象を拡大 して犯 罪統 計と同様 の方法で統計処理を行な。ている
。
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cそ の他

犯罪統 計お よび交通事故統計以外に も警察行 政の運営管理に必要 とされ る統計 は種々あ

るが,前 に述べた照 会業務に用い てい る資料 から得られる ぞう品の移動状況 ・運転免許の

行政処分の実態統計 などについ ては,あ らためて調査資料を収集することな く・これらの

資料 を利用 して統計を作成 してい る。

(3)コ ン ピュータ化の効果と影響

① 各種 照合業務

・ 繰 諸 随 府 県警 察本部別に ・・イ・レ・照合 していたの が ・・ンピー 班 よ り・警

察庁に一括管理処理が可能 とな り,広 域化する.各種犯罪に対処 することができるように

な った。

b

c

d

②

a

b

C

ターンア ラウンドタイムが縮少 され,犯 罪の 早期発 見,逮 捕が可能になつた。

同一犯行,余 罪等思いがけない犯 罪の検挙が可能にな った。

その他,犯 人検挙のための総合的な判断資料 の入手が容易に なった。

各種統計業務

各種 統計の総合資料 作成が可能にな った。

複雑な統 計作成が 可能になった。

臨時の統計 および管理用の統計作成力㍉第一線 に再調査の負担 をかける ことな く実 施肛能

にな った。

(4)今 後の 問題

③ 一部 業務の リアル タイム化

照合業務の迅速化 を図るため,ろ ビー ドが要求される業務か らリアル タイム化する必要が

ある。

② 大容量ランダムア クセス ・ファイルの採用

情報量が増大す るとともに,リ アル タイム化が予想され,そ のために も,大 容量の ランダ

ムアクセス,フ ァイルの採用 が望まれ る。

③1/O装 置 の改善

高性能 なCRTデ ィスプレイ,OCRの 開発 と,高 速度の通信回線が開発,採 用 され るこ

とが望 まれるパ
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(5)将 来 計 画

① 運転者管理センターの設置

全国の 自動車運転者 に関する運転免許関係記録お よび交通違反,事 故関係記録 を集中管理

して運転者対策 を強化 し.交 通事 故の防止 を推進するため,昭 和41年 度 を初年度 とす る3

カ年計画 をもつて 「運転者 管理センター」 を設置することとな った。

との業 務では,全 国各部道府県公安委員会で交付 した自動車運転免許(昭 和44年 度 には

約2.500万 件 に達す ると推定 される)の 記録 と交 通 違反事故(3年 分,約1,800万 件

と推定され る)の 記 録 が マス ター'フ ァイルとして保管 され る。

マスター ・ファイル作成 のために,必 要 な資料は上述の ように莫大な量 に達す るので ,昭

和41年10月 か らの3カ 年 をこの業務の創設準備期間 とし,昭 和44年10月 か ら業務の

全面実施 を予定 している。

この業務は.毎 日,各 部道府県 から送 られて くる新規免許,併 記免許の試験合格者,免 許

の更新申請者 などに関す る資料 や交通違反および行政処分な どの資料 について ,マ スター ・

ファ イル と照合 して種 々の処理 を行 なう予定で あるが,そ の主 なもの をあげればつ ぎの とお

りである。

新規免 許,併 記免許の試験合格者につい ては,免 許記録 ファイル と照合 して二重免許,分

割免許にな らない か,あ るいは違反記録 ファイル と照合 して免許を拒否または保留すべき事

由は ないかなどをチェ ックす る。

免許の更新 申請書については,免 許記録 ファイル と照合 して虚偽の申請でないかなどをチ

ェ ックす る。

また,交 通違反 については,違 反記録 ファイル と照合 して,「 点数 制度 」によ り違反前歴

を合 わせてその運転者の危険度 を判定 し,警 報あるいは行政処分 を必要 とするか否か をチェ

ックする。

上述の ような各種のチ ェ ックを行な った結果 について.各 部道府県に返送すべ き資料は こ

れ を毎日各部道府県に送 り,各 部道府県 においては,こ の資料 を参考 として,運 転者管理の

ため必要 な措置 を講ずる こととなる。

この業務の実施に よ って,期 待 され る効 果をまとめ要約すれば概ねつ ぎの とお りである。

a点 数 制度の実施(運 転者 の危険度 に応 じた運転者対策の適正化,効 率化)

b免 許照合(二 重免許,分 割免許,そ の他不正な免許取得の防止)

c免 許事実 に関す る虚偽の発見(交 通事故捜査の徹底)
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d交 通違反累犯者の発見(刑 事処分の適正化)

e行 政処分および刑事処分の未執行者の発見(法 令の履行確保)

f資 料解析(施 策の高度化)

② 自動車登録事務システムとのネットワーク

現在 運 輸省で検討 中の 「自動 軽 銀事務システム」 とネ ・トワー ク縮 ぶ ことにより・

犯罪検挙,ぞ う品照合業務の能率向上 とともに,「 運転者管理セン ター」 とタイア ップす る

ことを計画 している。

③ マシン ・ツー ・マシン ・システム

都道府県警 察本部 の コン ピュー タ化(現 在は,警 視庁,大 阪,千 葉のみ)に 伴 ない,

machinetomachinesystemが 将 来でき'るであろ う。

④ 新規の業務

図形情報の処理(指 紋照合 への利用)ド キ ュメン ト ・リ トリーバル業務(手 口照合の改善),

交 通 信号管制業務,ぞ う品 品 目の拡大(宝 石,貴 金属,時 計,電 気器具,衣 類等)お よび初

犯逮捕 への努 力等 が今後の課題で あり,庁 内における給与計算,人 事管理等 への適用は現在

予定 していない。
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第2図 コンピュー タ ・システム デー タ伝 送 用(NEACシ リー ズ2200モ デル300)
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6.5.3社 会 保険庁

(1)概 況

① 業務の概要

社会保険庁は.現 在,健 康保 険,日 雇労働者健康保険,船 員保険,厚 生年金保険,国 民年

金事 業 を運 営 しているが,こ の うち,コ ン ピュー タを利用 して業務 を処理 してい るものは,

厚 生年金保険,国 民年金,船 員保険の三種類 である。

保険業務は大別 すると,⑤ 記録事務 ⑤裁定事務 ◎支払事務の三 つに分類 される。記

録 事務 ぱ被保険者 の資格の得喪,保 険の種別,報 酬 の変化,保 険料の納付状況 な どに関する

記録 を被保険者の一 人一 人について,時 系列を追 って記録 し,そ れを長期 にわたって保管する

事務で あり,裁 定事務は被保険者の裁定請求に基づ き,被 保険者の記録 を審査 し法令が定め

る種 々の受給要件 を満足す るか どうかのチェ ックを行ない,要 件 を満 たす場合には年金額算

定 を定 なう事務であ り,支 払事務は裁定された年金額 を一定期 日に受給権者 に支払 う事務で

ある。

この三つの事務は相互に緊密な関係に あり,一 人の被保険者 に関 してみれば,記 録→裁定

→ 支払 とい う業務の流れが構成 される。

保険業務 の特徴 としては。⑤大量性 ⑮長期性 ◎正 確性 の要請 があげ られる。 大量性 と

い うことは,そ の処理する事務量が きわめて膨大 なもの となるとい うことであ り,長 期性 と

は年金 が一定の被保険者期間(例 えば20年)を 条件 とするこ とか らその事務が きわめて長

期 に.わ た り継続するとい うことであヅ,正 確性 の要請 とは,年 金 という特 殊性格か らとりわけ

年 金額,資 格の得喪,期 間等 に正確性 が要求 される とい うことで ある。 この うち特にきわだ

つた特徴は,@の 大 量性 である。例えば,厚 生年金保険の記録事務 一つ をみて も,現 在約

2.100万 人に ものぼ る被保険者 の一人一人 につ き,資 格の得喪か ら諸変更,月 額報酬の変

化 にいたるまで20年 以 上の長期にわた り逐一 これ を記録 し,保 管す ることは それだけで膨大

な事務量に達す る。裁定事務,支 払事務について も事 情は同 じであ り,保 険 業務は その大量

性 とい う性格か らこれ を人手だけで処理することが困難 となる要因 をきわめて強 く内包 して

いる といえる。

② 使用機種

現在,社 会保険庁で稼働 してい る機種は昭和42年10月 に導入 されたHITAC8400

型 コンピュータ3式 である。この うち1式 は主に入 出力関係(カ ー ド・紙テープの磁気テー

プへの変換,印 書等)に 使用 され,他 の2式 が処理用 として使用 されている。
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(2)適 用業務

現在コンピュータを利用 しているものの うち厚生年金保険業務が最も進んでお り,記 録事務

裁定事務,支 払事務のすべてが機械化されている。国民年金は記録事務が,船 員保険は支払事

務が機械化されているにすぎない。以下で適用業務の内容につきその概略を説明するが,三 つ

の保険の間に若干の相違はあるものの大筋は変 らないので主として厚生年金保険について説明

し,必 要に応 じ他の年金 にもふれることにする。

① 記録事務

a開 始時期 厚生年金保険 昭和37年,

国 民 年 金 昭和40年

b記 録の必要性

厚生年金保険における老令年金,障 害年金,遺 族年金および脱退年金の給付はい瓶 も一

定の被保険者期間 を受給要件 とし,そ の額は原則として被保険者であつた全期間にわたる

標準報酬月額 を基準として算定している。このため,保 険給付に備えて,被 保険者の一人

一 人につき ,資 格の取得,喪 失,被 保険者の種別,被 保険者であった期間における標準報

酬の変動等の必要事項について細かに記録 して保管することが必要不可欠となる。

c記 録事務の流れ

記録事務の流れは,第1図 に示すとおりである。

⑤ まず.被 保険者の資格の取得.喪 失,そ の他の変更等の資格関係届が被保険者の事

業所を通 じて社会保険事務所に提出される。社会保険事務所はこれを整理し社会保険

庁業務課 く送付する。(月2回 の周期,以 下カッコ内は周期をあらわす。)

進達件数は昭和41年 度で約741万 件,月 平均62万 件に達する。

⑮ 業務課では進達書類の審査 を行ない,新 規取得者の場合は氏名の符号化 を行なった

上 で これ をカー ドまたは紙テー プにさん孔す る。 さん孔 したカー ドまたは紙 テー プは

これ を適宜,磁 気テ ープに変換する。(毎 日)

◎ この ように して作成 された磁気テー プを既存 の記録マス ター ・テ ープと照 合 し,統

合整 理 して新記録 マスター ・テープを作成するa(年2回)。 統合整理作業は昭和38

年以 来,現 在 までに6回 行 なわれて お り,昭 和32年10月1日 以降昭和40年9月

30日 ま でに進達された記録が記録 マスター ・テー プに整理されている。マスター ・

テープは約280本 にのぼ り,延3.120万 人の記録 をファイル している。

記録事務 には上記の他 に,保 険事務所か らの記録照会に対す る回答がある。 この場合 は,
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照会テープ を作成 し,マ スター ・テ ープか ら記録抽出 を行ない,保 険事務所 に回答 してい

る。なお,国 民年金の場合は,紙 テニ プさん孔 を業務課 で行 なわず.全 国 の社会保険事務

所に設置 したさん孔 タイプライタ(約400台)
.で行 在い 〆紙テープを中央 に送付する方

法 をとっている。

、.d効 果 と今後の問題

以上の結果,記 録 の整理 に要 する人手 の節約が ある程度 できたこと,書 類の量 が減 った

ことなどとい う効果があるが,こ れは記録事務の機械化 の面 よりもむ しろ次 の段階で ある

裁定支払事務 との連 結 とい う点に メリットがあると思 われる。

また,法 制上の制約があ るのでマスター ・テープに記録 された ものについて も台帳 を保

存する必要が あることは,若 干問題 と考え られる。

@裁 定事務

a開 始時期 厚生年金保険 昭和43年

b裁 定事務の流れ

裁定事務の 流れは,第2図 に示す とお りで ある。

⑤ 裁定請求者から最終勤務事業所を管理する社会保険事務所に提出されると事務所は

これを整理 し,社 会保険庁業務課 へ進達 する。(月2回)

⑮ 業務課では 進達書類
.に基づ き記録抽出表 を作成 し,旧 台帳お よび磁気 テー プに収録

されている被保険記録 を抽出 し,両 者 を統合す る。 これはマス ター ・テープに収録 さ

れて いる記録が昭和32年10月1日 以降のものであるために,そ れ以前の記録 は旧

台帳か ら抽 出せ ざるをえない ことによる.

⑥ 次に,抽 出記録お よび請求書の審査 を行 ない,必 要事項 をカー ドにせん孔 し,こ れ

を磁気テ ープに変換す る。

④ コン ピュー タはこの請求書 テー プに基づ き受給要件の審査を行 なう。 コン ピュータ

に法令で規定された すべての条件 を記憶させておき,あ らゆる要件 の組合せ を調べてチ

ェ ック を行 な う。不 支給 になるものについてはこの段階 において
,ど の要 件が満 され

てい ないか を表示 してプ リン トアウ トする。

受給権の確認 された ものについては・,適用 条項 を決定 し,さ らに年 金額 を算定す る。

⑥ 最後に,年 金受給権者裁定 原簿テープを作成 して年金証書,裁 定通知書,年 金裁定

原簿お よび裁定者一覧表 をプ リン トアウ トす る。

裁定事務の周期は月1回 で,扱 う件数は月に約1,200件 にのぼる。

-175一



c/効 果 と今後 の問題

中央集中処理 とな ったため,裁 定の判断が統一 され受給権者の不満が減少 したが,逆 に

中央 で一括 処理することとしたため地方か ら集 めるのに時間がかか り,機 械化 したにもか

かわ らず案外 処理速度は あが 『ていないとも見られ る。 そのほか磁気テー プか らの記録抽

出 に時間 がかか るとい う不満 もあるので,ラ ンダムア クセ スのき ぐ大容量 高速記憶装置が

必要か と思われる。
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③ 支払事務

a開 始時期 厚生年金保険 昭和39年

船 員 保 険 昭和41年

b.支 払 い事務の流れ

支払い事務 の流れは,第3図 に示す とteり で ある。

⑤ 年金受給者に何 らかの変更が生 じた場合 には受給権者か ら諸変更届 が提出され,こ

れに基づいて業務課 において諸変 更テープを作成 し,裁 定原簿テー プの更新が行なわ

れ る。失権通知 書がプ リン トアウ トされる。

新裁定原簿に基 づいて支払いテープが作成 され る。 このテー プは あらか じめ提 出さ

れた受給権者の選択 により銀行用テー プと郵便 局用テ]プ に分け られ る。 諸変更届け

● は昭和42年 度 においてA平 均約2万 件 である
。

⑤ 支払いテープに より振込通知書,振 込先預貯金 口座 明細表,国 庫金金融機関別振込

明細表,支 払通知書,支 払案内書等が 自動的にプリン トア ウ トされる。

支払事務は,年 金支払い月が2.,5..8.11月 で あるため,そ の前月の1,4,7,10月 に

事務 が集 中する。(約70万 件),他 の 月vatoい ては新規裁定分の約12,000件 程

度 である。

c効 果

コン ピュー タか ら直接 に必要書類が印刷され打ち出 され るため,従 来に比 し,処 理時間

が極端 に短縮 され,支 払の遅れが少 くな リサー ビスが向上す るとともに支払資金の流れ が

円滑 になった。

以上に述べた ①,②,③ の業務 について共通的にい える問題 として次の ものがある。

⑤ デ ータ量の増大(被 保険者,受 給権者数の増大)が 著 しく,現 在の まま推移すればコン

ピュー タを利用 して も事務処 理の遂行 が困難 となる。 現行法制度 の改革 ならびに高性能機

の開発が必要 となる。

⑤ 法改正 などによるシステム変更が多いこと。 さらにシステムが複雑化 しイン プットフォ

ームが多い こと。 これ らにともないプログラムの変更 を行 な う必要が多々生ず ること等が

指摘で きる。

(3)将 来 の計画お よび見通 し

社会保険業務は記録,裁 定,支 払事務が一 貫して機械化 されては じめて その効果が増幅され
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るわけで,一 つ一つの事務が個々に機械化 され ていて もその効果 はあま り期待 できない。

その意味 で3つ の事務 を一応機械化 した厚生年金保険は コン ピュー タ利用の効果 を相当あげ

てい るといえる。

社会保険庁では,残 った国 民年金,船 員保険 について もすべての事務 をコン ピュー タに乗せ

る構想を も コてお り,逐 次これ を実現する体制 にある。 その年次計画 を示せば第4図 の よ うに

なる。

また,健 康保険事務関係 は,従 来 ま った く機械化 されていなかつたが,社 会保険事務所 にお

け る保 険料事 務が膨 大となbつ つあるので,42年 度 か らの5カ 年計画で これ をコン ビ=一 タ

で処理す る計画が なされている。第4図 の計画センター構想 がこれ である。

年 金業務は,そ の性格か ら一刻 を争 うような迅速性は要求 されないが,国 民に対するサー ビ

スの向上 とい う観点か らすれば ,将 来全国の社会保険事 務所 と社 会保険庁 をオンラインで結ぶ

ことが十分考え られ.そ の構想 も検討されている。 しか し,そ の場合もリアル タイムまで要 求

され ることな くパ ッチ処理 が利用 され ることになろ う。
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6・5.4気 象庁

(1)概 況

現在,HITAC5020F/20を 使用 して地上観測.海 洋定点観測,高 層気象観測,レ

ーダー観測されたデー タに基づ き 潅 見測時の天気図および予想天気図 を作成 し .そ れを各地方'

の 中央 気象台へ電送 して いる。各 中央気象台では,電 送 された天 気図を参考 に し,細 部を加味

した天 気図を作成 し,そ の地方の地形等特殊事情を勘案 して予報を行 なってい る。

なお,気 象観測 には観測の同時性が要求 され ると同時に,デ ー タの 伝送は即時性が要求 され

るので専用回線を使 用 してい る。また,天 気 図の作成 に際しても,各 地の観測結果 に基づき,

観測時 天気図を作成 し,そ れを初期値 として気象 予測方程式をたて,予 想天気図を作成 してい

るが現在の段階で は,太 陽光線 の強 さ.水 蒸気の状況変化等に よる影 響を把握す るこ とは困難

であ り,全 面的な機械化作業が不可能 なため,両 者を照合す る方式 を とってい る。

(2)コ ン ピュー タ導入の効果 と問題点

① 効果(近 い将来 の計画 までを含む)

a天 気図作成の中央 集中化 による地方気 象台の天気図作成業務の節約(気 象資料 自動編集

中継装置の導入に ょり,従 来地方で加味 していた情報が中央で処理 される)

b天 気図作成 の中央 集中化 に よる地方気象台 におけ る矢気図取得 の迅 速化

c統 計業務要員が減 少す る。

d気 象学の方程式体系の改善,開 発がや りやす くなる。(豊 富 なデー タ,容 易 な計算)

② 問題点

a従 来天気図 の作成は ドッ ト方式 にょって行なわれていたが,こ れは作図が明瞭を欠 き地

方 気象台への電送 に不適当で あるのでデー タ・プ ロッターの開発が必要である。

b気 象学方程式の開発が不十 分である。これは基礎データの不足 と基礎研究の不足にょる。

(日 本は四面が海で,地 形 が複雑なため特に水蒸気の状況が複雑 であ り,外 国の開発成果

をそのまま使 えない。)

cデ ー タの互換性の確立 が必要である。気象資料の場合,国 際的なデー タ交換 の必要が大

き く,こ の問題 の解決が強 く要 求され る。

(3)将 来 計画

気 象状況の変化を把握す るには,国 内,国 外の気象情報をで きるだけ迅速 に収集.分 析す る

必要 があ り,44年 度 から気 象資料 自動編集中継装置を設置 し,国 内,国 外の各資料をそれぞ

れのコー ドに編 集して,所 定 の時間にそれぞれの回線へ送信す る予定であ る。
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レーダー ラジオゾンデ,気 象衛 星からの情報を コンピュー タに 自動記憶させ ,整 理.処 理さ

せ ることによって高層観測 情 報を迅速 に予報にお り込 む予定で ある
。

天気予報以外の分野では.地 震の震源地測定を迅速化す るための利用 が考 えられてい る。

6・5.5大 蔵 省

(1)概 況

現 在大蔵省 におけ る主な コン ピュー タ適用業務は関税局業務課の貿易統計業務 と理財局資金

管理課の財 政投融資資金管 理業務 である。

関税局の使用 コンピュー タはOUK1050とOUKloo4で あ り後者はデー タ入出力に

専 用 している。

理財局の使用 コンピュー タはTOSVAC4231で あ る。

(2)適 用業務

① 貿易統計

a概 要

貿 易 統計は,国 境 をこえる有体貨物の現実の動きを,把 握 するこ とを 目的とす る統計で

あ る 。 そ の計上範囲は,税 関の取扱形態別 にいえぽ,概 略次の よ うにな る。

。 輸出 ⑤国内からの輸出 ⑤ 保税倉庫(ま たは工場)か らの積 もどし

。 輸入@直 接輸入 ⑤保 税倉庫(ま たは工場)へ の外国貨物の庫(移)入 ,

貿易統計を作成するた め原資料は,貨 物の輸出入 に際 して,税 関に提 出す るこ とを必要 と

される輸出 申告書 ・輸入申告書等であ る。 これ らの申告書には ,統 計上 必要な項 目として,

税綱,賜 唯 鵬 号相 手国符号,乖+品 番号,数 量単位 数 量,価 格等が記載さ

れており・さらに輸入申告 書については,関 税額,減 免税条項等の記載が ある。 この うち ,

統計品 目番号は商品分類 の基礎 とな るものであ り,国 際標準貿易分類表(1960年 改 訂,

S.1.T.C.REVISED)に 準 拠 してい る。ちなみ に .昭 和43年 の品 目数は.輸 出3,923

輸入4,306で ある。

b貿 易統計の作成手順

⑤ 税関 における審査

(i)通 関 部内 にお い ては,申 告者か ら提 出された申告書の記載 が正 しいか どうかを

仕入書 等によ り確認 し,ま た,必 要 に応 じて現品検査 をす る。

(iD統 計課 においては 、統計項 について総合的な審査を行ない,関 税局 に資料を送付
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す る。

(注)全 国約200ケ 所 の税関の うち,100ケ 所の統計報告税関に集 められ,

そ の統計課 において処理 され る。

⑤ 資料の送付

原則として,統 計計上時点(輸 出は出港,輸 入は許可又は承認)の 翌 々日に発送す

ることと してい るカ㍉ 統計報告税関 は,全 国 に散在 し,ま た,資 料の量 には非常 に

差 があるので送付の方法,回 数等 につい て,き めの細 かい取 りきめを してい る。

この際,資 料の多い税関 については,毎 日発送 とし .郵 送または航空便を利用す

るなど,統 計作成の迅速化 に努 めてい る。

◎ 関税局 における統計作成事務

(i)穿 孔

関税局において,全 国分の資料 を穿孔 してい る。年間の カー ド枚数 は .昭 和42

年 には,輸 出290万 枚.輸 入84万 枚 であ った。

(の コン ピュー タによる審査

コ ン ピ ュー タで は ① 誤 まった統計符号はないか ②一部の品 目について
,数 量

と価格のバ ランスはいいかな どの審査 を行 ない,入 力の段階 において,誤 謬を防止

している。こ こで発 見 され た誤 謬 につ いては.訂 正の後,再 び入力 され る。

⑩ コンピュー タによる集計

コンピュー タにより ,品 目別,国 別等に集計 した貿易統計を作成 してい る。

C貿 易統計の公表

⑤ 速報値 を ・上旬分,上 中何分及 び月分 ごとに新聞発表 してい る。旬 分につい ては,

旬経 過 日後8日 目頃 に,月 分については,翌 月12日 頃 に 主要商品,主 要地域(国)

別 に公表 している。

⑤ 詳細な統計 を,毎 月分ご とに作成 し,翌 月20日 ご ろか ら閲覧 に供 している。

ま た.税 闘 別の貿易統計も作成 してい る。

㊤ 出版物 としては,日 本貿易月表(品 別,国 別編 一 月刊,翌 々月中旬発行お よび

国 別,品 別編 一 年間,翌 年2月 下旬 発行)外 国貿易概況(利 用 の便 をはか るため ,

種 々の観点か ら加工 した統計を集録 した もの 一 月刊 .翌 々月中旬発行)が あ る。

⑧ 希望 によっては,磁 気テープによる交付を行なっている。

dそ の他 の関連統計
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一 般的 な貿易統計のほか ,内 部 資料 として,⑤ 保税統計 ⑤減免税 条項別統 計 ⑥輸出

戻 し税統計 ④関税 割 り当ての枠 外輸入 統計 ⑤反則統計等を作成 しているが,こ れらは

まだコンピ ュータに乗 っていない。

また,統 計以外の業 務として.43年7月 より東京 ・横浜税 関の給与計算 が機械化 された。

e貿 易統計業務の量的変遷

1件 の輸 出入 申告は1枚 の カー ドにパ ンチ されて処 理されるので,業 務量は.申 告件数

で表示 する ことが できる。

輸 出 申 告 件 数

輸出(積 戻を含む) 輸入(鐘 恕罪

38年 1,965千 件 892千 件

39年 2,164 925

40年 2,471 931

41年 2,681 966

42年 2,635 1,007

f貿 易 統計への コンピ ュー タの効果 と影響

⑤ 要員 の節減

税関及 び本省関税局の統計事務 の要員が190名 か ら137名 に 減った。

この うち.本 省では40名 か ら23名 に減少,地 方税関の手集計業務は全面的 にな く

なった。

その間業務量 は前述の通 り,か なり大 幅な増加 を見 てい る。

⑧ 集計期 間の短縮

従来の50日 が20日 に な った。

㊤ 内容の高度化

従来 の9種 類 の統計が,17種 類 に増 えた。

g将 来 の計画

⑤ 貿 易統計については,こ れ 以上 に大幅な質 的進展 は考えられないが,通 関の審査事

務を リアルタイム方 式で迅速,高 度化 す る計画が進 められている。

⑤ 審査事務の内容は,現 在なお検討中 であ るので.詳 細 には解らないが.税 率の即時
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計算のほか,外 為法上の割当品 目か否か,他 法令の規制 に適合 してい るか否 かの判定

も同時に行ない得 るシステムを とる方 向で検討 している。

◎ この際問題 となるのは,新 しい品 目の 出現,価 格の変動,法 令 の変更 等チェックの

与件が変動す るので,こ れに随 時対 処 してゆ く体制が必要で ある。

② 財 政投融 資資金管理

a概 要

財 政投融資の うち,地 方公共団体 に対 する資金運用部資金融資が コンピュータ化 されて

いる。

これら融 資は,地 方財務局,ま たは財 務部(各 部道府県 に1箇 所)を 通 じて行なわれ る。

地方公共団 体融 資の前提 となる 「地方債 計画」の基礎 としての ヒアリング,審 査は地方局,

部で行 な うが 申込受付か ら,貸 付.元 利償還 までの事務は本省集中方式で コン ピュー タ処

理を行なってい る。

因み に,全 国地方公共 団体への融資額 は42年3,109億 円,43年3,029億 円 であ

るo

b融 資 業務手続とその機械 化

⑤ 償還年次表の作成

1件 ご とに 各期 の 元利 償還 額 を算 出 じ,記 入 した表 を作成 す る。(原 則 と'し

て 元利 均等 償 還 方式 だ が,細 部 に 亘 り,ル ー ル が あ り,相 当 複雑 な 計 算に

な る 。)

⑤ 貸付金元帳の作成

上記 償 還年 次表 の 右に元利償還の受入欄のついた元帳を本省で作成 し,地 方 局,部

へ送 る。

⑤ 通知書 等の即時,発 送

元金(利 金)支 払通知書,同 受領書,同 受入済報告書,同 受入済通知書等 を同時印字

して本省→地方 局,部 →支払通知書 のみ融資先 へ送付 され る。

⑪ 償還元利金受入後の処理

元金(利 金)受 入済報告 書が地方局,部 から,本 省 に送られてくる と,償 還 に伴 うつ

け 込 み が行 な わ れ,毎 月末,未 償還元利金表を作成 して地方局.部 に送付す る。

㊤ 徴収簿の作成

月別 に元利償還の徴収先,金 額 を一覧 し得 るよ うにした もので本省で作成,地 方局部
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に送る。

C財 投資金管理の業務量

41年 度 末

42〃

43〃

元利 償還件数

98,000件

105,000

120,000

d財 投 資金管 理へのコンピュータ導入の効果 と影響

⑤ 従来,元 帳の管理,徴 収事務は全 部,地 方局,部 で行なわ れていたが,こ れが,本

省の機械 計算 に大部分集中 されるので.地 方局,部 の要員縮小 が可 能 とな った。

⑤ 平均利 まわ り計算.地 方部,局 別分類,使 途別分類等の分析を全面的に行 ない得 る

ようになった。(従 来は抽 出調査が多か った。)

e将 来 の計画 および問題点

⑤ 適用範囲 を近い将来財政投融 資(政 府金融 機関分等 も含む)に まで拡げる。

⑤ 現在および将来 にわたっての問題 として,プ ログラマー ・システム ・エ ンジニア等

の専門家の確保 または育成が困難である ことがあ げられる。

6.5.6外 務 省

(1)概 況

外務省では42年12月HITAC3010をHITAC8400に 更 新 し,適 用業務 の充

実を図っている。

その適用業務としては,①OR業 務 ②IR業 務 ③官房業務を行なってい る。

(2)適 用 業務

①OR業 務

a目 的

外交 政策の科学的 な実施 に資するため.各 種の統計資料を用いてORの 手 法によ り国際

関係の現状分析,国 際関係 の推移 の予測,外 交政策 の効果の分析 などを行なう。

b ,i業 務 概要

⑤ 基礎資料 の収集(デ ー タ ・ライブ ラリーの編成)

。 統計資料 の検索および 分析(各 国お よび 日本の貿易統計)
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ノ

。 各国 現勢 に関 す るデー タのファイル

。DAC資 料(援 助案件の個別 取引報告)の 検索 システム

⑤ 計量的分析

イ 国 際関係 の数量化 モデルの編成作業

(作 業例)40年6月 「世界各国の現勢の位置 づけ」

ロ 国際経済の 現状分析モデルの編成作業

。 国際 貿易 の現状分析 、

、(D各 種 の シエァ,貿 易構造の集中度,国 際結合度,貿 易乗数 ,要 因分析,相

関分析 などの プ ログラムを作 り,ル ー テ ィン作業化す る。

(iD磁 気 テープにイ ンプ ッ トされた貿易統 計資料 を使って国際貿易の現状を定

期 的 に分析 し,資 料化する。

⑩ 各局課の要求 に応 じて分 析サー ビスをす る。

。 各国経済の マクロ指標の作成と 目的………各 国 の経済成 長 ,経 済計画の ファイ

ルか ら単位換算,伸 び率,傾 向線等を計算 し 、各局課の もとめ に応 じてサー ビス

す る。

。 各国の経済成 長モデルの作成………東南ア ジア諸国 にっいて,経 済成 長モデル

作成の作業 を行な う。

ハ 政策の効果分 析モデルの編成

。 関税引下げの影響の分析

。 発展途上国一 次産品について需給分析 を行 ない.貿 易交渉の資料 とす る。

。 アジア太平洋地域5カ 国 の貿易構造の将来 と自由貿易地域構想の効 果を予測す

る。

。41年2月 「1965～75年 のアジア諸国の援助 必要量の予測 」

今後経済成 長モデ ルにょ る援助 効果の分析.援 助の最適配分の決定.援 助供与

の貿易拡大効果の分析な どを順次とり上げ る予定)

。41年12月 「対外経済協力の日本経済に対す る影響の計量的分析」発展途上

国 に対す る経済援助 とわが国 の経 済計画との関係についての分析 も行なわ れてい

るo

二 世 論調査
,イ メー ジ調査の分析

41年 度,国 民各 層の間にみられ る外交防衛問 題(特 に安保条約)に 対す る態度 .
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意見の特徴を数量的に分析 した。

◎ 分析手 法の研究

イ 国際政治 体系の シミュレー シ ョン分析

ロ 文書情報の内容分析

アメ リカでは実用 の段階 に入 ろ うとしてい る(R.Northの 自動 内容分析に よるキ

ュー バ事件 の解析 は有名)が,わ が国での実用化 にはなお問題が多 く,当 面.分 析手法

および利用価 値について検討を進 める。

② 情報 管理業務(IR業 務)

a目 的

外務省の所管業務 に関す るあらゆ る情報を コンピュー タにより一元 的に管理 し.必 要な

情報を的確かつ迅速に検索 し うるよ うな体制を作 りあ げることを目的 とす る。

b業 務概要

IRシ ス テムは.一 般IRと 個別IRに 大 別される。

⑤ 一 般IR

電 信,公 信お よび作成資料等外 務省で作成 し,か つ,最 も利用度の高い基本的情報を

対象 とす る。

業務の内容

イ 対 象情報全部 の蓄積

ロ 索引誌の作成 酒己布(定 期的)

ハ 求め に応 じ随時直接 に検索

⑤ 個別IR

特 定の局課か ら特定の主題 について の情報管理 を委嘱 された場 合 に実施す る。

対象 となる情報 は,電 信.公 信,作 成資料を始 め,国 会議事録,新 聞,雑 誌記事等,

主 管局課の要望す るすべて の情報 を含み,こ れらの情 報について索引誌作成,直 接検

索等のサー ビス を行 なう。

C情 報検索の方法

⑤ 索 引の作成 ・…・・蓄積す べき情 報について,内 容 インデ ックス.額 表 インデ ックスを

作 り,紙 テー プによって,イ ンプ ッ トし.索 引 ファイルを 作る。

⑥ 情報蓄積の手段 ・…現 物 フ ァイル,マ イクロフィルム,磁 気 テープ等 を情報の性質

により選択す る。
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◎ 検 索……質問の内容 を索引化 し,こ れをコンピュー タで索引 ファイル と照合 し

適格情報を選び 出す。

d情 報検索業務の現況

上記の方法 によ り.シ ステム開発お よび実用化の作業 が進められたが,43年 度 に至 り,

一 般IRと くに電信情報検索業務 の実施 に際 し大きな困難 に逢着 したため .電 信IR等 情

報の コンピュー タによる一 元的管理 に直接 迫ろうとす る方法の研究は一時棚上げ とし,当

面情報 の選択的管 理す なわ ち個 別IRお よび作成資料 のIRの 方 向を推進す るこ ととなっ

てい る。

これは,情 報を適切に蓄積す るた めの索 引づけに多大 の人 力を要 し.電 信,公 信等をす

べて情報検 索の対象 とする ことは人員,予 算の両面から到底不可能で あることが判 ったた

めである。

個別IRシ ス テムについては,40年 秋実施 した日韓 問題に関す る国会議事録IRは,

一応の成功を収 め ,現 在,安 保問題 に関す るIR作 業を進 めている。

③ 官房業務

a内 部 管理業務

従 来,給 与計算 を中心 に在勤俸,在 外公館 経理,人 事管 理,厚 生関係経理等 を個別 に処

理 してきた が,大 型機導入 により.こ れを統合 し ⑤ 物品管理 ⑤経理 ㊤厚 生,共 済 関

係 ④人事管理 の4つ のサブシス テムからなる官房事務 計算総 合システムを編成す る計画

を進 めてい る。そ の効果 として

イ 人,金,物 の総合管理 によ る一貫処理 と重複作業の排除

ロ 高度 な管理資料 の作成

ハ とくに中心 とな る人事管理 について は ,i容 易 な検索il資 料 作成lii総 合 的 人事

考課'IV人 事政策の分析等

が期待 される。
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第1図 外務省 の官房事務計算 総合 シス テム
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b旅 券事務

。 旅券事務は40年1月 末より業務を開始した。

。 旅券発給業務は ⑤発給原簿作成 ⑤旅券法13 ,19条 該当の有無のチェック

◎質問照会に対する回答 ①諸統計作成等の作業からなっている。

。 申請件数は年間20数 万件である。

。 旅券事務の フローチャー トは次図のとおりである
。

。 効 果 イ 大量業務の迅速処理

ロ 二重発給の防止

ハ 統計の信愚性増大

二 過去および現在の旅券情報の検索
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6.5.7週 差省(デ ー タ ・セ ンター)

(1)概 況

① 通 産 省 のデLタ センターは,昭 和35年 に大臣官房調 査課 内 に設け られた。

当時 は,貿 易為 替の 自由化 に伴 う国際経 済体制への対応 や,経 済成長に伴 う国 内の構造

的 諸問題 について長 期的な見 とおしが論議 された時期であ り,通 産省の内部 体制問題 とし

ては.事 務 処理体 制の近代化の必要 性がと りあげられた。

すなわ ち,通 産省の行政機能 を充分発揮す る上 に必要 な産業及び貿易を中心 とす る経済

の各 分野 についての情報を迅速,正 確 に分 析 し,適 時,適 切 な政策判断を可能 にす るため

の機能 一 換 言すれば,経 済情報お よび産業技術情報を 自由に駆 使す る機能 が必要 とされ,

処 理手 段 として,コ ンピュー タを中心 とす る長期的な機械化計画がたて られた もので ある。

② 担当業務は

a情 報の収集お よび評価 加工整理

b情 報 の蓄積 お よび検索サー ビス

c経 済分析等の各 種OR計 算 サー ビス

dこ のために必要 なコンピュー タを中心 とす る技 術の開発お よびシステ ムデザ インの研

究

等であ るが,当 初 の2～3年 間 は,こ のよ うな分野への国産コ ンピュ「 タの適用 に関す る

アプ リケー シ ョンウエアの 開発 と,テ ス トデー タの作成ならびに経済学 、統計学,計 算語学

等の周辺科学を活 用す る各種OR手 法 の調査,研 究 にあ てられた。

この ような処理技術の 開発の経 緯を経て,現 在はアプ リケーシ ョン ・ウエアの面 では,数

十種 類の統計解析お よび経済分析関係 のサブル ーチ ンを備え,ま た,日 本語 および英語の文

献検索用プログ ラム ・システムを完成 し実用化 してい る。ハー ド・ウエアの面では通産 省電

気試験所開発 の情報 検索機 と汎用 コ ンピュー タの連結システムを完成 し専用機 と汎用機 のそ

れ ぞれの特徴を最 大限 に発揮 させ.か つ,欠 点を補い合 うよ うなユニー クな システ ムを採用

してい る。

情報の蓄積は,国 内統計約11,000種 類(10年 分)海 外統計(貿 易関係)延 約80ケ

国(5年 分),国 内情報(日 本語)約5,000件,海 外市場情報(英 語)約600,000件

が 磁気テー プ化 されて利用 されているが,更 に入手ルー トの合理化 と,蓄 積デー タの民 間に

おける活用を考 え,情 報交換の ネッ トワー クシステムの形成を進 めている。

③ 現在使用中の機器 の主な ものは.次 の とお りで ある。
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a

b

C

d

e

f

σ
b

情報 検索機.1セ ッ ト

}カ ップ リング使用
小型 汎用機(NEAC2200/200)

グ ラフ作成機1セ ット

カー ドさん孔 機1台

英数字用紙テープ さん孔機2台

漢字 用紙テープ さん孔 機2台

マイクロフイルム・システム1セ ッ ト

複写 印刷装置'

大 型 コン ピュータ360/50H(時 間借)

(注)大 型機 は 、計算サ イズの大規模なOR計 算 のみ に使用

(2)適 用 業務

① 適用実績

昭和42年 度 実績 にょるサー ビス内容 の主な ものは 次の とお りで ある。

a経 済分析 の予測的計算サー ビスは 、年間数百件を数え て.大 きなウエイ トを占め,調

査,企 画業務 に役立 っているが,一 面 問題の定式化(事 前のシス テムズ アナ リシス)の

深さの度合い にょって結果の評価が異な り,情 報処理機能 と調査,企 画業務 との 「な じ

み」方 については今後更 に創意を加えるべ き点が残っている。

このよ うな,ロ ジカル パワーのサー ビスにあた っては,演 算の材料 となる情報(数 万

件)が 蓄積 された中から検 索技術によって引き出され てくるよ うになってお り,IR機

能 とOR処 理機 能が有機的 に働 く。

b貿 易関係の情報処理は,例 えば,2国 間 の関税交渉の場 で,有 効 に用いられるなど,

政 策的な場 に直接使用で きる面があ り効果をあげている。

cこ のほか,各 種の臨 時調査 の集計分析 があ り比較的単純な処理であるが,こ のような

単純な事項を積み あげて,デ ー タの有機的利用系を検討す るため,共 通 ファイルの研究

を進めてい るo

d内 部管理的業務 は,事 務体制の変革に従 って行な う計画で.入 事 構成分析のテス トが

行なわ れたが,43年 度以降 の計画になっている。 、

具体的な項 目の主 なものを掲げれば,次 の とお りである。

⑤ 企業経営分析

⑤ 国際経営分析

◎ 通商白書作成 のための資料分析

④ 中小企業白書作成のための 資料分析
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⑧ 中期経済見通しのための資料分析

① 規模別マネーフロー作成のための資料分析

@産 業別マネーフロー作成のための資料分析

⑤ 産業連関分析

① 価格分析

① 中小企業流通マー ジン分析

⑪ 中小企業規模別経営比校

① 産業別景気指標作成のための資料分析

⑯ 産業別需要予測

⑥ 輸入機械購入計画調査分析

⑤ エネルギー需要想定のための物資生産見通 しのための資料分析

⑤ 輸入モデル分析

⑥ 貿易マ トリックス分析

◎ 国連およびOECD貿 易統計のクロスチェックお よび再編

⑤ 発展途上国製品,半 製品特恵の影響分析

① ケネディラウン ド関税譲許分析

⑪ 技術援助契約モデル分析

◎ 研究開発および技術交流調査解析

@研 究学園都市家賃算定モデル計算

⑧ 各種統計解析および2次 加工計算

(季節修正,相 関分析,成 分分析,要 因分析等)

⑦ 各種臨時調査の集計,分 析,プ アィル作成

② 人事機構分析(テ ス ト)

② 機器構成のフロー

情報入出力フローは第1,2図 のとおりである。
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第1図
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③ アプリケー シ ョンウエアの 開発.使 用状況

a情 報検索 プログ ラムは,次 の16通 りのサ ブ,ル ー チ ンか ら成 り立 った システムにな

ってお り,こ のシステムに,英 語,日 本語の区別を指示で きる。

プ ロ グ ラ ム 名

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

1

1

1

13

14

15

16

IRO

IROK

SYUUSE

PTAPE

PRINT

MTCEHEC

IRPROG

FDATAI

IRPHO2

1RPHO4

1RPHO5

1RPHO6

DRTRNS

WRITIR

READIR

NICNVT

機 旨ム目

英数字デー タを インプ ットす る。

漢字デー タを インプ ットす る。

インプ ッ トされ た英数字デー タを修正す る。

磁気 テープのデータを 紙テープに出力す る。(グ ラフ用,

漢 字用)

磁 気テープの英数字デー タ製表印字す る。

インプ ッ トされた英数字デー タを再チェ ックす る。

英数字 漢字の検索 。

検索デー タをフォー トラン用に作成す る。

シソー ラス を磁気 テープか ら ドラムに展開す る。

シソー ラスの必要 とす るものを出力す る。

ドラム上でシ ソー ラスを修正す る。

シソー ラス を ドラムから磁気テープに戻 しインプ ソ トさ

れた形 にする。

ドラムと磁気テープ間で データを転送す る。

汎用機 コー ドを検索機 コー ドに変 換する。

検索機 コー ドを汎用機 コー ドに変換す る。

汎用機磁気 テー プを他の汎用 機磁気テー プに変換す る。

b数 値計算用サブ.ル ーチ ンは多数開 発されてい るが,経 済分析の業務ルー チンとして,

特 に利用頻度の高い上位10種 類 をあげれば,次 の とお りであ る。特徴 と しては線型計

算が多 く,デ ー タサ イズが極め て大 きいことがあげられ る。

⑭ 最小 自乗法(単 純,遂 次,2段 階)

⑤ 制限情報最尤法

◎ 相関行 列
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④ 多変量解析(成 分分析,正 準相 関,判 別関数)

㊤ 偏 跡相関分析 、

①'多 重回帰 分析(変 数選択式)

@回 帰 成分分析

⑮ 自己相関分析 とスペク トル分析 『

① 相等性テス ト

① 季 節指数(連 環方式,MITI方 式,セ ンサ ス局方式等)作 成

④ シソー ラスの作成 および利用状況

自然文の情報 を扱 う上で,言 葉 の意味の コン トロール が欠 くことので きない技術にな る。

この ため,産 業経済用語 について.同 義 関係,上 位,下 位関係等を整 理 し.通 産行政の ビ

ューポ イン トで編集 し,コ ンピュー タの ランダ ムアクセスに記録 し,質 問の整理を 自動化さ

せてい る。現在,約15,000語 が扱われてい るが.検 索は必ず このシソー ラスを経 由して

行 なわれ るようにな ってお り,質 の高い 検索 機能になってい る。

⑤ ネ ットワー ク形式

ネ ッ トワー ク形式 による情報交換は,等 価交換の原則で,通 産省関係特殊法人のほか,

民 間団体,学 術 機関 等 とオフ ラインで行 なってい るが,今 後 は,範 囲の拡大を予定 してお り,

ま た,一 部 については 、オ ンライン化の検討 を必要 とす る段階に至 っている。

(3)問 題 点

デー タセンター が当面してい る問題点は 次の とお りであ り,大 部分の点について早期解決が

望 まれ ている。

① 標準化問題

a諸 分類 コー ドの制定

b事 務 項 目等 のコー ド制定

c情 報 フ ァイル方法の標準化

d言 語 のボキヤ ブ ラリイの決定

eプ ログ ラムの互換性の向上

f入 力機器の 規格化

② 機器 の開 発方針

a本 体.周 辺機器,通 信等の接点 のイ ンター フェイスの統－

b大 容量 ランダ ム ・メモ リーの開発
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③ そ の 他

a通 信網 の使用 制限緩和

b周 辺 科学の発展

(4)将 来 計画

㌧ デー タセンターは設立 の動機 に基づ き
・・.れ ま 誕 めて,き業 務内容を 冷 後一段 と充'

実 し,強 力 に推進 す る計画 を持 ってい る。将来計画の主要な骨子はお およそ次 の三 点に要約

さ.れよう。① 省内の政策部 門.調 査部門等 とタイムシェア リング機能 による情報処理 を可能

にし ・省 内の思考的業務 との インター ラクシ ヨンを高度化す る
。② 一般事務 の機械化の推進

を進 め ・行政管理 システム完成のための積み上げを進める。③ 海外お よび国内関係 とのネ ッ

トワーク形成のカパ レイヂ を高 め,オ ンライン化す る。

①,② に関 しては,主 として産業.貿 易 に関す る政策決定 および行政指導 体制の確立のた

め,行 政の判断資料 を作成す る省内体制の強 化で あり ,③ はそのために必要 な情報入手 ノレー

トの確 保である。 このよ うな 目的 のため,特 に応用技術 の開発を促進す るな ど ,コ ンピュー

タ利用技術面の拡充を進 め るところに ,将 来計画の ポイン トがある。

① 省内 ぞイムシエア リングによ る情報処理 の高度化'

デー タセンターが 通産省 におけ る総合情報処理 センターと しての役割をはたす ため
.大 型

高性能 コンピュー タを設置す る。 他方,省 内各課 にCRTデ ィスプ レー端末装置を約300

台 導 入,一 般経済情報,統 計情報のサー ビスお よびその加工分析サー ビスを行な うほ か人事

関係情報,予 算関係情報 など,行 政管理 に必要な情 報を有機的に即時提供 しうるシステムを

47～48年 を 目途 に完成 させ る。

② 一般事務機械化の推進

共通業務および固有業務の処 理を出来る限 り.コ ンピュー タ処理化 して,事 務作業の合理

化を図 る一方 ・これ らのサブシステムを体系化 して,① の体制実 現の基礎がために資する。

③ 海外 および国内主要 機関 との ネッ トワー クの確立

特 に国内 においては,ジ ェ トロ,ア ジア経済研究所,日 本鉄鋼連盟 など主要産業団体 ,大

学研究機関との情報交換 ネ ットワー クの確立 を進めてお り,今 後5年 間 に所管産業全分野 と

のネ ッ トワー クを形成,科 学技術,文 献情報を含む一般経済情報 ,各 種統 計情報,業 界情報,

海外情報など広 く交流を図 る計画である。

情報の種類お よび性 質に応 じて.海 外 とのネ ッ トワー クを結ぶこ とも予定 してお り ,必 要

な分野についてはオ ンライン化す る計画である。
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6.6.補 論

6,6.1官 庁統計のコンピュータ利用状況

(1)官 庁統計の概要

① 統計機構

国の統計組織は普通,集 中型と分散型に分けることができる。集中型とは国の統計活動が

一つの機関に集中されて行なわれる型態であり ,分散型とは,そ れが互に独立 した機関で行

なわれる型態である。各国ともその国情により様々であるが,わ が国では分散型を採用 し,

総合調整機関として行政管理庁を置いている。

各省庁の機構(第1図)お よび業務概要は次のとおりである。

② 統計分類

各省庁で作成している主要な統計を目的別に分類すると次のようになる。

○ 人 口 〔(指)は 指定統計を示す 〕

国勢調査(指),人 口調査(指),住 民登録人口移動報告,全 国推計人口,都 道府県別

男女別推計人口,男 女年令別推計人口(総 理府統計局)

出入国者統計(法 務省)

人口動態調査(指),入 口動態社会経済面調査(厚 生省)

○ 労 働

労働力調査(指),就 業構造基本調査(指),(総 理府統計局)

毎月勤労統計調査(指),雇 用指数,雇 用動向調査,職 業紹介統計,賃 金労働時間制

度総合調査,毎 月労働災害統計調査,労 働生産性統計(指),労 働組合労働争議,労

働組合基本調査,労 働争議統計(労 働省)

○ 農林水産

1960年 世界農林業センサス(指),農 業調査作物調査(指),茶 調査 ・畜産物調

査(指),養 蚕収繭量調査(指),農 家経済調査(指),農 産物生産費調査,農 家就

業動向調査,農 産物流通統計調査,林i属 地基本調査,製 材統計調査(指),木 材需給

動態調査,木 炭生産統計調査,製 材工場経営調査,林 業経済調査,第3次 漁業センサ ・

ス(指),漁 業動態調査,海 面漁業漁獲統計調査(指),漁 業経済調査,漁 業就業者

調査,水 産物流通調査,食 糧需給表,農 業動態調査(指),林 野利用状況調査(指)

(農林省)
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第1図 官 庁 統 計 機 構
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○ 鉱業,製 造業,電 気,ガ ス

機械受注実績統計調査(経 済企画庁)

薬事工業生産動態統計調査(指)(厚 生省)

本邦鉱業の趨勢調査,埋 蔵鉱量統計(指),工 業統計調査(指),通 商産業省生産動

態統計調査(指),工 作機械設備等統計調査(指),電 気に関する定期報告,ガ ス事

業生産動態統計調査(指)(通 産省)

中小企業総合基本調査(指)(中 小企業庁)

造船造機統計調査(指),鉄 道車輌等生産動態統計調査(運 輸省)

○ 建 設

住宅統計調査(指)(総 理府統計局)

建設工事統計調査(指),建 設工事受注調査,建 設着工統計調査(指),建 築物滅失

統計調査,建 築物等実態調査(建 設省)

土地に関する概要調書,家 屋に関する概要調書(自 治省)

○ 運輸,通 信

地方鉄道および軌道統計,自 動車輸送統計調査(指),大 都市交通センサス,船 舶船

員統計調査(指),内 航船舶輸送統計調査(指),航 空輸送統計,港 湾調査(指),

国際観光統計(指),総 合輸送活動指数(運 輸省)

○ 商 業

商業統計(指),商 業実態統計調査(指),百 貨店販売統計調査(指),割 賦販売実

態調査,ス ーパーマーケット等に関する調査,石 炭等需給動態調査(通 産省)

中小商業総合基本調査(指)(中 小企業庁)

○ 貿 易

日本外国貿易統計,貿 易価格指数,貿 易数量指数(大 蔵省関税局)

輸出認証統計,輸 入認証統計(通 産省)

○ 賃金 、物価

小売物価統計指数(指),消 費者物価指数(総 理府統計局)

民間給与実態調査(指)(国 税庁)

農林物価賃金調査,農 林物価指数,農 村消費者物価指数(農 林省)

船員労働統計調査(指)(運 輸省)

賃金構造基本統計調査(指),賃 金労働時間制度総合調査,屋 外労働者職種別賃金調
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査(指),林 業労働者職種別賃金調査(労 働省)

地代家賃実態調査(建 設省)

地方公務員給与実態調査(指)(自 治省)

○ 家 計

家計調査(指)全 国消費実態調査(指),貯 蓄動向調査(総 理府統計局)

消費者動向予測調査(経 済企画庁)

被保護者生活実態調査(厚 生省)

農家経済調査( .指),漁 業経済調査(農 林省)

○ 企 業

事業所統計調査(指),個 人企業経済調査(指)(総 理府統計局)

法人企業投資実灘 計調査儘)法 人企業投資予測調査,企 難 営者脱 し調査

(経 済企画庁)

社会調査(国 税庁)・

貿易業態統計調査(指),設 備投資実績および計画調査(通 産省)

中小企業経営調査,中 小企業産地実態調査,中 小企業景況調査,下 請企業動向調査

(中 小企業庁)

○ 国民所得

昭和35年(38年)産 業連関表(行 政管理庁)

国民所得統計年報,四 半期別国民所得統計,国 富調査(指)(経 済企画庁)

昭和35年(38年)産 業連関表 昭和40年 地域別産業連関表(過 …省)

○ 社会文化

科学技術研究調査(総 理府統計局)

犯罪統計月報,交 通事故統計(年 報)(警 察庁)

学校基本調査(指),学 校職員調査(指),社 会教育調査(指),学 校保健統計調査

(指),地 方教育行政調査,宗 教団体数 ・教師数 ・信徒数調査(文 部省)

昭和41年 厚生省生活総合調査,厚 生行政基礎調査(指) ,社会医療調査(指),厚

生省報告例による社会福祉統計,社 会福祉施設調査,医 療施設調査(指)
,病 院報告

・医師 ・歯科医師 ・薬剤師調査,国 民健康調査(指),患 者調査(指),伝 染病およ

び食中毒統計調査,優 生保護統計報告(年 報),国 民栄養調査(厚 生省)

海難統計(指)(運 輸省) ,
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これ らの統計から次の ことがいえる。

(1)労 働,農 林水産,鉱 工業,電 気,ガ ス,建 設,運 輸通信,商 業,貿 易等 産業分

類 が明確な統計は,各 所管官庁 で主 に作成されている。

② 人口,賃 金,物 価,家 計,企 業,国 民所得,社 会文化等 日常の国 民生活に密 接 し

た問題の統計は,数 種 の官庁で分散 して作 成されている。

② コンピュータ利用の現状

① コンピュー タ設置状況

現在,主 に統計作成のためにコンピュー タを利用 している省庁は

総理府 統計局電子計算課(IBM360-40,NEAC2200-200)

経 済 企画庁経済研究所1台(HITAC5020)

大蔵 省関税 局業務課2台(OUKlo50,0UKloO4)

国税 庁企画 室2台(IBM360-40,HITAC5020)

文 部 省官房統計課1台(HITAC8300)

厚 生省統計調査部集計課1台(UNIVAC－ 皿)

農 林省農林経済局統計調査部管理課1台(HITAC3010)

通 産省調査統計部製表課2台(NEAC2200-200,400)

労 働 省労働 統計調査部製表課1台(OUKg300)

で ある。

大部分の省庁(総 理府,農 林,通 産等)はPCSか ら コンビ"一 夕シス テムに移行 した二

ものであるが,文 部省の ように直接 コン ピュー タシステ ムを採用 した省庁 もある。

② コンピュータ適用業務

各省庁 とも前述 した所管の統計業務 を行 ない,い わゆる1次 統計 を作成 している省庁が大

部 分で あり,科 学技術計算,経 済分析計算 や行政企画のための情報処理 を行な っている省庁

は,わ ずかである。

しか し,作 成され る統 計は順次,増 大 の傾向 にあ り,た とえば農林 省では昭和39年30

種 類,40年32種 類,41年46種 類,42年58種 類 である。

総理府統計局では42年 度 中に局内分24種 類,受 託分36種 類 の統計を作成 してお り,

今 後各省庁における処置量 はますます増大 する とともに行 政企画 のための2次 統計が数 多 く

現 われるであろ う。
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㈲ 展望と問題点

官庁統計へのコンピュー タ適用の展望 と問題点を述 べれば大体次の ようなことがあげ られ よ

う。

現在,各 官庁で作成されている統計は,② 集計結果や2次 加工結果が公表され各方面で利用

されるとともに ⑤行政資料 として各省庁内部では,原 票や中間段階のデータも含めて利用さ

れている。前者については,今 後行政機関から民間へのサービスとして,現 在の統計表による

発表の方法から例えば磁気テープ記載で供給されるような方法が加わるととも考えられる。

後者については,ク ロス再集計が何時でも可能になったり,各 省庁合同統計の作成(例 えば

産業連関表の作成等)が 機動的に行なえるようになるなど,従 来 よりも,よ リオペレーショナル

な利用方法が大幅 に採用されてゆ くことになるであろう。

このような方法の充実によって官庁統計の処理機能は次第に自己完結的なものから脱 して行

政管理システムや経営情報システムにつながるサブシステムとして,処 理機能上重要な位置を

占めることになるものと思われる。

しかし,そ のためには,ま ず次のような諸問題の解決が図られなければならない。

① 体系化問題

a現 在,各 省庁は分散方式がとられているため,内 容に重複や欠けている部分があるが,

これを調整し,国 全体の統計の体系化を図る。

bセ ンサス統計調査,動 態統計調査等の的確な目的の再調整 を行ない,同 じ分野に対する

同じ調査については,相 補関係を厳格にする。

c同 種対 象に対する異った統計調査が実施される場合の対象名簿の共同管理を進める。

d国 際比較を考慮する。

② 標準化問題"

a標 準型統計調査票の設定を行なう。(特 にOCRやOMRの 採用等を前提とした用紙の

規格,調 査票様式の標準化等)

b統 計用語のffL-'一$'よび諸分類コード(産 業コード,府 県コー ド,事 業所コード,商 品コ

ード等々)の 統一を行な う。.

③ コンピュータ利用技術問題

a各 省庁集計業務や統言1解析業務に用い られる共通パターンについての標準 プログラムの

パッケージ化を進める。

b各 省庁の処理機能の確立を前提とした,各 省庁間のデータ交換のためのスウィッチング
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・センターの規模の検討 を進 める
。(官 庁統計 は一般には,オ ンラインに より交換する必

要がある ものは少 く,磁 気 テ ー プ ベースでの交換 が中心になるもの と考え られるので大

規模 センター機能の必要 性は疑問である。)

cデ ー タ交換のため に必要 な記録媒体上(た とえば,磁 気 デ ィスク,磁 気テープ等)の ロ

ジカルレコー ド方法 の統一 を行な う。

6.6.2地 方公共団体 における コンピュータ利用の現状と展望

(1)地 方 公共団体 における問題

わが国の地方公共団体は,現 在,次 に挙げるような多 くの問題をかかえている。

① 人 口の過密,過 疎 農漁村地帯か らの人口の流出 と,都 市部への人口の集中化

② 地域開発 と公害 急速 な工業地帯の発展 と,と れがもた らす大 気,用 水等の汚

染,騒 音 などの公害

③ 交通災害 と道路,信 号,横 断歩道橋な どの未整備

④ 教育面における都市部 と震源山村地帯 との格差

⑤ 人 口の流動化 にと もな う住宅,学 校,医 療 設備などの整備の必要 性

⑥ 投 資額の増大 と住民税等 収入源の固定化現象

⑦ 行政簡素化の要請 と住民のサー ビス向上の要請

亡れ らの問題 に対処 して,現 在,地 方公共団体では多額の費用 と労力が投入 されているが,

問題 の多 くは,広 域 にわたりかつ根の深い ものであるため,個 々の地方公共団体 のみで解決 し

得 るものではな く,国 あ るいは他 の地方公共団体 との密接 な連携 を もった総合 的な施策の展

開が望 まれている。

② 地方公共団体 におけ るコンピュータ導入

地方公 共団体 におけるコンピュータは,事 務の合理化,行 政の高度化 を目的に昭和43年3

月末現在117団 体 で165台 が 設置され稼動 している。また,12団 体(16台)が 導入を

予定 している。

亡れ らのコンピュー タの適用業務は,府 県 ・市区町村を問わず,ほ とん ど同種の業務 に適用

され ている。 とくに税務,料 金認 定,給 与,各 種統計等 といった多量のデー タ処理 に最 も多 く

使用 されている。

コンピュータ導入の主 たる動機 は,年 々増加 しつつある人件費 および事務費 の節減 を図 り,

これに よりういた財源 と人員 を住民サー ビスの向上,地 域開発 の促進等の地方行政の質的向上
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にふ り向け ようとする ことにある。

第1表 地方公共団体 におけるコンピュータ設置台数

(昭 和43年3月 末現在,行 政管理庁調べ)

地方公共団体の区分 団 体 数 設 置 台 数

都 道 府 県 15 39

市 区 町 村 95 118

一 般 事 務 組 合 等 7 8

合 計 117 165

(3)地 方 公共団体における情報処理の将来

地方公共団体 における情報 処理は,前 述 した ように,大 量 データ処理が コンピュータ使用時

間の大半を占めているが,将 来の方向 としては,地 方行政 に対 する行政高度化 の要請 一 施策

の 総合化お よび住 民サ ービスの向上 一 が,今 後 ますます増大する傾 向にあるととか ら
,地 方

公共団体の情報処理 も施策の企画立案,行 政執行 などに利用 されるウエイ トが高 くなってい く

ことが予想 される。 とくに者随 府県では,地 域開発 におけ る長期計画への利用(投 資効果 の予

測,ス ケジュー リングな ど),ま た 市 区 町 村 では 住民サ ービスとして
,住 民記 録ファイルの

一元化 と これによる教育
,衛 生,福 祉,住 民資格な どの諸サ ー ビスへの利用があげ られる。

さ らに,中 央省庁,民 間企業な どの事業体 が個 々に適合 したシステムを発展 させて い く過程

において,地 方公共団体の情報 処理システムも,こ れ らと相互 に密接な関連を持 つよ うな シス

テムが形成される ことにな ろ う。'

な かでも,中 央省庁との関係 においては,国 が進めるナシ ョナル ・ネ ットワークの構成要素

と して,地 域的なデ ータバンクを形成する とともに,国 の施策 と一体化 した地方行政の遂行が

図 られる ととが期待 される。

(4)事 例

① 広 島県 に鉛ける情報処理 システムの現状 と展望

a情 報処理 システム導入の必要性

地方公共団体の行政は住民の生活 に直結す る度 合が強いだけに,そ の行 政の執行 には住民

の意思が十分反映 される よう,地 方 自治法 に よって 地方行政事務はそれぞれの地方公 共団体
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に配分されている。

概括的には,市 町村で基礎的な住民の日常生活 に直結する事務を包括的,一 般的に処理す

ることとされ,都 道府県においては地方行政事務のうち,

⑤ 広域にわたるもの

⑤ 全国的に国の同一基準によって統一的な処理をする必要のあるもの。

◎ 市町村に関する連絡調整に関するもの。

③ 一般の市町村が処理することが不適当であると認められる程度の規模のもの。

などを処理するとととなっている。

経済社会の急速な発展に伴い,地 方行政に対する需要も急激 に増大 してきているが,こ れ

ら行政需要の増大と多様化の現況にたって県行政のマクロ的な問題点を指摘すると,

⑧ 行政組織お よび事務手続などはますます複雑 となり,行 政の統一的管理が困難になっ

てきていること。

⑮ 人件費,事 務費などをはじめとする義務的経費の増加が県の財政硬直化にはく車をか

けていること。

◎ 技術革新や所得水準の向上にともない,住 民生活の態様が大きく変化 し,事 務処理の

迅速化および行政の質的な向上が要求されてきたこと。

な どをあげることができる。

このような問題に対処するため,広 島県では,行 政事務近代化実施要領を制定 し(38年

1月),こ と数年来行政の近代化と事務の合理化の方策につき全庁的な検討を加え,単 能機

などによる事務の機械化を逐次実施 し,局 部的な問題の解決を図ってきた。しかしながら,

これも一定の限界に達 し,と れにかわるものとして,コ ンピュータの導入により,個 別事務

処理の合理化,能 率化を図 りつふ,全 庁的な企画,立 案,総 合調整機能の確立を図ることと

なった。

b適 用業務

コンピュータの導入は,県 行政の画期的な事業で,当 面かなりの経費を必要とし,し かも

機械化システムへ移行する過渡期には,手 作業と,機 械作業との併行処理のために多少の ト

ラブルを生ずるおそれがある。

このため他の府県などの導入事例について調査研究を進め,そ の結果にもとついて,で き

るだけ早 くコンピュータ導入の目的を実現できるように導入計画 を策定した。機械化は,段

階的に実施することとし,そ の第1次 計画 としては,県 の担当職員を養成する意味もあって
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比較的機械化にな じみ易い,大 量反復業務である給与'税 務関係業務から着手するとととし

た。 現在実施中の適用業務は第2表 のとおりである。

第2表 適 用 業 務 一 覧

業 務 名 件 数 開 始 年 月

1.月 例 給与

@
2・ 期 末勤勉手当 知事部局

給 3.年 末 調整 教育委員会関係

与 4.給 与 改定 に よる差額 警察本部を含めて 43年7月

関 5昇 給,昇 格事務 29,000人

係 6・ 人 事関係 資料

7.給 与費予算関係資料

1.個 人 事業税

⑤ ① 賦 課
50,000件

② 収 納
税
③ 統計資料

43年 中務
1.自 動 車税

関
① 賦 課

係 160,000件

② 収 納

③ 統計資料

◎統
計
関
1.交 通 事故統計 月1,500件 43年7月

係

⑤ 給与関係業務

イ 機械化対象職員

給 与関係業務の機械処理は,昭 和43年4・5・6月 に併行処理を経 験 したのち,昭 和43

年7月 分の月例給与 の支給事務か ら知事部局,県 警察,教 育委員会関係職員等29,240名

に ついて行 なっている。 コンピュータ導入の当初か らこの様 な大 規模な機械化を実施する こ

とは,他 の地方公共団体 に類例 を見ないところであ り,広 島県の コンピュータ処理の特徴の
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一つである。

なま㍉ 県議会議員,非 常勤の各種委員会委員,国 家公務員および臨時職員等の給与計算に

ついては,給 与体系および給与支給日が異なるなど機械処理にな じみ難いので除外 している。

ロ 処理内容

○ 給与の支給事務

○ 各種控除金の事務

○ 共済関係事務

○ 人事関係事務

上記事務に必要な帳票teよ び管理資料約go表 を毎月または必要に応じて作成する。

⑤ 税務関係業務

税務関係業務の機械処理は,昭 和43年 度分の

○ 自動車税(43年 度処理予定件数約16万 件)

○ 個人事業税(43年 度処理予定件数約5万 件)

にかかる賦課収納事務および税務諸統計資料の作成等から実施するが,こ れ らの処理方式の

設計にあたっては,現 行の手作業過程をできるだけコンピュータ処理に吸収するよう配慮し

ている。

この事務処理は,賦 課事務のみならず収納消込み事務を含めて処理するよう設計している

が,と れは未だ他の地方公共団体に例を見ないものである。

処理内容は以下のとおりである。

イ 賦課徴収事務

申告書(課 税台帳)に 記載された項目を記録管理 し,納 税通知書,督 促状の作成など必要

な諸帳票を作成する。

ロ 収納消込み事務

現在,賦 課分にかかる収入額のみを対象とし,当 該年度末の未納者(滞 納繰越分)に つい

ては,徴 収簿 と収納状況一覧表を作成 して各県税事務所へ引継 ぐ。

ハ 延滞金の計算

納期限経過後納付されたものについて延滞金の計算を行ない各県税事務所へ計算書を送付

する。

なま㍉ その年間件数は

○ 自動車税12万6千 件
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C)個 人事業税3万6千 件

と想定される。

二 過誤納還付金 ,還付加算金の計算および送金通知書の作成

過納または誤納が生 じたものについて還付金および還付加算金の計算を行ない ,各県税事

務所あて還付金計算書を,納 税者あて送金通知書をそれぞれ作成する。

◎ 交通事故統計

広島県警察本部においては,広 島県独 自の立場から警察庁へ伝送済のデータを利用 して交

通事故統計(項 目数47,作 表数35)の 作成を民間の計算センターへ委託 していた。

広島県へ情報処理 システムが導入 されたのを契機に,経 費の節減と交通事故の激増に伴 う

社会的要請に即応 し,現 行交通事故統計表 の改善と交通事故対策資料などの充実をはかるた

め,43年7月 末を目途に機械化への移行作業を行なっている。

なま㍉ 内容的には現行47の 調査項目に10項 目を追加し,89表 の統計表の作成とこれ

らのデータが1年 間集積された場合は他の資料 とあわせて交通事故分析計算などを行な う予

定である。

c効 果(初 期のもの)

情報処理システム導入による効果の評価には ,二 面性があると考えられる。

すなわち,導 入の目的が単に人手による作業的事務を機械に代替させるだけであれば
,そ の

業務に要 している人件費,物 件費 と機械化経費と比較するととによって評価できる。

しかしながら,情 報処理システム導入の目的をその本来の意義である行政の各業務を有機的

に結合 し,総 合化し・適時適切な管理を行なうということに向ければ
,そ の評価は,ど のよう

な管理資料を管理者に提供 して行政の近代化に役立てるかによって決まる。

ところが,こ の管理資料を作成する作業は,多 くの場合,部 分的で
,手 作業では能力的にも

時間的にも不可能 とされていたもので,と のために必要とする縫 を計量化 し
,そ の効果を定 ・

量的に把握するととは,極 めて困難である。

このように導入の効果には,定 量的に把握 できる消極的効果(事 務処理の合理化
,能率化効果)

と,定 量的に把握できない積極的効果(行 政管理の近代化)と があり
,こ の両面から評価する

ことが妥当であると考えられる。

⑧ 積極的効果

コンピュータによる機械化業務は
,第1次 業務の機械化移行後は統計業務などのいわゆる第

2次 業務の機械化 を行ない,少 な くとも導入3年 後においてはつぎのような効果が期待できる
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と考えられる。

イ 行政事務の質的向上

大量反複業務は,コ ンピュータの最も得意 とする業務で正確迅速に処理するととができ

るので,そ の業務の人員を単純作業から解放 し,サ ー ビス業務や管理的業務にふ りかえ,

行政事務の質的向上をはかるととができる。

ロ 適時適切な管理資料の提供

行政の各部門のデータを多角的に分析 し,あ るいは有機的に総合化 し,事 業計画,経 済

予測などに必要な管理資料を,適 時適切に管理者に提供するととができる。

ハ 高度の技術計算などが可能

従来,質 的に,あ るいは時間的に人手による作業では処理が困難とされていた予測業務,

長期的施策の策定に必要なオペレーションズ ・1Jサーチ,シ ミュv－ ションな どの高度の

技術計算が正確迅速 に処理できるようになる。

⑤ 消極的効果

当面機械化を考えている給与,税 務関係業務が完全に運用される時期においては,当 該業

務の年間推定事務量35万 時間分が機械化されるものと推定される。

この労力換算費用は,機 械化経費7,000万 円(可 変的経費の上昇率10%を 見込んで

8,000万 円としても)を 上回るものと期待され,さ らに増加事務量を吸収することができ

ると考えられる。

ただし,43年 度においては,機 械化に移行するための過渡的作業であb

O台 帳類の整備,転 記および情報処理 システムへの移行作業

03カ 月にわたる給与事務の併行処理作業

などに要員を割 くことになるため,実 質節減労力は上記のものよりかなり下回る ことが予想

される。

d将 来計画

第1次 機械化業務の完成後においては

⑤ 統計的業務(交 通,工 業,商 業等)

⑤ 情報検索業務(人 事管理,財 務管理等)

◎ 技術計算(OR調 査,河 川流量等)

を内部管理および地域管理システムに編成 しながら,遂 次機械化 し,行 政の近代化を具現 して

ゆく方針である。(第3表 参照)
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第3表 適 用 業 務 計 画
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税 務 事 務
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② 地方公共団体 における住民記録 ファイル

a概 論

地方公共団体における コンピュータ利用の例 と して,住 民記録の一括 ファイル化がある
。

亡れは,コ ンピュータの記録装置 に
,住 民に関する情報(住 所,氏 名,年 令な どの基本

的データと行 政目的別 ・個別 的データ等)を 統一的 に住民記録フ ァイル として保有 し
,コ

ンピュータの情報処理機能 を利用 して
,教 育,福 祉,衛 生,住 民資格 な どの各種住民サー

ビス業務 を迅速 かつ有機的に行 なお うとする ものである
。

すでに,東 京都中野区 ・目黒区 ・板橋 区の各区役所
,山 形県米 沢市,神 奈 川県藤沢市な

どで実 施され,他 の 多くの地方公 共団体 でも計画 中であ り
,今 後の地方公共団体 における

住民サー ビスに重要 な役割 を果 たすもの と考 え られ る。

b住 民基本台帳 と住民記録 ファイルとの関係

昭和42年11月10日 に施行された住民基本台帳表 は,住 民に関する各種の台帳を統合

し,住 民基本台帳を作成 し,住 民に関する正確かつ統一的な記録 を整 備する とともに
,こ

れに基づいて,住 民 に関す る行政事務 を処理する佑1渡を整 備 し
,あ わせて住民の住所の変

更などに関する届け出を統合簡素化する ことに より窓 口事務の改善 をはかる 亡とを目的と

している。

住民記録 フ ァイルは,同 法の 目的 にもとづきコンピュータの利用 により,多 元的に発生

する住民情報 を一元的 に把握 し各種 行政 に使用することを前提 としているが
,住 民基本台

帳 とはその機能 の うえで,い ちじる しく異 なる。すなわち
,住 民基本台帳は,窓 口で記録

の確認,個 別調 査用 に,住 民記録 ファイルは,窓 口の後方にあって
,一 括大量処理用 とし

て利用 される ととである。

c住 民情報 の収集 と蓄積

住民情報 として収集 する情報 は,行 政に必要 な情報 を制度的 に選択 して収集する ことに

なるが,こ れ は ・行政の水準に よって多種多様 である。 亡れを情報の収集過程で見る と
,

第1次 デー タと第2次 デー タに分け られる。

イ 第1次 デー タ

住民基本台帳法 を中心 とする各種住民関係法律 にもとつ く,住 民の地位 に関する諸届

で,住 民か らの素デー タで ある。

ロ 第2次 デ ータ

第1次 デ ータとして蓄積 した情報を年令 ,資 格の有無 どにより榛 し藩 査,鑑 など
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の処理 を行なった ものである。第2次 デ ータは,選 挙人名簿登録審査決定の よ うに,第1

次 データを単 に審査するにとどまる ものと,課 税のように相当 にデー タを付加,加 工 した

結果 のデータとがある。

第2図 第1次 デ ー タ と 第2次 デ ー タ

第1次 データ

届

第2次 デ ータ

審 査

(窓 口デ一 夕)

住 民記録

プアイル

＼

一 ぐ聾

(加 工 デ ータ)

情報検索

個 別 資料

(外部用)

〉、/

＼

個別 資 料

(内部用)

調 査 集約資料

部

内

部

資

料

に

か

わ

る

このよりにして収集したデータのうち何を蓄積するかは,対 象業務 によって,ま た,情

報の種類,デ ータの固定性,流 動性などより決定される。蓄積情報は現段階においては,

主 としてつぎの業務に利用される亡とになろう。

⑧ 住民の基本的事項(住 所,氏 名等)

⑤ 配給関係

◎ 選挙関係

⑥ 国民健康保険関係

◎ 国民年金関係

⑦ 生活保護関係

@税 務関係

また,住 民記録ファイルを利用するための必要な項 目として,つ ぎの9項 目が上げられ
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る 。

③ 生年月日

⑤ 世帯構成

◎ 続 柄

④ 居住番地

◎ 資格状況

① 居住期間

⑧ 異動事由

㊤ 事件事由

① 所得状況

d住 民記録ファイルの利用

前述のデータが記録された住民記録ファイルは,行 政事務執行のため,つ ぎの業務(目

的)に 使用される。

イ 住民個人を特定条件のもとに抽出するもの

◎ 生年月日が条件のもの

予防接種該当者調査

就'入 学児童生徒調査

新成人者調査

敬老品贈呈該当者調査

国民年金世論調査対象者名簿

⑤ 世帯構成・続柄が条件のもの

母子世帯実態調査該当世帯名簿

◎ 居住番地が条件のもの

住居表示新旧対照リス ト

⑥ 資格状況が条件のもの

選挙定時登録対象老調査

選挙人名簿抹消届書

選挙投票所入場券

国民年金加入促進調査

㊤ 居住期間が条件のもの

青少年実態調査名簿

精薄児実態調査地区住民名簿

老人調査 ・老人健康診査通知

課税処理簿

消費者実態調査

選挙人名簿抄本

選挙法26条3項 通知

選挙人 カード
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選挙資格調査

① 所得状況が条件のもの

住民税申告通知 国保料賦課

課税追加調査 カード 国保料減額

@そ の他

閲覧用全住民リス ト

ロ 集約された行政管理費料

人口統計 学校移転 ・学区再編成資料

青少年定住率調査 投票区別有権者数調査

町丁別就学予定者調査

e住 民記録ファイルとその問題

住民記録ファイルの大きな問題 として,蓄 積された情報のメインテナンスがある。住民

の転出'転 入などの異動にともない,蓄 積された情報も合わせて ,正確にメインテナンス

される必要があるが,と のメインテナンスは,住 民記録ファイルの有用性を決める最も重

要問題であり,情 報処理システム設計に当たって,つ ぎの点に十分留意する必要がある。

③ 転出者の取 り扱い

住民の転出による情報を消去する場合は,選 挙人名簿は,表 示後6カ 月,国 民健康保

険のレセプ ト審査の立場か らは約3カ 月,住 民票は転出予定日など制度によって異なる

ので,最 も遅く消去するものに合わせる必要がある。

⑤ 修正情報の正確性の確保

修正は,住 民が窓口への届け出によって行なわれるので,修 正カ所を明確にするとと

と,各 種届け出様式が混在するので,入 力の際誤 らないようにする必要がある。

◎ 内容確認の容易性 、

窓口の応接において,情 報の信頼性が問題となるので,修 正内容の確認が容易に行な

える必要がある。

③ 情報送付部門の直接効果の希薄とデータの責任性の確立

住民情報は,異 動情報を発生送付する部門 より,他 部門に拾いて利用するととが多い

ので,情 報送付部門の責任 を明確にする必要がある。

◎ 大量データ処理のため,単 純なシステムであること。

住民記録ファイルを利用する情報処理は,大 量データ処理が多いので ,メ インテナン
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スのため処理時間,オ ペ レータの精神的負担な どの軽減 を考慮 して可能な限 り単純なシ

ステム とする必要がある。

① 住民 コー ドの設定

以上 の メインテナ ンスおよび情報処理の ため最小桁数で使い易い住民 コー ドを設定す

る必要がある。
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7.科 学 技 術 分 野

7.1概 説

7.1.1科 学 技術情報処理の必要性

戦 後は 「技術革新 」の時代 といわれ るが,事 実,戦 後におけ る科学技術は,過 去 に例をみ

ない ほど急速 な発展を示 して きた。

現代の科学技術は,一 方 に深 く研究するための細分化?専 門化 があ り,他 方それらを まと

めた総合化があ るとい うことで二 面性 を もってい る。

また,研 究,開 発に伴い発生され る論 文,特 許文献は膨大な もので あ り.専 門化,境 界領

域 の増加等 によ り,多 様 で入 りくんだ もの となってい る。

このよ うな状態 において は,研 究者の文献の収集,整 理,検 索に費す労 力が増加し,創 造

的活動を行な うこ とが難 しくなる ことが予想され,研 究者個人を中心 とす る従来のよ うな文

献収集の方法では,も はやそれに よってカバ ーされる部分は全 く不十 分であ ると思われる。

したがって,企 業にお いて も,大 学 その他の研究機関におい ても,組 織的に科学 技術文献を

収集 ・蓄積 し,研 究資料や研究 管理資料 の提供 機能を強化 しつつあるご

同時 に.科 学技術情報を体系づけ,そ の流通を図 り,研 究 ・開発の社会的化 ・効率化を期す

ことが必要 と考 えられ るに至 った。

7.1.2科 学 技術情報の特 性

科学技術情報 は,

① 学 術研究情 報

② 産業 技術情 報

③ 特 許情報

に大別される。

学術研究情報は,産 業技術開発の基礎的資料 とな るもの であ り,大 学,そ の他の研 究機関

等の研究活動から生み出される。 この種の情報は,一 般的には公開情 報であ り,広 く伝播され

る ことによ り科学技術の研究,開 発 を促進す るものであ る

また,産 業技術情報は,各 種製 品の設計生産に結び付 く応用技術 であ り。 主 として企業 に

おけ る開発から生み出される。 ノウハ ウ等の非公 開部分 も多く,経 済的 な重要性 も大 きい。
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公開された産業 技術情報によ り,技 術開 発動向,既 に開発 されてい る技術の内 容等を知るこ

とができる。

産業 技術情報 の うち,特 許 出願 されて権利化され,そ の内容が公開 された ものが特許情報

であ る。特 許情報 は,新 しい科学技術情報 として開発研究に役立つと同時 に,権 利範囲 を確

認 し,権 利侵害,特 許抗争を避け るためにも役立 っ ものであ る。この点では,他 の科学技 術

情 報と若干異な り,企 業 にと って一種の経 営青報とも考えられ る。

科学技術情報は,情 報が交換 され ることに より新 しい研究開発 がされ る とい うこ とから,

本 来普遍的であ ることを要求され る性質 を持っている。 したが って,単 に一国内 において流

通するものでは なく,ワ ール ドワイ ドに流通す るもの である。また,研 究,開 発は過去の成

果の上につみ重ねて行 なわれ るもので あるため,量 的に年 々増加の一途 を辿 り,(第1表 参

照)こ れが 組織的な科学技術情報処理の 必要 性が生 ずる一因ともなってい る。

第1表 世 界の科学 技術情報量(年 間)

文

献

論

文

レポ ー ト、学 界前刷,学 位論 文

2次 資料(抄 録誌・索引誌)

また,'科 学技術の専門化,細 分化お よび,境 界領域の拡 大によ り,科 学技術情報は ますま

す 多様化 し,複 雑化 してい く傾 向があ る。 科学技術の進歩を図る上 には,効 率 的な情 報処理

が必要 とされ る。それが満たされ ない場合には,あ る分野には重複研究が行 なわれ,逆 に,

他 の分野 では必要 な人員 ・資金の投入がなされない等 の事態の起る可能性 が高まって きつつ

あ り,こ こに も科学技術情報処理 の必 要性の一因があ り,そ の 高度 化 は い っ そ う進め られ

なければ ならない。

第2表 発表 された事実を知らずに重複研究をした経験(%)

日本物理学会員 日本化学会員

あ る

な い

44

56

45

55

(科 学 技術庁 調査)
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7.2現 状 と問 題

7.2.1わ が 国の現状

わが 国における科学技 術1青報 処理 は,日 本科学技術情報センタ㍉ 各分野にお ける学 ・協

会,国 公立機 関,企 業 等にお いて行なわれてお り,そ れぞれその機関の性 格によつて扱 う科

学技術情報の種類 も異な る。

以下,各 機関の概況を示す。

(1)日 本 科学技術情報 センター

工学,経 営学,医 学 等の分野 につい て,国 内および海 外の雑 誌,レ ポー ト,文 献 ・論文等

を広 く収集 蓄積 し,科 学技術文 献速 報(月 刊)お よび各種抄録 誌,索 引誌を発行 し,調 査,

翻訳,抄 録,複 写 等のサービス も行 なってい る。1～2年 の うちに,文 献速報の編集,作 成

お よび検索システムが完成 され る予定である。

広範囲の科学技術情報を扱 ってい るが,個 々の産業分野,技 術分野に まで きめ細かい点の

情報サー ビスを期待するこ とはできない。

また,企 業からの需要の少ない分野については,採 算上,充 分な情報収集活動 が行なえ な

い点,国 内外の関係機関との連 絡が不十分であ る点,各 種 サービスが迅速でない点,調 査精

度が必ずしもよくない点な どに問題があ る。

(2)学 ・協会

学 ・協会などの専門男わ 機関は,本 来関係者 間の相互連 絡,研 究等各種 情報交換 を目的 とし

て設立 されており,機 関誌,各 種図書類 を発行 している。学 ・協会全体 として発行され てい

る科学技術文献は非常に多い。 しか し,こ れらには論文形式,分 類に統一 がなく,情 報処理

の 観点からみてきわめ て不十分であ る。

また,情 報サ ービス活動は,現 状ではほとんど行 なわれていない。(中 には,抄 録 カー ド

を作成 し,案 内サービスを行な っている建築学会の ような例 もある。)

し かし,今 後は多数 の研究者 を擁す る学 ・協会は情 報源機関 として ,発 表学会文献 の精 選,

論文様 式の統一 分類法の統一,講 演会 ・講習会における半公開 青報のフ ォロー等を通 じて,

効率的 な情報処理 に寄与すべ きであ ろ う。

(3)国 公立研究機 関

資料収集は広 範に行 なわれ,外 国雑誌,外 国抄録,索 引誌を重視 してい る場合が 多い。研

究に関連す る文献 等の調査 は研 究者が 個々に行 な・・)てお り,研 究者が調i査に労 力 ・時間をか
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なりかけてい るに もかかわ らず,見 落 しも起っているよ うであ る。 なお,寛 々公社の電気通

信研究所ではコン ピュ ータ利用 で技 術情 報サービスを行な ってい る(事 例参照)。

さ りなが ら,研 究機 関は情報源であると同時に利用者 であ り,将 来の科学技術情報処理に

おいて重要な機 能を果す ことになろ う。

(4)企 業

企業 におい ては,学 術研究情報,産 業技術情報 ともに,そ の必要は研究開発,技 術導入.

設備基準の設定等のためと してお り,そ の中で も研究開発の比 重が大 きい。 また,特 許情報

は,新 製品開発のための資料,他 人 の特 許に抵触 せず,開 発 の方向を知るための資料,開 発

された新製品が他 人の特許に抵触 していないか どうかを調 べるための資料 として利用 されて

いる。

学術研究所情報,産 業 技術情報等の科学技術情報は,研 究開発 において極めて重要 な役 割

りを果た してい る。

いくつかの企 業 では,コ ンピ ュータにより,産 業 技術情報 の検索の社内サ ービスが行なわ

れてい るカ㍉ そのサ ービスの内容はあま り十分ではな い。 それは資料 デー タの入手に主な原

因があ り,現 在の よ うに情 報源が氾濫 してい る状 態の下 では,単 独の企業 では どうして も情

報収集が不完全 にな り,従 って情 報処理の効果が限定されて しま うことになる・

そのため,そ れ ら企業 に対 して「デ ータの ソースとル ー トを保証す る」国全体 と しての情

報処理 体制の整備が 必要と思われ る。

7.2.2.諸 外 国の現状

現代は一面科学技術の時代であ り,一 国におけ る科学技術の進 歩がその まま,そ の国の経

済,社 会 に大 きな影響を 与え る。 こ うした観 点か ら,海 外先進国は,科 学技術情報処理の高

度化 に対 しては,多 大の努力を払 っているのが実情 であ る。

先進国では,政 府が科学技術情報の高度化に対 して,財 政的 な援助を強 化す る一方,情 報

の入 手,処 理 サービスの面にも力を入 れている とい うこ とであ る。

ア メリカでは,国 立科学財 団による資金援 助が進め られ ると同時に,政 府機関 と民間専 門

機関 との密接 な協 力体制が とられてお り,ま た西 ドイ ツで は,科 学研究者を中心に,科 学技

術情 報の処理を高度 化す るため,1961年 ・7ックスプランク協会 に ドキュ メンテ ーシ ョン

調査所 を設置,西 ドイ ツにおけ る科学技術情報処理の総合的な推進体制を確立する構えをみ

せてい る.特 にこの調査所は,情 報処理の研究 を進める一方,そ の処理 に役立 っ指導,要 員

の養成 に も力を入 れている。
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またフランス,イ ギ リスでは,科 学技 術情報関係のサービス機関がすでに活動 を始めてい

る。

フランスでは約250の 科学 情報処理機 関があ る。なかで も情報セ ンターである ドキュメ

ンテ ーシ ョンセンターでは約12,000種 の 雑誌から20万 件 程度の抄録を 作成 し,そ の 出

版,複 写お よび翻訳などを行 な っている。 また,イ ギIJス で も,専 門情報セ ンター,地 方技

術情報セン ターなど多数活 動 してい る。

ソ連 においても,政 策 として非 常に力がいれ られてい る。現 在,ソ 連邦科学ア カデ ミーが

設立 したソ連科学技術情 報研究所(VINITI)で は,職 員数2,500名,外 部協力 者

22,000名,雑 誌数17 ,500種 ジ さらに抄録件数は約70～80万 件 に達す るといわれ

る。その他,情 報処理に関す る専門家の養成,情 報処理の機械化等 につい ての活動を行な っ

て おり,世 界第一の規模 といわれている。 また,情 報活動を行 なってい る機 関としては特 許

発明情 報研究所,国 立 科学技術 図書館,科 学アカ デミー付 属図書 館および農学中央図書館,

さらに世界最大の図書館 とされ てい る国立レ ーニン図書館などがあ る。

以上,海 外先進国 におけ る科 学技 術情報につい て概観 してきたが,こ れらの例は,今 後の

わ が国におけ る科 学技術情報処理の高度化のために,一 つの示唆をあたえ ることになろ う。

なお,こ こでは,ア メ リカにおけ る科学技術情 報 り処理体制 を以下 にまとめてお く。

(1)ア メIJカ におけ る科学技術情報処 理の現状

現在,世 界でもっと.も進ん だ科学技術情報の処理を行 なってい るのが,ア メ リカであ る。

アメリカではすで に,政 府機関 を中心として,科 学技術情報の 高度化に対して,各 国 にみ ら

れないほ どの組織的 ・総合的 な処理体制が整備 されている。 しか も,そ の体制は単に政府機

関のみにと どまらず,政 府機関 と民間企業あるいは各種研究所 などの協力体 制 も強 ㌔

この協 力体制は,た とえば国 立科学財 団(NSF)の 活 動にみ られる ごとく,科 学技術情

報処理活動 の促進機関 として,民 間機関の情報サービス,情 報に関す る研究に補助金 を与え

るなど,強 力な援 助体制をつ くっていることからも理 解で きよう.

また(図1)に 示す ごとく,政 府 機関における情報処理体 制が整備 され,各 政 府機関がそ

れぞれの担当分野で独 自の科学技術情報 を処理 してい る点は
,わ が国の科学技 術情 報処理の

将来 に大 きな示唆 を与え るであろ う。

アメ リカの政府機関におけ る科学技術情報 の処 理の現状を主 要機関 を例 にと って概略 を以

下にまとめてお く。

① 国防情報センター(DDC)
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第1図

大統領科学諮問委員会

(PSAC)

科学 情 報 小委 員 会

アメリカの政府機構と情報処理体制

大 統 訂
1

巨 編 科学技術椎 官1 連邦科学技術会議

(FEST)

科 学技 術 情 報 委員 会

1

l

N

N
ふ
ー

国 立科 学財 図

(NSF)

原 子 力委 員 会

(AEC)

航 空宇 宙 局

(NASA)

科 学技 術情 報 部

(STID)

科学情報交換所

(SIE)

国際交換 サービス

IES

国 防 省

国 防 ドキ ュ メ ン

ア ー シ ョン

セ ン タ ー

商 務 省

技 術相 談 部

(OTS)

科学 技 術 情 報

ク リア リングハ ウ.ズ

(CFSTI)

保健教 育福祉 省

医学 図 書 館

(NLM)



国 防に関す る科学技 術情報処 理を行な う。情報のサービスは索引誌.抄 録誌の発行の形 で

行なわれ るが,一 般へのサー ビスは後述の科学技術情報のク リア リング … ウス(CFSTI)

を通 じて行 な う。

② 全米航空宇宙局(NASA)

航 空宇宙 技術関係の情報の収集 と処理を行ない,索 引誌 ,抄 録誌を政府 関係機関,民 間に

提供する。

③ 原子力委員会(AEC)

全 世界の原子力に関す る情報を入手 し,索 引誌;抄 録誌の作成 ,文 献検索を実施 してい る。

④ 科学技 術情報クリア リン グハ ウス

政府 関係の科学技術情報を収集 し,整 理した うえで,関 係機関に供給す る。そ のほかの

業務 として,

a研 究報告 書の作成 とその翻訳

b政 府関係機関の文献検索 サー ビス

c情 報源の案内

d進 行 中の研究に関す るサー ビス

などが あげられる。

⑤ スミソニア ン研究所

海外 と科学技術に関す る情報を交換する。同時 に研究開発情報のサ ービス も行な う。

⑥ 国立 医学図書 館(NLM)

全 世界の医学情報を収集 し,文 献検索を行 ない,索 引誌を発行 している。

以上 が,ア メ リカにお け る科学技術情報の処理 を推進 する代表的 な政府機関であるが,こ

れらの機関はいずれ も.コ ンピュータを駆使 して効率的な情報処理 を行ない
,ア メ リカの科

学技術の発展 に大 きな貢献をしている。

一方
,こ れ ら政府機関 とは別に,民 間の専門的な科学技術情報サービス機 関(た とえば,

化 学抄録サ ービス(CAS),生 物 学抄録サービス(BA)な ど)が かな り活動 している。

このほ か,民 間企業 でも科学技 術情報に関 する処理技術の開 発をは じめ として,科 学技 術

精華ぽ)コ ン ピュー タによる蓄積 と検索を進め ている。

7、2.3事 修理

(1)日 本建 築学会(会 員数,2万5千 人)

① 現 状
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抄録委員会(100人,7部 構成,月 に1回 会合)が 国内雑誌70種,外 国雑 誌150

種(設 計 ・都市計画 ・火 災 ・歴史 ・構造力学 ・材料力学 ・環境 力学の7部 門)か ら重要 な

論文を選択して抄録カー ドを作成 し会 員にサ ービスしている。

② 将来 構 想

現在は,各 機関 との連携 によ って互いに補完 してい るが,将 来は建築セ ンター等 に情 報

機能 をもたせ て専 門セ ンターをっ くりたい としている。

(2)日 本 自動車 技術会

自動車 メー カー各社共同で15種 の外国雑誌か ら約100件 の文献を選択 し,月 刊の抄録

誌を発行 してい る。 この抄録誌は科学技 術情報 センター の文献速報 に比べて精度が高 く.か

つ原本 を航空便で入 手す るため速報性がある。

専 門セ ンター的機能 を持 たせ る構 想を持っている。

(3)電 気 通信研究所

同研 究所は所員1,800名 で,単 一 の研究所 としては 日本有数 の規模 であるΩ 科学 技術情

報処理は,研 究者個人の他,情 報特許部(105名)で 外国雑誌 を対 象としてコンピュータ

処理 を行 なっている。外国雑 誌190種 か ら毎月 約2,000件 の論文 を研究所とコン ピュー

タメーカーおよび電線メーカーの研究者が分担.選 択,分 類してい る。抽 出された論 文の標題(

必要に応 じてデ ィスク リプ ターが 加え られる)は 分類,蓄 者 名,著 者の所属機関名とともに

月1回 磁 気テ ープに記録 される。 これによって40分 類項目別 の海外文献 リス トが毎月発 行さ

れ るとともに不定期の文献検索が行 なわれる。検索利用件数は月約20件 で あ り,利 用 した

研究者は,ほ ぼ満 足がい く結果 を得た としている。

(4)企 業 例 －A社

① 情報担 当部課 とその業務

a総 務 部調査課

資料速報の編集(2回/月,100件/冊)

雑 誌(和58・ 洋47種)か ら各 工場の協 力 を得て主として製造技術,品 質管理 関係 の

重 要文献の抄録誌を作成 し,関 係部門に配布。原文はマイクロフイルムで保管 。

b研 究所業 務部業務 課

⑤ 文献速報(2回/月,160件/冊)

雑 誌(和9洋27)か ら学術研究情 報の抄録 カー ドを作 成 し,関 係部門 に配布。

⑤ 「テ クニカル ・インフ ォメ ーション」誌(3回/月,15件/冊)
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第2図 電気通信研究所におけ る科学技術情報の電子計算機処理

雑 .誌.
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ファイル

＼ 」
NEAC2200

電 算 機

ブシ ステ ム

、/

リ ス ト打 出 し

↓
コ ピ ー

依頼者 により作成する

文献 リス ト

＼
＼

磁 気 テ ー プ

フ ァイル(1カ 月分)

リス ト作成

プ ログラム

＼/
NEAC2200

電 算 機

＼

印刷サブ

/

印刷サブシステム

リス ト打 出 し

印 刷 発 行

海 外 文献 リ ス ト
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r

外国雑誌,週 間誌,新 聞等から産業技術情報 を翻訳し配布する。

c特 許室調査課,設 計事務局標準課

それぞれ特許情報,規 格情報の収集,蓄 積,検 索を行な う。

② 電子計算機利用

将来,情 報検索に利用することを考えているが,具 体的な計画は持っていない。

③ 共同化,専 門センターk関 す る考え方

同社が属している業界に共同研究所設立構想があ り,情 報部門も検討 されている。政府

の資金的援助をうけた専門ゼンター構想は望ましいことであ ム

(5)企 業例 －B社

① 情報担当部門の組織図とその業務

一 ト叢(:s室)

一瞬 罎
a情 報 課

社 内技術情報(研 究報告等)の 集 中管理,社 内研究レポー ト一覧表(1回/月)の 作成・

電子計 算機を用 いて洋雑誌(800種)の 雑誌紹介 リス トの作成 。

b情 報 グルー プ(中 研),調 査課(基 礎研究),技 術課 て工場).研 究所 ・室(技 術

開発部)

そ れぞれ'の属す る場所で必要な情報 の調査を行な ってい る。 サプセンターの役割を果

た している。
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② 電子計算機 による内部情報処理

MISの 一部 として社内研究 レポ ー トの処理 を考えてい るが,慎 重に行な う必要があ る

と考えて いる。

③ 共同化専門セン ター構想 に関 して

総合情報セン ターとともに専門センターが必要 であ る。

(6)企 業 例 －D .社(米 国)

同社 は, ,自 社の コンピュータの応用拡大,研 究所 におけ る情報管理のため に研究開発を行

なってい る。

その内容と しては,文 献 中の情報内容 の確認 と分 類,情 報処理システムの基本的研究,N

ASAに 全 国的情報検索体 制をつ く る研究等広範囲な活動を含んでい る。

社内 にお いては,技 術情 報検索セ ンターを持ち情報提供サービスを行なって る。 この情 報

検索システムは,現 時点では相 当に進んだ検 索システ ムと考える ことができ,文 章その まま

をコンピュー タの磁気テープに記録 し,検 索す る方式である。 この検索システ ムでは,普 通

の単語 も除 くことな く,原 文 そのままの形で蓄積 してお き,質 問は単語,句,文 と論 理結合

(AND,OR,NOT,隣 接 語関係)を 用い,基 本的 には単 語の比較をお こなって検索 し

ていくもの であ る。 したがって,従 来の検索システ ムの よ うに情報蓄積のた めの解析,分 類

づけ,見 出し語の採択,シ ソーラスの作成 とい った問題 を生 じない。蓄積データの作成段階

では,コ ン ピュータによ り厳重なチェックがな され ている。
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7.3わ が 国 の今 後 の見 通 し

7.3.1科 学技術情報処理の必要性

今後のわが国の社会経済の発展,国 民生活向上に科学技術の果たすべき役割は極めて大き

いものがある。新 しい科学技術は過去の蓄積の上にたち,最 新の研究成果を吸収しなが ら遂

行される研究開発によって創造される。したがって.効 率的な情報処理は新 しい科学技術を

開発するためには不可欠の条件である。

政府,民 間を問わず,研 究開発 に長い歴史を持ち,自 らの手で科学技術を開発してきた

欧米諸国は,科 学技術情報処理を研究開発の一環として抱え重視してきた。

一方,わ が国は欧米に比べて研究開発の歴史も浅く,新 しい科学技術の開発実績も少ない

ため,情 報処理の重要性は必ずしも十分認識されていなかった。

しかしなが ら,今 後,わ が国においf自 己技術開発を強力にすSめ てい くためには,科 学

技術情報処理体制の整備がきわめて緊要なものとなろ う。

すなわち.科 学技術が高度に進歩発展した現代では.そ れを支える研究開発活動 もあらゆ

る分野にわたってきわめて活発に行なわれるようになっている。これに伴い.研 究開発活動

に不可欠の科学技術情報に対す る需要もまた急激に膨張してきている。

このように,科 学技術情報の需要は一般的に増加するが.と くに技術先端部門の需要が著

しく増大すると考えられる。すなわち,生 物科学,石 油化学,電 子工i業.電 子計算機産業,

原子力,宇 宙,海 洋開発等の先端部門では旺盛な研究開発努力に支えられて他部門に比較し

て急激に進展しつつあるので,そ こで生産される情報の中身は複雑であり,か つその情報量

も多い。

このような観点にたち.次 にわが国科学技術情報処理が抱えている問題点に言及し,将 来

の展望を図ってい くことにする。

7.3,2コ ン ピ ュータの利 用

科学技術情報処 理は,ま ず,体 制,組 織の整備,強 化 が先行すべきであ ることは言 うまで

もないが,処 理の道具 と して のコンピ ュータの重要性は,近 年ます ます増大 しつつあ る。 す

なわちコン ピュータに よる情 報処 理は,① 大 量 の処 理 がで きる。②内容・分類・著者等 か

らの多 角的な検索が できる。③ 遠隔処理が可 能であ り,オ ンライン 化 しない場合 も磁気テ ー

プによ り情 報をコンパ ク トに収め,そ の交換,分 散が容易 である一等の大 きな特長があ る。
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コン ピュータに よる科学技術情 報処理 はアメ リカが最 も進んでお り
,抄 録 ・索引誌の編集,

文 献検索等 が多 くの機関で行なわれてお り,事 項検索(Pa・ctRetrieva1),選 択 的情報提

供(SDI)等 の研究開 発 も実用化 に近 い状態 にあ る。さ らに自動翻訳 ・自動抄録 も研究 中

であ る。 わが 国におい ても日本科学技術情報セン ター にお ける索 引自動作成システムが開 発

され,ま た,い くつかの企業 ・研究機関において も文献検索が行 なわれてい るが
,ア メリカ

に比べて かな りの格 差が存す る.

したが って,今 後の電・子計 算機利用の増大の予測にたって以下の開 発を行な う必要があ る。

(1)ハ ー ドウ ェアに関 して

現在の コン ピュー タの 問題点 として次の点があげ られる 。

① 高価である こと。

企業 の調査で明らかなように,情 報検索のみ にコンピ ュータを用 いることは採算があ わ

ぬ場合が多い。

② 処 理速度が遅いこと 、

サーチ 方式(見 出し語によって所 要の情報 を引き引す方法で,一 般に全 フ ァイルを探が

す必要 があ るが,フ ァイリングはランダムでよい)は 速度が遅 く,ル ックア ップ方式(見

出し語 を主体に一定の秩序を持ってファイルされた ものから所要の情報を引 き出す方式 で見

出し語を含 むなかか らのみ探せば よい)は この方式に適 したハー ド』ウェアがまだ開発 され

ていない。

③ 記 憶装 置のア ドレス方式 が情 報検索に適 していないこ と

現在 のア ドレス方式が単純 なため時 間がかか る。

④ 背反事 象があ ること

蓄積情報の呼出 し時間の短縮化 と蓄積情報量の大容量化 とは機械的にみて相反す る条 件

であ り,両 者を同時に満 たす ことは困難であ る。

以上の点 の解 決を図 り,さ らに次の よ うな ものの開発を考えてゆ く必要があ る。

a自 動索引,自 動抄録,自 動翻 訳に関す る技術の開 発

b光 学文字読取機の開発

cソ フ トウェアを含めた互換性の問題t

(2)ソ フ トウェアに関 して

① プログラムの開発,プ ログラ ム言語の統一

② 情 報検索のため の十 分な言語体 系の確立 一 シソー ラスの 作成一情報検索 に要 求され る
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根本的なことは,不 要情報は混入 せず,必 要情報を落さぬことであ る。そのためには 同義

語,派 生語,関 連語,反 意 語,上 位概念,下 位概念 などを整理 し,用 語の統一化す なわち

シ ソー ラス を作成することが必要であ る。 今後の情報検索にはシソー ラスは不可欠の も

のであ るが,現 在全体の基礎 となる シソーラスは作成 されてい ない。 従 って国家的見地 か

ら目的別にあ るレベルまでの用語の統一,シ ソーラスの作成 を行ない,そ れ以下のレベ ル

では個 々の機 関で作成するよ うにしな ければ な らない。

(3)情 報伝送技 術の開発

科学技術情報の面でコン ピ ュー タを便って本格 的な情報処理を行 なってい る機 関が未だ少

ないためか,問 題意識を持って いない ところは少ないよ うであるが,将 来重要 な問題になる

もの と して遠隔 情報処理用 回線の開発 があ る。

7.3.3論 文 の形式.分 類 等の統一化

(1)形 式

① 題名 に英語名も入 れる。 ② 日本 文および英文の抄録 を必ずつ ける。③ 参考文献名の略し

方 を統一す る・

(2)分 類

国 内 ・国際間の交 流を促進するため に国際標準機構(ISO)等 の標 準方式を採用す る必

要があ る。

7.3.4国 際協力のための方策

科学技術情報が本質的にワール ドワイ ドな性質を有するため,今 後相互伝達のための国際

協力がますます重要になると考えられる。予想されるものとして共同研究等を通 じての情報

伝達,抄 録,翻 訳あるいは蓄積検索等の情報処理技術の共同研究,論 文形式や分類方式の統

一と相互性の確保,磁 気テープの互換性の確保等がある。

7.3.5情 報処 理機関

科 学技 術 情 報 は今後 ます ます多 量 に な りか つ そ の内容 も多様 化 ・複雑 化 し,し か

もそ の利 用 方 法 も多面 的 に な り.か つ特許戦略等にみ られる ように高度 化 もすると予想

され る。 この よ うな事態 に対 し,情 報の収集,整 理,検 索等の情報処理を研究者個人,あ る

いは個 々の企 業等 にば らば らに行なわせ ることは,不 完 全であ りしか も効率 的でないので,
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専門的な処 理機関が当然必要 となろ う。 また,そ れ ら情報処理機関の充実を図 り,そ れ らの

機 関間 の連繋 を密 にす るこ とが ます ます重要な もの となって くる。

そこで具体的には次の よ うな総合 セン ター,専 門セン タ,ク リア リングセンターの3種 の

機 関が必要 と考 えられ る、

なお,現 在わが国 にあ る機 関 にっい ては,日 本科学技術 情報センターは総合センターと考えら

れ,日 本建築学会,日 本原子 力研究所情報部,船 舶振興会図書館な どは専 門センター的な業

務を行なっ ていると言 って よいと考え られる。 また,日 本赤外デー タセンター委員会(東 大)

高圧データセ ンター(京 大),東 京大学 におげ る結 晶学鉱物学 デー タの収集評価は
,専 門 セ

ンターの一 種 として数値 的情報のみを取扱 うデ ータセ ンターとみられる。 しか しこれ らの 専

門センタ㍉ デ ータセン ター的機関の多 くは研究者が個人 的にその情報処理を行 なってお り
,

組織的 に運 営されていない・ なお
,日 本には未だ クリア リングセンター と言 えるものはない。

以下.3種 の 機関の概念 を示 してみ よう。

(1)総 合 セン ター

総合 セン ター は,科 学技術全般 にわ たって情報処理活動を行 な う機関 で,個 々の技術分野

の情 報については ,必 ずしも専 門セン ターほ ど細 密にわたらない。

業 務範囲 としては,

a－ 次情報の収集,整 理

世界各国の代表的な刊行物から網羅的に収集整理 し検索サービスに応 ずる。なお,そ の

さい各 国の抄録,索 引誌 を十分活用する。

b抄 録誌,索 引 誌の発 行

c複 写サービス

d翻 訳 サービス

英,独,仏 語のほか,ロ シア語につ いての翻 訳サービス
o

e情 報 処理技術の研究開発活 動

マ イクロフイルムの利用な どによる濃縮蓄積 法の研究
。

コン ピュータによる高性能 情報検索
,情 報抄録技 術等の研究を行な う。

② 専門セ ンター

専門セン ターは技術部門別,産 業 別,業 種別 にきめ細かい高度 の情報サービスを行な う情

報処理機関である。

業務内容は,一 次情報の収集,整 理 として公開情報のみ ならず,半 公 開(政 府Fl」行物委員
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会 資料)非 公開情報を積極的 に収集整理 し,コ ンピュー タ利用によ る検索サービス に応ず る

ほか,抄 録誌,索 引誌の発行,鶴 サ ービス,翻 訳ヂ ビスお よび依頼 に応 じて離 に専門

的な調査を行な う。また,試 験研究 の過程におけ る観測デー・,実 験デ ー・等論文 軟 散 在

しているデ ータ(数 値的情報)を 収集評価 して整理し,デ ータセンター的 約割 も果たさせる。

(3)ク リア リングセ ンター

科学 技術の情 報量が増大す るにつ れて,錯 そ うする情報流通過程 のなかか ら必要情報の所

在情報 を利用者 に提供す る機関 が必要である。その業務の内容は,情 報の所在場所,入 手方

法 につ いての紹介 であ り,そ の ため研究機関,大 学等におけ る研究成果,研 究テーマに関す

る情報,研 究歴等 を載せ た研究者 リス ト等の資料を準備す ることになる。 また,科 学技 術情

報のワ_ル ド.ワ イ ド雌 格を散 ると,外 国の川 アリン グセン・一との連 繋も必要 とな

ろ うn

7.36結 言

以上述べてきたように,科 学技術情報は公共性が強く.か つ日本の発展のためには不可欠

のものとな。ている.し たが 。て政府の投資極 大させる基盤は充分備わ・てお り・また民

間からの要請も強いものがある。

欧米諸国,と くにア刈 力においては政府による多額の研究開発搬 も映 して・政府 自

らが情報処理活動に大きな役割を果たしている。たとえば,ア メリカの政府は航空宇宙,原

子力の分野において自らが専門センター的役割を果たすとともに,国 立科学財団を通じて民

間情報処理機関の活動の援助,情 報処理技術研究開発の補助等を行なっている。

_方,そ の点においてわが国は非常に不充分であると思われ・今後のわが国における研究

職 における政府閲 する鵬 の大きさを鑑みると,科 学技縮 報晒 問醐 ついて・政府

の積極的な施策に対する要望とそれに対す る期待は大きいと云わざるを得ない。
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8特 別事例 一 特許情報

特許情報 は,特 許審査 とい う各国 特許 局の固有業務処理に ともなって生み出され る行政 資料で

あるが,そ れは技術 の研究 開発の面か らみれば,科 学技術情報の一種であ り,ま た権利 化 された

技術 に関す る資料とい う意味 では,重 要な経営情報に もなるとい う非常に多臨 空質を もちている。

そのため,特 許情 報の処理機能 としては,特 許 庁における機能,民 間企業 におけ る機 能があ り

また,そ の規模 も,個 別 の企業や行政機関別 か らグ ローバル ・ワイ ドで行われる規模 まであ り, .

国際 的な連帯 を持つユニークなものであ る。

したが って,特 許情報については,6官 公 庁 において,行 政機 関の固有業務処理 として,1鉱

工 業 ・公益事 業において企 業の経営情 報処理 として,お よび7技 術分野におけ る科学技術情報処

理 としてそれぞれ の分野で とりあげ られ るべき問題であ るが,上 記 のような趣 旨から,各 車 での

詳述を避け,特 別事例 として特 掲す るこ とに した。

8.1概 説

8.1、1特 許制度 と技術情報

特 許制度は,新 しい技術 を公 開 した者(す なわち産業上利用することができる発明 について

特許 出願 をした者)に 対 し,そ の報償 と して,一 定の期間,一 定の条件の もとに,特 許権 とい

う独占権 を附与 し,他 方第3者 に対 しては この公開 された発明を利用 す る機会 を与 え,そ れ に

ょって発明を奨励 し,産 業の発展を促すこ とを目的 とした ものである。

いいか えると.特 許制度は独占権を インセ ンティブ として最新の技 術情報を収集 し,公 開す

ることを 目的 としてい るともい えるのであ る。'そ してこの公開された技術 情報.す なわち特許

情報は.① 既存の技術水準か らぬ き ん出た ものか どうかについて審査を経 た もので あるこ と。

② 情報文献 として.様 式 ・記述が一定の形 に整 えられてお り,ま た,一 定の方式(特 許分類)

に分 類されて いて整理 された もの であること.な どの特長 をもってい る。

この ように特許制度 は,技 術情報 と密接な関連性を もちかつ一般の技術情 報 とは違 った特長

を もつもので ある。

なお,特 許情報のも う一つの特長は,時 間が経過 しても.そ の価値が急激 に失われないこと

であ る。 調査 によれぽ,最 新 の発明 に対す る新規性否定の情報源 は,最 近の情報か らのみ発見

されず,年 代 の古い所から広 く情報が提供 されてい る。す なわち,そ れは年 々出され る特 許情

報 を保存 し,蓄 積 して行 かね ばならない ことを意味す る。 したが って,そ の結果,特 許資料 は

指数函数 的 に増加す ることとな る。

代表的特許情報 であ る特許 ・実用新案公報 に例を とってみて も,現 在の累積件数は内国公報

120万 件,主 要外国公報700万 件 に達 している。

したが って,こ れらの情報を組織 的に分類整 理 し,効 率的 に情報検索 できる ような形で蓄積

しておか ないと効果的利 用が期待 で きない。また.量 的増加 と共 に,こ れらの情報の内容 も高

度化複雑化 してきている。

8.1.2特 許制度 の現状

戦後の 目まぐるい ・ばか りの技術革 新 は,新 技術 である発明を続 々と生み 出し,そ して今や技
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術 開発競争が,企 業 とそ して一国の経済を左 右す るこ ととな った。 このよ うにして生 まれ る発

明は権 利の裏付けを して独占権 を得 よ うと,発 明 は次 々と特許出願 されるので,特 許 出願件数

が増加 の一途を辿 る こととなった。 また一方,技 術革新は,技 術の高度化 ・複雑 化と膨大 な情

報量の増加を もたら し,特 許審 査の困難度がます ます高 まって くるので.審 査 に要す る期間の

長期化 をもた らす結果 となってい る。

また,こ の ような審査の遅延は,権 利 の早期設定 を望 む発 明者の意志 に反す ることとな り

(技 術革新 の結果,技 術の ライ フサイクルが短縮 しているので,権 利の早期設定 とい う要請は

ますます 強まっている),ま た第3者 の側 には重複研究,重 複投資 を増加させ る危険 を生ぜ し

めてい ることはい うまで もない。

8.1・3制 度改正 などの背景

この よ うな事態 に直面 した特許制度 は,次 のよ うな解決策 を生み出した。

(1)そ の 第1は 特許制度 におけ る早期公開,審 査請求制度の導入である。 この制度は.特 許出

願 を,出 願後一定期間(1年 半 程度)経 過 した時点 で出願 の内容を公開 し,出 願人 に対 して

は権利化を望む出願 についてのみ,あ らためて審査請求 を させ,請 求され た出願 につい ての

み審査を行 うものである。 これにょり,審 査処理期間の長期化 により公開が遅れていた特許

出願 の内容を早期 に知ることが できるようにな るので,重 複研究等の無駄 を防 ぐこ とができ

る。 この よ うな制度を,実 施 または実施準備中の国 として オランダ,西 ドイツ,ア メリカが

あ り,わ が国におい て も.制 度 改正審議会で その審議を進 め ている。

(2)そ の第2は,特 許審査 についての国際協力であ る。技術 革新 の波は また,国 際経済の 自由

化 と活 発化 とをもた らした。そ してその経済活動の活発化は国境 を越 えて,本 国のみでな く

外 国 において も権利取得 を必要とす るケー スを増 し,対 外 国出願 を増加す るとい う結果を も

た らした。現在外国 で特許権を取得するため には権利取得 を希望す るすべ ての国に出願 する

必要があ り,世 界 において一 つの発明が平均 して6カ 国に出願されてい るといわれ,多 くの

国 の特許庁では外国人 にょる出願の審査のた めに,そ の労力 の大半 を費 してい るとも考 えら

れ る。

この ような世界 的な情勢 り打 開策の一 つが,国 際特許 審査協力なのである。現在員体化 し

てい るもの には,日 本 ・アメ リカ間,ア メ リカ ・ドイツ間 にお いて,審 査結果 についての情

報交換 な どが実験的 に行 なわれている2国 間の ものと',パ リ同盟 の国際事 務局(BIRPI)

で計 画 し審議 中の 多国間の もの とが ある。
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8.2わ が 国 の 現 状

8.2.1特 許 庁の現状(出 願一般事務への コンピュー タの応用)

(1)適 用業務 とその経緯

特許庁 においては激増する特許出願等の処理のために ・技術審査についてはそ の整備,改 善

等 を進めて きているが,出 願,登 録,審 査補助事務 等の一般的な事務の面では,多 量の単純作

業の繰返 しが多 く,し かも従来はそれぞれば らば らにお こなわれてお り,こ のた め重複 した事

務 が多 く見受け られた。

また,と れ らの事務 のための要員の確保 も次第に困難にな ってきた。 これ を解決するために

出願か ら審 査,登 録 に至る までの一般事務 を一貫 してコンピュー タを利用 して処理 し,従 来 の

重複作業 を省 くと共に;単 純 作業である転記,仕 訳,分 類,記 帳等の作業を機械化 し,さ らにこ

れ らの主要業務 の処理に付属 して各種統計資料 も作成する ことを計画 し,昭 和39年12月 か

ら実施 している。

なお,登 録関係業務 については,登 録原簿が権利 について唯一つの証拠品であ るため記録内

容 の信頼性 など慎重に扱 うべ き点が多いので,目 下実験段階 に留めている。

(2)業 務 内容

① 願書番号通知

新 規出願について,出 願番号,出 願人 および代理人 の住所,氏 名,発 明等の名称な らびに

出願 および出願人の種別等の必要デー タをマス タテ ープに記録す るとともに願書番号通知書

をプ リン トする。

② 分類,分 担指定

分類 お よび担当官の決定後,こ れ らの コー ドをマス ターテープに追加する。

③ 中間差 出書類の処理

中間差 出書類の差 出に関するデー タをマス ターテープに記録す る とともに,該 当出願の担

当官 コー ドお よび最近の処分状況,原 書類 の所在な どをプ リン トする。

④ 発送書類の処理

最終処分 お よび中間処分 に関するデー ターをマスターテープに記録する とともに,起 案書

類の送達名宛人(出 願入 または代理 入)の 住所票 または合送 目録 をプ リン トす る.

⑤ 各種査 定書等 の 自動起案

出願公告に対 して特許 または登録異議 申立 てがな く特許 または登録 査定を行 うべ き出願 お
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よび拒絶理由通知に対 して意見書の提出がな く,拒 絶査定を行 うべき出願をマスターテープ

の記録によって捜索し,か つ査定書をプリントする。また,公 告決定(意 匠については登録

査定)を プリントする。

⑥ 各種統計

出願マスターテープの内容か ら次の定期統計ならびに臨時統計資料を作成 している。

出願統計 出願人別,代 理人別,国 籍,府 県別,内 外国別,統 計

(定 期)料 金統計.追 加料金統計

審査統計 分類別接受件数,審 査長別接受件数,審 査官別処分状況,審 査官,

(定 期)担 当類別未済件数

審査実態調査(臨 時)

(3)効 果

出願関係の事務手続は(方 式審査および実体審査を除く)実 体審査関係の補助事務を含め,

比較的少数の種類の特定の処理手順による大量のデータの繰返 しの処理であって,し かも個 々

の出願は出願から審査,最 終処分というパターンを有しているため,ト ータルシステムとして

計算機処理に適した業務であり,現 在までの実情からみて次の効果を奏していると考えられる。

① 事務の集中管理

② 事務処理の統一化

③ 単純作業の軽減

④ より高度な事務への職員の集中配置

しかしながら,こ れは他の業務について も云えることであるが,機 械化移行時には従来の手

作業による事務体制と機械処理による事務体制とが併存するため,事 務が一時的には輻稜 し,

かえって多 くの人手を要すること,お よび電算機による事務処理は単に人間の作業の一蔀の機

械処理 とい う単純な方式では得 られる効果 に限界があるため総合的な機械処理方式をとり,し

かも例外的な処理は人間の判断による方が能率 もよいのでとれらは機械処理か ら切離すなどす

るため,機 械化の効果を表 面的な人員の増減で評価することは危険でむしろ,従 来人手で処理

できなかったような資料作成などが可能 となるなど質的に異なったより高度の業務形態となる

点に注 目してその効果を評価することが必要 となる。

(4)問 題点

特許庁における一般事務機械化における問題点 としては,次 の事項があげられる。

① 毎日発生する大量の トランザクシ ョンのインプットのために穿孔作業をおとなっている
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が,こ のためにデ ータの発生 から処理までに時間を要 する こと。 これは,OCR等 の採用

に ょり,解 決 する ととが可能 と考 え られる。

② 現在は大量 のマスS－ フ ァイル(約120～130万 件)を 磁気テープに収容 し,週2

回 バ ッチ処理 しているが,こ の ため緊急 の照会に応ずる ことができない。

この点は信頼性の高 いランダ ムアクセス記憶装置の使用 により解決が可能 と考え られる。

(5)将 来 計画

特許庁 における今後の業務量の増大等 を考 える と,現 在 のコンピュー タの容量 は早晩不充分

となる し,さ らに,ICIREPATの 共 同検索 システム計画への寄一与のためには機械検索の

推進 が必要 となる。 とのために大型の タイムシア リング方式 のコンピュータを設置 し一般事務

処理 および機械検索の両 面に使用 する。それ により期待 される効果は次の通 りであ る。

① 一 般事務処理 の迅速化

② 各種照会,統 計資料の利用 の即時化

③ 情報検索の会話形式での即時化

8.2.2特 許 庁の現状(審 査への コンピュータ応用)

(1}収 集 資料

特 許庁 における特許情報の主要な使用 目的は,出 願 された発明についての新規性を調査する

ためである。

特 許庁 では,日 本公報 のほか,世 界51カ 国 の特許明細書,公 報類 を収集 しているが,特 に

日常の審査 のため,審 査官の手元には,次 の資料 が配布 されている。

① 日本公報(特 許,実 用新案)一 原本

② 米国特許(利 用度の高い部門)

③ 〃(上 記以外)

④"(特 定の明細書)

⑤ 英国特許

⑥ 独国特許

⑦

このほか,

布 している。

ベルギー特許(利 用度の高い部門)

一般技術文献内外約750種 について分類付与の上

→ 日本 語抄録

→ ガゼ ット切貼

一→ 原本複写

→ アブリッジメン ト

→ アウスツーゲ切貼

→ 日本語抄録

,原本複写および索引誌を配

すなわち,日 本公報 については原本の まま配 布 し,外 国公報の うち,利 用度 の高い ものにつ
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いては 日本語抄録を作成 し,あ るいは,外 国特許局作成の抄録類 を利用 して検索 の便 を図 って

いる。

② 分類に よる整理,検 索

これ らの資料 の整理,検 索の手段 として
,日 本公報お よび 日本語抄録 については,日 本特許

実用新案分類を使用 しており,外 国特許については,各 国の特許分類を使用 している。 とれは

現状では分類 による整理,検 索 が もっとも実用 的で,使 用実績があるか らである。 しか しなが

ら,各 国で分類体系が異な っている ことは外国公報の整理,検 索 に不便であ るた め
,ヨ ーロッ

パ諸国を中心に して国際特許分類(IPC)が 作 成され
,1968年9月 よb実 施されるeと

にな っている。いずれ,国 際特許分類 は,パ リ同盟条約加盟国のすべてで使用
,あ るいは 自国

分類に併記 される亡とになろ う。 日本特 許庁 において も国際特許分類 を併記する方針で整備を

進めている。

㈲ 機械検索

分類 による資料の整理,検 索は現状では最 も実用性の高い手段であるが,次 第 に情報 内容 が

複雑化 し,分 類の よ うに一つの観点か らの検 索では欲 しい情報のみをさが し出す ことができな

くな り,い ろいろの観点か ら検 索 したい とい う機械検索の要望が高 まりつつあ る。

また,分 類 を細分化 してい くと急速 に副分類 が増加 し,資 料のファイルが著 しく増大 してゆ

くので,と の点か らも機械検索の必要性が高ま りつつある。

この ような背景の下 に,特 許庁では昭和37年 か ら特定技術部門毎に機械検索 システ ムを開

発 してきてお り,そ の一部 は実用可能の段階 まで達 している。 また,特 許情報 の機械検 索は各

国特許局でも開発 を進 めており,亡 のための国際協力委員会(ICIREPAT)(後 述)が

設け られ,日 本特許庁 もこれに参加 して作業 を進めている。

現在までに特許庁で開発 してきた機械検 索 システ ムの主要 な ものを第1表 に示す。

また,特 許庁においては ～これ らの機械検索システ ムのための検索用装置 として
,汎 用 コンピ

ュータ(HITAC-4010型)と
,こ のコンビ'一 夕で作 成 したピー ・カー ・ブー ・カー

ドファイル とを使用 している。そ して蓄積 情報数 が多い ときには
,情 報を磁気テープにシ リア

ルに記録 したマス ターテープを作成 し ,コ ンピュータで検 索 している。また蓄積情報数が少い

とき(1000～2000件 程 度 まで)に は磁 気テープに一旦情報をシ リアルに記録 してマス

ターテープを作成 して保存用 とし
,別 に このマスターテープか らコンピュータでインバーデ ッ

ドファイルに交換 して,結 果 を80欄 パ ンチ カー ドにパンチ して ピー ・カー ・ブー ・カー ドフ

ァイルを作成 し,tれ を 日常の検 索 に使用 している。 との間の処理工程は第2図 に示す とteり
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第 ・琴 主 な 検 索 シ ス テ ・(特 許庁)

一

心
《

N
1

検索システ ム名
対象となる

日本特許分類
開発状況 開 発 国

タ ー ム

の 総 数
使 用 装 置

・

蓄 積 文 献 件 数

日本公報 外国公報 一般文献 計

合 金 組 成
10類 の うち

組成のみ
実用可能 日 本 173 電 子 計 算 機 2,600

'1
,500

JIS
4,100

ス テ ロ イ ド

化 合 物

16D60

～613
実用可能 米 国' 780

80欄 パ ン チ カ ー ド

電 子 計 算 機

1.400・

(15.000枚

4,900

}(USP)
3,000 23,500

原 子 炉 136B 実用可能 日 本 341

o

ヒー カ ー ブ ー カー ド

(電 子 計 算 機)

560 830 1,390

圧 電 装 置 100B 実用可能 〃 285

ピー カ ー ブー カ ー ド

(電 子 計 算 機)
700 700

マイク ロ波回路 98A 実用可能 〃 361
ピー カ ー ブ ー カ ー ド

(電 子 計 算 機)

A

900 900

触 媒
16D

13Fo～151
開 発 中 〃 制限なし 電 子 計 算 機 420 420

医 薬 30A～E 開 発 済 スウェーデ ン 615 80欄 パ ン チ カ ー ド

試験的

(73)
540 540

潤 滑 油 18E21～22 実用可能 オ ランダ 303
80欄 パ ン チ カ ー ド

電 子 計 算 機

試験 的

(51) 【158・000
18,000
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である。

コンピュータに よる検索 の場 合には,同 時 に多数の質問を処理する ことができるほか,質 問

の タームの間にはAND.OR.NOTの 理 論構成 をもたせることがで きる よ うにプ ログラム

が作成されている。情報の蓄積作業 の際のデ ー タエラー,検 索質問のデータエ ラーな ども相当

`部分を自動的に検出する ことがで きるので好都合 である。
ノ

ピー ・カー ・ブー ・カー ドファイルに よる検索は,手 軽 に手元で検索する 亡とができる点が

特徴であるが,80欄 パ ンチ カー ドを使用 している関係上,約800件 以上 の蓄積情報の追加

訂正があった ときには,カ ー ドファイル全部 を作 り直すことになる。

なお,分 類 に よる整理'検 索方式 と機械検 索方式(タ ームリス トによる もの)の 中間的な も

のと して,特 許分類等の体 系分類 と機能分類 とのクロスサ ーチに よる機械検索方式 がある。 こ

の方式は1つ の システムを広範囲 に適用する ことが可能であるとい う長所があるの で,併 行 し

て開発す るととを検討 している。

(注)た とえば,測 定 ・検査部門 を1シ ステムで捉 える こともできる。

8.2。3民 間企業の現状 、

(1)特 許情報利用の目的

民間企業が特許管理の面から特許情報をどのように利用 しているかは,そ れぞれの企業の属

する業界の事情,ま たは個々の企業内の事情により種々異なるが,一 般的には特許情報はa)

最新の技術情報として,b) .工 業所有権 としての権利範囲を示す文献としての2つ の面から利

用されている。

とれをさらに詳細に述べるとその利用 目的は次のようなものとなる。

① 研究開発のため

② 出願をする価値があるかどうかを調べるため

③ 異議 申立または無効審判のため

④ 新製品を出す場合に他人の権利の存否を調べるため

⑤ 自己の権利に抵触する出願をたえずチェックするため

⑥ その他,技 術契約,特 許契約を行な う際の調査のため

日本情報処理開発センターが行なった特許情報についての企業に対するアンケート調査によると

①の研究開発のためとする比率が高く,特 許情報が研究開発に大きな指針を一与えていることを

示 している。また④の新製品を出す場合に他人の権利の存否を調査する利用 目的が次に高い比
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率 を示 している。

これ らの2点 は,す べて企業 の経 営方針 に直接むすびつ くものであ り,特 許情報の利用 が企

業の中に占める位置の大 きさを明確 に示 している。特 に外国特許情報 の利用 については,上 記

の面が一段 と強 くでている。

以上の ように単な る技術情報 と異 な り,利 用 目的 にかいて多面性をもってい る。 それ と同時

に特 許権は新技術 を権利化 し,競 業者 に強大 な力を独 占させるおそれが ある ものであるか ら ,

一 つの特許情報 をもおろそかにすることはできず
,十 分なチェックが行 なわれているので ある。'

(2)特 許情報の収集,検 索

前述 した ように,特 許情報 の収集は技術開発上欠 くととのできない ものであるだけに,殆 ん

どの企業 が何 らかの形 で特 許情報の収集 を行 っている。 前記 アンケー ト調査 によれば,調 査対

象企業の88%が 特 許管理のための特別 の組織 をもってお り,そ の内32%の 企業 においては

特 許部 をもっている。そ して これ ら企業 における特 許管理のための組 織はさらに膨張する傾向

にある。

特許情報の主体 となるものは特許,実 用新案 の公報であるが,そ の中では 日本公報が大 きな

割合を示 している。その他の国 の特 許情報 と しては,ア メリカ,イ ギ リス,ド イツ,ベ ルギー

の ものである。その中で も特 にア メll力 公報 の調査に もっとも関心があ る。

激増する特許情報の検索のための手法 と しては,今 後機械検索 のウエ イトが次第に増 して行

くであろ うが,特 許情報 を民間企業 が利用する場合には,特 許庁の場 合 より,必 要 とする情報

の分野,年 代が限定されるであ ろ うか ら,分 類 に よる資料の整理,検 索 はやは り有力な手段 で

ある。従 って現在特許情報の整理は,大 多数の企業 が特許分類に よって行な っているが,企 業

によっては国際10進 分類(U.D.C.)ま た は社内分類に再分類 して蓄積 している ところも

ある。

検 索は分類された特許情報の ファイルを〔二子アルで検索する方式が殆ん どである・ カー ド

方式のみに頼 って調査 を している企業はない が,マ ニュアル方式 とカー ド方式 とを組み合わせ

て検索 している企業 はかなり多い。 コンピュータを利用 する機械検 索は,蓄 積情報が多い場 合

に,ま た,多 面的観点か ら検索 する際 にきわめて有 効な手段 であるが,莫 大な人的エネルギー

と費用 とを必要 とするので,民 間企業 におい てコンピュータを利用 する機械検索 は まだ行なわ

れていない。 しか し殆ん どの企業 は将来 これを採 用 したいとい う希望 を もつている。
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8.3.諸 外 国 の 現 状

8.3.1外 国 の特 許局の現状

(1)特 許 情報 の分類

各国特許局 における特許情報は,各 国の特 許分類 に より整理 されてお り,そ の検索 もしたが

ってマニュアルサーチである。 ヨーロッパ諸 国においては,国 際特許分類 を使用 している国(

自国特許分類 のほかに国際特許分類の併記 をしている国 を含む。)が 多い。 この国際特許分類

は,ヨ ー ロッパ理事 会12カ 国 に よb構 成され1954年12月19日 調 印された 「国際特許

分類 に関する ヨー ロッパ会議」 で作成され,大 きな区分のまますでに使用 されてきているが,

1968年9月 か らは約5万 種 目にまで展開された詳 しい分類 として使用 される ～二とになって

いる。 とのよ うに各国が共通 の分類 を使用する ことは,特 許情報 処理の上 できわめて有効なこ

とであって,近 い将来 には,ヨ ー ロッパ理事会 に加入 していない米国,ソ 連,日 本その他の工

業所有権 に関するパ リ同盟条約加盟国はすべて,国 際特許分類 を使用する(併 記を含む)方 向

に向 っている。

(2)特 許 情報 の機械検索

各国特 許局 における情報検 索の機械 の現状をみてみる と,米,英,独,ソ 連,オ ランダな ど

の主要特許局 において研 究 ・実験が進 め られ ているが,機 械検 索のみで審査を している特許局

はない。 この理 由は,特 許審査 における先行技術調査は厳密な ものが要求され,検 索 もれがあ

ってはな らず,ま た,詳 しい技術内容 に立入 った検索ので きる ことが求 められる。詳 しい技術

内容 の検索ができるシステ ムは,そ れぞれ,特 定の技術部門毎 の技術内容や審査基準に ょって

異 な り,ま た特許審査の性質上過去数十年間の主要な特許明細書や技 術文献のすべての蓄積が

完了 しないと使用 できない ことなど,検 索システムの開発 と情報 の解析 蓄積 に非常に手数

がかか るか らである。

したが って,情 報検索 システムの開発 を各国特 許局 が単独 に行な ってい たのでは作業 の重複

とな り,効 率的 でないので,と れを国際協力 の下 に組織的 に行な うため,「 審査主義特許局間

の情報検索 に関する国 際協力委員会(ICIREPAT)」 が1961年 に設立 された。

(3)コ ン ピュータの利用

この ような特 許審 査のための先行技術調査目的とした情報検索のほか,出 題 審査の一般

事務が急速 に増 大 してお り,こ の処理 のためにもコンピュータが利用 されつつある。そ して現

状では情報検 索 よりも一般事務 での利用の方が ウェイトが大 きい。
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1967年9月 現 在,コ ンピュータを設置 している特許局 とその利用 状況は第2表 の通 りで

ある。

なお,オ ランダやチ ェコス ロバキ ヤでは電子計算機は特許関係 の一般事務処理に使用されて

いるのみである。

米国ではカリフ ォルニア州のRandCorpと ワシン トンの特許局の間を通 信回線で結 び,

RandCorpで 所有 している流体論理素子に関する機械検索システムを特許局 のコン ソール

タイプか ら検 索する実験を1967年 か ら開始 した。

ドイツ特 許局では事務処理の機械化 について検討 しているが,特 許局外のコンピュー タをタ

イムシアリング方式で利用する ことを計画 している。

ソ連 においては,機 械ほん訳(英 語 → ロシヤ語)や これを応用 した情報検索システ ムにお

ける 自動 インデ ックス システ ムの研究 が盛 で,こ のために相当大型のコンピュータを使用 してい

いる模様であるが,機 械構 成や性能は不明である。

第2表 コンピュータを設置 している特 許局 とその利用状況

国 名 使 用 機 器 利 用 状 況 業務開始

オ ラ ン ダ 不 明 、 事務処理用 1964

`

米 国
Honey-weH

審 査 管 理 用,統 計用,IR用 1967

1200

チ エコス ロバキ ヤ Bull-GE 事務処理用 1966

ソ 連 多数機種 機械 ほん訳IR用 不 明

ド イ ツ (検 討 中)

HITAC
日 本 一4010 事務 処理 用,IR用 1964
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8,3.2各 国特 許局間の国際協力機構

前述 した 「審査主義特 許局 間の情報検索に関する国 際協力委員会(ICIREPAT)」 は

21カ 国,4国 際 機関か ら構成 されているが,1968年9月 に,工 業所有権 に関するパ リ同

盟の専 門家委員会の1つ に組織がえされる ～二とになっている。 この委員会 の主要な 目的は情報

検索 システ ムの共同開発 使用や,特 許明細書 その他特許情報 に関する標準化,統 一様式の決定

と勧告 であって,特 に情報検 索 システムの共 同開発'使 用 とは一 国が創始局 とな り,中 心 とな

って検 索 システムの開発を行ない,各 国が これについて意見を申 し述 べた り,資 料 を提供 して

システ ムを完 成させるものや,数 力国の特 許国が共同で開発 してゆ くもので,開 発されたシス

テムについては各国 で共同使用する ものである。検 索システムの共同使用 による利益は,理 想

的な形態 を考 えると,各 国は 自国出願 の国内特許明細書のみ(優 先権 主張に基づ く外国人 出願

の 明細書 を除 く。)を 解 析 し,そ のデ ータを参加各国 と相互交換 する ことにより,各 国は外 国

の明細書 については解析を しな くとも自国の明細書 と全 く同一のレベルで検索 し,利 用するこ

とがで きる点 にある。共同使用システ ムでは検索資料 は直接 コー ド法に よる80欄 パ ンチ カー

ドでシ リアルファイルとして作成 し,交 換 する ことにな っている。各国は これ をカー ド分類機

で,あ るいは電子計算機の磁気テープに記録 して検索する ととができる。

現在 までにICIREPATの 共 同検 索シ ステムと して提供された ものは第3表 の とお りで

ある。

また,各 国別 の開発,提 供 の状況 を第4表 に示す。

第3表ICIREPAT共 同検索 システム一覧表

1日 本が開発国 とな っている もの ㈲

検 索 シ ス テ ム 名 ,
苦開 発 段 階

-

(∠

3

原 子 炉

圧 電 装 置

マ イ ク ロ 波 回 路

3

2

2
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遭 日本が参加意志を表明した もの

検 索 シ ス テ ム 名
x開 発 段 階
開 発 国

1 ス テ ロ イ ド化 合 物 3 米

2 医 薬 ス エ ー デ ン

3 潤 滑 油 IIBオ ランダ

4 ガ ラ ス 3/4' 西 独

5 パ ル ス 発 生
,パ ル ス技 術 3 米

6 殺 虫 剤 3 西 独

7 壕洗 浄,充 填 3 〃

8 重 合,共 重 合(1) 3 〃

9 重 合,共 重 合(互) 3 〃

10 金 属 熱 処 理 2 英

11 タ ッ プ ・ バ ル ブ 2 〃

12 製 紙(化 学 部 門) 1 西 独

13 、 流 体 用 ピストンダイヤフラムポンプ 2 〃

14 電 線 ・ ケ ー ブ ル 2 〃

15 カ ラ ー テ レ ビ ジ ョ ン 1 〃

16 半 導 体 装 置 2 〃

17 磁 気 コ ア 3 米

18 デ ー タ処 理 シ ス テ ム 3 〃

19 ガ スか らの粒 子 分離 2 チ エ コス ロバ キ ヤ

20 自 動 電 話 2 米

21 電 子 写 真 3 英

22 液 体 燃 料 2 オ ラ ン ダ

23 ヘ テ ロ環 化 合 物 1 米
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L

皿 日本が参加意思 を表明していないもの

検 索 シ ス テ ム 名
苦開 発 段 階
開 発 国

1 合 金 5 英

2 ア ナ ログ ・デ ジ タ ル 変 換 5 オ ラ ン ダ

3 パ ル ス 回 路 2 西 独

4 レ ニ ザ ・ メ ー ザ 5 英

5 金 属 ・冶 金 2 〃

6 電 気 分 解 3/4 〃

7 積 層 物 5 IIB

8 有 機 金 属 3 米

9 岩 石,鉱 石 の選 鉱 3 西 独

10 プラスチックモールドおよび粉末物質 2 英

11 セル ローズ'パ ルス技 術及化学 1 ス エ ー デ ン

12 デ ー タ処 理 機 器
「

3 西 独

13 建 物 の 熱 絶 縁 3 〃

14 航 空 0 IIB

15 モノオレフ ィ)〃・イ トど カーボ ンの 重 合 3 英

16 フ ラ ッ ク ス 3 米

17 セ ラ ミ ッ ク ス 1 〃

18 流 体 接 触 に ょる流体 切換' 1 〃

19 ア ソ 化 合 物 0 〃

20 リ レ ー 2 IIB

21 ト ー ル 油 3
_÷

ス 工 ー ア ン

22 無 機 酸 化 物 4 英

23 建 築 構 造 材 料 2
_"

ス エ ー ア ン

24 接 着 剤 1 ノ ル ウ ェ ー

25 加 圧 包 装 1 IIB

ee開 発 段階0一 非公式 にABCSに 申入 れのあつた もの

1==公 式 に各 メンバー に通知 された もの
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2==・Pt－ ム リス ト作成中の もの

3===文 献 の解 析実験 を行な っているもの

4==検 索 の実験を行な っているもの

5==実 用上 の文献解析を行ならている もの

第4表 技術部門別にみた共同検索システム

開 発 国 化 学 電 気 機 械 計

ア メ リ カ 5 4 1
一一10

イ ギ リ ス 7 1 1 9

オ ラ ン ダ 1 1 3 5

(含IIB) 一 ず

西 ド イ ツ 6 6 4 .16-一

日 本 2 1 3

そ の 他 4 1 3 8

計 23 15 13 51

(3)外 国の民間企業 におけ る特許情報処理

外国の民間企業 での特許情報 処理 の現状については資料が極 めて少 く,詳 しい ことはわか ら

ないが,一 例 と して,米 国 ・IBM社 で社内の情報検索 に実際 に使用 されているシステム.を紹

介する。

この情報検索システムは現在の時点では一歩進 んだ検索 システム と考える ととができる もの

で,文 章その ままをコンピュー タの磁気テープに記録 し,検 索する方式 である。

との検索システ ムは,通 常は情報量 が少ない と考 えて省いて しま う普 通の単語 も除 くことな

く,原 文そのま まの形 で蓄積 しておき,質 問は単語,句,文 と論理結合(AND.ORNOT

隣 接語関係)を 用い,基 本的には単 語の比較 をおとな って検索 してゆ くものである。 したがっ

て従来 の検索 システ ムのよ うに情報蓄積 のための解析,分 類 づけ,見 出し語の採択,シ ソー ラ

ス とい った問題 を生 じない。tの 検 索システ ムの流れは第2図 の ようにな ってk'り,蓄 積デ ー

タの作成段階 で,コ ンピュータによ り厳 重なチ ェ ックがなされている。

報告に よれば,電 子計算 機はIBM7090-1401が 使用 され,4886件 の トランジ
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ス タ回路の米 国特許 か ら約6万 の特 許請求範囲の記載(単 語数 で約800万 語)を12本 の磁

気テープにファイル して使用 している。検索時 間ば12本 の テープ全部を検 索するのに1時 間

を要 する との～二とである。

第2図IBM社 の 情報検索システム

日
IR
専 門 家

質 問

パンチカード

評 価 用(計 算 機
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統

デ
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デ
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＼/
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Ψ 左

/ヂ キ ス ト
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綴 りの単語 一
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統計 資料

～(計 算 機

書

プ一
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テ

IR専 門家
へ 配 布
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テ キ ス ト
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ン
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〉
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8.4今 後 の 見通 し

8.4.1特 許 情報 の国際的処理'

(1)特 許協 力協 定(PCT)に よる特許資料 の検索

特許 出願 と特 許審査 とに関する国際的協力 の一一つ としてパ リ同盟の国際事務局(BIRPI)

が特 許協力協定(PCT)の 草 案 を準 備している ことは前述 した。dの 協定に よれば,先 行技

術調査 は,主 要 な審査主義特許局 である米 国,西 ドイツ,ソ 連,日 本の各特 許局 と国際特 許協

会(IIB)が 国際サ ーチ機関 として これに当たる ことにな り,少 くとも次の主要各国特許明

細書 な らびに一般技術資料の調査 を義務 づけ られる。

フ ランス,ド イツ,米 国,英 国特 許 一1920年 以 降

日本特許 化学部門1965年 以 降

そ の 他1969年 以 降

ソ連特許 、1961年 以 降

ス イス特 許(仏,独 語のみ)1938年 以 降

一般 技 術文献 約200種 ・

これは,国 際特 許協力協 定の発 効を1971年 と想定 し,と の時点か ら,少 くとも過去50

年間 の主要 な先行技 術を調査 しよ うとする ものであ り,ま た,各 国際サ ーチ機関が比較的容易

に整備で きる最少限の資料 にとどめる ととを考慮 して定め られた ものである。 この範囲の資料 ・

を収集す ることに よって,1あ る いは2カ 国以上 の国 で特許された発明の大部 分をカバーでき

る と予想 され てteb,(過 去50年 間 の資料 で約85%,将 来 は90%程 度 までカバーされる

と予想される)国 際特許協力協定の計画 では,こ の最 少限資料 の範囲を次第 に拡大(国 の数

を増やす ことと,年 限 をさかのぼる とと)し て行 くことを目論 んでいる。わが国 もtのPCT

につ いての国際会議 には積極 的に参加 し,前 向きの姿勢で問題に取 り組 んでいる。

② 国際サーチ機 関の将来 の情報検索システ ム

特許協力協定 に基 づ く国際サーチ 機関は,先 にのべた ように7カ 国の特許明細書,過 去50

年 分 な らびに一般技 術文献200種 の調査 を義務づけ られている。 このため,BIRPIで は

国際サ ーチ機関は,情 報検索の分野 で,共 通 の検索システムの確立,サ ーチ ツールの統一,な

らびに国 際協力の下での特許情報の蓄積 の必要性 をあげ,将 来の情報検索システ ムの イメージ

を次の ようにのべている。

強調 すべ きは 「サ ーチ のツール」 の統一である。すなわち,資 料の分類,フ ァイル(原 本の
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まま,ア プス トラクツ'マ イク ロカー ド,あ るいは電子計算機 に入れ る),検 索(人 間がお こ

な うもの,機 械 をつかってやる もの,電 子計算機でや るもの)の それぞれの方法の統一 の程度

は当初は非常に低い ものであろ うが,サ ーチ機関の間でサ ーチのツールを統一 し,新 たなツー

ルの創造 および現存のツールの拡大の仕事 を分担 するため,不 断 の協力 による努力が必要であ

ろう。 この観 点か らサーチ機関の間・で,で きるだけ統一 的なシステムに よるサ ーチフ ァイルを

作 る とと,ワ ール ドパテ ン トインデ ックスの提案 を実現 し,利 用する こと。お よび機械検索を

全部 あるいは大部分の技術分野 にひろげるため,ICIREPATの 共 同システム を進め,か

つ利用することのすべてを熱心 に追求 する ことが不可欠である。

サ ーチ に関する研究は組織化される必要 があ ろう。10年 な い し,20年 後 に情報の蓄積 お

よび検索 がすべてのサ ーチ機 関に共通 な電子計算機統合システムに よって実施 され,す べての

サ ーチ機関で同時使用 される ことは まず 間違いのない ととろであろ う。

究極 の 目的は,情 報の蓄積 の仕事 を分担 して,共 通 のシステム,す なわちすべてのサーチ機

関が利用 しうるシステムで行 な うとい う合意 の原則に従ってアブス トラク ト,又 は資料の全文

にふ くまれた情報 を電子計算機 で処理する ことであろう。

(3)ワ ール ド・パテン ト ・インデ ックス計画.

ワール ド ・パテン ト・インデ ックス計画は,パ リ同盟 の国際事務局(BIRPI)お よび国

際特許協会(IIB)と が計画 している もので;世 界 中の特許お よび公告 された出願について

電子計算機 を使用 して

① 同一発明についての全特許リス ト

② 同一出願人,権 利者の特許リス ト

③ 発明者(共 同を含む)索 引

⑭ 国際特許分類別の索引

リストを請求により作成し,配 布するほか,～これか らの索引を明細書発行毎 に速報として作

成,出 版する。

パ リ同盟代表者会議で～二の計画が討議されており,現 状では,こ のサービスは民間に委託さ

れることになったが,各 国特許局からは,イ ンプットデータを電子計算機読み取 り可能の形で

提供することが要請されている。

8.4.2わ が国における今後 の見 出し

(1)考 慮 されるべ き要素
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特 許情報 により把握 されるべき技 術水準は,当 然の ととながら,世 界 の技 術水準である。

したが って,国 内における特許情報 処理は,国 際的な要素 を含めて考慮 しなければな らない。

特に現実問題 として日本特許庁が特許協力協 定による国際サーチ機関 としての役割 をはた して

行 くため には,サ ーチ機関に課 せ られたサーチ資料は完全に整備 しなければな らない し,ま た

外国特許局か らは 日本特許公報についての加工 した情報の提供が求 め られ る。

次に,特 許情報 の民間利用の問題 が考 慮されなければな らない。すなわ ち国際協力の下 に作

成され た各種の特許情報,例 えば ワール ドパテン ト,インデ ックス,共 同の機械検 索システ ムな

ど,日 本特 許庁の使用 のみな らず,広 く産業界で利用 されるべき ものである し,ま た現に産業

界はその利用 を切に希望 している。

更 に,こ の ような国際 的要請,国 内の要請 に効果 的に応ずるためには,と れ らの情報 を集 中

的に処理する.ことが必要 であ り,こ のための体制 が確立 されなければな らないが,こ れについ

ては後述 する。

② 特許情報処理業務の具体的内容

国内の集中的情報処理機構の業 務の第1は,日 本特許公報から,例 えば ワール ドパテン トイ

ンデ ックスや,共 同機械検索 システム用 に情報を抽出
,解 析 し,国 際的な統一 フ ォームに編集

加工 して,各 国特許局や,ワ ール ドパテン トインデ ックス センターへ提供 する業務 がある。

従来の特許庁の対外 国業務 としては公報類の相互 交換のみであ ったので,こ の業務 は全 く新規

のもの となる。

次に,外 国特 許局 およびワール ドパテ ン トインデ ックスセンターか ら提供 される各種の特許

情報 の国内拡布であって,従 来 の特 許明細書 や抄録類(OfficialGazette

AbridgementofSpecificationな ど)に 加 えて,検 索用 に加工 された特 許情

報を受け入 れマイクロフ ォー ムで蓄積 し,庁 内お よび産業界へ利用させるために複製 し提供す

る業務がある。

さ らに第3の 業務 としては,国 内におけ る情報検 索サー ビス業務 がある。 このサ ービスは,

各種の索引類の作成販布な どの いわゆる リス トサ ービスのほか に,特 定の検 索質 問を受け,こ

れ を蓄積されている情報の中か らさが して提供 するサ ービス も必要 になる。

このサ ービスは特許庁の業務 である特許審査のための,あ るいは国際サーチ機 関 としての審

査官 を対象 とした先行技 術調査 と,産 業界における特許調査 と同一種類 の ものであるか ら,同

一の蓄積情報を共通 に利用する ことが情報フ ァイルの更新
,維 持の点か らも効率的である と考

え られる。
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また,こ のサ ー ビスは最終 的な姿 と しては,中 央 に設置 される大型 タイムシア リング方式 コ

ンピュー タに全特許情報 を解析 一 蓄積 し,通 信回線 で結ばれた端末機か らの検索質問には即

時検 索 して応答 する方式 とする必要があろ う。 このほか この コンピュー タに解析 一 蓄積 され

た情報 は,国 内お よび外 国に対する頒布,交 換用 の加工 した特 許情報の編集,リ ス ト作成な ら

びに機械読取 り可能 な形 でのデー タのア ウ トプ ット作業 にも利用される こととなろ う。

ただ し,過 渡的には,先 行技 術調査員による検 索サー ビスを併用することも考え られ よう。

(3)機 構 問題

前述 した ように特 許情報はその一つで もおろそかにできない ものであ るために,そ の情報処

理は正確でなければな らない。従 って,上 述 したような膨大な特許情報の正確な処理を行な う

ためには,何 らかの機 関の存在が当然考慮されなければな らないであろ う。

8.4.3今 後 の問題点

情報検索技 術については現在,な お,多 くの問題点が残 されているが,今 後,コ ンピュータ

を利 用 した情報検索が中心になって行 くもの と考 え られるので,こ の面か らみて問題点を考察

してみる。

第1点 は,現 在の情報検索技術では,情 報の 「解析 一 蓄積」作業の機械化 ・自動化が未解

決の まま残されている点である。

現在の情報検索 の機械化 とは,蓄 積 した情報の 「検 索」 の面での機械化であ って,情 報を 「

解析 一 蓄積」す る過程は機械化 されていない。

「解析 一 蓄積」 の過程は,情 報検索 において もっとも重要な部分であって,必 要情報が正

しい形で蓄積 されていなければ検 索結果は全 く信頼することが できない。

現在,こ の作業 はすべて高度 の技術を もった人間の頭脳労 力にたよっているの で,解 析結果 に

は個人差があるばか りでな く,人 間の頭脳労働 にた よる以上,爆 発 的に増大する情報の処理は

ます ます困難 にな り,と の過程の 自動 化が望まれている。

この解決策 と して,原 文献 を直接 コンピュータに与 えて解 析,蓄 析作業を行 こなわせよ うと

する試みが米国お よび ソ連 において続 け られているが,こ れは高度の ソフ トウエア技術による

ものである。

第2点 は,日 本 語の処理 についての点で,コ ンピュータ処理の場合,英 語 に比較 してハー ド

ウエア,ソ フ トウエアの両 面にわたって,格 段 の困難 がが存在 している。現在 すでに漢字 カナ

ま じり文 をインプ ット ・ア ウ トプ ットする装置は存在するが,そ の処理速度や信頼性価格な ど
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については,な ま㍉ 疑問点 もあ り,そ の改善 にはなお,多 大 の努力が必要 とされている。

言語処理のための ソフ トウェア面でも,日 本語 の表 現の多様性や,不 明確さ,使 用文字 の多

様性な ど,き わめて多 くの問題が存在 している。

第3点 は,コ ンピュータで情報処理 をする場合のデー タ,プ ログラムの互換性が必要 にな っ

てくるが,現 状ではそれが きわめてとぼ しい ことであ る。

この ことは,コ ンピュータのハー ドウェア,ソ フ トウェア共 に急速 に発展 している途上 にあ

る現在 では,或 程度は止む を得ない ものであ り,き び しい互換性 を要求する ととは,か えって

コンピュータ利用技術の発展を阻害することにもなるが,基 本的な事項についての標準化は早

急 に実現 し,簡 単 な修正程度 で容易に他機種 との互換性が得 られる ような方式 が望まれる。ま

た,国 際的規模 で,相 当量の情報交換 が行なわれ る時点 までにはデー タ,プ ログ ラムの互換性

を持 たせ るととも必要になろう。
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